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序章 

 

１．研究の目的と意義 

 

企業の成長を考える際に、Ansoff（1965, p.109）の成長ベクトルは参考になる。アンゾ

フの成長ベクトルは、既存製品で新規市場に販路を広げ、企業の成長を図ろうとすることを

市場拡張戦略（新市場開発戦略）としていた。市場拡張戦略を海外市場で実現する場合、文

化の相違が存在し、それを乗り越えなければ、海外市場で販路拡大できないと考えていた。

海外市場での販路拡大には、海外上の状況や文化的要素に配慮して、製品やマーケティング

方法の適応が必要と考えていた。 

しかし、エスニック・マーケティングによる拡張は、国際マーケティングによる拡張とは

違っている。つまり、海外市場の中に存在する自国と同じ要素を持つエスニック・マーケッ

ト（以下、エスニック市場）を見つけそこに販売し、既存製品で現地市場に適応することな

く、海外市場の一部に市場を拡大することが可能となる。本論文において、エスニック市場

は、海外市場における母国系市場、例えば日系企業の視点からは米国における日系人市場、

メキシコ企業の視点では米国内のメキシコ系住民市場を指している。他方で、米国のメイン

ストリームにあたる、アングロサクソン系住民は、エスニック市場とは見なさない。 

現在、各国市場にエスニック市場があることがわかっている。特に米国市場は、一見する

と単一市場に見えるかもしれないが、実は多種多様なエスニック市場（日系エスニック市場、

メキシコ系エスニック市場、アフリカ系エスニック市場など）を内包している。 

海外市場にあるエスニック市場の規模は小さいが、差別化された市場であるがゆえに、海

外市場にある飛び地というべきエスニック市場にアクセスできれば、製品の適応をするこ

となく販売が可能である。海外市場への参入に際して、自国と同じ要素を持つエスニック市

場を発見できれば、海外市場に一定の足がかかりを迅速に作ることができる。海外市場への

参入戦略として、あるエスニック市場をターゲットとする、エスニック・マーケティングと

いう考え方は有効性を持つと考える。 

また、本論文で扱っている、パンという商品は、異文化間で消費者嗜好性に大きな相違が

ある食品である（杉村,2021）。パンは世界中で食され続けてきたという点で、グローバルな

食品としての一面性がある。他方で、各国のパンには、大きな違いがあり、極めてローカル

な食べ物でもある（杉村,2021）。つまり、パンというグローバルな文化をもつ食品は、実は

極めてローカルな食品でもあると言える（杉村,2021）。Wilhelmina et al.(2010, p.358）

は、特定の地域に特有のローカル基盤の食品だが、原産地以外でより広く受容されるために

改善されてきた食品をグローカル食品（glocal food）と定義している。言い換えれば、グ

ローカル食品は、「グローバルに普及しているが、ローカルの特徴が色濃く反映されている

食品」、または、「異文化間で消費者の嗜好性に大きな相違がある食品」のことである。した

がって、パンという商品は、グローカル食品に分類される。以下、グローカル食品を扱う企
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業を、「グローカル食品企業」と表現している。 

海外市場への参入において、エスニック・マーケティングを活用していたグローカル食品

企業の事例は、先行研究において、少なからず存在する。本論文で取り上げる製パン業界を

例にとっても、数社の日系パンメーカーが 1970年代頃に米国市場へ参入し、エスニック・

マーケティングを活用することによって、日系エスニック市場で一定の足場を構築するこ

とに成功した。しかしながら、いずれのパンメーカーも母国系エスニック市場からの市場拡

張に失敗し、母国系エスニック市場の需要規模が小さい点ゆえに採算のとれるビジネスに

ならず、撤退や事業譲渡に追い込まれた。サンジェルマン、木村屋總本店などは早々に撤退、

敷島製パンは、2001 年にロサンゼルス事業から撤退（杉村,2021）、アンデルセン・グルー

プ（旧タカキベーカリー）は 2020年に撤退1した。日本最大のパンメーカーである、山崎製

パンは、池田ベーカリー（現イケダパン）からの事業譲渡により、ロサンゼルスのリトル東

京に 1 店舗を持ち、日本から輸出したパンやケーキなどを主に日系人向けに販売するにと

どまっている。他分野のグローカル食品企業においても、あるエスニック市場から抜け出し、

海外市場全体2を攻略できた例は存在しない。 

つまり、エスニック・マーケティングを活用した海外市場参入は一定の成果を上げられる

ことが分かっているが、その後の市場拡大をどのように行なっていけばよいかは、依然とし

て課題として残っている。もはや、グローカル食品企業の海外展開において、エスニック市

場から抜け出し、海外市場全体を攻略することは不可能だと思われていた（杉村, 2021; 

2023a）。しかしながら、日系パンメーカーが母国系エスニック市場から抜け出せず、撤退に

追い込まれたこととは対照的に、メキシコ発祥企業の Grupo Bimbo 社（以下、ビンボ社）

は、母国系エスニック市場から上手く抜け出し、米国パン市場全体を手に入れた。なぜ、ビ

ンボ社は米国市場全体を攻略できたのかを、ビンボ社の歴史的ケース・スタディ研究をする

ことによって明らかにしていく。つまり、本論文全体を通してのリサーチクエスチョンは、

敷島製パンをはじめとする日系パンメーカーは米国市場攻略に失敗したが、なぜビンボ社

は米国市場全体を攻略できたのか、どのようにして文化の相違から生じる問題を克服する

ことができたのかを明らかにすることである。この課題を解くことによって、上述した通説

を打破していく。 

一般的にエスニック・マーケティングは、エスニック市場の攻略だけに焦点を合わせてい

る。しかしながら、逸脱事例として、メキシコ発の世界最大の製パン企業であるビンボ社の

事例がある。ビンボ社は、エスニック・マーケティングを活用することで、米国市場参入に

留まらず、米国市場全体の攻略に成功したように見える3。なぜ、このようなことが可能と

 
1 『日本経済新聞』2021年 2 月 19 日版 

https://r.nikkei.com/article/DGKKZO69217570Y1A210C2HE6A00?gift=g2ls5gLwQCqjA0ODE5NjM2NDekNEktLaAeAQ.nMaNUl

bE&s=6（アクセス日、2022 年 12月 18日） 
2 市場全体とは、あるエスニック市場とメインストリーム市場を合わせた市場を指す。 
3 研究の出発点では、エスニック・マーケティングを活用したことが、（市場参入のみならず）市場拡大期においても

最大の論点だと見受けられたが、研究が進むにつれ、買収先の経営資源の活用に論点が移行していく。 
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なったのであろうか。かかる問題意識の下、ビンボ社の歴史的ケース・スタディ研究の目的

は、ビンボ社の米国市場への参入と市場での地位確立の経緯をエスニック・マーケティング

の視点から明らかにしていくとともに、参入先の市場での市場のさらなる拡大には、既存の

経営資源と新たに獲得した経営資源をうまく組み合わせる能力が必要になることを明らか

にしていくことである。それによって、エスニック・マーケティングを活用して海外市場に

参入を果たした後、どうすれば海外市場を拡大していくことができるかという問いに答え

るための仮説を構築することができる。 

本論文は、パンという商品の事例を通して、グローカル食品による海外市場全体の攻略に

役立つ仮説を導き出すことを目指している。ますますグローバル化が進んでいる世の中で、

グローカル食品は次々と生み出されている。そういった意味で、伝統食品とは異なり、グロ

ーカル食品は、将来にわたってますます存在感を高めていくであろう。グローカル食品企業

もそれに比例して誕生していく。それらの企業の経営者に中には、グローカル食品を海外展

開することを志し、そのための知見を必要とすることが出てくるであろう。本研究の意義は、

グローカル食品による海外市場拡大、および市場全体攻略のための仮説を提示し、重要だが

研究されていない分野に先鞭をつけることである。 

本論文の構成は次のとおりである。第１章は、敷島製パンが米国市場に参入し、その後、

撤退に追い込まれた事例を取り上げる。その上で、日本のパンメーカー数社が、すべて米国

市場攻略に失敗したこととは対照的に、米国パン市場を制覇した外資系企業（ビンボ社）が

存在していることを紹介している。この章では、敷島製パンの事例から研究課題を抽出し、

本論文全体のリサーチクエスチョンを示している。 

第２章は本研究の方法論として、ビンボ社を扱った単一事例研究の妥当性を論じていく。 

第３章では、ビンボ社が取り扱う食品である、パンという商品は、異文化間で消費者嗜好

性に大きな相違がある食品であることを論じている。ビンボ社の事例を紹介する前に、前提

条件としてパンの特殊性を説明している。 

第４章は、ビンボ社創業からメキシコ国内市場で独占的地位を構築し、海外市場への参入

動機が生まれるまでの歴史記述と解釈（分析）をすることによって、ビンボ社がメキシコで

培ったどのような経営資源を米国市場で活かそうとしたかを明らかにする。 

第５章は、ビンボ社の 1984年の米国市場参入から米国市場全体攻略プロセスを形成する

2002年頃までの歴史記述とその解釈（または分析）をする。その上で、なぜ、（自前主義か

ら脱却し、）現地大手パンメーカーの買収に踏み切ったのかを明らかにするとともに、その

買収先の現地パンメーカーをどのように活用して米国市場全体攻略プロセスを形成したの

かを明らかにする。さらに、ビンボ社の経営者は、海外市場の中でも米国を最重要市場と位

置付け、強力に推進していく。なぜ米国を最重要市場と見ていたのかを明らかにする。 

第６章は、米国市場全体攻略プロセスを形成した 2002 年頃から米国市場シェア No.1 を

確立するまでの歴史記述とその解釈（または分析）をする。その上で、米国市場シェア No.1

の確立が、大型買収と米国市場全体攻略プロセスの繰り返しによって実現されたことを明
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らかにしている。さらに、米国市場全体攻略プロセスを上手く推進するために、どのような

組織変革が起こっていたかを明らかにする。 

第７章は、ビンボ社の米国市場攻略を分析し、成功要因を 2つの観点、エスニック・マー

ケティングとダイナミック・ケイパビリティから論じている。その結果、ビンボ社は「エス

ニック・マリアージュ」とでも呼べる能力を持っていたことを仮説として提示している。「エ

スニック・マリアージュ」は基本的にダイナミック・ケイパビリティであり、ダイナミック・

ケイパビリティの概念に内包される様々なタイプの一つであることを論じている。 

第８章では、「エスニック・マリアージュ」という概念を生み出す元となった、ビンボ社

の取り組みが、確かにダイナミック・ケイパビリティを発揮していた点を明らかにしている。

その上で、「エスニック・マリアージュ」がダイナミック・ケイパビリティの一種であるこ

とを詳しく論じている。 

終章は、本論文のまとめと結論を提示し、その上で、本論文の限界と今後の課題を示して

いる。 
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第 1章 海外市場への参入行動としてのエスニック・マーケティング1 

 

１. はじめに 

 

現在、各国市場にエスニック・マーケット2（以下、エスニック市場）があることがわか

っている。特に米国市場は、一見すると単一市場に見えるかもしれないが、実は多種多様な

エスニック・グループ（日系エスニック・グループ、メキシコ系エスニック・グループ、ア

フリカ系エスニック・グループなど）を内包している（図表 1-1）。差別化戦略の１つの類

型として、エスニック市場を対象にしたエスニック・マーケティングが考えられる

（Cui,1998）。 

 

図表 1-1 エスニック市場のイメージ図3 

 

 

（出所）筆者作成 

 

 企業の成長を考える際に、アンゾフの成長ベクトルは参考になる（Ansoff,1965,p.109）。

アンゾフの成長ベクトルは、既存製品で新規市場に販路を広げ、企業の成長を図ろうとする

ことを市場拡張戦略（新市場開発戦略）としていた（図表 1-2）。市場拡張戦略を海外市場

で実現する場合、文化の相違が存在し、それを乗り越えなければ、海外市場で販路拡大でき

ないと考えていた。海外市場での販路拡大には、海外上の状況や文化的要素に配慮して、製

品やマーケティング方法の適応が必要と考えていた。 

 

 
1 初出は、杉村（2021）の『星陵台論集』第 53 巻第 3 号である。 
2 代表的なエスニック・マーケットは、海外市場における母国系市場。例えば、日系企業の視点からは米国における日

系人市場、メキシコ企業の視点では米国内のメキシコ系住民市場を指す。他方で、米国のメインストリームにあたるア

ングロサクソン系住民は、エスニック市場とは見なさない。 
3 図形の大きさは、エスニック市場規模を正確に反映させたものではない。 
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図表 1-2 アンゾフの成長ベクトル 

 

 

 

（出所）Anzoff（1965）,p.109, Table 6.1 

 

しかし、エスニック・マーケティングによる拡張は、国際マーケティングによる拡張とは

違っている。つまり、海外市場の中に存在する自国と同じ要素を持つエスニック・グループ

を見つけそこに販売し、既存製品で現地市場に適応することなく、海外市場の一部に市場を

拡大することが可能となる。海外市場にあるエスニック・グループの市場規模は小さいが、

差別化された市場であるがゆえに、海外市場にある飛び地というべきエスニック・グループ

にアクセスできれば、製品の適応をすることなく販売が可能である。海外市場への参入に際

して、自国と同じ要素を持つエスニック・グループの市場を発見できれば、海外市場に一定

の足がかかりを迅速に作ることができる。海外市場への参入戦略として、エスニック・マー

ケティングという考え方は有効性を持つと考える。エスニック・マーケティングを考えるう

えで、どのような論点があるのかを明らかにしていかなければならない。そこで本章では、

エスニック・マーケティングの概念が誕生する以前から市場参入戦略としてのエスニック・

マーケティングに取り組んだ日本企業の事例を紹介する。この事例を分析することを通じ

て、海外市場への参入戦略としてエスニック・マーケティングを考える上で、どのよう研究

課題があるのかを明らかにしていく。いわゆる課題探求型のケース・スタディを行うことで、

今後の研究課題を明らかにすることが本章のリサーチクエスチョンである。 

 この課題について次のように議論していく。第１に、エスニックという用語の定義を行な

い、エスニック・マーケティングがどのようなものであるかを説明する。第 2に、海外市場

への参入行動としての取り組みとしてエスニック・マーケティングの実際を敷島製パン株

式会社（以下、敷島製パン）の米国市場への参入のケースで見ていく。第 3に敷島製パンが

米国にある日系エスニック・グループを通じて米国市場にエントリーしたケースから、今後

の研究にどのような課題があるのかを明らかにしていく。 

 

 

 

 

製品　

ミッション

現存 市場浸透戦略 新製品開発戦略

新規 新市場開発戦略 多角化戦略

現存 新規



7 

 

２．エスニックの定義と先行研究 

 

（１）エスニック（ethnic）とエスニシティ（ethnicity） 

 

エスニック（ethnic）はエスニシティ（ethnicity）の形容詞型であるため、エスニシテ

ィの定義を示していく。 

Yinger（1976）は、エスニシティとは、意識、アイデンティティ、帰属、文化などによる

外部との違いと内部の同質性のことであると説明している。Joireman（2003）は、エスニシ

ティは、人種や文化と区別されるものであり、1970 年代以降、繰り返し使われるようにな

り、ほぼ間違いなく「人種」よりも好まれる言葉になったと主張している。Cornell and 

Hartmann（2007）は、特徴的な文化を共有する同じ人種や国籍の人々、そして同じマナー、

習慣、またはその他の特徴によってまとめられる人々の大規模なグループと論じている。 

また、Banks（2013）は、エスニシティは集団の特性だけではなく、関係性でとらえられ

ることもあると主張し、Eller（1997）は、エスニシティは、自分自身を他の人とは区別さ

れ、異なるものとみなす人々の間で共有される連帯感を伴うものであると説明している。 

エスニシティは、狭義の意味で「民族性」と一言で表現されることがあるが、以上のよう

に、より広い意味を持っている。そのため、Pires and Stanton (2014, p.10)は、エスニシ

ティの広義の定義を次のように簡潔に述べている。 

 

「エスニシティは、1つ以上の特徴に基づいた人々のグループの共通アイデンティティま

たは類似性のことである。」 

 

本論文は、市場を構成する複数の民族に対応したマーケティングを研究対象としている

ため、エスニシティを狭義の意味で「民族性」として用いている。ただし、将来的には、市

場を構成する人々が持つ多様性に対応したマーケティングへと研究対象を拡張できると考

えており、その場合は、広義の意味で用いていくことになる。 

 

（２）エスニック・マーケティングの定義 

 

Jamal et al.（2015）は、エスニック・ダイバーシティは多様な製品やサービスの新しい

市場を生み出す機会を与えるため、エスニシティを取り入れたマーケティング戦略や理論

に対する需要が高まっていると主張している。Cui（1998）は、エスニック・マーケティン

グは、あるエスニック・グループに向けて差別化されたマーケティングであると主張してい

る。さらに、Cui（1997）は、エスニック・マーケティング戦略は、あるエスニック・グル

ープの消費者が（他のエスニック・グループやメインストリームの消費者に向けられた価値

提案より）自分たちに向けられた価値提案の方が優れていると知覚することを目指してい
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ると論じている。また、Jamal（2003）と Zmud et al.（1992）と Kim（1990）は、エスニッ

ク・マーケティングを正当化する上での鍵となる要因は、エスニシティが消費者行動と関係

しているかどうか、どのように関係しているかを立証することであると主張し、Pankhania 

et al.（2007）は、経験的な調査結果は、異なるエスニック・グループの消費者が異なる価

値観を示し、異なる製品属性に異なるレベルの重要度を与え、同じブランドに異なる知覚を

示すことを明らかにしてきたと論じている。 

エスニック・マーケティングの定義について論じる前に、The American marketing 

Association（以下、AMA）によるマーケティングの定義は次のとおりである4。マーケティ

ングとは、顧客、クライアント、パートナー、社会全体にとって価値のあるものを創造し、

伝達し、提供し、交換するための活動、一連の制度、およびプロセスのことである。Pires 

and Stanton (2014, p.9)は、この AMAによるマーケティングの定義と対比して、エスニッ

ク・マーケティングを次のように定義している。エスニック・マーケティングとは、エスニ

シティで識別された顧客、クライアント、パートナー、コミュニティ、および社会全体にと

って価値のあるものを創造し、伝達し、提供し、交換するための活動、一連の制度、および

プロセスのことである（Pires and Stanton, 2014, p.9）。下線部分がエスニック・マーケ

ティングの定義のために付け加えられた箇所である。「エスニシティで識別された顧客」に

対するものである点や、「コミュニティ（またはグループ）」という括りで捉える視点がエス

ニック・マーケティングの独自性を表している。本論文は、この定義を用いている。ビジネ

スの観点から見ると、エスニック・マーケティングは市場をセグメンテーションしてターゲ

ットを絞るアプローチであり、そのエスニック・グループの消費者ニーズを満たすことに焦

点を当てた価値提案を開発することは、競争優位性とカスタマーロイヤルティの獲得に向

けた有効な手段となり得る（Pires and Stanton, 2014, p.15）。 

 

（３）エスニック・マーケティングの先行研究 

 

エスニック・マーケティングに関する先行研究は、大きく 4つに分けられる。まず、マー

ケティング機会に関する研究である。マーケティング機会を求めて、あるエスニック・グル

ープの重要性を評価するには、そのグループについて明確なプロファイルを必要とする

（Pires et al., 2003, p.224）。そのためには、エスニック・グループの識別方法とそのグ

ループへのアプローチ（到達）方法の開発が必要である（Pires et al., 2003, p.224）。ま

た、市場が（複数の）異質なエスニック・グループから構成されると考え、それぞれのニー

ズや求める利点の共通点によって、同質なセグメントとして識別できる場合がある

（Lindridge,2015, p.235）。 

2つ目は、エスニック・マーケティング戦略の研究である。Cui（1997）は、エスニック・

 
4 https://www.ama.org/the-definition-of-marketing-what-is-marketing/ （アクセス日、2021年 2月 21日） 
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マーケティング戦略は、あるエスニック・グループの消費者が（他のエスニック・グループ

やメインストリームの消費者に向けられた価値提案より）自分たちに向けられた価値提案

の方が優れていると知覚することを目指していると主張する。そのために、差別化されたマ

ーケティング・ミックス戦略を使ってアプローチする（Cui, 1998, p.88）。エスニック・マ

ーケティング戦略において、8 つの「P」で構成されたエスニック・マーケティング・ミッ

クスが有効である（Pires et al., 2018, p.223）。8つの「P」とは、製品（product）、プ

ロモーション（promotion）、場所（place）、価格（price）、物理的証拠（physical evidence）、

人（people）、プロセス（process）、パーソナライゼーション（personalization）を指し、

事業者はこれらを組み合わされることによって、（マイノリティである）エスニック消費者

へ差別化された製品・サービスを提供できる（Pires et al., 2018, p.223）。 

3つ目は、文化変容（Acculturation）の研究である。Hui et al.(1992）は、移民の消費

経験における、移住と再定住のインパクトを調査している。 

4つ目は、エスニック消費者行動に関する研究である。最近の学術研究は、販売促進、広

告、メディアなどのマーケティング活動に対するエスニック消費者の反応について有益な

洞察を提供している（Jamal et al., 2015, p3）。 

エスニック・マーケティングの先行研究は、（マイノリティである）エスニック市場の消

費者にターゲットを狭めた上での議論に終始してきた。 

 

３．敷島製パンの米国市場への参入のケース 

 

敷島製パンが米国のエスニック・マーケットへ参入した際、実際にどのようなエスニッ

ク・マーケティングを実施したかをケースで見ていく。敷島製パンの米国市場への参入ケー

スを当時の新聞記事を参考にして時系列で紹介する。 

敷島製パンは 1979年に日商岩井（現在の双日）と共同出資で、米国カリフォルニア州の

法人としてロサンゼルスに米国子会社を設立した。翌年 1980年にはロサンゼルス北郊のバ

ーバンク市で、現地のリテイルベーカリーであったスタンズ・ランチ・ベーカリーを買収し

た。リテイルベーカリー（Retail bakery）とは、一般的に製造と販売が同一店舗で完結し

ているお店のことを指す（竹谷, 2012, p.148）。リテイルベーカリーでは焼きたてのパンが

提供される。リテイルベーカリーは、スーパーやデパート等の店舗内に立地するお店や路面

店を含んでいる。反対語は、ホールセールベーカリー（主に小売店へ卸売りをするパンメー

カー）である。日本における敷島製パンは、両方の業態で事業運営をしていた。 

敷島製パンは米国におけるリテイルベーカリーのチェーン店展開の可能性を研究するた

め、実験的に日本のパンの製造販売を開始した。本ケースでは、1983 年にカリフォルニア

州トーランス市に工場を設置することが決定されるまでの約 3 年間に、どのようなエスニ

ック・マーケティングを実施したかを紹介する。 

日本経済新聞によると、「敷島製パンが米国進出プロジェクトをスタートさせた理由は、
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企業の成長を将来も維持していくためには、海外市場を開拓する必要があると判断したか

らであった。パンでは日本よりずっと長い歴史を持つ、いわば本家へ逆上陸したのである5。」

と述べられている。 

井上（2016, p.6）によると、「日本のパンが本格的に広まったのは、第二次世界大戦後の

食料難の時代であった。日本側が食料を必要としていたため、アメリカの連合国軍最高司令

部（GHQ）が小麦や小麦粉を支援し、得られた小麦粉を基に、配給パン工場や家庭委託パン

工場がパンを消費者に提供した」と述べている。日本のパンの消費量は、第二次世界大戦後

の 10年間で急激に増加した。 

1950 年代に米国のパンメーカーが大型化した時に発明された中種法という製法がある

（竹谷, 2012, p.174）。この中種法が米国から日本に伝わった。日本における大手製パン会

社のほとんどが、米国から伝わって現在に至るまで中種法を基本としたパンづくりをして

いる。中種法とは、ヨーロッパの伝統的な製法であるストレート法とは違い、中種を用いる

点が特徴である。ストレート法では、小麦粉、塩、酵母（イースト）、水と他の副原料を全

重量一度にミキシングするのに対して、標準的な中種法は、約 70％の小麦、酵母（イース

ト）、水、生地改良剤などをミキシングして中種を作り、約 4時間の生地発酵で生地を熟成

させた後に、残りの 30％の小麦と他原料をミキシングする製法である。ミキシングを一度

に行うか、二度行うかの違いであるが、この違いは、最終製品に仕上がりに大きな特徴の違

いをもたらす。どちらが優れた製法かは一概には言えず、消費者がパンにどのような特徴を

求めるかによって左右される。生地の製造工程を比較すると図表 1-3 のように示すことが

できる。 

  

 
5 『日本経済新聞』1983年 11月 30 日朝刊 



11 

 

図表 1-3 ストレート法と中種法の製造工程比較 

 

 

 

（出所）井上（2016, p.10, および p.100）より筆者作成 

 

現在でも日本の量販店で売られている包装紙で密封されたパンのほとんどは、米国から

入ってきた製法である中種法と、それが可能にした大規模設備での大量生産方式で製造さ

れている。中種法の生地は機械耐性が高く、機械による生地分割や加工でのダメージに耐え

られるので大量生産に向いている。以上のことから、米国は日本のパンに大きな影響を与え

ており、日本にとってパンの本家本元である。敷島製パンが日本のパンを米国に広めようと

する試みは、パンの本家に逆上陸することを意味していた。 

敷島製パンが米国進出を決意した時、「どんなお客に的を絞って商売をしたらよいのかわ

からないことが最初の問題であった」と敷島製パン社長は語っている6。米国は日本と異な

り、様々なエスニシティが存在していた。敷島製パンは、どこをターゲットにするかを調査

するために、リテイルベーカリーのスタンズ・ランチ・ベーカリーを購入した。敷島製パン

社長は、「米国で店を経営すれば、通りいっぺんの調査では気付かないユーザーニーズを肌

で感じ取れる。まずは日本に近い西海岸で、安い店を買おうというねらいにぴったりだった

のが、スタンズ・ランチ・ベーカリーだった。」と語っている7。買収金額は約 30万ドル（当

時の為替レートで７千万円）。日本から米国子会社に 3名の日本人が派遣された8。 

 米国子会社の設立当初、米国子会社の副社長は新聞社からのインタビューに「どんなパン

を消費者が欲しているかの結論を得るため、敷島製パンは米国の市場調査に数年間費やす。

 
6 『日本経済新聞』1983年 11月 30 日朝刊 
7 同上 
8 同上 
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会社が興味を持っている 1 つの分野は、ホワイトブレッド（White bread）の市場にあり、

アメリカのホワイトブレッドは日本のものより良くないという考えがある9。」と語っていた。

ホワイトブレッドは主に白い食パンを指している。敷島製パンと米国子会社（の経営陣）は、

米国のホワイトブレッドが日本のものより製品品質的に劣っているという認識を持ってい

たことが分かる。この時点では、どのセグメントをターゲットにするかは未定であったこと

も言及されている。敷島製パンは、日本のパンが米国のメインストリームにも受入れられる

可能性があるとの期待を抱いていた。 

 日本経済新聞によると、「スタンズ・ランチ・ベーカリーで製造していた日本のパンが米

国のパンと一番違うのは、まろやかな味を出すために手間をかけてキメ細かく製造してい

る点だった10。食パンを例にとると、米国の多くのパンは約四時間で焼き上げているのに対

し、敷島製パンのパンは材料の仕込みに時間をかけるため、焼き上がりまで八時間もかかっ

た。また米国のパン業者はやわらかさを出すために、薬品を入れることもしばしばであった。

スタンズ・ランチ・ベーカリーで敷島製パンは現地のパンとは一味違うパンをつくったが、

売れ行きはパッとしなかった。店の周辺の住民は白人が多数派であった。米国子会社の副社

長は、「日本流の繊細な味を理解してもらうところまでいかなかった。」と語っている。店は

赤字続きとなり、利益を上げるのが目的ではないとはいうものの、米国子会社の経営陣にと

ってフラストレーションのたまる日々が続いていた。」と述べられている11。 

 スタンズ・ランチ・ベーカリーの店周辺は白人が多数派であり、退役軍人の構成割合が比

較的多い土地柄であった。そのような顧客層に、日本のパンの製品品質は認められなかった。

ロサンゼルスは米国西海岸の南に位置しており、ヒスパニックとも呼ばれるラテン系アメ

リカ人の人口割合が、白人より高かった。そのため、一概に米国人から評価されないと結論

付けることはできなかった。ただし、日本のパンが白人系アメリカ人に受け入れられないこ

とはほぼ明らかとなった。敷島製パンはエスニック・マーケットの市場開拓に大きな期待を

抱いて米国に参入したが、文化の相違の大きさを認識せざるをえなかった。 

日本経済新聞によると、「1982 年 11 月にロサンゼルスで開かれた日本商品の展示会にパ

ンを出展、販売したことが局面打開のきっかけとなった。ロサンゼルス地区の日系人の間で

「敷島のパンはおいしい」という声が高まった。ロサンゼルス南部の日系人が多く住む地区

のスーパーマーケットなどから、次々と注文が寄せられた。米国子会社の副社長は「これ

だ！やはり日本のパンのおいしさを理解するのは日本人」と、ある意味では当たり前の結論

に落ち着いた。」と記載されている12。 

ここから敷島製パンは、すべての人に受入れられるパンよりも日系エスニック・グループ

に的を絞ったパンづくりを進めることはじめることとなった。敷島製パンがターゲットに

 

9 Milling & Baking News 1980年 6 月 23 日掲載 

10 『日本経済新聞』1983年 11月 30 日朝刊 
11 同上 
12 同上 
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した日系エスニック・グループとは、米国西海岸のカリフォルニア州に多く住んでいた日系

アメリカ人を中心とし、日系企業の駐在員とその家族である日本人を含むグループであっ

た。米国子会社は、日系アメリカ人だけでなく、現地の日本人駐在員とその家族からのニー

ズも敏感に感じ取っていた。日本の高度経済成長期に米国に進出する日系企業は少なくな

かった。日系アメリカ人は他のアジア系アメリカ人と比較して、生活で英語を使用する割合

が明らかに高く(Zúñiga et al., 2015, p.9)、米国国籍である。日系エスニック・グループ

は、国籍や言語の違いを越えてエスニシティの共通性によってグループ化されていた。 

翌年の 1983 年には、敷島製パンはロサンゼルス地区のスーパーマーケット 5 店のほか、

毎週一度はニューヨークのスーパーマーケットへもパンを送っていた13。参入前には想定し

ていなかった日系エスニック・グループにターゲットを絞ることによって、スタンズ・ラン

チ・ベーカリーの生産設備だけでは製品供給が全く追いつかなくなるほどの注文を得たの

である。 

この実績を踏まえて米国子会社の副社長は同年（1983年）、本社に「ロサンゼルス地区に

製パン工場をつくり、本格的に卸売り（ホールセール）事業を始めるべきだ」と提言した14。

意見は本社の役員会で認められ、翌年（1984 年）にはロサンゼルス南部のトーランス市に

工場を借り、本格的なパン生産に入ることが決まった15。敷島製パンは、3 年あまりの調査

期間をかけ、日系エスニック・グループをターゲットにすることが最適であると学習し、米

国市場で足掛かりとなる拠点を築くことができたのである。 

米国市場への参入当初は、リテイルベーカリーの店舗展開を計画し、スタンズ・ランチ・

ベーカリーでの実験展開を行っていたと述べた。しかし、日系エスニック・グループにター

ゲットを絞る意志決定をした後、その消費者ニーズに応える形で、ホールセール向けのパン

の製造販売へ業態拡張を行っている。その背景として、日系エスニック・グループが欲して

いた日本のホールセール向けのパンに対する希少価値に気付いたことが挙げられる。複数

の日系製パン企業（サンジェルマン、池田ベーカリー、タカキベーカリー、木村屋など数社）

が米国市場に進出し、リテイルベーカリーの業態で事業運営していたが、ホールセール向け

に量産されるパンの製造販売をはじめたのは、敷島製パンがはじめてであった16。 

転機となったロサンゼルスで開かれた日本商品の展示会に、敷島製パンはスタンズ・ラン

チ・ベーカリーで製造した 8時間も手間をかけて作られる中種法のパンを出展していた。中

種法はホールセール向けのパン製造に使われる製法である。展示会に中種法で作られたパ

ンを並べたことにより、敷島製パンはホールセール向けのパンの需要に気がつくことがで

きたのである。展示会の品揃えに日本の中種法のパンを加えた販売促進戦略は功を奏した。 

海外で生活する日本人にとって、慣れない土地で慣れない食べ物ばかりを食べ続けるの

 
13 『日本経済新聞』1983年 11月 30 日朝刊 
14 同上 
15 同上 
16 『日刊工業新聞』1983年 11月 14 日朝刊 
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は苦痛である。日系エスニック・グループ（特に、日本人駐在員とその家族）からの「日本

独特の（ホールセール向けの）パンを食べたい」という強い想いを敷島製パンの米国子会社

の経営陣はひしひしと感じ取っていたであろう。 

 リテイルベーカリーとホールセール向けのパンは、大きな特徴の違いがある。まずは製法

の違いで、リテイルベーカリーはストレート法であるのに対し、ホールセール向けは中種法

である。この製法の違いは最終製品の特徴に大きく影響する。ホールセール向けのパンは、

やわらかい食感でしっとりしており、日持ちし、大量生産で作られるので価格は抑えられて

いる。他方、リテイルベーカリーのパンは、噛み応えのある食感で、焼き立ての味と香りは

素晴らしいが、老化が早く進み、賞味期限はその日限りである。図表 1-4は２つの違いをよ

り詳細に説明している。 

 

図表 1-4 リテイルベーカリーとホールセールのパンの違いについて 

 

 
 

（出所）竹谷（2012）より筆者作成 

 

敷島製パンが米国市場でホールセール向けのパンの製造販売に乗り出したことは、製品

戦略の大きな変更だった。また販路先も全く変わってくる。敷島製パンは日系エスニック・

グループにターゲットを絞ったことにより、エスニック・マーケティング戦略を新しく立案

し、日系エスニック・グループでの売上拡大につなげていった。 

1984 年よりトーランスの工場が稼働し、量産設備でのパンの生産販売が始まった。この

工場を中心にいくつかのリテイルベーカリーを展開し、同時にスーパーなどにホールセー

リテールベーカリーのパン ホールセール（量販店）のパン

ストレート法（直捏法） 中種法

約４時間15分 約６時間半（袋詰め込みだと約８時間）

ヨーロッパの伝統的な製法（ヨーロッパでは近
所のベーカリーで焼きたてパンを毎朝購入する
層が存在）

1950年代、アメリカのベーカリーが大型化した
時に発明された、高たんぱく質小麦の特徴を十
二分に発揮させる製法

違い
焼きたての味と香りは素晴らしいが、老化が早
く、安定した製品を得るためには、高度な技術
を必要とする。

パンの老化が遅く、製品はかなり安定している
が、風味はストレート法のパンには及ばない。

老化がやや早い 老化が遅い

消費期限はその日限り 日持ちする

噛み応えのある食感 やわらかい食感

手作業のため大量生産に向かない 大量生産に向く（機械耐性あり）

比較的高めの値段設定 値段が安い

廃棄ロスが多い 廃棄ロスが比較的少ない

気泡が粗く気泡膜が厚い 気泡が細かく気泡膜が薄い

消費者視点 購入当日に食べる。多少高くてもよい。 安くて日持ちするパンを求めている

製法

違いの詳細
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ル向けのパンを販売するハイブリッド業態での事業運営が本格的にはじまった。工場が完

成する直前の新聞社からのインタビューに対して、敷島製パン社長は、「米国のパンはもと

もと肉などの副食といった性格が強いために味が悪い。ところが、日本のパンは主食用とし

て作られることから味が良く、日系人だけでなく、米国人にも人気が高いことがわかった。

美味しさを求めるのはやはり万国共通のようだ」と米国進出に自信を見せていた17。 

この敷島製パン社長によるコメントは、スタンズ・ランチ・ベーカリーでの白人層から得

た評価結果と矛盾しているように思われる。しかし、米国人とひとくくりにされることが多

いが、米国人は多種多様なエスニック・グループから構成されている。例えば、韓国系エス

ニック・グループ、中華系エスニック・グループ、アジア系エスニック・グループ、ラテン

系エスニック・グループなど様々である。それらのうちのいずれかから人気が高いこと意味

していたと思われる。次のエスニック・グループにターゲットを広げようとしていたことが

読み取れる。 

これまでの話をまとめると、敷島製パンによる日系エスニック・グループ向けのエスニッ

ク・マーケティングは成功を収めたと言える。米国市場に足掛かりを築くという難題を見事

に克服し、米国市場への参入においては、エスニック・マーケティングを効果的に使ってい

たことが示された。エスニック・マーケティングに関する概念と体系がはじめて提示された

のは、Piresと Stanton による 2005年に出版された“Ethnic marketing”においてである。

敷島製パンの先進性を紹介した本ケースは、エスニック・マーケティングの概念ができる以

前から日本企業がエスニック・マーケティングを実施していたことを明らかにしている。 

続いて、米国市場における敷島製パンのその後の歴史を補足していく。1997 年、敷島製

パンの米国子会社が主要販売先としていた日系スーパーマーケットの一つであるヤオハン

USA の業績悪化と信用不安が起こった18。このことは、敷島製パンの米国子会社の事業運営

に少なからず影響を及ぼした。事の発端は、ヤオハン USAの親会社であるヤオハン・ジャパ

ンの中国、アジアなどの海外戦略が破綻し、国内外の関連流通業の店舗売却、株の売却によ

る営業権の譲渡など大規模な再建がはじまったことである。1984 年に 3 千円を記録したヤ

オハン・ジャパンの株価は 2百円台に暴落し、グループ全体の経営危機説が流れ、子会社の

ヤオハン USA にもその影響が及んだ。ヤオハン USA は南カリフォルニアのトーランスとコ

スタメサの 2 店とシカゴの店舗 1 店を売却することになった。南カリフォルニアの 2 店と

も、ある投資グループが購入を打診し、売却されることになった。店舗の売却契約が成立し

てもヤオハン USA の店舗は閉鎖せず、新しい所有者と店舗のリース契約を結んで営業を続

けることになった。 

 
17 『中日新聞』1983年 10 月 25 日朝刊 
18 Los Angeles Japanese Daily News 1997年 8月 6日（第 1面） 

   Los Angeles Japanese Daily Newsは、RUFU SHINPO（羅府新報）の英語タイトル 

HP→https://www.rafu.com/category/japanese/ 
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ヤオハン USAは 1982 年、のちに敷島製パンの米国子会社が工場を立地させるトーランス

市に第 1号店を建て、米国に進出した。敷島製パンとほぼ同じ日系エスニック・グループを

主なターゲットとしてロサンゼルスのリトル東京、コスタメサへと店舗を増やしていった。

ヤオハン USA は、80 年代までの高度経済成長期に進出した日本企業の在留邦人の増加に後

押しされる形で事業を拡大した。敷島製パンと顧客ターゲットも商圏もほぼ一致していた。

ヤオハン・ジャパンの経営危機によりヤオハン USAに対する（ヤオハン・ジャパンが行って

いた債務保証の格付けが低下したことよる）信用不安が起こったことは、敷島製パンの米国

子会社にも悪影響を及ぼした。 

ヤオハン USA の店舗身売りの底流には、3 つの要因があり19、1 つは在留邦人の減少であ

った。バブルがはじけて日系進出企業が撤退したことによる日本人駐在員とその家族の人

口減少が、ヤオハンの営業低迷につながったのである。日本人駐在員は最多だった頃と比べ

て 3分の 2以下に減少していた。2つ目は、中国、韓国系のスーパーが低価格で日本食品も

扱うようになり、それより 2 割ほど高めに価格設定したヤオハン UAS の売上が減少したた

めである。3つ目は、親会社ヤオハン・ジャパンの経営危機に伴い、ヤオハン USAに対する

信用不安が起こったことである。そのことによって掛けで商品を仕入れることが出来ず、資

金繰りは厳しくなった。製品取扱量の減少は、店舗での品揃えに影響を及ぼし、消費者離れ

を加速させてしまった。ヤオハン USAの不振と当時のビジネス環境は、日系スーパーマーケ

ットをメインの販売先としていた敷島製パンの米国子会社にとって大きな痛手であった。 

敷島製パンの米国子会社のロサンゼルス事業を歴史的な大きな流れの中に位置付けるな

らば、当初、高度経済成長期に多くの日本企業が米国西海岸へ支店を開設したことの追い風

を受けたが、バブル崩壊後の日系企業の撤退により日系エスニック・マーケットは縮小した。

日本の流通巨大企業であったヤオハン・ジャパンの倒産とヤオハン USAの経営不振により、

さらなるビジネス環境の悪化へとつながった。敷島製パンがターゲットとしていた日系エ

スニック・マーケットは、エスニック・マイノリティに対するビジネスであったので、そも

そも売り上げ規模には限界があった。そこに追い打ちをかけるように、マクロ環境の急激な

悪化が重なったので、米国子会社も経営不振に陥った。また、日系エスニック・グループの

次に続くエスニック・グループを 20年以上にわたり市場開拓することができなかったこと

も痛手であった。最終的に、米国のロサンゼルス事業を継続させる意義と将来性を見出せな

くなり、2001年に敷島製パンはロサンゼルス事業から撤退した。 

 

４．敷島製パンのケースが示唆する今後の研究課題 

 

 本章ではエスニック・マーケティングとは何なのかを説明した。その後、エスニック・マ

ーケティングという新しい概念が誕生する以前に、エスニック・マーケティングを実施した

 
19 Los Angeles Japanese Daily News 1997年 8月 6日（第 10面） 
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ケースとして、敷島製パンのケースを取り上げた。敷島製パンは米国市場への参入において

日系エスニック・グループをターゲットとすることによって成功を収め、米国市場で足場を

築く事ができた。しかし、その後の市場拡張はうまくいかず、米国市場から撤退した。この

敷島製パンのケースから、今後の研究課題を抽出していく。 

本章で抽出された課題は、エスニック・グループというセグメントから市場拡張を図る段

階で見出された。敷島製パンは、海外市場へのエントリーで一定の成功を収めたが、それは

海外市場参入におけるエスニック・マーケティングの有効性の一側面しか説明できていな

い。次なる市場拡張の段階での有効性は全く説明できていなかった。敷島製パンとは対照的

に、世界一の売上規模を誇るメキシコ国籍の製パンメーカーの Grupo Bimbo 社（以下、ビン

ボ社）は、米国内のメキシコ系住民のエスニック・グループに足場を築き、その後、米国市

場でトップシェアを獲得・維持するまで成長した。 

つまり、本章で抽出された課題は、敷島製パンが米国市場を攻略できなかったにもかかわ

らず、なぜビンボ社は米国市場を攻略できたのかという点である。対照的な二社を比較する

ことによって、なぜビンボ社は米国市場全体を攻略できたのか、どのようにして文化の相違

から生じる問題を克服することができたのかという課題を抽出することができた。本論文

における以下の章で、この課題を解いていく。まず、そのための方法論を第２章で論じる。 
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第２章 研究の方法論 

 

本論文の研究方法は単一事例研究である。単一事例研究から何が言えて、どのように議論

していく必要があるのかを論じていく。 

本論文のリサーチクエスチョンは、米国市場に参入した全ての日系パンメーカー（敷島製

パンなど）が撤退、もしくは事業譲渡に追い込まれたにもかかわらず、ビンボ社はなぜ成功

したのか、どのように成功したのかを明らかにすることにある。横澤（2019, p. 83）は、

「実験、歴史調査、ケース・スタディは、「どのように（How）」、「なぜ（Why）」で始まる質

問に答えるのに長けている。」という。本論文のリサーチクエスチョンを調査していくため

には、ビンボ社の歴史調査、またはケース・スタディをしていくことが適当な研究戦略とな

る。 

また、本論文のリサーチクエスチョンは、1970 年代後半からはじまった、パンメーカー

の米国市場進出に焦点を当てている。上述した敷島製パン（株）とビンボ社は、両者とも

1970 年代後半に米国市場へ参入している。つまり、本論文は、パンメーカーの過去の取り

組みを扱っており、基本的に歴史調査に位置付けられる。ただし、ビンボ社が米国市場を攻

略するまでには、長い時間がかかっており、攻略プロセスを確立したのが 2000 年代前半、

その市場シェアが圧倒的 No.1 になったのは 2010 年代前半である。現代の出来事としての

側面も併せ持っている。横澤（2019, p. 85）は、「ケース・スタディは、歴史調査と異なり、

現代の出来事に焦点を当てている。」という。さらに、横澤（2019, p. 83）は、「ケース・

スタディとは、医学、看護学、社会学、そして経営学などの学問領域で多く用いられ、現代

の事例を使って理論（仮説）を実証、修正、または構築するための研究戦略の一つである。」

と述べている。以上より、本論文はケース・スタディに近しい歴史調査を実施していく。 

 本論文は、探索的ケース・スタディにもとづく質的研究方法を採用している。横澤（2019, 

pp. 86-87）は、「探索研究（Exploratory Research）は、これから行う研究の足掛かりとし

て行う。いろいろ試行錯誤をしてようやく研究テーマが見つかり、既存文献を調べ始めたも

のの、関連する先行理論が見つからないこともある。このように調査対象がよくわからない

とき、（中略）探索研究を行う。探索研究の成果物は、研究者によって異なるが、具体的に

はざっくりとした研究のテーマや、目的、それらに関連する主な変数や、漠然とした命題つ

まり変数同士の大まかな相関・因果関係である。」と述べている。本論文では、この探索研

究からスタートし、記述研究を進める中で、命題（もしくは仮説）を抽出することを目指し

ており、理論構築型の研究に位置づけられる。 

 理論構築型研究は、観察から得られた類似事項から仮説を導き出し、さらにデータによっ

て繰り返し丁寧に裏付けを行うことで仮説を強化していくプロセスになる（横澤, 2019, p. 

90）。経験的な観察から一般的な規則を導き出す方法を帰納法（Inductive Method）と言う

（横澤, 2019, p. 90）（図表 2-1）。 
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図表 2-1 帰納サイクル 

 

（出所）横澤（2019）p. 90 

 

 本論文は、この帰納法を採用し、命題または仮説を抽出することを目指している。横澤

（2019, p. 94）は、「既存理論から仮説を推論する演繹アプローチと異なり、データから仮

説、理論を導き出すために、既存研究から思いつくことができない定説を覆すような理論構

築を可能にする研究戦略である」と言及している。 

ケースとは、ケース・スタディ研究の対象である現実社会の現象である（Yin, 2018, p.31）。

ケース・スタディ研究戦略を行うにあたり、データ収集前に、「単一ケースデザイン」、ある

いは「複数ケースデザイン」のいずれかを選択する必要がある（横澤, 2020, p. 84）。さら

に、横澤（2020, p. 84）は、「単一ケースデザインとは、事前に既存理論から用意した予備

的な理論や、理論的命題との関係性を基に選択したケースひとつに焦点をあてるデザイン

である。このデザインは、アクセスがとりやすい、時間がかからないなどといった理由から

選択する人が多いが、実際このデザインを採用すると、結果の一般化可能性に関する多くの

批判を受けることになる。つまり一つのケースから得た結果は、そのケース特有であり、他

のケースには当てはまらない可能性があるという批判である。」と述べている。 

Yin（2018）は、単一事例研究としての妥当性が担保されるためには、次の 5点のいずれ

かを満たしている必要があると論じている。 

 

① 決定的に重要な意味を持つケース（Critical Case） 

② 極端なまたは珍しいケース（Extreme or Unusual Case） 

③ 日常的なケース（Common Case） 

④ 暴露ケース（Revelatory Case） 

⑤ 長期的なケース（Longitudinal Case） 

 

Yin(2018)の主張する単一ケースデザインの選択を正当化できる五つの理論的根拠のど
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れか一つを満たしているからといって、正当化できるわけではない（横澤, 2020, p. 86)。

単一ケースを選択するには、「決定的に重要な意味を持つケース」であることがまず満たさ

れており、既存理論に対してクリティカルな要素がなければならない（横澤, 2020, p. 86)。 

上述したように、本論文は、米国市場に参入した日系パンメーカー数社のうち、例外なく

全社が撤退（もしくは事業譲渡）に追い込まれたにもかかわらず、ビンボ社は米国市場全体

を攻略できた点に焦点を当てている。パンという商品の特殊性から、パンメーカーの米国市

場攻略は不可能であると思われていたが、実際は可能であったことを示すケースである。そ

のため①の「決定的に重要な意味をもつケース」という要件を満たしている。さらに、1970

年代後半から 2010年代前半までの時間的経過とともに変化する状況（動き）を捉えようと

している。したがって、単一事例研究としての妥当性が担保されている。 

しかし、本論文の限界としては、単一事例研究および探索的事例研究に由来する限界があ

げられる。単一事例研究に対する批判で述べられていたとおり、本論文も結果の一般化可能

性に関する批判を受けることになる。本論文で得られたインプリケーションを他の事例を

用いた研究、および定量研究などで検証することが求められる。本論文は仮説提示までを到

達点として設定しているため、今後の課題となるが、複数のケースを選び、仮説を強化（ま

たは検証）していく必要がある。横澤（2020, p. 92）は、「Yinは、科学実験で使われる「追

試の論理」を、ケース・スタディ研究戦略に当てはめている。これはサンプルをランダムに

選ぶ統計のサンプリングの論理と異なり、予備的な理論や命題との関連性を基にケースを

選ぶ。その関連性とは、一つは命題をそのまま再現するようにケースを選ぶ「文字通りの追

試」、そしてもう一つは、命題をあえて成り立たないように仮定して、その仮定を再現する

ようにケースを選ぶ「仮定の追試」である。」と述べている。本論文で仮説を提示した後、

理論的サンプリング（Yin, 2018)で選択された二種類のケースに対して、「文字通りの追試」

または「仮定の追試」によって仮説を検証していく課題が残されている。 
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第３章 国際的（グローバル）なパンの消費者嗜好性の違い1 

 ―２国間（日本と米国）の製品移転（逆上陸パターン）を中心として― 

 

１．はじめに 

 

日本で本格的にパンが広まったのは、第二次世界大戦後である。日本のパンの生産量は、

第二次世界大戦後に急激に増大した（井上, 2016, p.6）。戦後日本の食料難に対して連合国

軍最高司令部（GHQ）が小麦や小麦粉などを支援し、得られた小麦粉を基にパンが消費者に

提供された（井上, 2016, p.6）。戦後の日本のパンは、当初米国の影響を強く受けた（井上, 

2016, p.6）。米国から伝わったパンの製法の一つ、中種法とそれによって可能となった大規

模設備による大量生産方式は、現在においても日本のパンメーカーによって最も採用され

ている。日本のある大手パンメーカー（以下、Ｘ社）も、米国式の製パン法と製造設備を積

極的に導入した。Ｘ社は、日本の高度成長期における需要増加の中で市場シェアを伸ばし、

現在、日本有数の大手製パンメーカーへと成長した。その後、Ｘ社は 1970年代に米国カリ

フォルニア州に海外進出し、日本のパンを広めようとした。 

 

Ｘ社の米国子会社社長Ａ氏（以下、Ａ氏）は、Ｘ社が米国カリフォルニア州へ進出した動

機を次のように述べている2。 

 

「カリフォルニア州進出は、（本国の）Ｘ社社長が来日した米国人との会話の折りに、し

ばしば「日本のパンはうまい」と聞いたことから、米国でも自社パンを売ってみたいとの動

機が生まれ、活動が始まりました。」 

 

 Ｘ社社長は、日本に来た米国人の言葉を受け、日本のパンが米国で通用するのではないか

と考えた。 

 

Ｘ社社長は 1983年当時、新聞社からの取材に対して、次のように述べている。 

 

「米国のパンはもともと肉などの副食といった性格が強いために味が悪い。ところが日

本のパンは主食用として作られるから味が良く、日系人だけでなく、米国人にも人気が高い

ことがわかった。」 

 

Ｘ社社長は、日本のパンが米国のパンの延長線上で進化したものと認識し、米国市場へ参

入した。ただし、後述するが、この認識は間違っており、Ｘ社は米国市場からの撤退を余儀

 
1 初出は、杉村（2023b）の『星陵台論集』第 56 巻第 1 号である。 
2 Ｘ社の米国子会社の元社長Ａ氏に対するインタビュー調査 1回目（2020年 6月 3 日の回答）より。 
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なくされる。 

 

Ａ氏は、Ｘ社のターゲット市場について、次のように述べている。 

 

「一概に米国人といいますが、千差万別です。Ｘ社社内で米国人といえば「白人系アメリ

カ人」を想定していました3。」 

 

米国人と言っても多様な人種（もしくは民族）が集まって形成されている。Ｘ社の場合、

白人系アメリカ人、つまり、メインストリーム（アングロサクソン系住民）をターゲットに

していた。さらに、Ａ氏は、Ｘ社の米国市場での事業活動の結果について、次のように回答

している。 

 

「確かにＸ社の食パンは、白人系の顧客にはほとんど認められませんでした。日系のほか

韓国系、中華系を中心とした米国人の一部には品質は支持されましたが、価格を含めた「商

品」としての支持を得ることができなかったと私は判断しています。」 

 

 Ｘ社の食パンは、白人系の顧客には受け入れられなかったことが明らかにされている。Ａ

氏は、Ｘ社の米国市場からの撤退要因について、次のように述べている。 

 

「（米国に半量産（半手作業）工場を建設し、現地のホールセール市場で販売してみて、

ようやく）米国のパン市場を日本と同質に見ることはできない。日本の食パンの品質にこだ

わっても市場は限定されるということを本当に理解した4。」 

 

以上のように、Ｘ社が日本のパンを米国市場で売ろうと試みたところ、メインストリーム

（アングロサクソン系住民向け）市場には、全くと言っていいほど売れなかった。なぜ、日

本のパンがメインストリーム（アングロサクソン系住民）にとって異質で受け入れがたい商

品になったのであろうか。かかる問題意識の下、本章の目的は、パンは一見すると国際的（グ

ローバル）な食品であるが、実は極めてローカルな食品であることを明らかにしていく。こ

の課題を解くために、パンの世界史、日本史、米国史からパンの普及経緯をたどり、国際的

（グローバル）なパンの消費者嗜好性の違いを浮かび上がらせる。課題を解く手順として、

第 1に、パンの世界史についてのレビューを行う。第 2に、日本と米国のパンの普及の歴史

をたどっていく。第 3に、国（民族）ごとに、パンに対する消費者の嗜好性には大きな違い

がある点を分析する。最後に、結論と今後の課題を示して結びとする。 

 

 
3 Ｘ社の米国子会社の元社長Ａ氏に対するインタビュー調査 2回目（2020年 7月 31日の回答）より。 
4 Ｘ社の米国子会社の元社長Ａ氏に対するインタビュー調査 1回目（2020年 6月 3 日の回答）より。 
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２．パンの世界史 

 

 パンは人類にとって、きわめて伝統的な食品である（Ziehr, 1985)。約 1万年前にチグリ

ス・ユーフラテス河畔で農耕を始めた人類は、収穫した小麦粒を挽いて小麦粉とし、それを

水と混ぜてから加熱し、粥状にして食べ始めた（Ziehr, 1985)。次に、小麦粉粥を熱した石

の上で焼くと、粥以上においしく、また、保存性が高まることを知った（Ziehr, 1985)。こ

れがパンの起源だと考えられている（Ziehr, 1985)。当時の（小麦粉粥を熱した石の上で焼

いていた）パンは今日のパンと大きく異なり、生地が酵母5による発酵を受けていないため

に膨らみがほとんどなく、火を通すために必ず薄く焼かれた（井上, 2016, p.1）。このよう

なパンが中近東諸国では今日まで継承されており、無発酵パンあるいは平焼きパン（フラッ

トブレッド）と総称される（井上, 2016, p.1）。たとえば、インドの平らで発酵させないで

焼くチャパティというパン、シリアやレバノンの薄くて直径 40cmもあるコボスと呼ばれる

（いくつかに割って、おかずを食べるシャモジの役割も果たしている）パンがあげられる

（全大阪パン協同組合, 1983）。 

無発酵パンがいつ頃、今日のパンのようにふっくらと膨らんだ発酵パンに変化したのか

は定かではないが、粥状の生地を放置すると野生酵母の発酵によって膨らみ、それを焼くと

膨らみがあり、口当たりが良く、また、胃にも軽いパンが焼けることを人類が知るまでには、

それほど時間がかからなかったと思われる（井上, 2016, p.1）。紀元前約 3,000年に造ら

れた古代エジプトの墳墓にある壁画には、発酵パンの作り方が記されている（井上, 2016, 

p.1）。それゆえに、今日のパンの主流である発酵パンの原点が、遅くとも、古代エジプトで

は確立されていたことが明らかである（井上, 2016, p.1）。 

製パンを芸術的に開花させた欧州の最も古い国はギリシャである（全大阪パン協同組合, 

1983）。ギリシャ人は発酵生地で焼く技術を確立しただけでなく、この生地に香料、脂肪、

蜂蜜などを加えて味の改良をはかった（全大阪パン協同組合, 1983）。 

その後、紀元前 200 年頃にローマに伝わり、ベーカリービジネスが確立された（井上, 2016, 

p.1）。300年頃には 254軒のベーカリーからなるギルド（組合）ができている（井上, 2016, 

p.1）。ローマ時代以降、パンはヨーロッパ各地へ普及していった（井上, 2016, p.1）。 

その後、米国が誕生した頃に、ヨーロッパから米国に伝わり、米国で中種法製法が生み出

された。その製法が第二次世界大戦後に日本へと伝わり、本格的に日本でパンが普及してい

った。以上のように、パンの歴史を振り返ると、パンは長い歴史を持ち、世界中で食べられ

ている。 

また、パンに関する先行研究によると、パンの特徴は、各地で栽培される小麦もしくはラ

 
5 酵母（yeast）とは、微生物のうち植物系に属する菌類の 1 種であり、パンをはじめ、みそ、ビール、酒、醤油など

の発酵や醸造、飼料や薬用に用いられる（全大阪パン協同組合,1983）。パン用の酵母は製パンに適した種類を純粋培養

したものが使われている（全大阪パン協同組合,1983）。製パンに欠かせない重要な原料の 1 つで、パン生地中の糖分を

栄養とし、代謝作用によってこれを炭酸ガスとアルコールに分解し、炭酸ガスは生地の膨張に、アルコールはパンの香

りを醸成する（全大阪パン協同組合,1983）。酵母のうち、パン用の酵母はイーストと呼ばれている。 
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イ麦の性状、環境条件、さらに消費者の嗜好性などによって変化し、各地固有のパン食文化

が発展して現在に継承されている(Ziehr,1985)。世界全般にわたる文化交流の中で、一つの

地域の食習慣が、他の地域の影響を受けて変わっていくことが、しばしば見られる（全大阪

パン協同組合, 1983）。何百年かの後には、その食べ物はその国の土着のものか、それとも

どこかの国から来たものか、はっきり判らなくなってしまうこともある（全大阪パン協同組

合, 1983）。以上のことから、パンは現地への異文化適応によって非常にローカルなパンへ

変化する特性をもつと推察される。この点について、次節で米国から日本へのパンの異文化

適応を例にとり、詳しく論じていく。 

 

３．日本と米国のパンの歴史 

（１）日本のパンの歴史 

世界のパンの歴史と比較すると、日本のパンの歴史はきわめて浅い（井上, 2016, p.4）。

パンが日本に伝わった経緯としては、1543 年に種子島に漂着したポルトガル人が、その後

九州地方を拠点に、キリスト教、鉄砲とともにパンを日本に伝えたとされている(安達, 1989, 

pp.11-12）。17 世紀初期には日本におけるキリスト教徒が 75 万人にも達し、当時のスペイ

ン人の書簡には、「江戸のパンは世界最良」という言葉が出てくる（竹谷, 2012, p.254）。

しかし、1613年のキリスト教禁止令と 1639年の鎖国令によって、日本のパン食文化は幕を

閉じた（井上, 2016, p.4）。パンはブドウ酒とキリスト教に密着していたためである（井上, 

2016, p.4）。その後、江戸時代の終期を迎えるまで、パンは日本人の食生活にまったく関わ

りをもたなくなった（井上, 2016, p.4）。日本にパンが再び伝わったのは江戸時代の終期で

ある。明治以降の文明開化と共に、西洋文化が勢いよく流れ込んできたのに対し、パン食の

普及は容易でなかった（全大阪パン協同組合, 1983）。全大阪パン協同組合（1983）は、東

京製菓学校の講師、締木信太郎氏の言葉を次のように引用している。 

 

「外国船にパンやケーキを作る者が乗っていて、それらの人々が上陸するごとに、新しい

方法や材料などが紹介されていったが、当時のパンはほとんどが食卓用のもののみであっ

た。欧米人にはそれが必要でも、飯を主食とする日本人には、このようなパンはあまりうま

いものではなかった。それに加えて、それに用いるバターの味にも慣れておらず、スープな

ども好むまでには至っていなかった。」 

 

欧米のパンは、日本人の食卓でほとんど受け入れられず、日本の食卓を西洋化させるまで

には至らなかった。当時の日本の食卓は、ご飯、味噌汁、漬物、魚など和食メニューが当た

り前の時代である。それらの和食メニューとパンとの食べ合わせが悪く、日本の食卓の中に

パンの立ち位置を見つけることができなかった。日本の「食のライフスタイル」との相性が
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悪かったのである。 

転機は、餡パンの誕生である。いかにしてパン食を普及するかの打開策を見出したのが、

東京木村屋総本店の開祖、木村安兵衛氏だった（全大阪パン協同組合, 1983）。外国の物ま

ねの食パンでは、気のきいた副食のない時代であるため、日本人の嗜好に合わなかったが、

いろいろ工夫した結果、遂に日本独特の酒種でパンを作ることに成功した（全大阪パン協同

組合, 1983）。餡パンには洋食はもちろんのこと、スープもバターも不要であるため、一般

消費者の好評を博し、日本人にパン食が普及する突破口が開かれた（全大阪パン協同組合, 

1983）。酒種とは、菓子パンに用いる発酵種のことで、米麹を培養して作られる(全大阪パン

協同組合, 1983)。酒種は日本独特のパンを生み出すために、当時のイーストの代わるもの

として用いられた6。それまでのイーストはホップを使用し、堅いパンしかできなかった7。

そこで酒饅頭を作る時の酒種に目をつけた。すると、しっとりした生地のアンパンが出来上

がった8。また、木村屋總本店の社長、木村光伯氏は次のように述べている。 

 

「日本人はパンと一緒に何を食べていいか分からない時代だった。ご飯に代わる主食と

いうより嗜好品として生まれたのが餡パンだった9。」 

 

つまり、餡パンは主食用としてではなく、間食用として食べるためのものとして改良され

た。他のメニューとの食べ合わせを考える必要がなく、餡パンだけで食べられる。日本茶と

の相性もよい。このアンパンの考案は、それまでパンを食べる習慣がなかった日本人にパン

を広める画期的な異文化適応であった。餡を包んだ形状も重要な日本文化への適応であっ

た。日本独特の菓子パンの代表的なものは、アンパン、ジャムパン、クリームパンであるが、

全てフィリング10をパンで包んだ形状に特徴がある。これらの内、アンパンとジャムパンは

木村屋總本店によって開発されたものであり、クリームパンは、新宿中村屋の創業者、相馬

愛蔵氏によって開発されたものである（全大阪パン協同組合,1983）。相馬愛蔵氏は著書にお

いて次のように記している（全大阪パン協同組合,1983）。 

 

「ある日初めてシュークリームを食べて、そのおいしいのに驚いた。そしてこのクリーム

をアンパンの餡の代わりに用いたらどうか。栄養価はもちろん、一種新鮮な風味を加えれば、

餡より一段上のものになると考えた。（中略）クリームパンはその後、他の店でも作られる

ようになり、今日ではありふれて珍しくもないが、こんなに広がり日本全国津々浦々まで行

 
6 カンブリア宮殿（2021年 6 月 10 日放送）タイトル「パン業界のパイオニア 老舗パン店の飽くなき挑戦」 
7 同上 
8 同上 
9 同上 
10 フィリング(filling)とは、料理において、パンやケーキ、パイなどの中に入れる具材や詰め物を指す。これらの具

材は、果物、肉、野菜、チーズなどさまざまな種類がある。 

https://www.weblio.jp/content/%E3%83%95%E3%82%A3%E3%83%AA%E3%83%B3%E3%82%B0 

（アクセス日、2023年 8月 12日） 
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き渡ったことは愉快に感じる。」 

 

パンの日本文化への適応により、日本にパンが普及していった。ただし、その過程におい

て日本人の「食のライフスタイル」に合わされ、外国人から見たら異質なパンに変わってい

った。 

また、第二次世界大戦後に米国から日本に伝わった中種法及び大量生産方式による袋入

りの食パンも、日本の「食のライフスタイル」に適応された。日本の食パンは上述の菓子パ

ン同様に、味がしっかりついている。Ｘ社の製造課長Ｃ氏（以下、Ｃ氏）は、次のように述

べている11。 

 

「米国のパンは、塩が明らかに少ない。日本のパンの半分ぐらいしか入っていない。日本

のパンには塩が、ベーカーズ・パーセンテージ12で 1.8％ほど入っているが、米国のパンは、

0.7％ほどではないか。塩が少ないと甘さは、引き立たない。例えば、ぜんざいは、砂糖だ

けでは、そこまでの甘さは感じない。塩が入っているからこそ甘さが際立ち、はっきりした

味になる。」 

 

日本人は基本、パンにバターやジャムなどをつけ、パン自体を味わう。パンに対してしっ

かりとした味を求めるのである。さらに、Ｃ氏は次のように述べている。 

 

「米国人は、パン自体ではなく、具材を味わいたいのだ。パンは複数の具材を挟むための

ものであり、具材の味を邪魔しないものを好む。例えば、（米国発祥企業の）マクドナルド

のパンは、パン自体は物足りない味だが、それでいいのだ。」 

 

 以上のことから、欧米のパンは日本の「食のライフスタイル」に調和しなかったため、間

食用もしくはパン自体をしっかりと味わえるように変わっていった。その過程を経て、欧米

のパンは日本文化の中での異文化適応により、欧米人から見て異質なパン、つまり日本独自

のパンへと変貌を遂げた。 

 

（２）米国のパンの歴史 

米国発祥のパンとしては、「コーンブレッド」がある（全大阪パン協同組合, 1983）。この

コーンブレッドこそ生粋の米国生まれと考えてよく、このパンは料理人の数と同じくらい

 
11 Ｘ社の製造課長Ｃ氏に対するインタビュー調査（2021 年 12月 21日の回答）より。 
12 パン業界では通常のパーセント（内割）は用いず、ベーカーズ・パーセント（外割）を使用する（竹谷, 2012, 

p.92）。小麦粉（または穀物）を 100％として、それに対して砂糖 6％、食塩 2％、油脂 5％、水 65％と追加する形式で

あり、合計が 178％と 100 以上となる（竹谷, 2012, p.92）。 
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たくさんの種類がある（全大阪パン協同組合, 1983）。コーンブレッドは一時、米国人の主

食となったほどだから、今日でもよく食べられている（全大阪パン協同組合, 1983）。特に

南部での愛好者が多く、また同じ米国内部でも、北部は黄色のコーンミールから作り、南部

では白いコーンミールから作ったものを好むという習慣の違いがある（全大阪パン協同組

合, 1983）。 

 また、ハンバーガーも米国発祥のパンである（全大阪パン協同組合, 1983）。ハンバーガ

ーは、ハンバーグ・ステーキをパンに挟んで食べる米国人の発想によるものであり、マクド

ナルドの創立は 1945 年のことだから、歴史の浅い食べものである（全大阪パン協同組合, 

1983）。ハンバーガーは、元々はハンバーグ・ステーキのことであり、ドイツのハンブルグ

から出た焼肉料理のことである（全大阪パン協同組合, 1983）。ハンバーガーには次の三つ

の意味がある。①ハンバーグ・ステーキ、②ハンバーグ・ステーキ用挽肉、③ハンバーグ・

ステーキ入りサンドイッチである（全大阪パン協同組合, 1983）。③の場合、ハンバーガー

は、サンドイッチの一種である（全大阪パン協同組合, 1983）。 

サンドイッチとは、パンを何らかの具（たいていは肉だが、ほぼ何でも簡単に具になる）

の台に使った料理のことである（Wilson, 2015)。サンドイッチと一口に言ってもその形態

はさまざまだが、本物のサンドイッチには「封入する」という概念が必然的に付随する

（Wilson, 2015)。ハンバーガーはサンドイッチの定義に当てはまっている。 

米国のサンドイッチは、地域ごとのバリエーションが多く、州ごとどころか地区ごと、さ

らにいえば店ごとに、人気のあるサンドイッチは異なる（Wilson, 2015)。そしてご当地サ

ンドイッチの作り方が熱烈な郷土愛で頑固に守られている（Wilson, 2015)。イギリスでは

出来合いのサンドイッチが当たり前だが、アメリカのサンドイッチは、老若男女一人ひとり

の好みに合わされる（Wilson, 2015)。このアメリカ流のサンドイッチの作り方が世界に受

け入れられたのは明らかである（Wilson, 2015)。客が野菜や調味料などの種類を選び、サ

ブマリン・サンドイッチの基本のレシピを変更できるフランチャイズチェーンのサブウェ

イは、90か国に 3万以上の支店を持つまでに成長した（Wilson, 2015)。 

 以上のことから、米国人はサンドイッチのスタイルを好む点が明らかになった。米国発

祥のマクドナルド社は、サンドイッチの一種であるハンバーガーを主力商品にして、世界

中に広まった。さらに、米国人はサンドイッチに挟む具材や調味料を自分好みにアレンジ

することを好む。米国発祥企業のサブウェイは、サンドウィッチに挟む具材や調味料に対

するこだわりから生まれたと言える。サンドイッチに用いられるパンは、パン自体の味を

主張しすぎず、具材を味わう、または具材との調和を楽しめるものが好まれている。 

 

４. 国（民族）ごとのパンに対する嗜好性の違い 

 

日本と米国のパンの普及の歴史をたどり、２国間の消費者の嗜好性には大きな違いがあ

ることが浮き彫りとなった。日本と米国のパンは、似て非なるものである。日本のパンが米



28 

 

のメインストリーム（アングロサクソン系住民）にとって異質な商品となった理由は、文化

由来の「食のライフスタイル」の違いから来ている。米国のパンが日本に導入された後、日

本の「食のライフスタイル」に適応され、日本独自の食パンに変化していった。そのことが

パンの味の違いにも影響した。日本人が米国のパンを食べて物足りなさを感じるのは、第一

に塩が少なく、甘さを感じられないからである。言い方を変えれば、米国のパンは味がぼや

けていると感じるのである。 

 第 1節におけるインタビュー調査回答で述べたように、Ｘ社社長は、日本に来た米国人か

ら「日本のパンはうまい」と聞き、米国カリフォルニア州への参入意思決定につながった。

その米国人は、リップサービス的に発言したかもしれないが、本当に日本のパンが美味しい

と思っていた可能性もある。日本ではパンそのものの味を楽しむため、米国のパンと比べて

味がしっかりと付いている。あくまで日本という場所で、パンそのものを味わう食べ方をし

た場合は、米国人にとっても日本のパンは美味しく感じられた可能性がある。しかし、第 3

節での述べたように、米国人はパンをサンドイッチのスタイルで食べるのが一般的である。

その場合、味のしっかり付いた日本のパンは、サンドイッチの具材の味を損なう、もしくは

具材との調和を損なう。日本と米国の「食のライフスタイル」の違いは、パンに対する消費

者嗜好性に大きな影響を及ぼすのである。 

以上のことから、パンのような食品にはエスニシティ（民族性）が極めて強く埋め込まれ

ていると言える。別の言い方をすれば、パンはエスニック・エンベデッドネス（Ethnic 

embeddedness：民族的な埋め込み度）が強い商品である。エスニック・エンベデッドネスと

は、製品がそのエスニック・グループに関連している度合いのことである(Williams, 1995)。

つまり、製品にエスニシティ（民族性）が埋め込まれている度合いのことである。 

さらに言えば、エスニシティ（民族性）のレベルにとどまらず、各家庭レベルで独自性を

出し、嗜好性を反映させる傾向がある。家庭料理としてのパンである。パンは日常的に食べ

て楽しむものであるがゆえに、埋め込みも深くなる。つまり、エスニシティ（民族性）より

も更にミクロレベルで、各家庭の味にまで嗜好性が埋め込まれる特徴がある。 

 

５. 結論と今後の課題 

 

本章の問題意識は、「なぜ、米国から日本に伝わったパンは、日本文化に適応する過程で

米国のメインストリーム（アングロサクソン系住民）にとって異質で受け入れがたい商品に

変わっていったのか。」であった。本章は、パンの世界史、日本史、米国史からパンの普及

経緯をたどり、国際的（グローバル）なパンの消費者嗜好性の違いを浮かび上がらせ、パン

は、一見すると国際的（グローバル）な食品であるが、実は極めてローカルな食品であるこ

とを明らかにした。パンを極めてローカルな食品にしている最大の要因は、エスニシティ

（民族性）由来の「食のライフスタイル」の違いであった。 

パンのような食品はエスニック・エンベデッドネスが極めて強いが、この点を十分に認識



29 

 

することは容易ではない。なぜならば、第２節で述べたように、パンは世界中で食される一

面も持ち合わせているからである。このようなパンの相反する二面性とそのギャップの大

きさが、パンという商品の特殊性をさらに強くしている。 

本章から導き出される実務的インプリケーションとして、次の点があげられる。パンとい

う商品は世界的に食されるため、製パン企業の経営者は、海外市場を国内市場と連続した同

質的市場と認知してしまうことがある。特に、日本と米国という 2国間におけるパンの歴史

を振り返ると、米国から伝わったパンが日本文化の中で適応され、米国に逆上陸する場合は、

市場を連続的（同質的）に見てしまい易くなる。日本のパンは、元々は米国から伝わったも

のだからである。しかし、パンは、実は極めてローカルな商品であるため、海外市場を異質

な市場と認識する必要がある。米国から伝わったパンは、日本文化に適応する中で、米国人

にとって異質なパンへ大きく変わったのである。Ｘ社の経営者が、日本と米国のパンに優劣

をつけ、日本のパンを米国より進化したものと認識してしまった点は大きな過ちであった。

米国のパンは、（日本人の嗜好性には合わなくても）米国人の嗜好性を十分に満たした商品

なのである。最終的に、Ｘ社は米国市場からの撤退を余儀なくされた。製パン企業の経営者

は、海外パン市場への参入意思決定をする際には、市場の非連続性（異質性）に十分留意す

る必要がある。 

今後の課題として、2点があがられる。まず、製パン企業が、文化の相違（または「文化

の壁」）を乗り越えることは、短期的には難しく時間を要するため、「文化の壁」を乗り越え

ようとするのではなく、壁を残しながら市場を拡大していく方法をとる必要があろう。文化

間には、「乗り越えるべき壁」ではなく、「尊重すべき壁」があると見なすのである。文化由

来のパンの違いは、あくまで価値観の多様性によるものであり、優劣はない。「文化の壁」

を残しながら、どのように海外市場を拡大すればいいかに関して、今後の研究で取り組んで

いく。 

もう 1点は、パンに限らず、チーズなども、国（民族）ごとの嗜好性が強く反映されてい

る。例えば、西（2017）によると、ヨーロッパでは「一村一チーズ」といわれるほど多種類

のチーズがある。パン以外の食品についても、一見すると国際的（グローバル）な食品だが、

実は極めてローカルな食品がある。Wilhelmina et al.(2010, p.358）は、特定の地域に特

有のローカル基盤の食品だが、原産地以外でより広く受容されるために改善されてきた食

品をグローカル食品（glocal food）と定義している。言い換えれば、グローカル食品は、

「グローバルに普及しているが、ローカルの特徴が色濃く反映されている食品」、または、

「異文化間で消費者の嗜好性に大きな相違がある食品」のことである。パンやチーズなどの

食品は、グローカル食品に分類される。今後、パンに限らず、グローカル食品（glocal food）

という括りで研究していく必要がある。 
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第４章 ビンボ社の 1945年創業からメキシコ市場制覇まで 

 

１．はじめに 

 

過去、日本のいくつかのパンメーカーが米国市場に参入しては撤退する結果となった。米

国市場における特定のエスニック市場（日系エスニック市場）をターゲットとして、その市

場で迅速に足掛かりを築くところまでは上手く行っても、その後は市場を拡大することが

できなかった。他方で、メキシコを本拠地とするパンメーカーの Grupo Bimbo 社（以下、ビ

ンボ社）は、米国市場の参入時期は日本企業よりも後発でありながら市場拡大に成功し、米

国市場で No.１のマーケットシェアを獲得した。同時に、売上規模において世界最大となっ

た。 

本章の目的は、ビンボ社創業からメキシコ国内市場で独占的地位を構築し、海外市場への

参入動機が生まれるまでの歴史記述と解釈（分析）をすることによって、ビンボ社がメキシ

コで培ったどのような経営資源を米国市場で活かそうとしたかを明らかにすることである。 

なお、本章はビンボ社の公表資料や先行文献をもとに、できる限り詳細に歴史を記述し、

それを解釈（または分析）することによって、第 7章と第 8章における理論的分析に資する

目的もある。 

 

２．歴史記述とその解釈（または分析） 

 

ビンボ社は、BMV レポート 2019 年度において、自社の歴史を次のように整理している

（Bimbo, 2020b, p.43）。 

1947 年は、ベラクルス州、モレロス州、イダルゴ州、プエブラ州のいくつかの都市への

外販が開始された。1952 年にはすでに、メキシコシティに 4 つの工場が設置されていた。

バンズ1のカテゴリーはすでに自社の製品ラインに統合されていた。同様に、その流通はメ

キシコの中央および北部のいくつかの州にまで広がっていた。 

1956年 5月、Pasteles y Bizcochos, S.A.（現在の Productos Marinela, S.A.：プロド

ゥクトス・マリネラ社：以下、マリネラ社2）を設立し、菓子ケーキ部門に進出した。この日

から、メキシコシティ以外での工場の設立が始まった。グアダラハラ州の Bimbo de 

Occidente, S.A.とモンテレイ州の Bimbo del Norte, S.A.がその最初の工場となり、販売

地域と製品の種類は大幅に拡大された。 

1963年から 1978年にかけて、大きな拡大と製品多角化が実施され、メキシコ共和国のさ

まざまな州に 8つの工場を開設したほか、既存の工場を拡張した。マリネラ社の菓子ケーキ

 
1 バンズはパンの種類の一つである。代表的なバンズは、ハンバーガー・バンズである。 
2 マリネラ社のマリネラブランドは、パンでないアイテムを売るために生み出された（Goldberg et al., 1998, 

p.2）。 
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ラインに新たな種類を加え、拡充・統合した。さらに、Ricolino（リコリーノブランド）を

製造する最初の工場を設立して、製菓・チョコレート業界に参入するとともに、Barcel（バ

ーセルブランド）で塩味スナック市場に参入した。実質的に全州を直販体制でカバーしてい

た。最初のジャム工場が稼働したことで、垂直統合も始まった。ジャムは、他のグループ会

社に供給されるだけでなく、小売店に卸売りされた。ペストリー製品3に関しては、1970年

代、ビンボ社は、バターを使った菓子製品「スアンディ」シリーズを市場に投入した。 

1979年にホームベーカリーのイメージで国内市場に登場した Tía Rosa（ティア・ローザ）

ブランドは、一部の製造ラインに自動化システムを導入して急速に発展した4。 

1986年にビンボ社は、パン製品とペストリー製品でビンボ社の直接の競合相手で、Wonder

（ワンダー）ブランドを製造・販売していた Continental de Alimentos, S.A. de C.V.社

を買収した。1989年から 1990年にかけて、最終消費者向けの製品と内需向けの原材料・資

材・設備の分野で、さらなる買収と工場の設立により、大きな発展を遂げた。 

 

（１）短期的な利益よりも市場シェアや成長重視の考え方 

 

（a）歴史記述 

 

ビンボ社の急成長要因の根幹として、経営方針の独自性を紹介する。創業者ロレンソ・セ

ルヴィッチェの実弟であり、創業当時からビンボ社にかかわり続け、取締役社長及び会長を

歴任したロベルト・セルヴィッチェ5（以下、ロベルト）は、下記のように述べている（Roberto, 

2009, p.16）。 

 

「ビンボ社の成長を牽引した核となる要因は、メキシコ市場に対する信頼感であった。後

ろ向きに考えることはなく、常に前向きに、時にはビジネスにとって非論理的、あるいは否

定的に見えるような行動も取った。パンを作り始めた当初は、メキシコシティでパンを販売

していた。その後、プエブラ、モレロス、イダルゴ、ベラクルス各州に路線を開設した。私

たちがはじめたいくつかのルートは、利益よりも損失の方が大きかった。お金にはならない

が、市場を作る。長い目で見れば、お金よりも市場の方が重要だと考えたからだ。そして、

私たちは間違っていなかった。」 

 
3 ペストリー製品とは、パン生地に油脂を層状に練り込んでから焼いたパイ製品やデニッシュ製品を指す。クロワッサ

ンも含まれている。 
4 Tía Rosa（ティア・ローザ）は、家庭の味を忠実に再現し、常に家庭の味を守り続け、メキシコの各家庭に届けるこ

とを目的としたブランドとして、1974 年に誕生した。このブランドで様々な種類の菓子パンが焼かれるようになっ

た。日本のメロンパンの原型と言われるメキシコの代表的な菓子パンのコンチャ（「貝殻」を意味する）も製造される

ようになった。1977年からは、トルティーヤも作られはじめ、今では米国市場で広く売られている。

https://www.tiarosa.com.mx/historia.php （アクセス日、2023年 12月 19 日） 
5 1979年にロベルトは、兄のロレンソ・セルヴィッチェからグルーポ・ビンボ社社長を受け継いだ(Kasturi, 2009, 

p4)。甥のダニエル・セルヴィッチェに譲り渡す 1997 年まで社長を務めた後、取締役会長を 2013 年まで務めた(Grupo 

Bimbo, 2015a)。1979 年から 2013年まで要職に就き、米国市場攻略を主導した人物である。 
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ビンボ社には強い成長意欲があり、それは商圏拡大によって達成されてきた（Roberto, 

2009, p.17）。また、創業以来、利益のほとんどを再投資してきた（Roberto, 2009, p.18）。

1980 年に株式上場した際、潜在的な投資家に対して、ビンボ社が配当として支払うのは利

益の最大 20％で、残りの割合はすべて再投資されると明記した（Roberto, 2009, p.18）。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

ビンボ社の経営陣は、市場開拓をすれば、ゆくゆくはメキシコ人消費者に浸透していくは

ずだと信じていた。潜在需要を顕在化し、市場を作り出すことができると考えていた。その

ことによって、最初に市場を押さえ、その後の市場専有につながる有利なポジションを獲得

することができる。つまり、市場先行の考え方を持っていたことが、将来的な寡占的地位の

構築につながっていた。それに加えて、長期的には利益より市場シェアの方が重要であり、

利益は後からついてくるはずだという考え方を持っていた。市場先行の考え方の根底には、

成長に対して積極的な企業文化があった。 

ビンボ社は利益のほとんどを再投資してきた。株式上場の際に投資家に対して、利益のほ

とんどを再投資に回すことを宣言したほどである。ここにも、より成長したいという経営陣

の強い想いが表れている。 

 

（２）商品の鮮度向上 

 

（a）歴史記述 

 

ビンボ社は BMV6レポート 2000年度において、メキシコへの箱型食パンの導入を次のよう

に述べている。メキシコの箱型食パン市場の起源は、1942年にパン・イデアル（Pan Ideal）

というベーカリーが、北米で実用化された工業用製パンシステムを応用した製品を（メキシ

コに）紹介した(Bimbo, 2001b, p.20）。パン・イデアルは、小さな市場で多くの顧客にサー

ビスを提供していたが、その流通過程が最適ではなかったため、製品に対する需要の高まり

に適切に対応できなかった(Bimbo, 2001b, p.20）。さらに、包装がワックスペーパーであっ

たために製品の状態が見えず、微生物が繁殖しやすい環境を作っていたことも問題であっ

た(Bimbo, 2001b, p.20）。 

1945年、ロレンソ・セルヴィッチェ・センドラ（Lorenzo Servitje Sendra）とロレンソ・

センドラ・グリマウ（Lorenzo Sendra Grimau）は、ベーカリー業界での経験を生かして、

米国式の袋入りパン工場を作ることを決め、アルフォンソ・ベラスコ（Alfonso Velasco、

 
6 BMV とは、メキシコ証券取引所 (スペイン語: Bolsa Mexicana de Valores) の略称である。https://academic-

accelerator.com/encyclopedia/jp/mexican-stock-exchange （アクセス日、12月 19 日） 
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以下、ベラスコ）を招き、ハイメ・ジョルバ・センドラ（Jaime Jorba Sendra）、ホセ・T・

マタ（José T. Mata）をパートナーとして参加させた(Bimbo, 2020b, p.42）。もう一人の創

業者であるロベルト(Roberto Servitje Sendra)は、当初から販売監督として協力し、徐々

に責任を負うようになり、意思決定のプロセスにも参加するようになった(Bimbo, 2020b, 

p.42）。その後、ビンボ社の株式を購入して CEO に就任し、1994年には創業時から取締役会

会長を務めていたロレンソ・セルヴィッチェ（以下、ロレンソ）に代わって取締役会会長に

就任した(Bimbo, 2020b, p.42）。 

袋入りパン工場を設置するにあたり、創業者たちは、当時の市場のニーズ、すなわち、「顧

客へのタイムリーで質の高い対応」と「商品の鮮度」を第一に考えた(Bimbo, 2020b, p.42）。

これらのニーズを満たすために、製造する製品とその包装の特徴を決め、さらに直販システ

ムを導入し、売れ残った製品を 1945 年当時では珍しく、2 日ごとに入れ替えることにした

(Bimbo, 2020b, p.42）。1945年 12月 2日、メキシコシティに Panificación Bimbo（パニフ

ィカシオン・ビンボ社）が正式に設立された(Bimbo, 2020b, p.42）。 

最初のメキシコシティの工場で、ビンボ社はパンやトーストされた製品を、従来のワック

スペーパーではなく、透明なセロファンで包み、製品の鮮度や品質が最大限、はっきりとわ

かるようにして他社との差別化を図った(Siegel,2007, p.4)。競合他社はすでに陳腐化し

た商品を販売するためにワックスペーパーを使っていたが、ビンボ社の透明セロファンは

消費者が商品の鮮度を目で見て確認することができた(Siegel,2007, p.4)。 

ベラスコは、パンの鮮度を保つために、また、パン・イデアルのようにカビが生えるのを

防ぐために、発酵の過程に特別な注意を払った(Lázaro, 2010, p.12)。そのためにベラスコ

は、マリオ・アギラール、ビセンテ・ミルケ、フェルナンド・ブロッサなど、米国で研修を

受けた技術者や化学者を集めたチームを作った(Lázaro, 2010, p.12)。 

ベラスコはメキシコ人で初めてシカゴのアメリカ製パン学院という製パン技術者の養成

所を卒業した人物である(星野, 1990, p. 14）。ビンボ社はベラスコに極めて多額の対価を

払い、当時の最新技術を導入し、それを独占的に使用していた(星野, 1990, p. 14）。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

米国式の箱型食パンをメキシコへ最初に導入したのは、パン・イデアルというベーカリー

であった。しかし、パン・イデアルによる導入はうまくいかなかった。後発企業として創業

したビンボ社は、パン・イデアルの失敗要因を克服することを第一に考えて創業し、克服す

ることで大成功を収めていった。 

ビンボ社は、顧客ニーズに対応するために、明確な戦略を立て、それを実行した。仲介業

者（問屋など）を使わず、直販システムを構築する方針を打ち出した背景には、顧客に新鮮

なパンを提供しようとする強い決意があったと考えられる。 

また、ビンボ社は「商品の鮮度」が消費者に見えるように、パッケージをワックスペーパ
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ーから透明セロファンに変更した。パッケージを代えたことで、微生物の繁殖を抑える効果

もあった。現在のパンは、透明なセロファンで包装されているのが当たり前であるが、メキ

シコのパン業界ではビンボ社が最初であった。さらに、商品鮮度を向上させるために、プロ

ジェクトチームを発足させ、パン製品自体を長持ちさせる活動にも取り組んでいた。 

 

（３）商標（マスコットキャラクター）の活用 

 

（a）歴史記述 

 

Siegel（2007, p.4)は、ビンボ社の社名とビンボ・ベアというマスコットキャラクターの

由来について、次のようにロベルトの発言を記載している。 

 

「Bimboという社名は、メキシコの既存ブランドである "Bambi "や "Dumbo "と十分競争

しえると考えられたこと、さらに無邪気で子供っぽい、かわいらしい印象があったためであ

る。ビンボ・ベアのアイデアは、米国の女優リンダ・ダーネルが私の義理の兄弟に送ったク

リスマスカードから生まれた。そのカードには、サンタクロースの格好をしたテディベアが

描かれていた。それから私の姉妹が、帽子とパン屋さんのエプロンを着せ、大きなパンを脇

に挟んだ「ビンボ・ベア」を描き出した。このキャラクターは、子供のような愛らしさとキ

ュートな外見から、パンのイメージにぴったりだと、すぐに採用された。」 

 

ビンボ社の製品には、ビンボブランドの小熊、マリネラブランドの少女、バーセルブラン

ドのリスといったように、消費者が親しみを抱きやすいマスコットキャラクターが採用さ

れていた（星野, 1990, p.14）。これらのマスコットキャラクターは、消費者の製品に対す

る愛着を生み出すのに大きく貢献した（星野, 1990, p.14）。ビンボブランドの小熊はパン、

マリネラブランドの少女は菓子ケーキ/クッキー/ビスケット、バーセルブランドのリスは

スナック菓子に使用された（Bimbo, 2020）。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

商標（マスコットキャラクター）の活用は、ブランドに対する消費者の愛着を生み出し、

ブランド価値を向上させた。ビンボ社の米国市場参入後の話になるが、米国に移住したメキ

シコ系移民にとって、マスコットキャラクターは、子供の頃に食べた母国の味を連想させる

貴重なシンボルとなり、ブランド・ロイヤルティを高める効果があった。 
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（４）積極的な広告宣伝活動 

 

（a）歴史記述 

 

ビンボ社の成功の鍵の一つは、新聞、ラジオ、映画による大々的な宣伝活動にあった

（Kasturi,2009, p.4)。それ以前までに、パンの広告宣伝にビンボ社ほど多くの費用をかけ

た企業はなかった（Kasturi,2009, p.4)。創業者のロレンソは、広告関連業界の団体である

全国広告審議会の会長（1990 年当時）であり、このことはビンボ社の広告活動に対する積

極的な姿勢を反映している（星野, 1990, p.14）。メキシコ人の食生活の変化（トルティー

ヤからパンへの主食の転換）は、自然発生的な変化というより、ビンボ社からの働きかけに

より生み出された変化でもある（星野, 1990, p.14）。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

ビンボ社はパン市場拡大を最優先事項と考えており、そのための広告宣伝や販促活動を

重視していた。需要拡大への対応の工場建設費用などがかさむ中でも広告費用を出し渋る

ことはなかった。 

 

（５）スペインからメキシコに移住した一族からの強力なサポートと連帯感 

 

（a）歴史記述 

 

ビンボ社の前身であるパニフィカシオン・ビンボ社は、1944年に誕生し、1945年に正式

に設立された。図表 4-1のとおり、ビンボ社は親族関係にある 5人の人物により設立され、

5 人の関係と設立登記簿に記載されたその出資比率、職業、国籍が示される（星野, 1990, 

p.8）。スペイン国籍の人物が見られるのは、スペインのカタロニア地方からの移民またはそ

の子弟だからである（星野, 1990, p.8）。一族で最初にメキシコに渡来したと考えられるホ

セ・トラリャルドーナ（José Torrallardona Mercador）はメキシコ市にラ・フロール・デ・

メヒコ（La Flor de México）という名のパン屋を開業し、店が軌道に乗るとスペインから

親類が次々と彼を頼ってメキシコに渡った（星野, 1990, p.8）。その中にセルヴィッチェ兄

弟の両親もおり、1914年にメキシコに移住し、しばらくはラ・フロール・デ・メヒコで働い

ていた（星野, 1990, p.8）。1928年に独立しエル・モリーノ（El Molino）という名のパン

屋兼レストランを開店し、この店は順調に発展を遂げ、1990 年当時でもメキシコ市でチェ

ーン店として活動を続けている（星野, 1990, pp.8-9）。 

ビンボ社の創業時の資本金は 30 万ペソ（当時の為替レートでおよそ 6 万 2000 米ドルに

あたり、出資者のうち何人かは貿易に従事していたため、出資金はこのような貿易活動や先
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達が興した二つのパン屋における蓄積により賄われたと考えられる（星野, 1990,p.9）。 

 

図表 4-1 ビンボ社の創業者一族家系図 

 

 

＊ 下線あり、または H は男性を示す。下線なし、または M は女性を示す。 

＊ 四角枠はビンボ社の設立出資者。括弧内は出資比率、登記簿記載の職業、国籍。 

 

(出所) 星野（1998）p.9, 第 3図 

 

セルヴィッチェ家は、ビンボ社の設立以前から、パン事業で誇れる歴史を持っていた

（Siegel, 2007, p.4)。ダニエル・セルヴィッチェ（2007年当時のビンボ社 CEO）の祖父フ

アン（Juan Servitje Torrallardona）は、1918年にメキシコで初めてボリリョ（メキシコ

の伝統的なパン）を大量生産する機械を発明した（Siegel, 2007, p.4) 

スペイン社会では一般的なことだが、発起人たちは家族や国籍のつながりを利用して資

金調達を行った（Lázaro, 2010, p.8)。残りの資金は、同胞の手による銀行（Banco de la 

Propiedad）からの融資でまかなわれた（Lázaro, 2010, p.8)。ロレンソの義父で、スペイ

ンのマッチメーカーを経営するラモン・モントゥルが、工場建設予定地であるメキシコシテ

ィの土地を提供してくれた（Lázaro, 2010, p.8)。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

 ビンボ社がスペインから移住した一族によって設立されたことは、その成長に大きな影

響があった。たとえパンの製造ノウハウを持っていたとしても、設立資金を十分に確保でき

なければ事業を円滑に進めることはできないが、ビンボ社は一族からの強力なサポートに

よって、設立当初および事業の急拡大に伴う資金繰りの難しさを乗り越えることができた。
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スペインからメキシコに移住した一族の強い連帯感が根底にあったと推察される。 

 

（６）創業時の有利な外部環境条件を活かした市場適応 

 

（a）歴史記述 

 

ビンボ社の急成長の背景には、創業時の経済状況もある（Lázaro, 2010, p.12)。1934年

にラサロ・カルデナスが制定した独占禁止法に違反して、スペイン出身のパン職人たちがカ

ルテルを結んだため、メキシコシティではパンが非常に不足していた（Lázaro, 2010, p.12)。

アビラ・カマーチョ大統領は値上げに応じなければならず、それによって様々な組合の抗議

活動が行われた（Lázaro, 2010, p.12)。このような品薄および高価格の状況で、ビンボ社

は箱型食パンを小分けにして、リーズナブルな価格で提供することができた（Lázaro, 2010, 

p.12)。箱型食パンは、法律による規制を受けずに済んだからである（星野, 1990, p.4）。

パンは需要の価格弾力性が高いために、販売数量が増加し、売上げが大幅に増加した

（Lázaro, 2010, p.12)。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

創業当時のメキシコでは、従来から存在するパン製品の値上げが実施されていた中で、

1942 年に米国からメキシコに伝わった箱型食パンは目新しい商品であったため、政府から

の規制を受けずに済んだ。ビンボ社はこの箱型食パンをスライスし、小分け包装にしたこと

によって、低価格製品として提供した。この製品戦略および価格戦略は、消費者ニーズを捉

え、大きな売上げ増加につながった。 

 

（７）多くの生産拠点（消費者の近くに設けられた生産拠点） 

 

（a）歴史記述 

 

ビンボ社の生産拠点はメキシコ全土に広がっており、特に食パンを製造する工場につい

て言えることである（星野, 1990, p.4）。生産拠点が全国を網羅している理由としては、食

パンが痛みやすく、かさばる商品であるために、消費地に近い場所で製造される必要がある

ためである（星野, 1990, p.4）。メキシコ全土をカバーするこのような生産網が、ビンボ社

の業界におけるほぼ独占的ともいえる地位の基盤となっている（星野, 1990, p.4）。特に、

1976 年のグァナファート州イラプァトの工場新設から 1982 年のチワワ州チワワの工場新

設までの期間、１年に約１工場を建設するハイペースであった（星野, 1990, p.10）。 
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（b）歴史解釈または分析 

 

ビンボ社は生産能力を拡大するために、新工場建設を積極的に推進した。生産拠点を各地

に設置したことによって、工場から販売店までの輸送にかかる時間が短くなり、新鮮な商品

を消費者に提供できるようになった。さらに、棚に陳列できる時間が長くなり、賞味期限を

越えた売れ残り商品の返品を減らすこともできた。また、迅速でタイムリーな商品補充が可

能となり、機会損失を減らすことができた。 

パンを運ぶトラックは、空気を運んでいると揶揄されることがあるように、パンはかさば

り、積載効率が悪い。消費者の近くに生産拠点を設けることによって、配送距離が短縮され、

流通コストを下げることができた。 

前述した市場先行の考え方の下、他社に先駆けて生産拠点数を充実させたことによって、

後発パンメーカーが入り込む余地を無くすことができた。 

なお、驚異のハイペースで生産拠点を増やす取り組みは、労使関係が有効的であった点

（Robert, 2009, p.113）や長時間労働を厭わないメキシコ人の勤勉な気質にも支えられて

いたと推察される（図表 4-2）。 

 

図表 4-2 2020年度の世界の労働時間 国別ランキング（OECD 統計） 

 

 

（出所）https://zuu.co.jp/media/career/average-of-overtime 

(アクセス日、2024年 1月 9日) 
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 なお、メキシコの労働時間が長い理由は、週休 1日で始業時刻が早い企業が多いことや、

職場の上下関係が厳しくなく、ミスを責めることがないなどの理由から、労働時間が長くて

も働きやすい環境になっていることがあげられる7。 

 

（８）需要の拡大 

 

（a）歴史記述 

 

需要の拡大がビンボ社の発展に大きく貢献した(星野, 1990, p.11)。図表 4-3は、1950

年、60年、70年の統計調査によるパンを食べる人口と食べない人口を示したものである(星

野, 1990, p.12)。1970 年の数字は 1歳未満の人口の扱い方が他の年と異なるため厳密な比

較はできないが、同じ扱いにしても数字に大きな差異は生じないと仮定すると、パンを食べ

る人口が絶対的にも相対的にも急激な増加を遂げていることが明らかになる(星野, 1990, 

p.12)。なお、1980年の統計調査では、食生活の変化を示す指標としてパンは姿を消したた

め、この時点でパンの消費は全ての国民に普及したとみてよい(星野, 1990, p.12)。 

 

図表 4-3 メキシコのパンを食べる人口と食べない人口の推移 

（単位：1,000 人） 

 

（出所）星野（1990）p.12, 第 3表 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

なぜ、これほど急激にパンが普及したのかといえば、袋入りパンの簡便性と保存性が要因

としてあげられる。メキシコの伝統的な主食であったトルティーヤは、袋入り販売がほとん

どされておらず、人々は焼き立てのトルティーヤに対する強いこだわりを持っていた。フラ

ンス人が焼き立てのバゲット（フランスパン）を毎日買いに出かけるのと同様に、トルティ

ーヤも焼き立てを食べてこそ、豊かな風味を味わうことができる。そのような焼き立てのト

ルティーヤは、当然のことながら家庭で作るのに手間がかかる。メキシコ人一人当たりが食

べるトルティーヤの消費量は、1 日当たり平均 30 グラムのトルティーヤ 9 個にものぼる

 
7 https://lc-mexico.com/contents/article/3810/ (アクセス日、2024年 1 月 6日) 
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（Bimbo, 2001b, p.53）。メキシコが経済成長をしていく中で、経済成長を支える人々の生

活様式も、より家事に時間をとられない簡便なものに変化することを求められていた。また、

焼き立てのトルティーヤは、冷めると風味の劣化が大きく、日持ちしないという特徴があっ

た。袋入りパンは、焼き立てのトルティーヤより日持ちし、風味の劣化スピードも遅い。以

上のように、袋入りパンがすぐに食べられる簡便性と比較的長持ちする保存性を持ち合わ

せている利点から、トルティーヤに代わる主食の座をわずかな期間のうちに手に入れるこ

とができた。 

 

（９）サプライチェーンの川上への垂直統合 

 

（a）歴史記述 

 

サプライチェーンの川上への垂直統合は、品質と供給を維持するために行わなければな

らなかった（Roberto, 2009, p.17）。商品名ガンズィート（Gansito、ビンボ社の代表的な

菓子ケーキ）の消費量が増え始めた頃、ジャム業者がイチゴジャムを十分に供給できなくな

り、状態の良いもの、悪いものを混ぜて販売するようになった（Roberto, 2009, p.17）。そ

こで、トータル・クオリティーの観点から、イチゴジャムの生産に乗り出し、ミチョアカン

州サモラにメキシコ最大のパッキング工場を設置した（Roberto, 2009, p.17）。小麦粉の仕

入れ先でも同じようなことがあり、メキシコのワンダー社から製粉所を含めた事業の売却

を持ちかけられ、その運営を引き継いだところ、より効率的な運用ができることがわかった

（Roberto, 2009, p.17）。こうして、ビンボ社は製粉事業を新しく始め、年月を経てメキシ

コ最大の製粉会社となった（Roberto, 2009, p.17）。 

垂直統合の戦略を採用しなかったメキシコの競合他社が失敗したことから分かるように、

継続的な垂直統合はビンボ社の成功の決定的な要因となった(Lázaro, 2010, p.42）。特に、

1982 年以降のメキシコ市場は、政治的にも経済的にも強い不確実性と一時的な調整に支配

された(Lázaro, 2010, p.42）。国による介入の多い市場で同社が生き残ることができたの

は、原材料と機械の供給における自律性があったからである(Lázaro, 2010, p.42）。 

1950年代から 60年代にかけて、メキシコで生産される小麦は、政府の政策により大きな

変化を被った（星野, 1990, p.13）。「緑の革命」と呼ばれるメキシコ北西部における小麦増

産政策は、高収量品種の導入を促進し、小麦生産量は飛躍的に増大した（星野, 1990, p.13）。

しかし、小麦に含まれるグルテン量は低下し、パンの品質低下につながった（星野, 1990, 

p.13）。ビンボ社は 1955 年に肥料会社と協力してグルテンの多い小麦の育成に乗り出すと

ともに、パン生産に適した小麦品種の利用にむけてのキャンペーンを実施し、協力農家に対

する高い小麦買入価格を保証した（星野, 1990, p.13）。その結果、小麦のグルテン量は増

加し、パンの品質は確保された（星野, 1990, p.13）。 
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（b）歴史解釈または分析 

 

ビンボ社は製品品質を確保するために、サプライチェーンの川上部分を自社のコントロ

ール下に置く必要性を認識し、新工場建設や買収に乗り出した。その背景には、メキシコ国

の度重なる介入から自社を守るために、垂直統合をせざるを得ない政治的環境要因があっ

た。ビンボ社が安定した品質の原料供給を受けるために、小麦農家や肥料会社への働きかけ

を実施したことも、（競合他社が品質を落とす中で）高い製品品質を維持することにつなが

り、競争優位をもたらしていた。 

 

（10）製品ラインの充実と製品多角化 

 

（a）歴史記述 

 

ビンボ社は創業当初、メキシコ市場における貧富の格差に対応し、3種類のパンを製造し

ていた（Lázaro, 2010, p.12)。そのうちの 1つ、小麦粉とライ麦粉を混ぜた「パン・ネグ

ロ（黒パン）」は、それまで見向きもされなかった庶民層の需要を満たすために作られた

（Lázaro, 2010, p.12)。 

1987年時点でビンボ社は 38の連結子会社から構成されていた（星野, 1990, p.3)。子会

社はその製品および使用する商標から 5 つの系列に分類することができ、中心的な系列は

二つで、食パンと菓子パンを製造するビンボ系列の企業群と菓子ケーキ8・クッキー9・ビス

ケットを製造するマリネラ系列の企業群である（星野, 1990, p.3)。残る三系列は 1970年

代以降の発展の過程で企業買収や新規設立によって新たに加わった系列で、キャンディー・

チョコレートを製造するリコリーノ系列の企業群、ポテトチップス等のスナック菓子を製

造するバーセル系列の企業群、残りはいずれの系列にも属さない企業群である（星野, 1990, 

p.3)。 

1954 年に、後のマリネラ社を設立し、菓子ケーキの製造を開始したことは大きな転換点

であった（星野, 1990, p.13)。メキシコにおいてパンは政府による価格統制の対象となっ

てきたが、すべてのパンが対象となるわけではなく、コッペパンに似たボリリョとテレラと

いう名称のパンのみがその対象となった（星野, 1990, p.13)。価格統制のためこれらのパ

ンの製造から得られる利潤は低く、一般にパン屋はこの低い利潤を菓子パン（及び菓子ケー

キ）の生産で補ってきた（星野, 1990, p.13)。1980年時点で、すでにパンを食べる習慣が

国民の間にひととおりいき渡り、市場の外延的な拡大がもはや望めなくなったため、パン以

外の将来性のある食品製造の分野へ進出するという新たな発展戦略を採用することになっ

 
8 原文では、「菓子パン」であったが、「菓子ケーキ」へ修正。菓子パンの製造は、マリネラブランドではなく、ビンボ

ブランドによって製造販売されていた(Bimbo, 2020b)。 
9 マリネラブランドではクッキー類も製造されていた（Bimbo, 2020b）。 
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た（星野, 1990, p.14)。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

貧富の格差の大きかった（ビンボ社創業当時の）メキシコ社会で、ビンボ社が低所得者向

けの製品ライン（黒パンなど）を追加したことは、購買層の拡大につながった。食パン以外

への多角化は、政府による価格統制の影響を受けない、菓子パン分野への進出からはじまっ

た。その後、ビンボ社は、パンではない食品へと事業を拡張した。マリネラブランド（菓子

ケーキ・クッキー・ビスケット）の製品ラインを新たに設立したことによって、それらの製

品も（政府からの価格統制の対象外であったため、）利益率の改善に貢献した。さらに、す

でにパン市場への浸透が進み、需要の大きな増加が見込めなくなったために、菓子類（キャ

ンディー・チョコレート・ガム・アイスクリーム・ジャム・マーマレードなど）に新規参入

する多角化を実施した。ビンボ社は、メキシコ市場において純粋なパンメーカーではなく、

総合食品メーカーへと成長していった。 

なお、米国市場参入後の話になるが、メキシコ市場で製品多角化を進めたことが、米国内

のヒスパニック系住民に対して、パン類以外のメキシコ食品を販売することにつながって

いく。 

 

（11）外資系企業を上回る競争優位性と買収 

 

（a）歴史記述 

 

ビンボ社は創業初期の頃、子会社を設立して多角化に取り組んだ（Lázaro, 2010, p.41）。

しかし、20世紀の最後の四半期において、1976 年の通貨切り下げ、1982～87年、1994～95

年にかけての危機で困難に直面した食品会社を救済し、改善する方針へ転換した（Lázaro, 

2010, p.41）。ビンボ社は 1970年代に、外資系企業のアリメントス・インテルナショナレス

社（Alimentos Internacionales）を買収した（星野, 1990, p.12）。1986年に製パン部門

で米国最大の多国籍企業 ITTコンチネンタル・ベイキング（ITT Continental Baking Co.）

の旧メキシコ子会社、コンチネンタル・デ・アリメントス社（Continental de Alimentos）

を買収した（星野, 1998, p.124）。ITTは 59年にメキシコに進出し、進出当初にビンボ社

の買収を試みたが、ビンボ社の創業者一族は売却を拒否し、60 年代には両社の間で熾烈な

競争が展開された（星野, 1998, p.124）。その後、ITTは撤退し、コンチネンタル・デ・ア

リメントス社は、ITT の合弁相手であったメキシコ人起業家の手に渡り操業を続けていた

（星野, 1998, p.124）。この長年の宿敵を吸収したことにより、有力な競争相手はすべて市

場から姿を消した（星野, 1998, p.124）。 

ビンボ社は多角化戦略を推進するために、困難に直面していた食品会社を買収する可能
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性を利用した（Lázaro, 2010, p.31）。その中には、1986年にグループの一員となったコン

チネンタル・デ・アリメントス社と、その製粉子会社 Molino Cuahtémoc も含まれていた

（Lázaro, 2010, p.31）。米国出身のライバル会社を買収したことは、ロレンソの経営的功

績を示す何よりの証拠である（Lázaro, 2010, p.31）。コンチネンタル・デ・アリメントス

社は、規模の経済性と、上流家庭という非常に特殊な市場に集中したことが間違いだった

（Lázaro, 2010, p.31）。ビンボ社が生き残ったのは、多角化によるリスクヘッジと、米国

人が築かなかったビジネス環境や政治環境での優れた人間関係のおかげである（Lázaro, 

2010, p.31）。 

ビンボ社の外資系企業買収の事例は、資本、技術、市場の面で、パン部門において民族系

企業であっても外資系企業に対峙しえることを示している（星野, 1990, p.16）。市場は全

国津々浦々に分布しており、このような市場に流通網を作り上げる場合、外資系企業よりも、

人的ネットワークを持つ民族系企業家の方が有利である（星野, 1990, p.16）。競争相手が

登場する以前に、業界においてすでに堅固な地位を築いていたことが、ビンボ社の外資系企

業を凌ぐ成長を可能にした（星野, 1990, p.17）。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

ビンボ社のメキシコにおける充実した流通および人的ネットワークは、メキシコに参入

した外資系企業を打ち負かす強みであった。外資系企業の買収により、製粉事業への多角化

を果たすとともに、製品ラインを充実させることができた。 

なお、ビンボ社が米国市場に参入する場合には、逆に現地企業が有する流通および人的ネ

ットワークが参入障壁となるであろう。そのため、次章で述べるように、ビンボ社は現地企

業買収をいう形で、それらの不利を補っていくことになる。 

 

（12）高度な流通オペレーション能力とメキシコに張り巡らされた流通ネットワーク 

 

（a）歴史記述 

 

ビンボ社は創業時にトラックを購入し、直販配送システムを構築していった（Lázaro, 

2010, p.12）。その配送を担当するのは、便利なトレーニングを受けた元牛乳配達員などで

あった（Lázaro, 2010, p.12）。ビンボ社はメキシコシティとその近郊だけでなく、他の都

市にパンを届けるために、当時の新聞配達方法を参考にして、流通システムを拡大した

(Kasturi, 2009, p.4)。1949年には、最初の販売代理店を設立した（Lázaro, 2010, p.14)。 

ビンボ社は製品輸送用のトラック 11台で創業を開始し、その後、新工場を開設する際に

は、輸送設備に多額の投資が行われた（星野, 1990, p.13）。1981年においてグループは、

全国のおよそ 12万店舗に製品を配達した（星野, 1990, p.13）。ビンボ社は道路輸送とい
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う機動性に富む輸送システムを用い、全国津々浦々に製品配達網を張り巡らすことにより、

潜在的市場を現実の市場に転化してきた（星野, 1990, p.13）。 

1980年代後半、ビンボ社はメキシコ全土に広範な販路と流通網を持ち、毎日 42万件の配

送を地元の店舗に行っていた（Casanova and Fraser, 2012, p.98)。この配送網の維持には

コストがかかるため、ビンボ社の経営陣はトラックでの配送回数を減らす計画を立てたが、

1991 年にペプシコ社がメキシコのパン市場に参入し、ビンボ社の領域を侵食しようとした

ため、トラックでの配送を減らすのではなく、小型のトラックでより多くの種類の商品を運

ぶことを実施した（Casanova and Fraser, 2012, p.98)。その結果、ペプシコ社から市場を

防衛することに成功した（Casanova and Fraser, 2012, p.98)。 

ビンボ社のメキシコでの顧客は（1998年当時）、大規模なスーパーマーケット向けが 25％、

小規模な個人店（パパママストア）が 75％であった(Goldberg et al., 1998, p.2）。ビン

ボ社はメキシコにおいて、最も長い店舗配送ネットワークを持っており、約 430の流通拠点

と 13,500人以上の営業員がいた（Goldberg et al., 1998, p.2）。時間が経つにつれて、ビ

ンボ社の流通システムはより洗練され、より長くなりながらも質は向上した（Kasturi, 2009, 

p.5）。基本的にビンボ社が創業期からはじめたやり方と同様であり、製品は倉庫から小売店

に直接、配送され、鮮度が保たれていた（Kasturi, 2009, p.5）。間に仲介業者（卸売会社）

を挟まなかった（Kasturi, 2009, p.5）。 

ビンボ社は、メキシコの流通ネットワークを掌握していた（Casanova and Fraser, 2012, 

p.98)。同社は流通ネットワークの効率性と最適なオペレーション能力を促進するための長

期的な投資にも定評がある（Casanova and Fraser, 2012, p.98)。ビンボ社は、人、プロセ

ス、技術を三大要素として挙げ、「三位一体」を実現している（Casanova and Fraser, 2012, 

p.98)。1990年代には、コンピューターを導入して流通システムを近代化し、商品をジャス

トインタイムで提供するなど、業務の再構築を実施した（Casanova and Fraser, 2012, 

p.98)。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

 ビンボ社の優れた特徴として、流通ネットワークの長さが挙げられていた。メキシコで

は、小規模個人店が非常に多かった。メキシコ全土に広がる小規模な個人店（パパママスト

ア）まで製品を行き渡らせる流通網を構築していた。しかも、仲介業者は使わず、直接販売

であった。パンのような消費期限の短い日配品を全国に届けることは、一朝一夕にできるこ

とではない。（外資系企業を含む）競合他社が持ち得なかった優位性であった。さらに、長

期的な投資によって、その優位性を強化していった。結果的に、高度な流通オペレーション

を達成する能力を構築できていたことが、先行論文で主張されている。 
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（13）株式上場（資金調達）と創業一族による所有権の保持 

 

（a）歴史記述 

 

メキシコにおける石油ブーム下での経済発展の中で、ビンボ社は高まる需要に対応しよ

うとしたが、そのための投資資金が不足し、解決するため方策として株式市場へ上場した

（星野, 1990, p.8）。 

少なくとも株式の 72％が（1985年 11月 29日開催のビンボ社臨時株主総会出席者名名簿

によると、）創業者一族によって握られていた（星野, 1990, p.7）。ビンボ社は 1980年に株

式市場に上場しており、創業者一族による株式の排他的所有の条件は崩れた（星野, 1990, 

p.7）。しかしながら、未だに株式所有の分散化はおきておらず、創業者一族が設立した持株

会社への株式の集中によって、それを防いでいる（星野, 1990, p.7）。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

株式の上場により、ビンボ社は国内市場の需要拡大機会を余さず手中に収めるための豊

富な事業資金を手に入れることができた。さらに、海外市場に参入するための資金も獲得で

きた。ビンボ社の所有権が創業者一族によって確保されていた理由は、創業者一族に分散さ

れている合計 72％の株式を、持ち株会社へ集中させる仕組みを採用していたからである。 

 

（14）最先端技術の積極的な導入 

 

（a）歴史記述 

 

Roberto（2009, p.21）は、最先端技術の獲得と工場の近代化について、次のように述べ

ている。 

 

「一例は、アスカポツァルコ工場のビスケットオーブンである。総合品質計画をスタート

させたとき、私たちの期待に応えていないことに気がついた。ビスケットは片面が茶色かっ

たが、それでもとても美味しかった。バーナーやパイロメーターに問題がないか探したが、

何も見つからず、突然、私たちが求める品質を実現するオーブンがあることを知った。私た

ちが持っていたオーブンは通常 30 年で元が取れるが、（50 年前のオーブンを使っている他

社パンメーカーもある中、）７年後にそれを処分して、並外れた品質を実現する新しいデン

マーク製のオーブンを買った。また、やや誇張された表現になるが、毎年、世界中の展示会

に足を運び、機器、コンベヤー、ミキサーなど、より良いシステムを探している。」 
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（b）歴史解釈または分析 

 

 ビンボ社は最先端技術を熱心に取り入れ、設備投資資金の回収を待たずに、より良い設備

があれば投資に踏み切ることがあった。通常、企業の経営者は、設備投資回収計画のもとで、

投資資金の回収が達成されたか否かを厳しくチェックし、投資資金回収を必達の目標とし

ている。それに対して、ビンボ社の意思決定には、通常の企業行動に縛られない柔軟な一面

があったことが見て取れる。 

 

３.ビンボ社の市場シェア 

 

（１）歴史記述 

 

図表 4-4は、ビンボ社の 1998年当時のメキシコ市場におけるシェアを、製品ライン別に

表したものである（Goldberg et al., 1998, p.14, および p.15）。 

 

図表 4-4 1998年の製品ライン別の市場シェアと市場地位 

 

製品ライン  市場シェア  市場地位 

食事用パン 90％ 1 位 

菓子パン 83％ 1 位 

菓子ケーキ 91％ 1 位 

袋入りの小麦トルティーヤ 57％ 1 位 

袋入りのコーントルティーヤ 65％ 1 位 

クッキー 26％ 2 位 

塩味スナック 15％ 2 位 

チョコレート、キャンディーなどの菓子類 10％ 3 位 

 

（出所）Goldberg et al.(1998) p.14, Exihit3, および p.15, Exihit4 

 

メキシコでの市場力を象徴するのが、マクドナルド社との関係である（Casanova and 

Fraser, 2012, pp.98-99)。1980年代後半、メキシコの経済が拡大して個人消費が活発にな

ると、ビンボ社は 3,000万ドルを投じてハンバーガー用のバンズを生産し、マクドナルド社

の現地サプライヤーとなり、後にバンズの独占サプライヤーとなった（Casanova and Fraser, 

2012, p.99)。 

 

 



47 

 

（２）歴史解釈または分析 

 

ビンボ社が食パンで 90%、菓子パンで 83%、菓子ケーキで 91％のシェアを持ち、市場をほ

ぼ独占していたことがわかる。つまり、パン類では圧倒的なトップメーカーであった。また、

コーン・トルティーヤは 65%、フラワー・トルティーヤは 57%と、過半数を越えるシェアを

獲得していた。また、クッキーは 26%、スナック菓子は 15%、キャンディーとチョコレート

とその他菓子を合わせた分野では 10%のシェアとなり、菓子類では業界リーダーのポジショ

ンには及んでいなかったが、2番手もしくは 3 番手の位置を獲得できていた。 

 

４.海外市場参入への動機 

 

（１）米国内のメキシコ系住民の存在 

 

（a）歴史記述 

 

Silvia（2008, p. 314）は、創業メンバーのうち 3名（ロレンソ、ロベルト、ハイメ・ジ

ョルバ）に対するヒヤリング調査をまとめた著書の中で、ロベルトの言葉をそのまま次のよ

うに記載している。 

 

「1969 年にハーバード大学に留学したときから、米国が私たちの自然な市場であること

は明らかでした。」 

 

 ビンボ社が米国市場に最初の輸出をはじめたのは、1984年である（Bimbo, 2020b）。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

ロベルトは米国市場参入の 15年前から、すでに米国市場の可能性を感じていた。ロベル

トが米国を「自然な市場」と表現した理由は、米国内に多いヒスパニック系住民が、主にメ

キシコ出身者によって構成されているからである10。ビンボ社は米国市場参入において、メ

キシコ企業であることを最大限に生かす方法として、米国内のヒスパニック系住民として

一括りにされるエスニック市場をターゲットとして考えていた。このエスニック市場は、米

国のメインストリームとは異なり、ビンボ社がメキシコで販売している食品をほぼそのま

 
10 ヒスパニックとは、アメリカ合衆国における、スペイン語を日常語とするラテンアメリカ系の住民の総称であり、

主にメキシコからの移民が多い。

https://www.weblio.jp/content/%E3%83%92%E3%82%B9%E3%83%91%E3%83%8B%E3%83%83%E3%82%AF 

（アクセス日、2022年 12 月 30 日） 

 



48 

 

ま受け入れる。ビンボ社の米国市場参入において、エスニック・マーケティングを活用しよ

うとしていた点が見て取れる。 

1979年にロベルトは、ビンボ社社長の座を兄のロレンソから譲り受けた（Kasturi, 2009, 

p.4)。ロレンソからロベルトに交代してまもなく米国市場に参入した。1980 年に、ビンボ

社はメキシコ証券取引所でその株式の 15％を公開した（Kasturi, 2009, p.4)。その際、ビ

ンボ社は 1,250万ドルの価値で評価され、その成功した新規上場は、ビンボ社が米国に参入

する自信を与えた（Kasturi, 2009, p.4)。ビンボ社は、メキシコ国境のすぐ北にいる（米

国内の）ヒスパニック系消費者人口の増大に対応する可能性を探るために、パンを運ぶ最初

のトラックを米国に送った（Kasturi, 2009, p.4)。ビンボ社製品への需要の存在に満足し、

ヒューストンとロサンゼルスに製品を配送しはじめた（Kasturi, 2009, p.4)。 

シルビアは、ロレンソへのヒヤリング結果を次のように記載している（Silvia, 2008, 

p.186）。シルビアは「1978年にロベルトがビンボ社の経営を引き継いでから、特に 1990年

代にビンボは飛躍的な国際化を遂げ、グアテマラ、エルサルバドル、ホンジュラス、アルゼ

ンチン、チリ、ベネズエラ、米国で工場を立ち上げた。ロベルトのスタイルは、あなたとは

ずいぶん違っていたようですね。あなたは数年前に国際化に大反対していたが、ロベルトが

最高経営責任者として自由に取り組むことを許していましたか。」と質問した。それに対し

て、ロレンソは、「ロベルトは、成長のためには海外に出なければならない、競争を避ける

ため、将来の成長の機会を失わないため、と主張した。私はそのようなビジョンを持ってい

なかったので、やはりメキシコ以外の国には投資したくないと思い、ロベルトが決めた他国

への進出を恐る恐る受け入れていた。」と回答している。ビンボ社の海外進出は、ロベルト

の強い熱意によって推進されたと解釈できる。米国市場を自然な市場と捉えるロベルトが

社長に就任したことは、大きなターニングポイントとなっていた。 

 

（２）国内成長の限界 

 

（a）歴史記述 

 

メキシコの袋入りパン市場は年 5％で成長し、ビンボ社はその市場で約 90％のシェアを

持っていた（Goldberg et al., 1998, p.6）。ビンボ社の経営者は、ますます多くのメキシ

コ人達が包装パンを利用するようになり、成長に参加するため、その市場が成長し続けると

期待していたが、ビンボ社は「小さな池の大きな魚」であり、成長し続けるためにメキシコ

国外に目を向ける必要があると信じていた（Goldberg et al., 1998, p.6）。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

ビンボ社はメキシコの袋入りパン市場で 90％のシェアを得ても満足せず、より多くのメ
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キシコ人に食べてもらおうとしていたことが分かる。トルティーヤや裸売りされている焼

きたてパンに代わる製品として、成長する余地があると考えていた。しかし同時に、限界が

ある点も感じていたことが分かる。ビンボ社はメキシコの袋入りパン市場にほぼ浸透し尽

くしていた。 

 

（３）市場変化への適応能力の維持と強化 

 

（a）歴史記述 

 

ビンボ社の経営者は、競争力を保つために異質な市場（海外市場）にさらされ、自らの優

位性を維持したかった（Goldberg et al., 1998, p.6）。Guillen(2012, p.5)は、カオスを

喜んで取り込める企業の強さを挙げ、（ビンボ社を含む）新興国多国籍企業の誕生要因の 1

つに挙げている。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

ビンボ社は創業後メキシコ国内の政治的・経済的な強い不確実性に柔軟かつ機敏に対応

する実行力により独占的地位まで登りつめた。市場環境の変化への適応能力を高いレベル

で維持し続けていくためには、海外の異質な市場の中に身を置き続けることが必要だと考

えていた。 

 

（４）海外企業との競争激化への対応行動 

 

（a）歴史記述 

 

ビンボ社社長のロベルトは、1994年に「数年前（1980年代後半）、もし我々が成長をやめ

れば、絶滅するだろうと決意した」と言っている（Goldberg et al., 1998, p.6）。このこ

とは、1987年におけるメキシコの GATT（General Agreement on Trade and Tariffs）への

参加、1994年における北米自由貿易協定の NAFTA（North American Free Trade Agreement）

への加入という出来事により、まさに真実であった（Goldberg et al., 1998, p.6）。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

メキシコの GATT加盟直後のロベルトの発言は、自由貿易の進行により国際的な競争が激

しくなることを予見していたと言える。メキシコの NAFTA 加盟に対する危機感から成長圧

力を感じていたことが分かる。 
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（５）国外で高まる成長機会 

 

（a）歴史記述 

 

ビンボ社の経営者は、ラテンアメリカ及びアメリカ大陸内の貿易が 1990年代にかなり成

長すると信じていたため、その市場拡張の恩恵を受けたいとも考えていた（Goldberg et al., 

1998, p.6）。ビンボ社は、メキシコ国内で製造、品質、教育訓練、流通システムを完成して

いくために多額の資金を費やしてきた（Goldberg et al., 1998, p.6）。ビンボ社の経営者

は、メキシコと文化的に似通った国々で、メキシコで完成させた技術やノウハウを移転する

ことによってビッグプレーヤーになれると信じていた（Goldberg et al., 1998, p.6）。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

ビンボ社は、前述した 2つの自由貿易協定を脅威としてだけでなく、機会としても捉えて

いた。ビンボ社はメキシコ国内で外資系企業との競争に勝利したことによって、外国企業と

の競争に自信を得ていた。メキシコ国内で蓄積した経営資源に自信を持っていた。 

 

５. 小括 

 

 本章の目的は、ビンボ社創業からメキシコ国内市場で独占的地位を構築し、海外市場への

参入動機が生まれるまでの歴史記述とその解釈（または分析）をすることによって、ビンボ

社がメキシコで培ったどのような経営資源を米国市場で活かそうとしたかを明らかにする

ことであった。まず、歴史解釈（または分析）の結果、メキシコ市場での成功要因を 14点

あげることができた。 

 

① 短期的な利益よりも市場シェアや成長重視の考え方 

② 商品の鮮度向上 

 （そのための直販システム、パッケージ変更、製品品質向上） 

③ 商標（マスコットキャラクター）の活用 

④ 積極的な広告宣伝活動 

⑤ スペインからメキシコに移住した一族からの強力なサポートと連帯感 

⑥ 創業時の有利な外部環境条件を活かした市場適応 

⑦ 多くの生産拠点（消費者の近くに設けられた生産拠点） 

⑧ 需要の拡大 

⑨ サプライチェーンの川上への垂直統合 
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⑩ 製品ラインの充実と製品多角化 

⑪ 外資系企業を上回る競争優位性と買収 

⑫ 高度な流通オペレーション能力とメキシコ全土に張り巡らされた流通ネットワーク 

⑬ 株式上場（資金調達）と創業一族による所有権の保持 

⑭ 最先端技術の積極的な導入 

 

次に、海外市場への参入動機としては、5点あげられる。 

 

 ❶ 米国内のメキシコ系住民の存在（増加） 

 ❷ 国内成長の限界 

 ❸ 市場変化への適応能力の維持と強化 

 ❹ 海外企業との競争激化への対応行動 

 ❺ 国外で高まる成長機会 

 

 「海外市場への参入動機」と「メキシコ市場での成功要因」との関連性を見ると、海外市

場への参入動機❶「米国内のメキシコ系住民の存在（増加）」に対して、メキシコ市場での

成功要因③「商標（マスコットキャラクター）の活用」と「市場における独占的地位」から

生成される強いブランド力を活かせるとビンボ社は考えていたであろう。 

つまり、本章のリサーチクエスチョンに対する答えとしては、ビンボ社は、「商標（マス

コットキャラクター）を活用したブランドへの親しみ（愛着）」と「市場における独占的地

位」から生成される強いブランド力を活用して、米国内のメキシコ系エスニック市場を開拓

しようとしていたと推察される。ブランド力という経営資源が、米国内のメキシコ系住民に

よって支持されるとビンボ社は考えていたであろう。米国市場に参入する前に、メキシコ国

内で蓄積できていた重要な経営資源であったと推察される（図表 4-5）。 

 

図表 4-5 米国内のメキシコ系エスニック市場開拓のための経営資源（ブランド力） 

 

 

（出所）筆者作成 

 

また、メキシコ人から圧倒的な支持を得ることが、ブランド力向上につながるため、間接

的には、③以外の全ての成功要因も、米国内のメキシコ系エスニック市場攻略に活かされて

いたと言えるであろう。 

なお、第７章と第８章で詳しく説明するが、メキシコ市場での成功要因⑫「高度な流通オ
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ペレーション能力」は、米国市場全体を攻略するために重要な役割を果たす経営資源である。 
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第５章 ビンボ社の 1984年米国市場参入から市場全体攻略プロセス形成まで1 

 

１．はじめに 

 

前章において、ビンボ社創業からメキシコ国内市場で独占的地位を構築し、海外市場への

参入動機が生まれるまでの歴史記述とその解釈（または分析）を行った。本章の目的は、ビ

ンボ社の 1984 年の米国市場参入から米国市場全体攻略プロセスを形成する 2002 年頃まで

の歴史記述とその解釈（または分析）をすることである。その上で、なぜ、（自前主義から

脱却し、）現地大手パンメーカーの買収に踏み切ったのかを明らかにするとともに、その買

収先の現地パンメーカーをどのように活用して米国市場全体攻略プロセスを形成したのか

を明らかにする。さらに、ビンボ社の経営者は、海外市場の中でも米国を最重要市場と位置

付け、強力に推進していく。なぜ米国を最重要市場と見ていたのかを明らかにする。 

なお、本章はビンボ社の公表資料や先行文献をもとに、できる限り詳細に歴史を記述する

とともに、それを解釈（または分析）することによって、第 7章と第 8章における理論的分

析に資する目的もある。 

 

２．米国市場参入初期の歴史 

 

（１）ビンボ社公表資料（BMVレポートと年次報告書） 

 

（a）歴史記述 

 

ビンボ社は BMVレポート 2020年度の中で、米国市場参入当初の歴史について次のように

記述している（Bimbo,2021b, pp.47-48）。 

 

1984年に、Marinera（マリネラ）という菓子ブランド（菓子ケーキやクッキー）で米国の

テキサス州ヒューストンへ輸出を開始した。 

1992年から 1996年にかけて、米国では、メキシコに隣接する複数の州に複数の生産工場

を設立・買収し、大幅に事業を拡大した。1993 年には Orbit Finer Foods, Inc.（オービッ

ト・フィナー・フーズ社）を、1994年には Fabila Foods, Inc.（ファビラ・フーズ社）と

La Fronteriza, Inc.（ラ・フロンテリーザ社）を、1995年には C&C Bakery, Inc.（C&Cベ

ーカリー社）と La Tapatía Tortillería, Inc.（ラ・タパティア・トルティレリア社）を、

1996年には 2つの工場を持つ Pacific Pride Bakeries（パシフィック・プライド・ベーカ

リーズ社）、および流通会社の Suandy Foods Inc.（スアンディ・フーズ社）と Proalsa Trading 

 
1 第２節「米国市場参入初期の歴史」の内、第２項「米国参入を主導したロベルト本人の著作」内、「（a）歴史記述」

の初出は、杉村（2023a, pp. 23-24）である。 
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Co.（プロアルサ・トレーディング社）を買収した。 

1998年は、米国テキサス州の大手パンメーカー、Mrs. Baird's Bakery社（以下、ベアー

ド社）を買収した。 

1999年に、ビンボ社は米国において、Dayhoff（デイホフ社）と戦略的提携を行い、50％

の出資比率でキャンディーの流通をはじめた（ビンボ社は 2002年に出資比率を 70％に引き

上げ、2004 年に 100％の株式を取得した）2。同年、米国カリフォルニア州では、パンメー

カーの Four-S社（以下、フォーエス社）を買収した。同年、シナジー効果の活用と事業統

合の戦略に沿って、米国内の会社の管理・運営面での合併を開始し、テキサス州の「Mrs. 

Baird's Bakeries Business Trust（ミセス・ベアード・ベーカリー・ビジネス・トラスト

社）」とカリフォルニア州の「Bimbo Bakeries USA, Inc.（ビンボ・ベーカリーズ USA社）」

を統合した。 

ビンボ社の米国における 1999 年までの買収は、次の図表 5-1 のとおりである

（Bimbo,2021b, pp.47-48） 

 

図表 5-1 ビンボ社による米国での企業買収 

 

年 買収先企業名 事業概要 

1993 オービット・フィナー・フーズ社 トルティーヤ事業 

1994 ファビラ・フーズ社 トルティーヤ事業 

1994 ラ・フロンテリーザ社 トルティーヤ事業 

1995 C&Cベーカリー社 トルティーヤ事業 

1995 ラ・タパティア・トルティレリア社 トルティーヤ事業 

1996 パシフィック・プライド・ベーカリーズ社 パン事業 

1996 スアンディ・フーズ社 流通企業（問屋） 

1996 プロアルサ・トレーディング社 流通企業（問屋） 

1998 ベアード社 パン事業 

1999 フォーエス社 パン事業 

 

（出所）Bimbo（2021b, pp.47-48）より筆者作成 

 

2000年当時のビンボ社の米国事業は、子会社の Bimbo Bakeries USA, Inc.（以下、BBU

社）を通じて行われており、パン、トルティーヤなどのトウモロコシ粉製品の製造・流通・

販売、およびメキシコから輸出される一部のパン製品の販売を行っている（Bimbo, 2001b, 

 
2 米国のほとんどの地域でビンボ社は米国全土でメキシコブランドのキャンディーとチョコレートを販売するために、

Day Hoff Incorporated（デイホフ社）と 50％の合弁会社を設立した（Bimbo, 2000a, p.16)。 
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p.27）。工場はテキサス州とカリフォルニア州にある（Bimbo, 2001b, p.27）。BBU社は、テ

キサス州、カリフォルニア州、イリノイ州、オクラホマ州、ネバダ州、アリゾナ州の自社販

売網に加えて、フロリダ州マイアミとニューヨーク州ニューヨークに第三者販売網を持っ

ている（Bimbo, 2001b, p.27）。 

1998年の主な投資として、テキサス州で 90年以上の歴史を持つパンメーカー、ベアード

社を買収した（Bimbo, 2001b, p.27）。ベアード社の製品は、白パンや米国の伝統的なペス

トリーを数種類取り揃えており、2000年当時、テキサス州内に 8つの工場を持ち3、オクラ

ホマやニューメキシコなど近隣の市場にも販売網を展開していた（Bimbo, 2001b, p.27）。

また、1999年 3月には、カリフォルニア州のパンメーカー、フォーエス社を買収した4（Bimbo, 

2001b, p.27）。これらの買収は、アングロサクソン系住民の間でのプレゼンス拡大を可能に

し、これまでラテンアメリカ系住民の間でよいポジションを築いてきたビンボ社の米国に

おけるプレゼンスを強化する重要な貢献となった（Bimbo, 2001b, p.27）。また、米国テキ

サス州およびカリフォルニア州における一流ブランドと市場シェアを確立し、この市場の

特性上5、参入に非常に大きな障壁となる主要流通チャネルを利用することで、米国におけ

る事業を強化することが可能となる（Bimbo, 2001b, p.27）。 

カリフォルニア州では、製造会社と販売会社を合わせて 6つの子会社が存在していたが、

同市場でのビンボブランドの展開を強化するために統合を行い、製造と販売の両面で重要

な相乗効果を発揮した（Bimbo, 2001b, p.27）。2000年当時、BBU社が販売している主なブ

ランドは図表 5-2のとおりである（Bimbo, 2001b, p.27）。 

 

図表 5-2 ＢＢＵ社の主要ブランド（2000年時点） 

 

 

＊ カリフォルニア州での商標使用許可取得済み 

（出所）Bimbo (2001b) p.27 

 

2000年当時、米国の包装されたトルティーヤ（以下、包装トルティーヤ）の市場は、米国

の食品分野で最も成長している分野の一つであり、1994年には年間 30億ドルだった市場価

値が、2000年には 50 億ドルにまで成長した（Bimbo, 2001b, p.38）。製品は小麦粉とトウ

 
3 買収時点では 10工場あったが、不採算・非効率の 2 工場を閉鎖済み。 
4 フォーエス社の主なブランドは、「Weber's（以下、ウェバー）」である。 
5 米国のような広大な地域で、パンなどの生鮮食料品の事業を行なうには、新鮮な商品を届けるための充実した流通網

が前提条件となる。 

製品ライン ブランド

食事用パン Mrs. Baird’s, Weber’s*, Bimbo, Bohemian heart*

菓子パン、ケーキ、ビスケット Mrs. Baird’s, Bimbo, Marinela

トルティーヤ Tía Rosa, Bimbo
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モロコシ粉の両方で、製品、サイズ、数量ともにメキシコ市場6に存在するよりも多くの種

類がある（Bimbo, 2001b, p.38）。ヒスパニック系人口の増加により、2010年までに米国最

大の外国人コミュニティになると予想され、このコミュニティが生み出す GDP は 3,000 万

人と推定され、メキシコの GDPに匹敵することから、包装トルティーヤ市場は米国での成長

が期待できるビジネスラインとなっている7（Bimbo, 2001b, p.38）。2000 年当時の米国市

場では、Tía Rosa ブランドで生産・販売されているトウモロコシと小麦粉の包装トルティ

ーヤは、米国の西部と南西部の両地域で重要な存在感を示しており、ヒスパニック系住民と

アングロサクソン系住民の両方の市場に向けて、この製品の重要なバリエーションを提供

している（Bimbo, 2001b, p.54）。 

2000年当時、BBU社は、パッケージされたパンとトルティーヤの製造、流通、販売を行っ

ている（Bimbo, 2001b, p.53）。また、ヒスパニック市場を中心に、ビンボ、マリネラ、リ

コリーノ、バーセルの各ブランドで輸出されている 20 種類以上の製品を販売している8

（Bimbo, 2001b, p.53）。しかし、ベアード社とフォーエス社を買収したことで、ビンボ社

はテキサス州とカリフォルニア州でそれぞれ認知度の高いブランドを持ち、アングロサク

ソン系住民向け市場の主要なプレーヤーとなった（Bimbo, 2001b, p.53）。旧ベアード社製

品の主要ブランドは、袋入りパン、ペストリー、菓子パン、ケーキのベアードブランド、旧

フォーエス社の買収により BBU 社がカリフォルニア州でライセンスを取得している主要ブ

ランドはウェバーである（Bimbo, 2001b, p.53）。旧ベアード社は、テキサス州で最も影響

力のある地域密着型のメーカーであり、州内シェアは 28％を超えていた（Bimbo, 2001b, 

p.54）。2000 年当時の米国内における生産拠点と配送拠点は、カリフォルニア州に 4 工場、

テキサス州に 8工場と 1配送拠点、イリノイ州に 1配送拠点であった（Bimbo, 2001b, p.60）。 

米国事業の 1996 年度から 2002 年度までの損益は、図表 5-3 のとおりであった（Bimbo, 

1999a～2003a）。 

  

 
6 2003年当時のメキシコのトルティーヤの小規模生産者の数は約 4万社で、メキシコ本場では地元の人々の嗜好に合

った（焼きたての）手作りトルティーヤが好まれ、包装トルティーヤ市場は小さい（Bimbo, 2004b, p.49)。 
7  BMVレポート 2002 年度によると、コーン・トルティーヤは Tía Rosa と La Tapatia ブランド、フラワー・トルティ

ーヤは Tía Rosa ブランドを使用している(Bimbo, 2003b, p.28)。前年資料の BMVレポート 2001 年度ではコーン・トル

ティーヤにベアードブランドを使用していたが、2002年以降からベアードブランドのトルティーヤは無くなり、メキ

シコブランドでのみ展開している(Bimbo, 2002b, p.40; 2003b, p.28)。 
8 BMV レポート 2002年度によると、70 種類以上の製品になった(Bimbo, 2003b, p.49)。BMVレポート 2014 年度による

と、Bimboなどのメキシコブランドを米国で生産・販売している(Bimbo, 2015b, p.43)。将来的に、ビンボブランド製

品はメキシコから輸出する方法だけでなく、現地生産（米国内生産）との併用体制へとシフトしていった。 
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図表 5-3 ＢＢＵ社の損益 

 

 

 

＊ 毎年度末の購買力平均によって、米ドルからメキシコのペソに換算された数値。 

（ただし、1996年度と 1997年度は、1998年度末の購買力平均で換算） 

 

（出所）Bimbo(1999a～2003a) より筆者作成 

 

図表 5-3 のとおり、1998 年度と 1999 年度に好業績を達成することができたが、2000 年

度、2001年度に赤字へ転落した（Bimbo, 1999a～2003a)。2000年度の米国での業績は、独

立して運営されていた様々な事業を統合する過程で、特にシステム面で多くの問題が発生

し、高コストと非効率性が業績に影響を与えたことが主な要因であった（Bimbo, 2001a, 

p.5)。米国での 2001 年度の売上高は、2000 年度に比べ、1.7％減少した（Bimbo, 2002a, 

p.28)。米国部門の売上実績は、地域によりばらつきが見られ、テキサス州では新たな販売

チャネルやより効果的なチャネル・セグメンテーションにより好調に推移したが、カリフォ

ルニア州では、採算性の低い顧客との取引中止や一部ルートの統合を進めたことにより、売

上減となった（Bimbo, 2002a, p.28)。 

黒字化に向け、米国のカリフォルニア州では、流通ルートの再編、不採算製品の廃止、フ

ォーエス社の工場閉鎖などが行われ、営業損失が好転した（Bimbo, 2002a, p.12)。テキサ

ス州では、当面の成長基盤を構築するための移行が行われ、ヒューストン工場の 2つの生産

ラインの閉鎖、ダラス工場の閉鎖準備、フォートワース工場の拡張に着手した（Bimbo, 2002a, 

p.12)。また、ドラッグストアやコンビニエンスストアなど、これまでとは違うタイプの顧

客にも対応するため作業チームを再編成し、タイムリーな供給とサービスができる物流ル

ートが生み出された（Bimbo, 2002a, p.12)。米国において、「Bimbo」および「Marinela」

ブランドの業績は傑出しており、健全かつ収益性の高い成長を実現した（Bimbo, 2002a, 

p.12)。米国のヒスパニック系住民のような新市場の開拓には大きな可能性がある（Bimbo, 

2002a, p.12)。このため、デンバー、アルバカーキ、デトロイトに新しい路線を開設した

（Bimbo, 2002a, p.12)。これらの結果、米国事業は損益分岐点まであと一歩のところまで

収益性が改善され、George Weston Limited 社（以下、ジョージ・ウェストン社）の米国西

単位：百万ペソ

1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

売上高 1,053 1,559 3,614 5,407 5,754 5,458 10,810

営業利益 ▲ 76 39 105 42 ▲ 82 ▲ 46 30

EBITDA(償却前営業利益) 7 131 233 221 111 128 283
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部事業買収のための健全な基盤を生み出した9（Bimbo, 2002a, p.12)。 

ビンボ社は、米国西部のジョージ・ウェストン社のパン事業を、史上最大の 6億 1千万米

ドルで買収し、パン業界の世界的リーダーとしての地位を確立した（Bimbo, 2003a, p.11）。

この買収により、Oroweat（以下、オロウィート）、Entenmann's（以下、エンテマンズ）、

Thomas's（以下、トーマス）、Boboli（以下、ボーボリ）といった米国市場を代表するブラ

ンドや製品へのアクセスが可能となり、BBU社は米国第 4位、米国西部でのリーダーとなり、

2001年比 73.3％増の売上成長を達成した（Bimbo, 2003a, p.11）。 

これらの新事業の取り込みは順調に進んでおり、カリフォルニア州とテキサス州の路線

統合を完了させるとともに、米国西部における「ビンボ」「マリネラ」製品のプレゼンスを

大幅に向上させた（Bimbo, 2003a, p.11）。2002年度は、ワシントン州、オレゴン州、ネブ

ラスカ州、カンザス州、テネシー州で、「Bimbo」、「Marinela」、「Tia Rosa」製品の新ルート

が開設された（Bimbo, 2003a, p.11）。ビンボ社は、包装パンのオロウィートブランドとエ

ンテンマンズブランドに関するすべての権利、テキサス、コロラド、カリフォルニア、オレ

ゴンの 5 工場、約 1,300 ルートに及ぶ効率的な直販網などの資産を獲得するとともに、ト

ーマスブランドとボーボリブランドの米国西部における販売権を取得した（Bimbo, 2003a, 

p.35) 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

地域のプレミアムブランドであるベアード社とフォーエス社の買収は、3つの利点を BBU

社にもたらしたことが明らかにされていた（図表 5-4）。まず、アングロサクソン系住民お

よびヒスパニック系住民に対する現地プレゼンス力（現地信用力）を拡大した点である。2

点目は、現地流通チャネルという経営資源を手に入れることができ、外資系企業が米国で流

通チャネルをゼロから構築することの難しさを克服できた点である。3点目は、買収先の流

通チャネルを利用することで米国における事業を強化・拡大することを可能にした点であ

る。 

  

 
9 BMV レポート 2002年度によると、2002年 1 月、BBU 社はジョージ・ウェストン社との間で資産売買契約を締結し、

不動産、設備、在庫、知的財産権などの一定の資産を取得し、一定の義務を負った（Bimbo, 2003b, p.42)。この買収

は 2002 年 3月 4 日に完了した（Bimbo, 2003b, p.42)。年次報告書 2001 年度発行前に、買収は完了していた。 
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図表 5-4 現地大手パンメーカー買収による３つの利点 

 

 

（出所）筆者作成 

 

 パンの一種であるメキシコ伝統食品のトルティーヤは、米国内のヒスパニック系住民

のみならず、メインストリーム市場でも支持されていた点は、注目に値する。 

他方、（トルティーヤを除く）メキシコのパンは、米国内のメインストリーム市場で受け

入れられなかった。ビンボ社は、それまでの米国市場でのビジネス経験により、メインスト

リームとヒスパニックの消費者間の嗜好性の違いを十分痛感してきた（Siegel, 2007, p.6)。

メインストリームに対してメキシコ風のパン（ビンボブランド）を販売しようとして挫折し

た経験をしてきた。その教訓を生かし、メインストリームにメキシコ風のパンを売ろうとす

る路線ではなく、メインストリームには買収先から購入した現地ブランドを販売し、流通面

で新たにアクセスできるようになったヒスパニック向けには、メキシコブランドを売って

いく戦略に転換した（Siegel, 2007, p.6)。つまり、ビンボ社は、米国メインストリームに

メキシコのパンを売ることが難しいにならば、売らなくていいという考えに転換した10。 

 メキシコのパンは、文化の相違を乗り越えることができなかったが、伝統食品のトルティ

ーヤは文化の相違（文化の壁）を見事に乗り越えることができた。文化の壁を乗り越えられ

た大きな要因は、本場のもの（オリジナル商品）であることが、消費者にプレミアム感と味

の違いに対する納得感を与えているからであろう。トルティーヤとメキシコのパンの間に

は、米国内のメインストリーム消費者からの製品知覚に大きな違いがある（図表 5-5）。 

  

 
10 その他にも、米国ではビンボブランドが知られていないだけでなく、英語では「Bimbo」という言葉に女性を不快に

させる可能性のあるネガティブなイメージがあり、これらの課題に対応するため、「Bimbo」ブランドの重要性を低下さ

せた（Casanova and Fraser, 2012)。 
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図表 5-5 トルティーヤとメキシコのパンとの大きな違い 

 

 

（出所）筆者作成 

 

（２）米国参入を主導したロベルト本人の著書（一部、ロベルトにインタビューした書籍） 

 

（a）歴史記述 

 

ビンボ社はメキシコ市場で成功し、成長に向けて米国市場への進出を考えていた(Silvia, 

2008, p.314)。創業メンバーの１人であるロベルトは、ビンボ社の米国市場への参入前に、

ビンボ社製品を米国市場で販売して流通業者に次のような不満を抱いていた(Silvia, 2008, 

p.314)。 

 

「1969 年にハーバード大学に留学したときから、米国が私たちの自然な市場であること

は明らかでした。1983 年には、第三者がビンボ製品の流通を開始することを試みた。ヒュ

ーストンでパンやお菓子を配達させたが、失敗した。彼らはとても不誠実なディストリビュ

ーターで、支払い期限を守らず、私たちは損をしました。」 

 

ロベルトは 1969 年には直感的に米国市場を次の市場として意識しており、そのために、

米国市場でビンボ社製品を販売しようとする複数の流通業者に米国市場での販売を認めた。

しかし、流通業者の不誠実な対応から、自社での米国市場開拓へと切り替えていく。1985年、

ロベルトは自分で流通ルートを開拓することを決意する（Silvia,2008, p.314)。テキサス

でのルート開設には、マリネラ社の元マネージャーのペドロ・ノヨラ氏を招聘し、ヒュース

トンで 5 つのルートを持つ流通会社を立ち上げ、パンの流通網の構築に成功した
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（Silvia,2008, p.314)。 

その後、ロベルトとペドロ・ノヨラは、カリフォルニアに移り、ロサンゼルスに代理店を

作り、8年間にロサンゼルスからサンフランシスコまでの米国西部に 200 以上のルートを作

りあげた（Silvia,2008, p.314)。最初はメキシコシティで作られた製品だけを売っていた

が、その後モンテレイ、チワワ、メヒカリ、ティファナで製造した製品が、そのロサンゼル

スの代理店を通じて販売されるようになり、市場の拡大のための重要な手段となった

（Silvia,2008, p.314)。Roberto(2009, p.21）は、「テキサス州のヒューストン、カリフォ

ルニア州のロサンゼルスの拠点は、小さな販売会社」と述べているが、ビンボ社にとって、

米国進出の大きな足掛かりとなった。さらに、Roberto(2009, p.21）は、「トルティーヤ、

トウモロコシ、小麦の市場開拓に取り組み、そのことが、テキサス州に 10 工場を持つ 100

年の歴史を持つファミリービジネス、Mrs. Baird’s 社 (以下、ベアード社)の買収につな

がった」と述べている11。ベアード社を買収した後、子会社を管理することが複雑になり、

管理運営をより明確に行うための組織が必要となった（Roberto, 2009, p.21）。1999年に、

Bimbo Bakeries U.S.A.（以下、BBU社）が、フォートワースに設立された（Roberto, 2009, 

p.21）。これにより、メキシコの経営陣のもとで、米国事業全体がコントロールされる体制

が整備された（Roberto, 2009, p.21）。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

 ビンボ社は米国市場参入において、最初は外部の流通業者（問屋）を通してメキシコブ

ランド製品を販売したが、その流通業者から販売代金を回収できず損害を被った。このこ

とから米国事業をコントロールできないことによる問題を認識した。 

 そのため、自前で流通ネットワークを構築する方針へ変更した。その結果、小さいなが

らも 2つの販売会社を設置できたが、前述したように、ゼロから流通ネットワークを構築

するには経営資源が不十分であった。その問題を乗り越えるため、最終的にビンボ社は、

現地大手パンメーカーを買収することによって、流通ネットワークを獲得する方針に落ち

着いた（図表 5-6）。 

  

 
11 PR Newswire(1998)によると、1908 年に設立された Mrs Baird's 社（ベアード社）は、テキサス州の 8 都市に 10 の

工場を持ち、3 億ドル以上の売上を誇る全米最大の家族経営のパンメーカー、約 3,400 人の従業員を擁し、テキサス州

全域（エルパソ地域を除く）とルイジアナ州、ニューメキシコ州の一部で製品を販売していた。ビンボ社に約 2 億ドル

で買収された（Casanova and Fraser, 2012, p.103）。 
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図表 5-6 米国市場参入当初の販売体制の模索 

 

 

 

（出所）筆者作成 

 

（３）先行文献 

 

（a）歴史記述 

 

米国内のスペイン語を話す人々の購買力や母国への消費忠誠心に影響され、会社の上層

部は、早くから米国のヒスパニック市場にアクセスするアイデアを持っていたが、自由貿易

協定の締結まで、そのための全ての努力は失敗に終わっていた（Lázaro, 2010, p.34)。自

由貿易協定の発効は、米国市場への輸出を視野に入れた、マリネラとビンボブランドの工場

をメキシコのバハ・カリフォルニア（米国国境近く）に建設する後押しとなった12（Lázaro, 

2010, p.34)。1993年、ビンボ社は（従来の輸出による）戦略を変更し、メキシコからの移

民が設立した米国内の小さな工場を買収して市場に参入したが、これは容易なことではな

かった（Lázaro, 2010, p.34)。メキシコのブランド（包装トルティーヤは Tía Rosa、スラ

イスパンは Bimbo）で事業を展開するという戦略は、大失敗に終わった（Lázaro, 2010, p.34)。

ヒスパニック系住民だけに限定するのではなく、米国市場で知られているブランドを使う

ために方針の変更が不可欠だった（Lázaro, 2010, p.34)。そこでビンボ社は、テキサス州

に 6つの工場を持つベアード社を買収し、2000年の売上高がビンボ社全体の収入の 18％を

 
12 1999年、メキシコのバハ・カリフォルニア州ティファナ市にパン製造工場を新設し、その製造ラインは、白パン、

全粒粉パン、菓子パン類、ロールパン、小麦トルティーヤ、トスターダなどであった（Bimbo, 2021b, p.48）。ティフ

ァナ市は米国国境付近に位置する。 
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占める米国第 4位のパンメーカーとなった（Lázaro, 2010, p.34)。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

1994年の北米自由貿易協定の NAFTA（North American Free Trade Agreement）発効前ま

での期間は、メキシコ製品のヒスパニック系住民向けの輸出ビジネスは利益を上げられな

かった。パン業界は薄利多売で儲けるビジネスのため、関税と輸送コストが大きなネックと

なっていたと考えられる。 

ヒスパニック系住民向けの輸出ビジネスがうまく行かなかったため、小さな工場を買収

し、メキシコブランド製品を製造・販売する方法に切り替えたが、大失敗に終わっている。

ヒスパニック系住民からの需要だけに限定されてしまうビジネスは採算が合わず、成り立

たなかったためである。もう 1つは、メキシコブランド製品が米国メインストリーム消費者

からの支持を得られなかったためである。したがって、戦略を転換し、アングロサクソン系

住民を取り込める現地大手パンメーカー（とそのプレミアムブランド）を買収した。前述し

たように、現地大手パンメーカーの買収によって、現地プレゼンス力と現地流通網を活用で

きるようになった。そのことによって、当初からの狙いであったメキシコ系住民に対して、

より効率的・効果的にアプローチできるようになった。買収の背景には NAFTA の発効による

投資機会の拡大という恩恵があった。また、自由貿易協定は、米国とメキシコとの間の関税

撤廃による利幅拡大という好影響ももたらした13。ビンボ社はメキシコ国内の米国国境付近

に工場を設立し、米国へ輸出する際の物流コスト低減を図り、結果的に利益を生み出せるよ

うになった。 

 

（４）新聞記事(ベアード社買収前後の米国内ターゲット市場の変化) 

 

（a）歴史記述 

 

BBU社社長のムルドン（以下、ムルドン）は、「ビンボ社は、1998年にテキサス州フォー

トワースにあるベアード社を買収して、米国のパン事業に参入することを決めた。ビンボ社

がラテンアメリカでお馴染みの「Bimbo」と「Marinela」というブランドを使って米国国内

のラテンアメリカの消費者をターゲットにしたのは、それからだった。」と述べている（Lee, 

2001)。 

 

 

 

 
13 NAFTA 発効後、ビンボ社の米国事業は好調に推移し、1994年から 1998 年までの CAGR（年平均成長率）は約

10.5％、株価は 200％という驚異的な上昇を記録した（Casanova and Fraser, 2012, p.103）。 
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（b）歴史解釈または分析 

 

1998 年のベアード社買収は、ビンボ社の米国事業の大きな転機点となったことが示され

ていた。ベアード社買収以前は、メキシコブランドのパン、およびトルティーヤをメキシコ

系住民に販売していたが、買収以降は（メキシコ系住民以外の）ヒスパニック系住民もター

ゲットにし始めた点が明らかにされている。さらに、ベアード社買収により、テキサス州（と

その周辺）のメインストリーム市場をそのまま手に入れ、BBU社のターゲット市場が、メキ

シコ系住民のみから米国市場全体へと変わった（図表 5-7）。 

 買収後、メキシコブランドをヒスパニック系住民に向けて販売し始めた理由としては、ベ

アード社買収により獲得した経営資源（流通ネットワーク）を活かす狙いがあったからであ

ろう。つまり、ベアード社から手に入れた流通ネットワークを活かして、メキシコブランド

製品を広範囲に分散または点在するヒスパニック系住民に販売できると考えていた。 

 

図表 5-7 ベアード社買収前後の米国内ターゲット市場の変化 

 

 

 

＊ 四角枠の大きさは、市場規模を正確に表したものではない。 

 

（出所）筆者作成 
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（５）新聞記事など（メキシコブランド製品の需要規模の限界） 

 

（a）歴史記述 

 

BBU社社長のムルドンは、メキシコに本社を置くビンボ社の米国進出への道は、メキシコ

系移民の胃袋を経由することだと考えていた（Solis, 2002)。しかし、ムルドンは、ビンボ

社のパンはメキシコ産の包装トルティーヤやペストリーではなく、白パンがメインである

ことを知っていた（Solis, 2002)。ビンボ社が最もメキシコ的な製品である包装トルティー

ヤで成功していないというわけではなく、「Tia Rosa（ティアロサ）」ブランドの包装トルテ

ィーヤを、タコスサイズ、ブリトーサイズ、ファヒータサイズに変身させ、好調である。ま

た、ビンボ社のメキシコ産スナック菓子も好調で、メキシコ系住民に故郷の味を提供してい

る（Solis, 2002)。スペイン語で耳を意味する「オレハス」というお菓子から、貝殻を意味

する「コンチャス」というメキシコの菓子パンまでメキシコ人の味覚に馴染み深い製品を揃

えている（Solis, 2002) しかし、ビンボ社のメキシコブランドの菓子パンと菓子類は、米

国での売上の 10〜12％にすぎないという（Solis, 2002)。米国の収益を支えるのは、やは

り基本的なパンである（Solis, 2002)。 

また、2006 年、米国には 4,300 万人以上のヒスパニック系住民がおり（米国人の７人に

１人）、このヒスパニック系住民は米国で最大かつ最も急速に成長しているマイノリティグ

ループであった（Siegel, 2007, p.7)。これらのヒスパニック系住民は、メキシコ系アメリ

カ人が確固たる多数を占めており、ビンボ社にとってマーケティング機会の潜在的なドル

箱であった（Siegel, 2007, p.7)。ビンボ社は、年率 2桁の増収増益を続けながら、ヒスパ

ニック向けのパンや甘いスナック菓子を全米に配送していた（Siegel, 2007, p.7)。ビンボ

社は米国で成長していたヒスパニック向けのパン市場ではプレミアム価格を享受すること

ができ、このヒスパニック向けのパン市場はビンボ社の米国における利益成長の大部分を

生み出していたが、米国事業全体の業績不振から抜け出すには十分ではないことが明らか

になった（Siegel, 2007, p.7)。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

メキシコブランドの菓子パン、菓子類、包装トルティーヤの売上規模には限界があり、

米国事業の業績へのインパクトに欠けていた点が示されていた。白パンに代表される食事

用パンのカテゴリーが、最大のボリュームゾーンであるため、ここでの成長が不可欠との

認識が示されていた。つまり、米国内のメインストリーム市場における食事用パンのカテ

ゴリーこそが、米国事業を赤字から好転させるインパクトを持っていた。 

米国のヒスパニック住民向け市場にメキシコブランド製品を販売する事業は、2007 年ま

で一貫して年率 2 桁の売上成長率と利益成長率だったことが述べられおり、かなりの好調
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を継続していたが、その市場規模は米国事業全体を好転させるほどではなかった。2006 年

には、米国に 4,300万人のヒスパニック系住民がおり、米国最大のエスニック市場だったに

もかかわらず、ビンボ社が不十分な規模だと捉えていた点は注目に値する。エスニック市場

から抜け出さなければ、ビジネスとして成り立たないことを示している点で重要である。 

 

（６）新聞記事など（米国内メインストリーム市場での失敗経験と学習） 

 

（a）歴史記述 

 

BBU社社長のムルドンは、「確かに米国ではいくつかの失敗をした」と言う（Solis, 2002)。

スペイン語で「小さなガチョウ」を意味する、商品名ガンズィートの出荷を開始したとき、

ムルドンは米国市場の見通しに大きな自信を持っており、「米国人はメキシコ人よりも体格

が良いのだから、商品も大きめであるべきだ。米国人の平均的なお財布サイズにしよう。米

国人は購買力があるから、1パック 2個入りで 49セントにしよう。ホステス14のカップケー

キよりもはるかに価値があるだろう」と考えた（Solis, 2002)。しかし、「非常にリッチ15な

商品で、米国人にとっては非常に異質なものだった。」とムルドンは失敗を振り返っている

（Solis, 2002)。 

また、ビンボ社が、ベアードブランド製品のバターミルクのレシピを変更したことがあっ

た（Solis, 2002)。結果、大失敗だったので、すぐに元のレシピに戻した（Solis, 2002)。

BMVレポート 2000年度と 2002年度を比較すると、ベアード社のテキサス州での市場シェア

は、2年間で 4％（2000年の 28％から 2002年度の 24％へ）低下した（Bimbo, 2001b, p.55; 

2003b, p.49)。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

メキシコ製品を米国のメインストリーム市場向けに販売しようとしたが、失敗している。

さらに、米国内のメインストリーム消費者に好まれていたベアードブランド製品のレシピ

改悪による失敗もあった。ベアード社を買収した後の赤字転落要因の一つとして、米国内の

メインストリーム消費者への対応がうまくできなかった事実があった。このような失敗経

験から、ビンボ社は異文化間の消費者嗜好性の大きな相違を学習したと推察される。 

そのため、ビンボ社は、米国メインストリーム市場向けにメキシコブランド（メキシコの

パン）を使用するのを止め、買収した現地ブランド（米国ブランド）を使用する方針を明確

にした。当然のことながら、米国内のメキシコ系エスニック市場ではメキシコブランド（メ

 
14 米国で No.1 の菓子ケーキブランド。 
15 パン業界で「リッチ」とは、原料配合において、（基本原料に対する）副原料の割合が高いことを指し、砂糖、卵、

牛乳などが多く含まれていることを言う。 
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キシコのパン）を利用している。したがって、2つのターゲット市場と 2 か国のブランドと

の関係性は、次の図表 5-8のとおりとなる。 

 

図表 5-8 2 つのターゲット市場と 2か国のブランドとの関係性 

 

 

 

（出所）筆者作成 

 

このような学習から、その後、現地ブランドを有効活用する方針が定まった。ビンボと名

付けられた小さな男の子のテディベアは、ビンボ社の認識されたシンボルとして、アメリカ

大陸で広く使われていた（Siegel, 2007, p.5)。しかし、ビンボ社は、米国やラテンアメリ

カのいたるところで企業を買収した際、獲得したローカルブランドを発展し続けることを

好んだ（Siegel, 2007, p.5)。結果として、同社は 100もの人気ローカルブランドのポート

フォリオを積み上げていった（Siegel, 2007, p.5)。このようなローカルの No.1ブランド

（プレミアムブランド）を活用しようとする方針が、米国のメインストリーム市場における

競争力の獲得と維持につながっていた。 

 

（７）新聞記事など（米国流ビジネス手法による黒字化) 

 

（a）歴史記述 

 

BBU社が 2000～2001 年度の赤字から抜け出す対策である（Siegel, 2007, p.8)。2002年

当時、BBU社社長だったムルドンは、テキサス州、ニューメキシコ州、オクラホマ州のドラ

イバー980人に独立契約者として働いてもらうことによって、会社の損失に対処しようとし

た（Siegel, 2007, p.8)。テキサス州の流通部門の再編にともない、1,000 を超えるルート

を独立系配送業者に変更し、同地域におけるコスト構造を改善した（Bimbo, 2003a, p.7)。

約 1,000 人のルートドライバーは、約 100 年の歴史を持つ、ベアードブランドを運営する

会社の従業員ではなくなることを知らされた（Solis, 2002)。ビンボ社はこれらのドライバ

ーが 6～10 万ドルの価格帯で特定の販売地域を購入し、独立した契約者になることを望ん

だのである（Solis, 2002)。ムルドンは、「メキシコでこのような（販売ルートの売却の）
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試みをするのは賢明ではない。しかし、起業家精神は米国人の文化的 DNA に組み込まれてい

る。ここには独立精神を奨励し、支援する社会的ネットワークがある。これを試みた他企業

へもたらされたように、この転換によって（個人事業者となったルートドライバーのモチベ

ーションアップやサービス向上により）売上が 5～10%向上する可能性がある」と述べてい

る（Solis, 2002)。BBU 社は、配達に独立した契約者を使うことへの移行は、経費削減と利

益増加をもたらすと期待している（Marta, 2002)。ムルドンは、「この経費削減効果は、売

上高の 2％以上に相当する。業界のトップ企業の税引前利益が 4％であるのに対し、2％の節

約はかなり大きい」と述べている（Marta, 2002)。少なくとも 800万ドルの節約が見込まれ

ている（Marta, 2002)。約 1,000のルートを独立系配送業者に転換したことは、大きな成果

を生み、このプロジェクトにより、流通コストの面では業界最高水準と同等の競争力を持つ

ことになった（Bimbo, 2003a, p.11)。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

2001年までの赤字から 2002年に黒字化できた要因は、競合他社が実施して成果をあげて

いた方法（従業員セールスドライバーから個人配送事業主への転換方法）を学び、米国流の

ビジネス手法を実行できたからである。メキシコ流にこだわり、自前の流通網を構築するこ

とに固執したならば、米国のような広大な国土を持つ国で、効率的な流通網を構築すること

ができなかったであろう。そして、黒字化を達成できなかったであろう。BBU社は、メキシ

コでの成功体験によるバイアスから脱却できていた。なお、先の話になるが、BMVレポート

2014 年度によると、BBU 社の流通網の約 60％は独立した事業者によって運営され、流通に

おけるコスト効率を高めていた（Bimbo, 2015b, p.43)。2002年度に開始した独立系配送業

者の活用は、将来にわたり、米国事業を運営する上で欠かせない手法となり、ビンボ社の好

業績を支えていく。 

 

（８）新聞記事（メキシコ系エスニック市場に浸透するための販促活動） 

 

（a）歴史記述 

 

1980年代、ビンボ社が米国市場にアプローチしたとき、抵抗を受け、「何度もドアを叩い

た」とムルドンは振り返る（Solis, 2002)。ヒューストンにあるフィエスタ・マートは、テ

キサスに住む移民のための食料品店で、ビンボ社の最初の顧客の 1 つであったことはよく

知られており、「巨大流通小売店のウォルマート・ストアーズにもすぐに売れた」とムルド

ンは言う（Solis, 2002)。しかし、ダラスに本社を置くセブンイレブンには、ちょっとした

働きかけが必要で、ビンボ社は 1998年に独自のマーケティング調査を行い、テキサス州と

カリフォルニア州の多くの主要市場で、ヒスパニック系住民が顧客の約 4 分の 1 を占めて
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いることを明らかにした（Solis, 2002)。翌年（1999年）には、（メキシコブランドの）ビ

ンボ製品がセブンイレブンの棚に並んだ（Solis, 2002)。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

 ビンボ社のメキシコブランド製品は、米国内のメキシコ系住民からの強い支持を受け、米

国内のメキシコ系エスニック市場で高い成長率を続けることができた。その裏には、効果的

な販促活動もあった。ビンボ社はエスニック・マーケティング戦略を上手く活用していた。

なお、第 1章で述べたように、エスニック・マーケティング戦略は、8つの Pで構成されて

おり、販売促進の P（Promotion）は、その内の一つである。 

 

３．海外市場の中で米国パン市場をターゲットにした要因 

 

ビンボ社が米国市場にターゲットにした 4つの要因について論じていく。 

 

(１) スーパーマーケットの台頭を見据えた学習 

 

（a）歴史記述 

 

米国市場は、零細個人店（パパママストア）よりもスーパーマーケットが小売業界におい

て支配的であった（Goldberg et al., 1998, p.7)。ビンボ社は、米国でパン会社を運営し、

ビンボブランドで事業をすることは、重要な学習経験になり、活発になっていた他市場の小

売展望の変化に対してうまく準備ができると信じていた（Goldberg et al., 1998, p.7)。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

ビンボ社が米国市場をターゲットにした 1 つ目の要因として、米国でパン事業を行うこ

とによって、スーパーマーケットの台頭という変化への適応能力を身につけられると考え

ていたからであった。 

 

(２)地域密着型のローカル企業をまとめ上げることによる全国メーカーへの飛躍機会 

 

（a）歴史記述 

 

包装されたパンの米国市場は、成熟市場で年 2％の成長率であった（Goldberg et al., 

1998, p.7)。その市場は細分化されており、いくつかの大きな地域プレーヤーと少数のナシ
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ョナルブランド（Wonder Breadなど）があった16（Goldberg et al., 1998, p.7)。ビンボ

社の経営者は、パン産業の細分化された状況は、地域密着型のローカル企業を買収すること

によって統合する機会をもたらすと考えていた（Goldberg et al., 1998, p.7)。これらの

事業主のほとんどは、ビンボ社のようなオーナー企業であり、ビンボ社の経営者は、他の潜

在的な買収者よりも、これらの企業の売上を囲い込むためのデリケートで敏感な問題（オー

ナー企業の買収）をうまく扱える立場にあると感じていた（Goldberg et al., 1998, p.7)。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

ビンボ社が米国市場をターゲットにした 2つ目の要因は、米国パン市場は細分化され、た

くさんのパンメーカーがいたため、それらのパンメーカーを統合することに大きなビジネ

スチャンスを見出していたからであった。ビンボ社はパンメーカーの数が多すぎる問題を

見抜き、その解決策を自社戦略に組み込んでいた。ビンボ社は、米国パン市場を進化させる

道とビンボ社自身を成長させる道が上手く一致していると考えていた。 

 

(３)米国におけるトルティーヤ市場の拡大と将来性 

 

（a）歴史記述 

 

米国の食卓のヒスパニック化が進み、トルティーヤのような食べ物が人気となった

（Goldberg et al., 1998, p.7)。米国のヒスパニック人口が増加するにつれて、トルティ

ーヤに対する需要も高まった（Goldberg et al., 1998, p.7)。大部分が人口の波及効果に

より、トルティーヤ市場（1998年は 30億ドル市場）は 21世紀の初期まで年率 10～15％で

成長することが見込まれていた（Goldberg et al., 1998, p.7)。米国のトルティーヤ産業

は、パン産業と同様、かなり細分化されており、ビンボ社はトルティーヤ産業をうまく統合

できると見ていた（Goldberg et al., 1998, p.7)。1つ以上のトルティーヤ製造企業と提

携するか買収することによって、その（統合）プロセスに参加したいと考えていた（Goldberg 

et al., 1998, p.7)。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

ビンボ社が米国市場をターゲットにした 3 つ目の要因は、米国におけるヒスパニック人

口の増加により、ヒスパニック系住民向けの食品需要が増しており、特にトルティーヤがそ

の恩恵を受けると考えていたからである。米国のトルティーヤ産業は、パン産業と同様、か

 
16 米国パン市場は、地域密着型の市場という特徴を持つため、2000年当時は多数のパンメーカーが存在していた

(Bimbo, 2001b, p.55)。 
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なり細分化されており、トルティーヤ市場を買収などによって上手く統合できると考えて

いた。前述したように、後になってからトルティーヤの事業規模（需要規模）が十分ではな

く、米国事業全体に占める割合が低い（貢献度が低い）と判明したが、米国市場参入当時は

トルティーヤ事業に魅力を感じていた。 

 

（４）米国市場全体攻略プロセスの形成 ～ベアード社との合弁事業経験からの学習～ 

 

（a）歴史記述 

 

ビンボ社は 1994年に、テキサス州で最大のパン製造販売会社のベアード社とジョイント

ベンチャー企業を設立した（Goldberg et al., 1998, p.8)。その合弁会社設立の目的の一

つは、テキサス州とルイジアナ州でトルティーヤを製造販売するためであった（Goldberg 

et al., 1998, p.8)。そのトルティーヤは両社のブランドネームのもとで販売された17

（Goldberg et al., 1998, p.8)。ベアード社の Texas というブランドとビンボ社の Tia 

Rosaというブランドが付けられた（Goldberg et al., 1998, p.8)。トルティーヤは、ビン

ボ社がヒューストンに立てた工場で製造され、ジョイントベンチャー会社は、1997 年にテ

キサス州の 3億ドル市場の 22％を占めるまでに成長した18（Goldberg et al., 1998, p.8)。 

合弁会社設立のもう一つの目的は、焼成された商品を米国全土へ広める成長機会を追求

するためであった（Goldberg et al., 1998, p.8)。ベアード社は、米国中に拡張するため

にビンボ社の資金力と製造能力（専門知識）を活用し、ビンボ社は、Tia Rosa や Paty-Lu19

などのメキシコブランドをベアード社の流通網にのせて販売するために、ベアード社のブ

ランド力とテキサス州内の流通網を活用しようとしていた（Goldberg et al., 1998, p.8)。

最終的には、そのジョイントベンチャーは、1994年 10月に解消された（Goldberg et al., 

1998, p.8)。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

ビンボ社は、ベアード社の経営資源（現地流通網と現地プレゼンス力）を活用することに

よって、トルティーヤ事業を短期間のうちに急成長させることができた。この驚異的な成果

は、ビンボ社の米国市場全体攻略プロセスの形成に大きなインパクトを与えたであろう。 

米国のメキシコ系住民向けに（トルティーヤを除く）パンを販売しようとする最初の試み

は、1994年のベアード社との合弁会社設立からはじまったことが示されていた。1年足らず

の期間でパンの合弁事業は解消され、試みは挫折している（ただし、トルティーヤ合弁事業

 
17 Texasと Tia Rosaのダブルブランドをパッケージに表示する方法をとっていた。 
18 1997年を最後に、トルティーヤ合弁事業は無くなった。 
19 Paty-Luは、スウィートロールとペストリーのブランド。 
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は 1997年まで続いた）。合弁会社設立の意図として、「米国中に」という言葉があり、ベア

ード社とビンボ社の間で若干の意味の取り違いがあったように思われる。パン（トルティー

ヤを除く）の合弁事業が解消された要因は、ベアード社はテキサス州とその周辺だけでなく、

より広域で活動したかったが、ビンボ社はベアード社のテキサス州内の流通網を使ってメ

キシコ系住民に浸透することを優先していたからである。 

 

（５）ビンボ社によるベアード社買収 

 

（a）歴史記述 

 

1998 年、ベアード社のオーナーが会社を売却することを決めた後、招待された入札者だ

けでのオークションが行われ、ビンボ社の入札が受け入れられた（Goldberg et al., 1998, 

p.8)。ビンボ社は、テキサス州内でベアード社の名前を使って販売を続けること宣言し、他

地域でベアード製品とビンボ製品を立ち上げるためにベアード社をスプリングボードとし

て使う意図があることを表明した（Goldberg et al., 1998, p.8)。ビンボ社は、ベアード

社と WFI 社の米国西部事業の買収で獲得したプレミアムブランド（ベアード、オロウィー

ト、トーマス、エンテンマンズなど）での米国大型スーパーへのアクセスを活用して、メキ

シコで開発され・普及したヒスパニック向けのパンや焼き菓子製品を売り込みたいと考え

ていた（Siegel, 2007, p.6)。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

ビンボ社によるベアード社買収後、ベアードブランドをスプリングボードとして活用し、

テキサス州以外でもベアードブランド製品とビンボブランド製品を売ろうとしていた点が

述べられている。つまり、メインストリーム市場とメキシコ系エスニック市場を両方とも拡

張することを目指した。 

ここからベアード社買収を活用した米国市場全体攻略プロセスを読み取ることができる。

まず、ベアード社を買収し、現地プレゼンス力（現地信用力）と現地流通網を獲得するステ

ップである。第 2ステップは、それら 2つの新規経営資源を活かし、メキシコブランド製品

をメキシコ系エスニック市場に浸透させるステップである。第 3ステップは、ベアードブラ

ンド製品をテキサス州周辺の未開拓地域に拡張するステップである。第 4ステップは、その

新しく開拓されたメインストリーム市場（以下、新メインストリーム市場）の商圏内におい

て、メキシコブランド製品をメキシコ系エスニック市場に浸透させるステップである。これ

らのステップの順に、現地メーカー買収を活用した米国市場全体攻略ステップが形成され

ていた（図表 5-9）。 
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図表 5-9 現地メーカー買収を活用した米国市場全体攻略プロセス 

 

 
 

(出所)筆者作成 

 

前述したムルドンの言葉にあったように、ベアード社を買収した後から米国パン市場全

体（メインストリーム市場とメキシコ系エスニック市場を合わせた合計）への取り組みが開

始された。ビンボ社が米国パン市場全体をターゲットにすることができたのは、ベアード社

を買収できたからである。ビンボ社の経営者が、買収する機会を見逃さなかったことが、そ

れを可能にした。買収前のトルティーヤの合弁事業は、すぐに解消されたものの、現地企業

のブランド力と流通網を活用することによって、劇的な成果をあげられることを学習する

貴重な経験となり、この経験が、当時のビンボ社にとっては高額の約 2億米ドルという買収

金額を支払う意思決定に踏み切らせた。この買収によって形成された米国市場全体攻略プ

ロセスは、その後、米国パン市場で No.1の市場占有率と高成長率を達成するために何度も

活用され、その真価を発揮していく。 

 

４．ビンボ社経営者が認める米国内メキシコ系エスニック市場の価値 

 

（１）ビンボ社社長ダニエルの言葉 

 

（a）歴史記述 

 

Siegel(2007,p.6)は、ビンボ社社長のダニエルの言葉を引用し、米国のメキシコ系エスニ

ック市場をターゲットにした事業について、次のように述べている。 
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「（ビンボ社社長の）ダニエル・セルヴィッチェは「私たちが米国で売っているものは、

基本的にノスタルジアである。私たちは強い絆で結ばれた彼らの歴史の一部を販売してい

る。私たちは米国におけるメキシコブランドの強力なインパクトを見ており、そのインパク

トは、メキシコ国内を凌ぐほどである。」と述べている。メキシコ系アメリカ人の移民たち

が子供の頃に親しんだ「Bimbo」や「Marinela（マリネラ）」のブランドは、米国においてさ

え、ビンボ社の資産であった。メキシコ人とメキシコ系アメリカ人にとって、「Bimbo」はパ

ンの代名詞であり、米国の「Kleenex」や「Band-Aid」のようなカテゴリーの代名詞的存在

であることをビンボ社は分かっていた。「Marinela（マリネラ）」は、ビンボ社の主要なグロ

ーバルブランドであり、メキシコ人やメキシコ系アメリカ人の間で、甘くて濃厚な味のスナ

ック菓子として広く知られていた。ビンボ社は、（2006年度頃まで）年率 2桁の増収増益を

続けながら、ヒスパニック向けのパンや甘いスナック菓子を全米に配送していた。」 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

 ビンボ社社長のダニエルは、ビンボブランドに対する顧客ロイヤルティは、メキシコ国内

のメキシコ人よりも米国内のメキシコ系住民の方が高いと述べている。この洞察こそが、海

外市場参入において、エスニック・マーケティングを活用する意義の本質を明確に示してい

る。 

 また、2006 年頃までヒスパニック系住民向けの市場で、年率 2 桁の売上成長率と利益成

長率を続けていたことが述べられていた。米国市場内のヒスパニック系住民向けの事業は、

米国事業全体への貢献度を高めていった。 

 

（２）ビンボ社創業者ロレンソの言葉 

 

（a）歴史記述 

 

Silvia(2008, p.190)は、創業者ロレンソ・セルヴィッチェに対してインタビューを行い、

ロレンソの言葉をそのまま記載している。 

 

「ダニエル（ビンボグループ CEO）は今、商業面で非常に注意しなければならないこと、

そしてそれぞれの市場の論理が異なることを認識している。例えば南米では、まだ発展途上

である、袋入りパン市場を開拓するという発想で臨んでいる。 一方、米国では、メキシコ

ブランドを輸出し、メキシコからの移民の需要を取り込み、世界最大の食品市場で競争力を

身につけることを主目的としている。」 
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（b）歴史解釈または分析 

 

2008 年当時、米国市場を攻略するために、メキシコで製造したメキシコブランド製品を

米国に輸出し、メキシコ系移民からの需要を積極的に取り込むことに力を入れていた。メキ

シコ系移民の需要を取り込むことが主目的とまで創業者が述べている点は注目に値する。

米国のパン市場で競争力を高める上で、メキシコ系住民向け市場を非常に重要視していた

ことが分かる。 

 

５．小括 

 

本章の目的は、ビンボ社の 1984年の米国市場参入から米国市場全体攻略プロセスを形成

する 2002年頃までの歴史記述と解釈（または分析）をすることであった。その上で、なぜ、

（自前主義から脱却し、）現地大手パンメーカーの買収に踏み切ったのかを明らかにすると

ともに、その買収先の現地パンメーカーをどのように活用して米国市場全体攻略プロセス

を形成したのかを明らかにすることであった。さらに、ビンボ社の経営者は、海外市場の中

でも米国を最重要市場と位置付け、強力に推進していく。なぜ米国を最重要市場と見ていた

のかを明らかにすることを目指した。本章のリサーチクエスチョンに対する答えは、3つあ

げられる。 

 まず、ビンボ社が買収に踏み切った理由は、図表 5-4であげた買収による 3つの利点を

得るためである。つまり、買収によって獲得できる「現地プレゼンス力（現地信用力）」

と「現地流通チャネル（現地流通網と販路）」を活用し、メキシコブランド製品を米国内

のメキシコ系エスニック市場に普及（市場拡大および浸透）させるためであった。 

 次に、買収した現地パンメーカーをどのように活用し、米国市場全体攻略プロセスを形

成したかというリサーチクエスチョンに対する答えとしては、買収先企業をスプリングボ

ードとして活用し、市場未開拓だった地域に、ベアードブランド製品とメキシコブランド

製品を両方とも普及させようとする取り組みにあった。その取り組みは、図表 5-9であげ

たように、4つのステップを順番どおりに踏むことによって可能となり、結果として上手

く市場全体を攻略できる。 

 また、なぜビンボ社が米国市場を最重要市場と考えていたかというリサーチクエスチョ

ンに対する答えは、地域密着型のローカル企業をまとめ上げることによる全国メーカーへ

の飛躍機会を掴みとるためであった。その機会を捕捉できた主な要因は、ベアード社との

合弁事業、およびその後のベアード社買収の機会を見逃さず、大型買収に伴うハイリスク

を受け入れ、米国市場全体の獲得（ハイリターン）に賭ける意思決定を下すことができた

からである。米国市場全体攻略プロセスを形成できたことが、その賭けに勝ち、米国パン

市場全体で大成功を収める鍵となっていた。 

 最後に、ビンボ社の事業再構築に関して考察する。ビンボ社はベアード社買収後、米国市



76 

 

場全体攻略プロセスを形成していく中で、事業再構築の構想をイメージしていたと推察す

る。ビンボ社は、図表 5-8で示したように、メキシコ系エスニック市場向けにはメキシコブ

ランド製品を使用し、米国メインストリーム市場向けには現地ブランド（米国ブランド製品）

を使用する方針を明確にした。メキシコブランド製品を米国メインストリーム市場に普及

させようとする試みを中止した。この方針を明確にしたことによって、2つの事業体制も明

確になった。さらに、図表 5-5で示したように、トルティーヤ事業は、もう一つの異なる事

業としてあげられる。トルティーヤ事業は、米国事業全体に占める割合が小さいが、メキシ

コブランド製品のトルティーヤであっても米国メインストリーム消費者に受け入れられる

希有な事業であるとともに、多少なりとも利益を生み出しているため、3つ目の事業として

加えた。 

ビンボ社は、3つの異なる事業を合わせたトータルとして利益をあげる事業体制に転換し

ていた（図表 5-10）。 
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図表 5-10 ベアード社買収後の事業再構築 

 

 

＊ 円柱の大きさは、市場規模を正確に表したものではない。 

 

（出所）筆者作成 

 

ビンボ社の事業再構築は、ベアード社買収によってプラットフォーム（現地流通網と現地

プレゼンス力）を手に入れた上で、3つの事業から得られる利益を合わせた総合力で現地企

業と勝負する事業体制に転換した。米国パン事業において、ビンボ社が３本柱の事業運営に

取り組んだことは、現地パンメーカーがターゲットにすることが難しい 2つの事業（メキシ

コ系エスニック市場向け事業とトルティーヤ事業）からの利益を取り込めることにつなが

り、競争優位の実現に貢献した。 
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第６章 ビンボ社による米国市場シェア No.1の確立 

 

１. はじめに 

 

前章において、ビンボ社の 1984年米国事業参入から米国市場全体攻略プロセスを形成す

る 2002 年頃までの歴史記述とその解釈（または分析）を行った。本章の目的は、その後、

米国市場シェア No.1 を確立するまでの歴史記述とその解釈（または分析）をすることであ

る。その上で、米国市場シェア No.1の確立が、大型買収と米国市場全体攻略プロセスの繰

り返しによって実現されたことを明らかにしていく。さらに、米国市場全体攻略プロセスを

上手く推進するために、どのような組織変革が起こっていたかを明らかにする。 

なお、本章はビンボ社の公表資料や先行文献をもとに、できる限り詳細に歴史を記述する

とともに、それを解釈（または分析）することによって、第 7章と第 8章における理論的分

析に資する目的もある。 

 

２. 2002年から 2020年までの米国事業の歴史 

 

（１）歴史記述 

 

ビンボ社は BMV レポート 2020 年度において、2002 年から 2020 年までの米国事業の歴史

を、次のように記述している（Bimbo, 2021b, pp.48-57)。 

 

2002年に、メキシコの全事業会社が、「Bimbo, S.A. de C.V.」と「Barcel, S.A. de C.V.」

という 2つの大企業に合併・集約された。前者はすべてのパン事業を統合したもので、後者

は菓子類の各部門を統合したものである。合併の目的は、オペレーションを最適化し、生産

と販売の効率を高めることであった（後に、米国事業も「Bimbo Bakeries USA 社」と「Barcel 

USA社」の 2社体制となった）。また、同年、米国子会社を通じ、George Weston Limited社

（以下、ジョージ・ウェストン社）の米国西部地域におけるパン事業を買収（以下、WFI社

の米国西部事業買収）した。この取引により、ビンボ社は、オロウィートブランドのパン、

エンテンマンズブランドのペストリー、トーマスブランドのイングリッシュマフィンやベ

ーグル、ボーボリブランドのピザベースなど、米国市場における主要なブランド製品を販売

できるようになった。詳しい契約内容としては、オロウィートブランドとエンテンマンズブ

ランドの全権利、テキサス州、コロラド州、カリフォルニア州、オレゴン州の 5つの工場、

約 1,300のルートを持つ効率的な直販システムなどを取得した。さらに、トーマスブランド

とボーボリブランドの製造販売権を獲得した。この買収は、米国における大手パンメーカー

の地位確立を目指す戦略に沿ったもので、これにより、カリフォルニア州やテキサス州など

の主要市場における地位が強化された。 
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2007 年度の動きとしては、11 月 5 日に、投資グループである The Yucaipa Companies, 

LLC（以下、ユカイパ社）が 11月 2日にミズーリ州西部地区の米国連邦破産裁判所に提出し

た書類に含まれていた内容を発表した。ユカイパ社は、BBU社とインターナショナル・ブラ

ザーフッド・オブ・チームスターズ1（以下、チームスターズ）とともに、インターステー

ト・ベーカリーズ・コーポレーション2（以下、IBC社）の組織再編に関する共同提案をカン

ザスシティの裁判所に提出することを目指していた。IBC社は、米国最大級のパン製造販売

会社である。主なブランドには、Wonder、Merita、Home Pride、Baker's Inn、Hostess、

Drake's、Dolly Madisonなどがあった。IBC社は 40以上の工場、650の配送センター、6,400

のルートを運営し、約 25,000 人の従業員を雇用していた。裁判所は 11 月 7 日に予定され

ているヒヤリングで、ユカイパ社の申請を検討する予定であった。裁判所が IBC 社に対し

て、ユカイパ社と BBU 社が買収監査を開始するために必要なアクセス権を与えるよう指示

した場合、ユカイパ社と BBU社は、IBC社を買収するか否かの判断を迅速に行い、チームス

ターズと共同で IBC社の更生計画を提出することを期待されていた。ビンボ社は、IBC社買

収が米国の製パン業界での地位を強化し、世界の製パン業界のリーダーとしての地位を確

固たるものにする有効な機会であるかどうかを評価するために、この買収監査を利用した。

しかし、12月 13日、ビンボ社は、監査プロセスを経て、買収しないことを発表した。 

 2009年に、ジョージ・ウェストン社の子会社である Dunedin Holdings S.à r.l.（本社：

トロント）から Weston Foods inc.（ウェストン・フーズ社：以下、WFI 社）の米国パン事

業を買収（以下、WFI社の米国東部事業買収）した。これらの買収金額は、25億 500百万米

ドルであった。23 億米ドルの資金調達と残りは自己資金で賄われた。統合された BBU 社の

事業は、パン、バンズ、菓子パン、ペストリーの各カテゴリーで主導的な地位を占める、国

内最大級のパンメーカーとなった。（買収後の）ブランド・ポートフォリオには、Arnold、

Bimbo、Boboli、Brownberry、Entenmann's、Francisco、Freihofer's、Marinela、Mrs.Baird's、

Oroweat、Stroehmann、Thomas'、Tia Rosaなどのプレミアムブランドが含まれている。新

事業では、15,000 人以上の従業員、35 の工場を運営し、7,000 以上のルートで製品を販売

する。 

2010年の動きとしては、11 月 9 日に、Sara Lee社（以下、サラ・リー社）の北米のフレ

ッシュベーカリー事業3を買収（以下、サラ・リー社のパン事業買収）する合意が両社間で

形成された。また、12 月 6 日、メキシコでアイスキャンディー、キャンディー、マシュマ

ロ（ほとんどがチリコーティングされている）を製造販売している大手企業 Dulces Vero社

（以下ヴェロ社）を買収した。1952 年に設立されたヴェロ社は、固形のキャラメル、アイ

スキャンディー、グミ、マシュマロなど、さまざまな種類の菓子を製造し、キャンディーや

 
1 強力な組織力をもつ労働組合。 
2 米国における大規模なパンメーカーであったが、赤字が続き、破産申請をした。 
3 フレッシュベーカリー事業は、スーパーマーケットなどに卸売りされる日配品の袋入りパン事業のことを指してい

る。日持ちする冷凍パン事業は含まれていない。 
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チリを使った製品の製造に豊富な経験と独自の技術を持っていた。ヴェロ社は 1,500 人の

従業員を擁し、2009年の売上高は約 11億ペソ、EBITDA（償却前営業利益）は 2億 2,000万

ペソであった。ヴェロ社の製品は、米国のヒスパニック市場向けの製品ポートフォリオを補

完するものであり、米国におけるビンボ社のプレゼンスを高める機会となった。 

 2011年に、世界最大級の食品加工・流通企業であるサラ・リー社のパン事業を約 7億 4,900

万米ドルで買収した。この取引の結果、ビンボ社は、アメリカ大陸、アジア、アフリカ、ヨ

ーロッパの一部の国で、（一部のパン製品に使用される）Sara Leeブランド（以下、サラ・

リーブランド）の独占的、永続的、無償のライセンスを取得し、Sunbeam、Colonial、Heiners、

Grandma Sycamore's Home-Maid Bread、Rainbo、Earthgrainsなどの知名度の高いブランド

を獲得し、新たに 41の生産工場、約 4,700の流通ルート、約 13,200人の従業員を手に入れ

た。 

2012年は、2011年 11月にサラ・リー社パン事業の買収を合意したことに伴い、BBU社が

米国司法省から要求されていた事業分割を完了した。 

2013年に、Hostess Brands 社（以下、ホステス社）4の破産手続きの一環として、3,190

万米ドルで Beefsteak（以下、ビーフステーキブランド）の購入を完了した。ビーフステー

キブランドは、米国のライ麦パンカテゴリーで最大の売上を誇るブランドであり、米国中西

部および中部大西洋岸地域で強い存在感を示しており、全米展開への重要な機会をもたら

した。また、同年、ビンボ社は株主総会において、2013 年 7 月 1 日付でのロベルトの取締

役会会長の辞任を発表した。後任には、最高経営責任者のダニエルが就任した。 

 2014年に、カナダ最大級のパン製造販売会社である Canada Bread社（以下、カナダブレ

ッド社）の買収を完了した。カナダブレッド社の事業が加わったことで、ビンボ社は北米お

よび欧州における地理的プレゼンスを拡大し、カナダおよび英国の新たな消費者層にアプ

ローチできるようになった。さらに、新たな製品ラインとして冷凍パンを追加し、製品ポー

トフォリオを拡大することができた。この買収は、ビンボ社の歴史の中でも最も重要なもの

の一つであり、単一市場への業績依存度を下げ、世界最大かつ主要なパンメーカー、世界有

数の食品会社としての地位を強固にするための成長戦略の一環である。この買収により、地

理的基盤の強化、高い利益率の維持、キャッシュフローの多様化、冷凍パン分野への参入が

可能になった。この買収には、英国のカナダブレッド社事業（ベーグルカテゴリーで売上

No.1の事業）も含まれていた。 

2017年に、East Balt Bakeries（以下、イーストバルク社）を 6億 5,000万米ドル相当

の購入価格で買収した。イーストバルク社は 1955 年に設立され、主に QSR（クイックサー

ビスレストラン）業界向けのファストベーカリー製品の製造で世界をリードしている。イー

ストバルク社は、アメリカ、ヨーロッパ、アジア、アフリカの 11カ国に 21の工場を持ち、

2,200人の従業員を抱えていた。イーストバルク社は、世界のファストフードレストラン業

 
4 IBC 社の破産後に、その事業を受け継ぎ、2009 年に発足した会社である。新会社のホステス社は短期間で破産した。

ビンボ社が 2007 年度に IBC 社買収を見送ったことは、賢明な意思決定だったと言える。 
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界の主要顧客（McDonald's、Wendy's、KFC、Burger King、Pizza Hut、YumChina、Subway、

Nando'sなど）と長年にわたるビジネス関係を築いてきた。イーストバルク社は、冷凍され

たバンズ、マフィン、ベーグル、ビスケット、トルティーヤなど、幅広い製品ポートフォリ

オを維持している。同年、ビンボ社は子会社である BBU社を通じて、米国の Bay Foods, Inc.

（以下、ベイ・フーズ社）の株式 100％を取得した。ベイ・フーズ社は、米国の冷凍イング

リッシュマフィンの生産者であり、新たなチャネルにおけるプレゼンスを補完するもので

ある。 

2020 年に、子会社の BBU 社を通じて、コナグラ・ブランズ社からレンダーズブランドの

冷凍ベーグル事業を買収した。 

 

（２）歴史解釈または分析 

 

 2002年から 2020年までの期間における米国での大型買収は、8件にものぼった。ビンボ

社が IBC社の買収を見送った点から、企業規模志向への偏重による買収ありきではなく、買

収候補企業の将来性を把握するための十分な買収監査を実施していたことが見て取れる。

他社が IBC社の経営を引き継いで誕生したホステス社も、すぐに破産したため、ビンボ社の

買収先企業を選定する目は確かだったと言える。そのホステス社が清算される際、ビンボ社

はプレミアムブランド（ビーフステーキブランドなど）だけを購入していた。 

 

３．ビンボ社の５ヶ年ビジョン（ミッション）の推移 

 

ビンボ社の 2000年から 2020年までの５ヶ年ビジョン（および、ミッション）は、次のと

おりであった。 

 

（１）歴史記述 

 

2005年に向けたビジョンは、「変化し、利益ある成長を実現し、国際的なリーダーシップ

を獲得すること（Bimbo, 2001a, p.7)」であった。 

2010年に向けたビジョンは、「製パン業界のグローバルリーダー、そして世界最高の食品

会社の一つになること（Bimbo, 2006a, p.7）」であった。 

2015年に向けたビジョンは、「世界最高の製パン会社であり、食品業界のリーダーになる

こと（Bimbo, 2011a, p.1）」であり、2015年に向けたミッションは、「世界に栄養を与え、

喜びを与え、奉仕すること（Bimbo, 2011a, p.1）」であった。 

2020年に向けたビジョンは、「製パン業界を変革し、より多くの消費者に、より良い貢献

をするために、グローバル・リーダーシップを拡大すること(Bimbo, 2016a, p.2)」であり、

2020年に向けたミッションは、「美味しくて栄養価の高いベイク商品や菓子をすべての人の
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手に(Bimbo, 2016a, p.2)」であった。 

 

（２）歴史解釈または分析 

 

 ビンボ社のビジョン（および、ミッション）は、簡潔な一文にまとめられている特徴があ

る。競合他社の中には、ビジョンを細かく定めすぎ、焦点がぼやけているものが見受けられ

るが、ビンボ社のビジョンは、国際的な成長を強力に目指していく点を明確にしている。 

また、ビンボ社のミッションは、消費者の主食を担うメーカーとして、栄養面に優れた美

味しい商品を提供していく点を明確にしている。 

 

４．大型買収 3件のプレスリリース 

 

本章の第 2節であげた買収のうち、大型買収 3件のプレスリリースを取り上げる。その 3

件とは、2002年の WFI社の米国西部事業買収、2009年の WFI社の米国東部事業買収、2011

年のサラ・リー社のパン事業買収である。これらの 3件は、ビンボ社が米国パン市場におい

て主戦場としていた、ホールセール事業（スーパーマーケット等への袋入りパンの日配事業）

分野における買収であった。プレスリリースより、買収の意図を捉えることを目的としてい

る。 

 

（１）2002年における WFI社の米国西部事業買収 

 

（a）歴史記述 

 

ビンボ社は、WFI 社の米国西部事業買収時に、プレスリリース（2002 年 6 月 22 日発表）

で、次のように買収内容と買収意図を説明している5。 

ビンボ社は、（ジョージ・ウェストン社傘下の）WFI社の米国西部パン事業を総額 6億 1000

万米ドルで買収する合意を得た。WFI 社の米国西部事業の 2001 年度売上高は 6 億 2,000 米

万ドル、EBITDA（償却前営業利益）は 5,600万米ドルであった。この買収は、米国パン市場

を代表する、袋入りパンのホールセール事業を構築するという戦略に合致したものであっ

た。さらに、カリフォルニア州やテキサス州などの主要市場における、ビンボ社の地位を強

化するものである。さらに、補完性の高いプレミアムブランドを加えた、ブランド・ポート

フォリオを構築した。ビンボ社の米国市場における既存の収益を倍増させ、約 1 億 2 千万

人の人口にアクセスすることができるようになった。買収により、次のような 4つの戦略的

メリットを得ることができる。 

 
5 https://grupobimbo-com-custom01-assets.s3.amazonaws.com/s3fs-public/GrupoBimbo_II_PR_20020122_eng_0.pdf 
（アクセス日、2021年 8月 11日） 
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① プレミアムブランドであるオロウィートブランドの全権利の取得は、既存のパンおよび

トルティーヤの製品ラインには無い、ユニークな製品ラインを追加する。さらに、トー

マス、エンテンマン、ボーボリなど、米国で最も成功しているナショナルブランドを消

費者に提供することができる。 

② ビンボ社は、流通・マーケティングに関する両組織の関係強化やノウハウを活用し、チ

ャネル浸透率を向上させることで、事業の顧客基盤を拡大する機会を得ることができる。 

③ 買収先の事業は、約 1,300のルートを持つ最先端の直販流通システムを有している。統

合された配送システムによって得られるスケールメリットにより、ルートやデポの利用

率が高まり、効率が向上する。 

④ ビンボ社は、生産能力を統合し、生産ネットワークを最適化することができる。  

 

この買収によりビンボ社全体の売上高の 30％が米国で占められ、米国の人口の半分以上

にサービスを提供できるようになった。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

 このプレスリリースから、ビンボ社による買収の意図が明確になった。①から分かるよう

に、ビンボ社はオロウィートブランドをはじめとする、買収先の有名なナショナルブランド

を販売したいと考えていた。米国市場において、メキシコブランド製品の販売にはこだわら

ず、現地ブランドを積極的に活用しようとしていた。現地ブランドに対して敬意を抱いてい

たことが読み取れる。なお、当時の米国では消費者の健康志向の高まりから、オーガニック

商品に対するニーズが高まっていた。ビンボ社が全権利を手に入れたオロウィートブラン

ドは、米国パン市場で代表的なオーガニックブランドであった。それに加えて、オロウィー

トブランドは、全粒粉やライ麦など配合した製品ラインナップを充実させていた。米国市場

では、1970 年代後半から白食パンの栄養不足問題が取り上げられていたため、栄養価の高

い全粒粉やライ麦などを配合した製品などが人気を高めていた。 

②から見て取れるように、両組織（BBU社と買収先企業の組織）の協業により、強力なネ

ットワークを構築する意図があった。現地ブランド製品の市場拡張・浸透とともに、メキシ

コブランド製品をメキシコ系エスニック市場へ浸透させようとしていた。これにより、流通

網や流通センターの利用率が高まり、製品原価を減らすことができる。ビンボ社は、市場全

体（メインストリームとメキシコ系エスニック市場の合計）を攻略するには、各市場を開拓

する組織間でマーケティング分野の協業が必要だと考えていた。後述6するように、ビンボ

社は買収後に、両組織（既存組織と買収先の組織）の出身者で構成されるプロジェクトチー

 
6 本章の第 7 節の（2）を参照。 
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ムを発足させていた。プロジェクトチームは、自ずと、米国内のメキシコ系エスニック市場

の開拓に優れた人材と米国メインストリーム市場の開拓に優れた人材によって構成される

ことになる。ビンボ社はこのプロジェクトチーム発足と協業によって、異文化間で協業する

組織文化（または風土）を生成する組織変容（トランスフォーミング）を目指していた。こ

の点について、詳細は後述する7。 

 ③と④からは、事業統合後は、流通および生産ネットワークの最適化・合理化によって、

統合効果を生み出そうとしていた点が分かる。 

ビンボ社は、この買収前は米国南部エリアにおけるローカル企業であったが、WFI社の米

国西部事業買収により、米国西部エリアにも活動範囲を拡大することができた。 

 

（２）2009年における WFI社の米国東部事業買収 

 

（a）歴史記述 

 

ビンボ社は、WFI 社の米国東部事業の買収時に、プレスリリース（2008 年 12 月 10 日発

表）で、次のように買収内容と買収の意図を説明している8。 

2008年 12月 10日、ビンボ社は、WFI社の米国パン事業を、トロントに本社を置くジョー

ジ・ウェストン社の子会社である Dunedin Holdings S.à r.l.から 23億 8,000万米ドルで

買収する契約を締結した。この買収は、スライスブレッド（食パン）、ロールパン、マフィ

ン、ベーグル、菓子パンのカテゴリーにおける数々のプレミアムブランドを取り込むもので

あった。ARNOLD, BOBOLI, BROWNBERRY, ENTENMANN'S, FREIHOFER'S, STROEHMANN, THOMAS'

などのブランドと、22の生産工場、4,000以上の流通ルートを含んでいた。 

WFI社の経営陣は、業界での豊富な経験を持ち、8,000人以上の従業員を率いている。WFI

社のビジネスモデルは、成長性と収益性を重視しており、強固で安定した財務実績を生み出

している。WFI社の直近の年間の売上高は、21億 9700万米ドル、調整後 EBITDA（償却前営

業利益）は約 2億 7500万米ドルで、業界最高水準の約 12.5％の利益率を達成した。  

主に東海岸を拠点としている WFI 社の事業は、地理的にも商業的にもビンボ社の既存事

業を補完し、2002 年に WFI 社の米国西部事業を買収したことに続くブランド・ポートフォ

リオの再構築、全米規模の小売業者とより強固なパートナーシップを築くための全国的な

プラットフォームを生み出す。WFI社の流通モデルを統合することにより、ビンボ社の米国

事業は、新規市場への拡大、ビンボ社のヒスパニックブランドの浸透の加速、イングリッシ

ュマフィンやベーグルなどのカテゴリーの未普及市場における潜在的成長力の活用が可能

となる。統合後の事業は、WFI社が近年行ってきた製造能力向上のための多額の投資に伴い、

 
7 本節（第 4 節）の（2）を参照。 
8 https://grupobimbo-com-custom01-assets.s3.amazonaws.com/s3fs-public/Grupo_Bimbo_PR_WFI_20081210_eng_0.pdf 
 （アクセス日、2021 年 8月 11日） 
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近代化された高効率の資産基盤を活用することにより利益をもたらす。統合後の事業は、

15,000人以上の従業員、35の生産工場、7,000 以上の流通ルートを有する。 

WFI社と BBU社の米国事業の統合により、①売上の増加、②販売・一般管理の効率化、③

ネットワークの最適化、④購買のスケールメリットがある。 

WFI社の連結子会社化による試算上の 2008年連結売上高と EBITDA（償却前営業利益）は、

メキシコ以外の地域で発生したものは売上高が約 50％、EBITDAは約 35％となる。米国で発

生したものは売上高が約 40％、EBITDAは 28％となる。 

また、現 WFI社の社長である、Gary Prince（以下、プリンス）は、「ビンボ社のグローバ

ルな存在感に支えられた真に全国的な、米国を代表するパンメーカーのひとつが誕生する

ことで、当社の魅力的なブランド製品を毎日楽しんでくださる何百万人ものお客様により

良いサービスを提供できるようになる。」と述べている。 

買収完了後、プリンスは BBU社の社長に就任し、統合された事業にパン業界における過去

25 年のリーダーシップと成功実績を生かしていく。また、BBU 社の現社長であるレイナル

ド・レイナ氏は西部地区担当の副社長に、フレッド・ペニー（WFI社の副社長）は東部地区

担当の副社長に就任する。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

このプレスリリースから、買収の意図がいくつか読み取れる。まず、買収に伴う人事から、

ビンボ社が WFI社に対して、尊敬の念を持っていることが分かる。買収された側の企業のト

ップが、統合された企業のトップになることは異例のことである。他方で、BBU社の社長が

副社長へと肩書き上、格下げになったことも同様である。WFI社の経営陣に大きな信頼と期

待を寄せていることが分かる。この買収が合意に至った理由は、ビンボ社が WFI 社に対し

て、最大限の評価と誠意を示したからであろう。前項において、ビンボ社は異文化間での協

業を促進する組織文化（または風土）の生成を目指していると述べた。買収先の人材に対し

て最大限の敬意を示し、人事面で目に見える形で示すことによって、組織文化（または風土）

の変容を図ったのである。さらに、買収先のブランド製品を高く評価し、それらを積極的に

活用すると明言されていた。日系大手パンメーカーの場合は、自社ブランドの方が優れてい

るという思い込みから、自社ブランドに固執していた。対照的に、ビンボ社は異文化を尊重

し、米国メインストリーム消費者から美味しいと評価されている、現地ブランド製品を販売

できることは、誇らしく名誉なことだと考えていた。このように買収先の事業（ブランド製

品）に最大限の敬意を払ったことも、異文化間での協業を促進する組織文化（または風土）

の生成という組織変容（トランスフォーミング）につながった。 

ビンボ社は、買収したプレミアムブランドと買収先の流通網を活用し、メインストリーム

市場を拡張できると考えていたことが述べられており、注目すべき点であった。買収先の製

品ブランドを積極的に活用しようとしていた。ヒスパニックブランドの浸透を加速させた
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いという記述から分かるように、買収先の流通網および販路を活用して、主にメキシコブラ

ンド製品を浸透させようとする狙いも見て取れた。 

また、WFI社の最先端で高効率な製造設備を活用しようとしていた。この買収と最先端技

術の横展開により、統合後の BBU社の生産能力アップにつながった。さらに、ビンボ社全体

の生産能力も高めたであろう。 

また、買収後の統合効果としては、WFI社の米国西部事業買収時のプレスリリースには出

てこなかった、②販売・一般管理の効率化と、④購買のスケールメリットも狙っていたこと

が明らかにされている。サプライチェーンのさらなる川上、川下でも統合効果を発揮できる

と考えていた。 

 この買収により、米国事業の活動範囲が、南部と西部から東部エリアにまで拡大され、全

米規模のパンメーカーとなった。さらに、米国市場における代表的な複数のプレミアムブラ

ンドをブランド・ポートフォリオに加えることができたため、流通小売業者との交渉力は高

まったであろう。一般的に大手パンメーカーは、ウォルマートなどの巨大流通企業との取引

では、そのバイイングパワーの前に、低利益率を余儀なくされるが、中堅以下の流通小売企

業との取引では高利益率を獲得しやすい。BBU 社の企業規模の拡大に伴い、中小の流通小売

企業との価格交渉力がより高まり、粗利益率を押し上げることが出来たであろう。 

 また、プリンスは、ビンボ社のグローバル企業としての信用力が、米国事業の発展に活か

されると述べており、重要な発言であった。2009 年当時のビンボ社は、ラテンアメリカ諸

国、欧州諸国、中国などに進出しており、グローバル企業としての地位を確固たるものにし

ていた。そのため、グローバル企業であるビンボ社に対する企業信用力は、米国市場の拡大

において効力を発揮した。 

 

（３）2011年におけるサラ・リー社のパン事業買収 

 

（a）歴史記述 

 

ビンボ社は、サラ・リー社のパン事業の買収時に、プレスリリース（2010年 11月 9日発

表）で、次のように買収内容と買収の意図を説明している9。 

2010年 11月 9日、ビンボ社はサラ・リー社のパン事業を企業価値 9億 5,900万米ドルで

買収する契約を締結した。この買収には、アメリカ、アジア、アフリカ、東欧・中欧諸国に

おけるサラ・リーブランドのロイヤルティ不要の永久ライセンスと、地域市場で高い評価を

得ている数々のリージョナルブランドが含まれている。サラ・リー社のパン事業は、41 の

工場と約 4,800の流通ルートを運営し、約 13,000人の従業員を雇用している。直近一年間

のサラ・リー社のパン事業の売上高は 20億米ドル、調整後 EBITDA（償却前営業利益）は 1

 
9 https://grupobimbo-com-custom01-assets.s3.amazonaws.com/s3fs-public/PR_announcement_SLE_VF_0.pdf 
 （アクセス日、2021 年 8月 11日） 
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億 800 万米ドルであった。 この買収により、BBU 社は、より効率的で低コストのプラット

フォームを構築し、米国中の顧客にサービスを提供する機会を得た。サラ・リー社のパン事

業のブランドと製品ポートフォリオは、BBU社が十分にカバーしていなかった主要な地域と

カテゴリーにおいて、発展したビジネスをもたらす。統合後のビジネスは、28,000 人以上

の従業員を雇用し、75 の生産工場と 13,000 以上の流通ルートを保有し、2010 年の推定売

上高は 58 億米ドルとなる予定である。事業の統合により、2013 年までに約 1 億 5000 万米

ドルから 2億米ドルの年間効果を生み出すことを見込んでいる。 

ダニエルは「パン事業というカテゴリーで、サラ・リーブランドの責任者を務めることは

名誉なことであり、このビジネスを支えている人々と製品に敬意を表する。」と述べている。 

ビンボ社は、本取引の財務アドバイザーとして Atlas Strategic Advisors LLC、法務・

反トラストアドバイザーとして Cleary Gottlieb Steen & Hamilton LLP、反トラストアド

バイザーとして White & Case LLP、労働アドバイザーとして Morgan, Lewis & Bockius 

LLP、経営コンサルタントとして McKinsey & Company に依頼した。 

また、同買収のプレスリリース 2回目（2010年 12月 3日発表）では、次のように買収内

容と買収の意図を説明している10。 

サラ・リー社は、その子会社を通じて、パン、コーヒー、コールドミート、パッケージフ

ードなどの食品加工・販売を行う世界最大級の企業であり、「Sara Lee」、「Rainbo」、

「Heiner's」、「Colonial」などの世界的に認知度の高いブランド・ポートフォリオを有して

いる。この買収では、サラ・リー社が保有する資産のうち、オーストラリア、ニュージーラ

ンド、一部の欧州諸国を含む米国外のパン事業、サラ・リー社の冷蔵・冷凍パン事業などが

除外される。 

買収の目的としては、①米国内の全地域において顧客のニーズを満たす製品ポートフォ

リオを構築すること、②コスト削減、競争力強化、顧客へのサービス向上を目的とした生産・

流通システムの改善により、低コストのプラットフォームを構築し、米国事業の収益性を向

上させることが挙げられる。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

プレスリリース 1回目から、ビンボ社がサラ・リー社のパン事業に敬意を抱いていたこと

が分かる。ビンボ社社長のダニエルは、サラ・リーブランドを扱えることは名誉なことであ

ると最大級の賛辞を述べている。さらに、ダニエルは、サラ・リーブランド製品を支えてい

る人々にも敬意を表している。このような経営トップの言葉は、両組織の出身者によって構

成されるプロジェクトチームにおける異文化間の協業を促進し、組織文化（または風土）の

 
10 https://grupobimbo-com-custom01-assets.s3.amazonaws.com/s3fs-

public/Folleto_Informativo_Grupo_Bimbo_adquiere_Sara_Lee_NAFB_%28ingles%29_0.pdf 

 （アクセス日、2021 年 8月 11日） 
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形成と変容に貢献したであろう。 

ビンボ社は、サラ・リー社から買収したサラ・リーブランドなどを積極的に活用しようと

していた。さらに、事業統合後の生産・流通システムの改善により、低コストのプラットフ

ォームを構築し、収益性を向上させようとしていた。 

 

５．WFI社の米国西部事業の買収前と買収後 

 

（１）買収前の BBU社の事業概要 

 

WFI社の米国西部事業買収前の BBU社の事業概要については、第５章において、ビンボ社

の 2000年度の BMVレポートをもとに説明済みである。WFI社の米国西部事業買収前までに、

地域市場におけるプレミアムブランドを保有していた、ベアード社とフォーエス社を買収・

統合しており、それらの買収が次のような利点をもたらしたことを明らかにしていた。買収

による利点とは、買収によって獲得できる「現地プレゼンス力（現地信用力）」と「現地流

通チャネル（現地流通網と販路）」を活用し、メキシコブランド製品を米国内のメキシコ系

エスニック市場に普及（市場拡大および浸透）させられることであった。さらに、買収先企

業をスプリングボードとして活用することによって、買収先のブランド製品を未開拓地域

に広げ、メインストリーム市場を拡張するとともに、その拡張された商圏に向けてメキシコ

ブランド製品を販売していた。これらの買収による利点を活かし、米国市場全体攻略プロセ

スを形成できていた。 

 

（２）買収後の BBU社の事業概要 

 

（a）歴史記述 

 

BBU社は、WFI社の米国西部事業を買収した翌年（2003年度）に、一時的な赤字に転落し

たが、2004年度に黒字へ転換した（図表 6-1）。 
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図表 6-1 ＢＢＵ社の損益 

 

 

 

＊ 毎年度末の購買力平均によって、米ドルからメキシコのペソに換算された数値 

 

（出所）Bimbo(2003a～2008a) より筆者作成 

 

2002年度の BMVレポートによると、BBU社は、パン、トルティーヤなどの製造、流通、

販売に加え、メキシコから輸入される一部のパン製品、菓子、塩味スナックの販売を行っ

ている(Bimbo,2003b, p.25)。BBU社は、米国内のカリフォルニア州、コロラド州、オハイ

オ州、オレゴン州、テキサス州に 16の生産工場を有している(Bimbo,2003b, p.25)。さら

に、アリゾナ州、カリフォルニア州、コロラド州、イリノイ州、カンザス州、ネバダ州、

オクラホマ州、オレゴン州、ワシントン州の自社販売網に加えて、フロリダ州、マイアミ

州、テキサス州で独立配送業者による販売網をもっている(Bimbo,2003b, p.25)。2002

年、ビンボ社はジョージ・ウェストン社から米国西部のオロウィートブランドとエンテン

マンズブランドの事業を買収した(Bimbo,2003b, p.25)。これらの買収により、アングロ

サクソン系の人々の間でのプレゼンスを拡大することができ、米国におけるビンボ社のプ

レゼンスを強化することができた(Bimbo,2003b, p.25)。また、ここ数年、ヒスパニック

系の人口が大幅に増加している米国において、メキシコブランド製品を広く普及させるこ

とも可能である(Bimbo,2003b, p.25)。 

BBU社は、主にヒスパニック市場に焦点を当て、ビンボ、マリネラ、リコリーノ、バー

セルのブランドで 70 種類以上の製品を輸入・販売している(Bimbo,2003b, p.49)。前回の

買収でベアードブランドを手に入れ、今回の買収でオロウィートブランドを獲得したこと

によって、ビンボ社はメインストリーム市場（アングロサクソン系住民向けの市場）に参

入し、米国内、特にテキサス州とカリフォルニア州で認知度の高いブランドを持つことに

なった(Bimbo,2003b, p.49)。袋入りのパンの主要ブランドは、オロウィート、ベアー

ド、エンテンマンズ、トーマス、Francisco（フランシスコ）、Old Country（オールドカ

ントリー）、Weber's（ウェバー：カリフォルニア州での使用許可）である(Bimbo,2003b, 

p.49)。米国パン市場は地域密着型の特徴を持っているため、同業界は多数のパン生産者

で構成されている(Bimbo,2003b, p.49)。BBU社が製品販売している主なブランドは以下の

通りである（図表 6-2）。 

単位：百万ペソ

2002 2003 2004 2005 2006 2007

売上高 10,810 12,843 13,442 13,546 15,218 16,565

営業利益 30 ▲ 426 294 75 229 206

EBITDA(償却前営業利益) 283 ▲ 120 56 507 562 559
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図表 6-2 ＢＢＵ社の主要ブランド（2002年当時） 

 

 

 

＊ カリフォルニア州での商標使用許可取得済み。 

＊＊ 米国西部での商標使用許可取得済み。 

（出所）Bimbo (2003b) p.26 

 

2002 年当時の米国内における生産拠点と配送拠点は、カリフォルニア州に 5 工場、テキ

サス州に 8工場、オレゴン州に 1工場、コロラド州に 1工場、オハイオ州に 1工場、イリノ

イ州に 1配送拠点、フロリダ州に 1配送拠点となっている(Bimbo,2003b, p.55)。 

2002年度の年次報告書によると、WFI社の米国西部事業買収により、2001年比 73.3％増

の売上成長を達成し、米国第 4位のパンメーカーとなった（Bimbo, 2003a, p.11）。買収事

業の取り込みは順調に進み、カリフォルニア州とテキサス州の路線統合を完了させるとと

もに、米国西部におけるビンボ製品とマリネラ製品の存在感を大幅に高めた（Bimbo, 2003a, 

p.11）。ワシントン州、オレゴン州、ネブラスカ州、カンザス州、テネシー州で、ビンボ製

品とマリネラ製品とティアロサ製品の新ルートが開設された（Bimbo, 2003a, p.11）。 

大きな成果の一つは、テキサス州で約 1,000 人の自社配送員を独立配送業者に転換でき

たことである11（Bimbo, 2003a, p.35）。このプロジェクトにより、流通コストの面で業界最

高水準と同等の競争力を持つようになった（Bimbo, 2003a, p.35）。プロモーション活動で

は、ビンボブランドとベアードブランドは、メキシコ人のバスケットボールのスター選手

Eduardo Nájera（エドゥアルド・ナヘラ）が所属する Dallas Mavericks（ダラス・マーベ

リックス）などのスポーツチームのスポンサーとなることによって、地域レベルで高い注目

を集めた（Bimbo, 2003a, p.35）。それに加えて、オロウィートブランドは、子供たちに大

人気の映画「スチュアート・リトルⅡ」のスポンサーとなり、魅力的な広告キャンペーンを

展開した（Bimbo, 2003a, p.35）。 

2003 年度の BMV レポートによると、米国では、パン業界の市場価値は年間 150 億米ドル

にのぼる（Bimbo, 2004b, p.48)。平均的な消費は、一人当たり 15日に 1 回の包装パンの購

 
11 年次報告書 2014 年度によると、ビンボ社は、独立配送事業者が支払うルート購入価格の最大 90％を出資可能として

いる(Bimbo,2015a)。この出資に伴う債券に対して、年率約 5％から 11％（加重平均 10％）の利息がつき、120 ヶ月の

分割払いで返済される(Bimbo,2015a)。独立配送事業者は、購入価格の残りの 10％のために頭金を支払う

(Bimbo,2015a)。ほとんどの場合、独立した第三者機関である金融機関から頭金を調達する(Bimbo,2015a)。ビンボ社と

第三者による融資の両方とも、トラック、機器、顧客リスト、その他の資産を担保としている(Bimbo,2015a)。第三者

の貸し手は、担保に対する優先権を持っている(Bimbo,2015a)。 

製品ライン ブランド

食事用パン
Oroweat, Mrs. Baird’s, Weber’s*, Bimbo, Thomas** , Francisco** ,

Old country** , Bohemian Heart*

菓子パン、ケーキ、ビスケット Mrs. Baird’s, Entenman’s** , Bimbo, Marinela

トルティーヤ Tía Rosa, Bimbo
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入で、この商品への支出は年間約 35米ドルである（Bimbo, 2004b, p.48)。一方、メキシコ

市場では、年間約 15 米ドルと推定される（Bimbo, 2004b, p.48)。BBU社は、袋入りのパン

やトルティーヤの製造・流通・販売に加え、米国内のヒスパニック市場に向けてメキシコブ

ランド（ビンボ、マリネラ、リコリーノ、バーセル、コロナド）の 150種類以上の製品を輸

入・販売している（Bimbo, 2004b, p.48)。 

2003年度の年次報告書12によると、BBU社は WFI社米国西部事業買収の対象となったダラ

スの工場の 1 つが、必要な効率と品質基準を満たしていないため、閉鎖の措置をとった

（Bimbo, 2004a, p.6)。この閉鎖は、2004年初めに実施され、業績の向上につながった（Bimbo, 

2004a, p.6)。 

ビジネスモデルの観点からは、ビンボ社が実施した最も重要なアクションは、新しいシス

テムや技術の取り込みとベストなオペレーション・プラクティスの実施であった13（Bimbo, 

2004a, p.8)。経営モデルに関しては、流通チャネルの細分化およびルートの最適化プロジ

ェクトを完了させることに注力した（Bimbo, 2004a, p.8)。導入した新しいシステムの下、

流通チャネルの細分化（スーパーマーケット向け、コンビニ向け、ドラッグストア向けなど）

によって、取引先のタイプに応じたきめ細かな対応を可能にした（Bimbo, 2004a, p.8)。 

ビンボ社は生産・流通過程から製品の販売方法に至るまで、事業のあらゆる側面を強化・

最適化し、各プロセスとプロセス全体を効率化するために最先端技術の導入が不可欠であ

ると考えていた（Bimbo, 2004a, p.10)。2003年度の上半期において、ビンボ社は（資源配

分に関して、）２つの重要な企業プロジェクトの最も集中的な段階を終了した（Bimbo, 2004a, 

p.10)。その 2つとは、「Bimbo XXI（以下、ビンボ 21）」と「差別化された流通施策」であ

る（Bimbo, 2004a, p.10)。 

「ビンボ 21」プロジェクトは、「情報を企業の資産と見なす能力」、「ビジネスモデルへの

ベストプラクティスの組み込み」、「社内の各部門間で共通言語を確立すること」を特徴とす

る包括的な計画である14（Bimbo, 2004a, p.10)。それを可能にしたのが、ERP（Enterprise 

Resource Planning）システム15、モバイルコンピューティング機器（ハンドヘルド）、CRM

（Customer Relationship Management）システムの導入である（Bimbo, 2004a, p.10)。 

流通施策面では、「チャネル細分化プロジェクト」、「いくつか地域において自社配送員を

独立配送事業者へ転換」、「流通センターの統廃合」が最も重要であった（Bimbo, 2004a, 

p.10)。 

ビンボ社は 2003 年までに、世界で 25,300 台以上の車両を含む大規模な流通ネットワー

 
12 ビンボ社の年次報告書 2003 年度によると、ビンボ社のメインブランドの強さは、ブランドの創造と評価を専門とす

る国際的な企業であるインターブランド社から、2年連続でメキシコにおいて最も価値のあるブランドとして選出さ

れ、ラテンアメリカで最も重要な 5 つのブランドの 1 つとして認識されている（Bimbo, 2004a）。 
13 詳しくは、次項で論じている。 
14 詳しくは、次項で論じている。 
15 NRI によると、ERP は、Enterprise（企業）、Resource（資源）、Planning（計画）の略称で、企業の経営資源（生

産、調達、在庫、販売、財務・管理会計、人事などに関するもの）を一元に管理し、企業全体の最適化を実現するため

の経営手法。 https://www.nri.com/jp/knowledge/glossary/lst/alphabet/erp （アクセス日 2022年 10月 18 日） 



92 

 

クを有し、このネットワークにより、メキシコ、米国、ラテンアメリカなどにおいてリーダ

ー的地位を維持することができた（Bimbo, 2004a, p.14)。新しく、より効率的な技術プラ

ットフォーム、変革プロセス、流通チャネルの再構築により、ネットワークの能力を最大限

に引き出し、取引先により良いサービスを提供することが可能となった（Bimbo, 2004a, 

p.14)。2003年度は、チャネル・セグメンテーションの最適化戦略を実施し、スーパーマー

ケットへの夜間配送など、取引先ごとのニーズに基づいた専門的かつ迅速なサービスの提

供が可能になった（Bimbo, 2004a, p.14)。1車両を（昼夜問わず）フル稼働できる機会が

増え、配送効率が上がった（Bimbo, 2004a, p.14)。さらに、プライスクラブ、コンビニエ

ンスストア、スーパーマーケット、パパママストアなど、それぞれの流通チャネルに合わせ

た商品構成や陳列方法を採用した（Bimbo, 2004a, p.14)。 

BBU 社と OLA16の両事業部では諮問委員会を設置した。その諮問委員会の目標は、委員会

メンバーが持つ専門性をビンボ社に融合させることである（Bimbo, 2004a, p.16)。委員会

メンバーは、ビンボ社が事業を展開する国において、事業経営に関する幅広い経験と知識を

有する実業家または投資家であり、両部門に対する支援を提供している（Bimbo, 2004a, 

p.16)。 

情報技術の利用と管理の面では、メキシコ全域、アルゼンチン、ブラジル、チリ、コロン

ビアの 67工場と米国の一部地域への ERPシステム導入に成功した（Bimbo, 2004a, p.16)。

ペルーとベネズエラへの導入も開始し、米国事業では最終段階に入っている（Bimbo, 2004a, 

p.16)。2004年中にはすべてを完了する予定である（Bimbo, 2004a, p.16)。22,000 台以上

のモバイル端末を営業担当者に配布し、20,000人以上の従業員にその使用方法を教育した。

より詳細な情報に基づいたより正確で柔軟かつタイムリーな決定を行うための「意思決定

支援システム（DSS）17」技術を利用することができるようになった（Bimbo, 2004a, p.16)。

このシステムは現在稼働中であり、より多く、より質の高い戦略的・管理的・運営的情報を

持つことの初期段階の利点を十分に生かすことができるようになった（Bimbo, 2004a, 

p.16)。 

2003 年の米国事業の損益は、パン市場の低迷、南カリフォルニアの主要スーパーマーケ

ット・チェーン 3社の労働争議（ストライキ）による影響、オペレーションコストの上昇な

ど、厳しい状況が続いた（Bimbo, 2004a, p.19）。収益性の改善に資するため、すべてのオ

ペレーションの最適化を図り、目標として、３つの領域に焦点を当てた（Bimbo, 2004a, 

p.19）。①2002年に開始した買収後の統合プロセスの継続、②ERPシステムの３つのモジュ

ールのうち最初のモジュールの導入、③自社配送員から独立配送業者への転換であった

（Bimbo, 2004a, p.19）。BBU社の倍以上の規模を持つ WFI社米国西部事業の買収により、

 
16 OLA は、ビンボ社のラテンアメリカ部門（ただし、本国のメキシコを除く）。 
17 DSS（Decision Support System、意思決定支援システム）は、大量のデータを分析してビジネス上の意思決定を支

援するためのインタラクティブな情報システムであり、企業のマネジメント、オペレーション、プランニングを支え、

意思決定を強化できるよう、不確定要素の重大性の評価や、決定のトレードオフの評価などを行う。

https://project.nikkeibp.co.jp/idg/atcl/19/00103/061200001/ （アクセス日 2022 年 10月 18日） 
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物流面で大きな課題が生じていた（Bimbo, 2004a, p.19）。 

BBU社がメキシコブランド製品を米国に輸入する戦略は、良い結果を生んでおり、ビンボ

ブランドとマリネラブランドは米国市場で好調に推移し、その結果、ヒスパニック系住民の

間での存在感を強めている（Bimbo, 2004a, p.19）。 

広告宣伝活動を強化し、2004 年にギリシャのアテネで開催されるオリンピックに出場す

る米国オリンピック選手団の公式パンサプライヤーに、オロウィートブランドが採用され

た（Bimbo, 2004a, p.19）。これにより、オロウィート製品は 2004年まで米国オリンピッ

ク・トレーニング・センターで、米国のアスリート達に提供される。オロウィートブランド

と健康やスポーツとの結びつきを強めている（Bimbo, 2004a, p.19）。 

米国では、厳しい市場環境と厳しい競争により販売数量が引き続き影響を受けた（Bimbo, 

2004a, p.30）。買収した事業の売上が 3ヶ月分追加され、ほとんどの製品で値上げを行った

にもかかわらず、年間売上高は 7.0％増にとどまった（Bimbo, 2004a, p.30）。また、第４

四半期において、カリフォルニア州南東部の大手スーパーマーケット・チェーン３社（アル

バートソン、セーフウェイ、クローガー）で発生したレジ係のストライキにより、米国西部

地区の販売数量が影響を受けた（Bimbo, 2004a, p.30）。 

さらに、年間を通じて食品業界は、消費者トレンドに起因する市場縮小を被った（Bimbo, 

2004a, p.30）。その消費者トレンドは炭水化物の摂取を控えるダイエット法であった（Bimbo, 

2004a, p.30）。BBU社が事業をしている地域において、パンの消費量は年間約 5.5％減少し、

このような状況を打開するため、新しいトレンドに対応した製品の投入を続けている

（Bimbo, 2004a, p.30）。例えば、Atkins Physicians Council（アトキンス医師会）が推奨

するオロウィートブランドの Carb Counting breadの発売した（Bimbo, 2004a, p.30）。 

ビンボ社の年次報告書 2004 年度によると、BBU 社はオペレーションの簡素化と社内の自

信回復を意図した抜本的なリストラを実施した（Bimbo, 2005a, p.12）。これらの措置は、

BBU社によるメキシコブランド製品の積極的な輸入販売とともに、損失減少に貢献し、年度

末には、EBITDA（償却前営業利益）において損益分岐点に到達した（Bimbo, 2005a, p.12）。 

米国市場には大きなチャンスがあり、オロウィートブランドは、優れたポジショニングと

市場認知度を持ち、全粒粉パンの人気の高まりに対応した製品を提供している（Bimbo, 

2005a, p.12）。2003年までパンの消費に大きな影響を与えていた低炭水化物ブームも過ぎ、

BBU社の多くのブランドに新たなビジネスチャンスをもたらしている（Bimbo, 2005a, p.12）。

BBU社の業績が好転した要因は、売上構成の改善によるものである（Bimbo, 2005a, p.12）。

ポートフォリオの最適化の一環として、一部の製品を廃止したにもかかわらず、売上が増加

した（Bimbo, 2005a, p.12）。米国における売上高は、2004年度比 0.7％増加し、ビンボ社

全体の売上高に占める割合は 26.1％となった（Bimbo, 2005a, p.21）。ドル換算では、継続

的なポートフォリオ最適化の一環として約 15％の製品数（SKU）を廃止したにもかかわらず、

3.2％の売上増加となった（Bimbo, 2005a, p.21）。輸入されたメキシコブランド製品の浸

透、より高い平均販売価格、東部地域での流通ルートの新規開設、消費者の健康・栄養志向
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に応える新製品の投入が売上成長を後押しした（Bimbo, 2005a, p.21）。米国事業は 2004年

度に、変革プロセスが始まって以来、初めて EBITDA（償却前営業利益）が黒字となった（Bimbo, 

2005a, p.24）。米国ヒスパニック市場向けにメキシコ製品を積極的に導入し、ルートを拡張

したことも、業績に影響を与えた（Bimbo, 2005a, p.19）。ビンボ社のヒスパニック系ブラ

ンドは 2桁の成長を遂げた（Bimbo, 2005a, p.24）。  

ビンボ社の年次報告書 2005年度によると、ビンボ社にとって、ますます重要性を増して

いる成長戦略は、新しい市場セグメントへの参入や他分野でのリーダーシップ構築を可能

にするブランドや企業を買収することである（Bimbo, 2006a, p.7)。ビンボ社の目標は、

「Execution Excellence（卓越した実行）」である（Bimbo, 2006a, p.9)。この目標は、製

品の革新により成果を上げ続けることができる場所において、物流・流通システムを整備す

ることを意味している（Bimbo, 2006a, p.9)。米国では、新製品の投入、流通網の拡大、営

業力の強化により、売上高を記録的な水準に伸ばした（Bimbo, 2006a, p.16)。原材料価格

上昇の影響にもかかわらず、オペレーションの大幅な改善により、営業利益および利益率は

2 倍以上となった（Bimbo, 2006a, p.16)。ポートフォリオの最適化、カテゴリー管理の改

善、生産プロセスの改善により、製造、販売、顧客サービスにおける業績指標は大幅に向上

した（Bimbo, 2006a, p.16)。米国内で販売されるメキシコブランド製品は、製品種類が増

え、流通ルートや販売拠点が増えたことにより、2桁の成長率を達成した（Bimbo, 2006a, 

p.16)。販売・流通面では、東海岸やカリフォルニア州の地域小売店におけるプレゼンスを

さらに高めるため、新たなルートを追加した（Bimbo, 2006a, p.16)。さらに、全国規模の

小売業者との関係を強化するためにカテゴリー・マネジメントを導入し、その結果、棚割り

面積は大幅に増加した（Bimbo, 2006a, p.16)。 

ビンボ社の年次報告書 2006年度によると、米国ではウォルマート、コストコ、ターゲッ

トなどのナショナルチェーンとの関係強化により、大規模流通小売店での棚割り面積を拡

大した（Bimbo, 2007a, p.8)。さらに、北東部や中部大西洋岸地域、カリフォルニア州のコ

ンビニエンスストア・チャネルにも事業を拡大した（Bimbo, 2007a, p.8)。しかし、BBU社

の最も大きな成長は、ヒスパニック系消費者向けのメキシコ製品の販売から継続して生ま

れており、このセグメントへよりアプローチするために、多数の新ルートを開設した（Bimbo, 

2007a, p.8)。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

 WFI社米国西部事業を買収したことによる利点は、ベアード社を買収したことによる利点

と全く同じ内容であった。買収によって獲得した「現地プレゼンス力（現地信用力）」と「現

地流通チャネル（現地流通網と販路）」を活用し、メキシコブランド製品を米国内のメキシ

コ系エスニック市場に普及（市場拡大および浸透）させていた。さらに、買収したオロウィ

ートブランド製品をスプリングボードとして活用した点も同様であった。これらの点から、
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WFI社の米国西部事業買収の際にも米国市場全体攻略プロセスを適用していたと言える。 

 

（３）大規模な IT投資 

 

（a）歴史記述 

 

2000年 3月、ビンボ社は、Oracle de Mexico、Sun Microsystems、Cap Gemini Ernst & 

Youngと、「ビンボ 21 ソフトウェア」の開発に合意した（Bimbo, 2021b, p.48)。 

ビンボ社の年次報告書 1999年度によると、事業が生み出す情報を最適化するために、ビ

ンボ 21 という意欲的な IT プロジェクトを立ち上げ、事業全体のプロセスをサポートする

統合システムへの移行を進めている（Bimbo, 2000a, p.5)。「ビンボ 21」を通じて、競争が

激化し、高度化する商業・技術環境に立ち向かうことができるようになる（Bimbo, 2000a, 

p.5)。このプロジェクトは 2年余りで完了する予定で、ビンボ社がインターネットに本格的

に参入するための基盤となり、お客様やサプライヤーとの電子商取引を可能にするもので

ある（Bimbo, 2000a, p.5)。 

ビンボ社の年次報告書 2000年度によると、管理部門の再編成の重要な部分は、経営陣の

業務と戦略的ビジョンをサポートするために、さまざまなオペレーションを最先端の情報

技術で統合する取り組みによるものである（Bimbo, 2001a, p.5)。このため、コンサルティ

ング会社のアーンスト・アンド・ヤングにアドバイザーを依頼し、テクノロジー・プロバイ

ダーとしてオラクルを選択した（Bimbo, 2001a, p.5)。ERPとして知られているオラクル社

から導入した標準データベースを使用して、ビンボ社のシステムを統合している（Bimbo, 

2001a, p.5)。このプロジェクトが、ビンボ社の成長とグローバル・レベルでのさらなる飛

躍を後押しする起爆剤となる（Bimbo, 2001a, p.7)。「ビンボ 21」は、グループの戦略的ビ

ジョンをサポートすることを目的に、様々なビジネス・イニシアチブを統合した意欲的な情

報システム・プロジェクトであり、ビンボ社のすべてのビジネス・プロセスをサポートでき

る統合情報技術システムへの移行を成功させることを目的としている（Bimbo, 2001a, 

p.13)。 

ビンボ社の年次報告書 2001 年度によると、「ビンボ 21」プロジェクトによって、より良

い意思決定が可能になると同時に、協調性とチームワークが促進され、在庫が削減され、そ

の結果、収益性と生産性が向上する（Bimbo, 2002a, p.8)。プロセス品質認証、エネルギー

消費量の削減、流通システムの効率化、ベストプラクティスの導入などの分野でも成果を上

げている（Bimbo, 2002a, p.8)。 

ビンボ社の年次報告書 2002年度によると、ビンボ社の構造改革を支える技術プラットフ

ォームである「ビンボ 21」システムは、導入フェーズにおいて、全事業部門の 80％に導入

された（Bimbo, 2003a, p.17)。このシステムは、オラクル社から導入した ERPを基盤とし

ており、社内のシステムを標準化するだけでなく、社内外におけるコラボレーション、意思
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決定、知識の共有に無限の可能性を開くものである（Bimbo, 2003a, p.17)。「ビンボ 21」

の最も重要な機能のひとつに、顧客関係管理（CRM）がある（Bimbo, 2003a, p.17)。これは、

様々な市場セグメントと顧客についての詳細な履歴と記述を含むデータベースを作成する

ことにより、販売オペレーションを改善するツールである（Bimbo, 2003a, p.17)。モバイ

ル・コンピューティング（ハンドヘルド端末）の導入は、ビンボ社の営業手順の近代化に不

可欠なもうひとつのツールであり、営業チームの 70％近くにハンドヘルド端末を提供する

ことで、重要な進展を遂げた。年度末までに、ビンボ社は 15,200台以上の個人用端末を納

入した（Bimbo, 2003a, p.17)。これらは、顧客により良いサービスを提供し、戦略的マー

ケット・インテリジェンス・システムに情報を提供するために不可欠なものである（Bimbo, 

2003a, p.17)。プロジェクトの実施は 2003年第１四半期中に終了する予定だが、個々の顧

客が「何を」「いくらで」「どのように」商品を購入したかについて、より正確な情報をリア

ルタイムに登録することで、すでに成果が表れている（Bimbo, 2003a, p.17)。これにより、

より詳細で適切な情報を用いて、販促活動を展開することができる（Bimbo, 2003a, p.17)。

「ビンボ 21」の目的は、正確なデータと根拠に基づき、より成功する戦略を開発すること

を保証するために、ビンボ社の知識ベースを編集し、オペレーション・センターがアクセス

できるようにすることである（Bimbo, 2003a, p.17)。ビンボ社の業務を 1つの技術プラッ

トフォームで標準化することは、ビンボ社の作業方法を根本的に変革し、グローバルな統合

意識と、新しいアイデアとより良い事業活動のインスピレーションとなるコラボレーショ

ンに向けたオープンな意識を育む（Bimbo, 2003a, p.17)。「ビンボ 21」は、メキシコ、米

国、中南米におけるビンボ社全体の生産、販売、流通オペレーションを包含し、標準化する

システム・プラットフォームである（Bimbo, 2003a, p.6)。このプロジェクトは、ビンボ社

を最高水準の効率性と生産性を有する情報を十分に伝達し、提供し、取り扱うことが可能な

最先端企業へと変貌させるシステム・プラットフォームを生み出す（Bimbo, 2003a, p.9)。

この新しいシステムは、ビンボ社と消費者をより密接に結びつけ、正確でタイムリーな意思

決定をサポートするためのツールである（Bimbo, 2003a, p.9) 

ビンボ社の年次報告書 2003 年度によると、2003 年はこれまで取り組んできた IT システ

ムの変革を完了させるために多大な努力が払われた年であった（Bimbo, 2004a, p.6)。年末

までに ERPシステムの導入が大幅に進み、約 20,050 台のハンドヘルド機が稼働し、すでに

稼働しているものと合わせると 23,400台となった（Bimbo, 2004a, p.6)。この移行は、そ

の範囲とスピードにおいて業界で前例がない（Bimbo, 2004a, p.6)。これらの変革は、まだ

ビンボ社全体で実施されているわけではないが、進捗率は 85％まで到達した（Bimbo, 2004a, 

p.6)。今後は、BBU社の未対応部分と、中米、ベネズエラ、ペルーの全地域で進めていく予

定である（Bimbo, 2004a, p.6)。 

また、「カスタマー・リレーションシップ・マネジメント（CRM）」システムの導入に注力

している（Bimbo, 2004a, p.16)。この CRMシステムは、お客様に関するより正確な情報を

提供し、ビンボ社の効率性とサービスレベルを世界最高水準に引き上げる。この複雑な変革
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プロセスの次のステップは、ERP、DSS、CRMシステム、モバイル端末を統合することによっ

て、システム全体の能力を十分に最適化させることである（Bimbo, 2004a, p.16)。さらに、

ビンボ社の全従業員に対する集中的なトレーニング・プランを開発している（Bimbo, 2004a, 

p.16)。これにより、店頭でのビンボ社製品のパフォーマンスに関する詳細でリアルタイム

な情報が得られ、より良いサービスの提供、返品数の削減、最適な商品構成の保証、新しい

市場動向の早期発見が可能になる（Bimbo, 2004a, p.16)。 

ビンボ社の年次報告書 2005年度によると、IT 投資と過去数年間の構造改革が実を結んで

いる（Bimbo, 2006a, p.7)。ビンボ社の競争力は高まり、意思決定プロセスはより合理化さ

れた（Bimbo, 2006a, p.7)。今後 2年間は、特に商業システム「Sicom」へのさらなる投資

を計画している（Bimbo, 2006a, p.7)。これによって、導入された技術の可能性を最大限に

引き出し、ビジネスの可視性を拡大し、販売プロセスや顧客サービスの改善を目指している

（Bimbo, 2006a, p.7)。 

ビンボ社の年次報告書 2006 年度によると、2006 年は新しい商用ソフトウェアシステム

「SICOM」の試験テストを米国西部の 400 ルートで開始した（Bimbo, 2007a, p.9)。「SICOM」

を全社的に導入することは、顧客、営業員、製品のパフォーマンスをより明確に把握できる

ようにする、重要かつ戦略的なプロジェクトである（Bimbo, 2007a, p.9)。2007年には、

BBU 社の流通ルートに「SICOM」を本格導入する。この新しい商用システムは、最終的に全

組織に導入される（Bimbo, 2007a, p.9)。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

ビンボ社は、「ビンボ 21」プロジェクトと命名された大規模 IT 投資プロジェクトを強力

に推進した。このプロジェクトで全社的なＩＴシステム・プラットフォームを構築した。こ

の ITシステム・プラットフォームは、取引先ごと、かつ製品ごとの損益を見える化し、米

国事業において不採算製品を取り除くことに大きく貢献した。 

このプロジェクトのために重点的な投資が行われた 2003 年度と 2004 年度は、経費がか

さみ、赤字決算となった。ビンボ社は短期的な利益よりも長期的な競争優位性を重視する経

営方針を掲げ、実行しているため、思い切った大規模投資をすることができた。その結果、

2004年から米国事業単体の損益が公表されている 2013年までの期間、一度も赤字に陥るこ

と無く、EBITDA（償却前営業利益）において利益を出し続けている。さらに言えば、この IT

システム・プラットフォームを構築するプロジェクトを 2000年度という早い時期に開始し

ている点は、競争優位性の面で大きなアドバンテージをもたらしている。 

また、後述するように、ビンボ社は大型買収後に、生産・流通ネットワークの最適化・合

理化を推進するために、製造設備や流通関連資産の統廃合や生産ラインの移管を驚異的な

規模とスピードで推進していた。このことを実現できた要因は、IT システム・プラットフ

ォームが、製造・流通・販売オペレーション効率の詳細な情報を提供し、意思決定をサポー
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トしていたからである。 

 

（４）米国事業の 2003年度の赤字転落と克服策 

 

（a）歴史記述 

 

米国市場で最大の問題は、販売量が少なく、売れ残り返品率が高いことであった（Silvia, 

2008, p.314)。米国事業の収益性が予想を下回った要因の一つは、スーパーマーケットのバ

イヤーが集中し、彼らは市場の力を利用して、価格の引き下げを行い、特徴のあるパンを（よ

く売れ残り、パンメーカーに返品されることがあるにもかかわらず、）絶え間なく供給する

ように要求した（Siegel, 2007, p.6)。米国のスーパーマーケットのバイヤーは、低炭水化

物ダイエット法が流行っている時期でさえ、製品を棚いっぱいに並べることを要求したた

め、BBU 社の 2005 年の売れ残り在庫の割合は、米国で 14％とメキシコの 2 倍にもなった

（Siegel, 2007, p.7)。メキシコでも米国でも、売れ残った在庫はメーカーに返品され、そ

の費用を負担しなければならなかった（Siegel, 2007, p.7)。大手パンメーカーは、スーパ

ーマーケットの最もいい位置にある棚で販売され続ける唯一の方法は、どんなに顧客それ

ぞれのニッチな需要が不規則であっても、すべてのニッチな顧客ニーズに対して、（そのニ

ッチ市場ごとに）製品を提供するしかないと確信していたため、問題はさらに悪化した

（Siegel, 2007, p.7)。その結果、パンメーカーのオペレーションがかなり複雑になってし

まい、管理されるべき製品ポートフォリオが広がりすぎた（Siegel, 2007, p.7)。 

2005 年に米国事業を黒字化できた理由としては、激動する米国のパン市場に、最先端の

情報システムで挑むことにしたからである（Silvia, 2008, p.314)。営業部隊にノートパソ

コンを持たせ、現場から中央のデータベースに情報を転送し、いつでもビジネスの全過程を

観察できるようにした（Silvia, 2008, p.314)。こうして、非常に高い精度で不採算製品を

市場から排除することができた（Silvia, 2008, p.314)。ビンボ社の健康的なオロウィート

ブランドのラインは高い利益を生んでいたが、他の事業はかなり不調であった（Siegel, 

2007, p.7)。不調な事業のうち、特にファストフード向けの事業は利益をあげられなかっ

た。総投資額に占める割合が徐々に少なくなっていった（Siegel, 2007, p.7)。また、プラ

イベートブランド（以下、PBブランド）の販売も収益性がかなり低く、それぞれの PBブラ

ンド契約を続けるか否かを各スーパーマーケットのポートフォリオ全体の収益性に応じて

評価した（Siegel, 2007, p.7)。時間をかけて、BBU社社長のレイヤ氏のリーダーシップの

もと、何百種類もの製品を排除することによって、米国の生産ライン、流通ルート、顧客基

盤を合理化することができた（Siegel, 2007, p.7)。 

また、ビンボ社の収益性の悪化に影響を与えたもう一つの要因、カリフォルニア州、オレ

ゴン州、コロラド州のような主要な州におけるチームスターズ組合の交渉力である（Siegel, 

2007, p.7)。労働組合との契約は、運転手の 1 日の勤務時間を午前 2〜3時から午後 12〜13
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時までと規定していた（Siegel, 2007, p.7)。これらのスケジュールは、買い手の大部分が

小さな食料品店チェーンであった時代に合意された。それらの食料品店は、陳列棚を早朝に

満たしておきたかった（Siegel, 2007, p.7)。なぜなら、消費者の大部分が主婦層だった頃

で、朝に売上のピーク時間帯が訪れていたからである（Siegel, 2007, p.7)。しかし、時代

は変わり、夕方や週末に買い物をすることを好む、仕事を持つ消費者が増え、ウォルマート

のような日中や夕方に頻繁に棚を補充することを好むバイヤーも増えていた（Siegel, 2007, 

p.7)。ビンボ社は労働組合との契約がお客様のニーズに応えるための柔軟性を制限してい

ると見ていた（Siegel, 2007, pp.7-8)。ビンボ社は、理想を言えば、必要に応じて同じ店

舗に昼夜を問わず複数回に渡って配送することを自主的に選択する労働者を求めていた

（Siegel, 2007, p.8)。 

打開策として、2002 年当時、BBU社社長だったムルドンは、テキサス州、ニューメキシコ

州、オクラホマ州の配送ドライバー980人に独立配送業者（ＩＯ：Independent operator）

として働いてもらうことによって、会社の損失に対処しようとした（Siegel, 2007, p.8)。

ビンボ社は、ニューヨーク州パーチェスに本社を置くコンサルティング会社の DCI 社から

アドバイスを受けていた（Siegel, 2007, p.6)。DCI社は、独立配送事業者化のベストプラ

クティスについて、パン業界の複数の企業に対して、アドバイスをしていた（Siegel, 2007, 

p.8)。ＩＯ転換とは、配送ドライバーに 6～10万ドルでルートを買うよう働きかけ、ドライ

バーには融資が保証され、1年後にドライバーが満足しなければ、そのルートを買い戻すと

いう提案を含むものだった（Siegel, 2007, p.8)。DCI社は、過去に行われたパン業界での

ＩＯ転換のデータがあり、それによると、独立配送事業者は、より多くの収入を得ることが

できるとされていた18（Siegel, 2007, p.8)。ドライバーは、長時間労働をすることを厭わ

ず、より良い顧客サービスを提供する高いモチベーションを持ち、短期的にはパンと菓子類

の売上を 7～10％増加させることができるとされていた（Siegel, 2007, p.8)。ヒュースト

ンにあるチームスターズ組合の支部は、独立配送事業者への転換を阻止しようと試みたが、

ビンボ社から提案を受けた大多数の配送従業員は、独立配送事業者になるための契約書に

サインし、ほとんどの個人配送事業者は手取り収入を大幅に増やした（Siegel, 2007, p.9)。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

米国市場のパンメーカーは、流行していた低炭水化物ダイエットにより、需要の減少に直

面していた。パン（パン用穀物は主に炭水化物）が売れないにもかかわらず、スーパーマー

ケットのバイヤーは、売り場の見栄えを重視し、パン陳列棚いっぱいに商品が並べられてい

ることを要求したため、売れ残り返品率は高まった。さらに、パンメーカーは棚の空きスペ

ースを埋めるべく、ニッチな顧客ニーズに応えられる製品の種類を増やしていった。それが、

 
18 製品を販売できた場合の利ざやが高く設定されており、売れば売るほど、以前よりも利益が増加しやすい仕組みで

あった。 
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スーパーマーケットのバイヤーに気に入られ、売り場のいいスペースに商品を陳列させて

もらうための唯一の方法だと考えていた。結局、過度な多品種少量生産により、オペレーシ

ョン効率が悪化し、利益率は減少した。さらに、ニッチ向け製品も売れ残り、返品率を高め

た。日本とは違い、米国の商習慣では、返品はメーカー負担であったため、ビンボ社の損益

は悪化した。 

2005 年に黒字に転換させることができたのは、最先端の情報システムを使って不採算製

品を市場から排除できたからである。PBブランドを続けるか否かの判断は、ABC会計にもと

づいた取引先ごとの損益を把握した上で、利益をもたらす取引先の PBブランドは続け、そ

うでない取引先の PB ブランドは廃止する方法をとっていた。この ABC会計の活用につなが

るＩＴシステム・プラットフォームの構築が、事業を好転させる鍵だった。 

また、ビンボ社は、労働組合（チームスターズ）との時代遅れの労働条件契約が、顧客ニ

ーズに応えるための活動を阻害していると考えていた。そのためビンボ社は、契約内容を変

更するための交渉を進めたが、強力な労働組合の抵抗にあい、上手く行かなかった。そのた

め、組合員を独立配送業者に移行させることを目指した。これまでビンボ社の社員であった

配送ドライバーの一部は独立配送事業者になり、より多くの利益を得た。他方、ビンボ社は

売上アップと固定費削減を達成することができた。双方にとって利益を増やす取り組みで

あった。ビンボ社は、自社配送で取り組んだ方がいいルートと独立配送業者に委託した方が

いいルートを使い分け、効率的な流通オペレーションを達成できていた。 

 

６. WFI社の米国東部事業の買収前と買収後 

 

2007 年当時のジョージ・ウェストン社の企業概要は、次のとおりであった。ジョージ・

ウェストン社は、1882年に設立されたカナダの企業で、Weston Foods（ウェストン・フー

ズ）と Loblaw Companies Limited の 2つの事業セグメントを持っていた（Siegel, 2007, 

p.5)。ウェストン・フーズ部門は、主に北米でパン製品と乳製品に注力し、製造工場のネッ

トワークは北米に広がっており、米国中西部と南東部で存在感を増していた（Siegel, 2007, 

p.5)。オンタリオ州に 2 つの乳製品工場、北米に 66 のパン生産工場（米国に 33 の生産工

場）を有していた（Siegel, 2007, p.5)。 

2005年のジョージ・ウェストン社の売上高は、（2004年の 247億米ドルから）268億米ド

ルを超え、ウェストン・フーズ部門はジョージ・ウェストン社全体の売上高の 14％に当た

る 38億米ドルであった（Siegel, 2007, p.5)。ジョージ・ウェストン社の利益は、2004年

の 3億 5500万米ドルから 2005年には 5億 9900万米ドルに増加した（Siegel, 2007, p.5)。

ウェストン社は、米国のパン市場シェアにおいて、10％のシェアを持つビンボ社の倍以上に

当たる 22％という最大のシェアを持っていた（Siegel, 2007, p.5)。 
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（１）買収前の BBU社の事業概要（歴史記述） 

 

ビンボ社の BMVレポート 2008年度によると、BBU社の事業は、主にパンおよびトルティ

ーヤの製造、流通、販売に加えて、ヒスパニック市場向けにメキシコから輸入したパン製

品の販売を行っている（Bimbo, 2009b, p.31）。BBU社は、米国内に 13の生産工場を持

ち、カリフォルニア州、コロラド州、オレゴン州、テキサス州に位置している（Bimbo, 

2009b, p.31）。さらに、カリフォルニア州、サウスカロライナ州、ノースカロライナ州、

コロラド州、カンザス州、ネブラスカ州、オレゴン州、ワシントン州で自社販売網を持

ち、アリゾナ州、イリノイ州、ネバダ州、ニュージャージー州、ニューヨーク州、ペンシ

ルバニア州、テキサス州で独立配送業者を通じて販売している（Bimbo, 2009b, p.31）。

また、アラスカ州、フロリダ州、ジョージア州、ハワイ州、アイダホ州、ユタ州に流通企

業（問屋）を通じて販売している（Bimbo, 2009b, p.31）。BBU社が製品販売している主な

ブランドは以下の通りである19（図表 6-3）。 

 

図表 6-3 ＢＢＵ社の主要ブランド（2008年当時） 

 

 

 

＊ カリフォルニア州での商標使用許可取得済み 

＊＊ 米国西部での商標使用許可取得済み 

（出所）Bimbo(2009b)p.31 

 

米国では、食パン、菓子パン、ビスケットなどのパン産業の市場規模は約 317 億米ドル

で、一人当たりの年間消費量は 143キロに相当する（Bimbo, 2009b, p.57）。BBU社は、包

装パンやトルティーヤの製造・流通・販売だけでなく、メキシコから輸入・販売する 150品

目以上のメキシコブランド製品（ビンボブランド製品とマリネラブランド製品）を扱ってい

る（Bimbo, 2009b, p.57）。さらに、ベアード社とオロウィートブランドの買収により、特

にテキサス州とカリフォルニア州で高い認知度を持つブランドと持つことになった（Bimbo, 

2009b, p.57）。袋入りパン、ペストリー、菓子パン、ケーキの主な販売ブランドは、オロウ

ィート、ベアード、エンテマンズ、トーマス、フランシスコ、オールドカントリーがある

（Bimbo, 2009b, p.57）。ローマンミールとウェバーブランドは、カリフォルニア州でライ

 
19 主要ブランド一覧において 2002年の WFI社の米国西部事業買収後とほぼ変わっていない。ローマンミールブランド

のみ追加されているが東部事業買収によるものではない。 

製品ライン ブランド

食事用パン
Oroweat, Mrs. Baird’s, Weber’s*, Bimbo, Thomas** , Francisco** ,

Old country** , Bohemian Heart*, Roman Meal*

菓子パン、ケーキ、ビスケット Mrs. Baird’s, Entenman’s** , Bimbo, Marinela

トルティーヤ Tía Rosa, Bimbo
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センス供与を受けて販売している（Bimbo, 2009b, p.57）。PBブランド製品が市場の３分の

１を占めている（Bimbo, 2009b, p.57）。BBU社はこの市場における最も重要なブランドプ

レーヤー４社のうちの１社である。競合他社には、ジョージ・ウェストン社、フラワーフー

ズ社、サラ・リー社などがある（Bimbo, 2009b, p.57）。 

ビンボ社の年次報告書 2008年度によると、BBU社の売上高は、ペソ建で前年同期比 9.0％

の増加、ドル建では同 6.8％の増加となった（Bimbo, 2009a, p.20)。これは、過去 1年間

に実施したいくつかの価格改定、全国規模の流通小売業者での販売拡大、新製品（特にオロ

ウィートブランド製品、ベアードブランド製品、メキシコブランド製品）の発売が好調だっ

たことによるものである（Bimbo, 2009a, p.20)。2008年の終わりに、WFI社の米国東部事

業を買収する契約を締結した（Bimbo, 2009a, p.20)。 

 

（２）買収後の BBU社の事業概要 

 

（a）歴史記述 

 

2008 年の WFI 社米国東部事業の買収前後において、米国事業の損益は次のとおりである

（図表 6-4）。 

 

図表 6-4 ＢＢＵ社の損益 

 

 

 

＊ 毎年度末の購買力平均によって、米ドルからメキシコのペソに換算された数値。 

 

（出所）Bimbo(2008a～2012a) より筆者作成 

 

ビンボ社の BMV レポート 2009 年度によると、BBU 社の事業は、主にパンとトルティーヤ

の製造、流通、販売に加えて、メキシコブランドのパン製品の流通で構成されている（Bimbo, 

2010b, p.37）。2009 年当時、BBU 社は、米国内で 34 の生産工場を運営している（Bimbo, 

2010b, p.37）。さらに、BBU社はカリフォルニア州、サウスカロライナ州、ノースカロライ

ナ州、コロラド州、カンザス州、ネブラスカ州、オレゴン州、ワシントン州に自社流通網を

持ち、アリゾナ州、イリノイ州、ネバダ州、ニュージャージー州、ニューヨーク州、ペンシ

単位：百万ペソ

2007 2008 2009 2010 2011

売上高 16,565 18,049 49,850 47,875 53,810

営業利益 206 124 4,261 3,738 3,577

EBITDA(償却前営業利益) 559 539 5,727 5,196 5,186
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ルバニア州、テキサス州では、独立配送事業者を通じて販売している（Bimbo, 2010b, p.37）。

アラスカ州、フロリダ州、ジョージア州、ハワイ州、アイダホ州、ユタ州では、流通企業（問

屋）を通じて販売している（Bimbo, 2010b, p.37）。2009年には、ジョージ・ウェストン社

傘下の WFI社米国東部事業を買収したことにより、米国での事業を強化し、アングロサクソ

ン系住民の中での存在感を高めることができた（Bimbo, 2010b, p.37）。さらに、過去数年

間でヒスパニック系人口が大幅に増加している米国で、メキシコブランド製品の販売事業

を強化することができた。（Bimbo, 2010b, p.37）。BBU社が製品販売している主なブランド

は、次のとおりである（図表 6-5）。 

 

図表 6-5 ＢＢＵ社の主要ブランド（2010年当時） 

 

 

 

＊ 一部のブランドは、ライセンス契約での製造販売 

（出所）Bimbo(2011b)p.38 

 

米国では、食パン、菓子パン、クッキーを含むパン産業の市場規模は約 441億 4500万米

ドルで、一人当たりの年間消費量に換算すると 39キロに相当する（Bimbo, 2010b, p.63）。

BBU社は、袋入りのパンやトルティーヤの製造・流通・販売に加えて、メキシコから輸入・

販売する 150 品目以上のメキシコブランド製品（ビンボブランド製品とマリネラブランド

製品）を扱っている（Bimbo, 2010b, p.63）。製品化されている主な包装パン、ロールパン、

菓子パン、ケーキのブランドは、トーマス、アーノルド、ベアード、エンテンマンズ、オロ

ウィート、Stroehmann、Freihofer、Dutch Country、Maier's、D'Italiano、Brownberry、

Francisco、Old Countryなどである（Bimbo, 2010b, p.63）。ローマンミールとウェバーの

ブランド製品は、カリフォルニア州で利用許諾を得て流通している（Bimbo, 2010b, p.63）。

BBU社の競争相手にはフラワーフーズ社、サラ・リー社があり、PBブランド製品とも競合し

ている（Bimbo, 2010b, p.63）。 

ビンボ社の年次報告書 2009 年度によると、米国では、WFI 社の米国東部事業の統合、新

製品発売の成功、かつてのリージョナルブランド製品を全米配送する初期段階での成功を

反映した健全な販売実績により、売上高は前年比ほぼ 3倍となった（Bimbo, 2010a, p.25）。

米国における粗利益（売上総利益）は、前年比 6.5％ポイント増加し、50.5％となった（Bimbo, 

2010a, p.26）。これは、①WFIの米国東部事業の統合とその効率的なコスト構造、②前期と

比べた商品・エネルギー価格の下落、③工場閉鎖の効果を含む西部エリアの生産性向上、④

製品ライン ブランド

食事用パン
Arnold, Brownberry, Oroweat, Thomas, Stroehmann, Mrs. Baird’s,

Bimbo, Freihofer, Maier's, D'Italiano, Francisco, Old country

菓子パン、ケーキ、ビスケット Entenman’s, Marinela, Bimbo, Mrs. Baird’s, Freihofer

トルティーヤ、ピザベース Tía Rosa, Boboli, Sahara
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販売量増加による製品単位あたりの固定費減少によるものであった（Bimbo, 2010a, p.26）。

米国における営業利益率は、2008年の 0.7％から 2009年に 8.5％へ上昇し、営業利益は前

年 124 百万ペソから 今年 4,261百万ペソとなった（Bimbo, 2010a, p.27）。これは、①前

述の粗利益の拡大要因、②WFI社米国東部事業の統合効果、③WFI社米国西部事業における

資産、路線、管理費の最適化などの継続的な生産性向上施策の成果、④地域間でのベストプ

ラクティスの共有の成果によるものであった（Bimbo, 2010a, p.27）。 

ビンボ社の年次報告書 2010年度によると、ビンボ社はブランド付きの包装された食品を

製造する世界的なリーディングカンパニーであり、アメリカ大陸で No.1 の売上規模をもつ

製パンメーカーある（Bimbo, 2011a, p.1)。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

WFI社米国東部事業を買収したことによる利点は、ベアード社と WFI社米国西部事業を買

収したことによる利点と全く同じ内容であった。買収によって獲得した「現地プレゼンス力

（現地信用力）」と「現地流通チャネル（現地流通網と販路）」を活用し、メキシコブランド

製品を米国内のメキシコ系エスニック市場に普及（市場拡大および浸透）させていた。さら

に、買収したブランド製品をスプリングボードとして活用した点も同様であった。これらの

点から、WFI社米国東部事業の買収の際にも米国市場全体攻略プロセスを適用していたと言

える。 

2008 年当時の BBU 社の生産拠点は、米国南部と西部にあったが、WFI 社の米国東部事業

の工場は、東部に密集しており、両社の生産拠点はほとんど重複していなかった（Bimbo, 

2009a）。米国市場における市場拡大において、WFI社の米国東部事業の買収は、ビンボ社に

とって最良のものであったと言える。 

 

７．サラ・リー社のパン事業買収前と買収後 

 

（１）買収前の BBU社の事業概要 

 

（a）歴史記述 

 

ビンボ社の BMV レポート 2010 年度によると、2010 年当時に 34 の生産工場、9,000 の流

通ルート、90,000の販売先があった（Bimbo, 2011b, p.36）。BBU社の本社は、ペンシルベ

ニア州ホーシャムに位置し、米国事業を統括している（Bimbo, 2011b, p.38）。米国パン市

場の規模は約 170 億米ドルで、BBU 社はその内の 21％の市場占有率を持っている（Bimbo, 

2011b, p.38）。2010年当時、BBU社は米国内に 33の生産工場を持ち、8,000 以上の流通ル

ートを有している（Bimbo, 2011b, p.38）。このうち約 58％の流通網は、ビンボ社と契約し
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ている第三者の独立配送事業者が運営している（Bimbo, 2011b, p.38）。2010年 11月、ビ

ンボ社は、サラ・リー社のパン事業を 9 億 5,900 万米ドルで取得することに合意したと発

表した（Bimbo, 2011b, p.38）。この契約は米国司法省の審査を受けており、2011年半ばま

でに買収が完了する予定である（Bimbo, 2011b, p.38）。サラ・リー社のパン事業は、パン、

ロールパン、マフィン、ベーグルなど幅広い種類のパン製品を販売している（Bimbo, 2011b, 

p.38）。主なブランドは、サラ・リー、Earth Grains、Colonial、Rainbo、Holsum、Sunbeam、

Heiner's などがある。サラ・リー社は、米国の袋入りパン市場（約 110 億米ドルの市場規

模）において、ドル建てで 11.6％のシェアを持っている（Bimbo, 2011b, p.38）。これらの

買収により、米国でのプレゼンスが強化され、アングロサクソン系住民の間でのプレゼンス

を拡大できた（Bimbo, 2011b, p.38）。さらに、ここ数年でヒスパニック系住民が大幅に増

加した米国において、メキシコブランド製品の販売を強化することができた（Bimbo, 2011b, 

p.38）。米国の袋入りパン業界は、中南米の市場に比べてはるかに競争が激しく、消費者は

低炭水化物ダイエットや全粒粉入りのパン製品に高い関心を寄せている（Bimbo, 2011b, 

p.68）。また、ブランドが確立された成熟市場でもある（Bimbo, 2011b, p.68）。したがって、

差別化された製品、堅実なコスト管理、流通の密度と効率が、この市場での重要な業績要因

となる（Bimbo, 2011b, p.68）。 2000年代の初めに、パン業界は低炭水化物ダイエットの

流行による影響を受けたが、業界はこの傾向に上手く適応し、付加価値の高いパンや健康的

な代替品を発売し、パンの売上は回復した（Bimbo, 2011b, p.68）。米国パン職人協会や米

国製粉業者協会による「GRAINS FOR LIFE」などのキャンペーンに支えられ、パン市場は再

び牽引力を取り戻した（Bimbo, 2011b, p.68）。BBU社は、健康的なパンの分野で強い存在

感を持つ、オロウィート、Arnold（アーノルド）、Brownberry（ブラウンベリー）のブラン

ドで、製品を提供している（Bimbo, 2011b, p.68）。BBU社が保有するトーマス、ボーボリ、

D'Italianなどのブランドは、高度に差別化された製品であり、PBブランドの競争相手は限

られている（Bimbo, 2011b, p.68）。 特に、ベーシックなホワイトブレッド（白パン）のカ

テゴリーは、低価格な PB ブランドに対抗して成長を続けている、BBU 社にとって重要なセ

グメントである（Bimbo, 2011b, p.68）。BBU社の主要な地域ブランドは、PBブランドの影

響をより強く受けているが、BBU社の主要ブランドは、それぞれの地域で根強い人気がある

ため、他社の地域ブランド（または、二番手ブランド）よりも影響を受けない（Bimbo, 2011b, 

p.68）。  

ビンボ社の年次報告書 2010年度によると、BBU 社の売上高の約半分を、買収されるサラ・

リー社のパン事業が占めることになる（Bimbo, 2011a, p.9)。買収により獲得されるサラ・

リーブランドなどは、米国事業を強化する重要な機会を提供する（Bimbo, 2011a, p.9)。統

合される事業は、製品ラインや地理的な補完性が高く、真の意味で全米規模の生産・流通プ

ラットフォームを提供する（Bimbo, 2011a, p.9)。当面の焦点は統合プロセスであり、今後

5 年間で 10 億米ドル以上を投資し、新工場建設や既存工場の高性能化などにより、高効率

な製造・サービスプラットフォームを構築していく（Bimbo, 2011a, p.9)。 
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（b）歴史解釈または分析 

 

サラ・リー社のパン事業を買収したことによる利点は、ベアード社と WFI社米国西部事業

と WFI 社米国東部事業を買収したことによる利点と全く同じ内容であった。買収によって

獲得した「現地プレゼンス力（現地信用力）」と「現地流通チャネル（現地流通網と販路）」

を活用し、メキシコブランド製品を米国内のメキシコ系エスニック市場に普及（市場拡大お

よび浸透）させていた。さらに、買収したブランド製品をスプリングボードとして活用した

点も同様であった。これらの点から、サラ・リー社パン事業の買収の際にも米国市場全体攻

略プロセスを適用していたと言える。 

なお、米国の巨大企業であるサラ・リー社からパン事業を買収できた背景を補足する。近

代的な大量生産、流通、マーケティングをパン業界に持ち込んだのは米国企業であり、サラ・

リー社はその代表格であった（Guillen, 2012, p.22)。サラ・リー社は、かつて「米国を代

表するパンブランド」や「チーズケーキ・カンパニー」として知られ、無敵のように見えた

（Guillen, 2012, p.22）。そのマーケティング力は、パンだけではなく、さまざまな業界に

展開されていた（Guillen, 2012, p.22)。しかし、1990年代後半になると、競争激化によ

る業績不振を克服するために、「非コア事業」を切り離し、食品、飲料、パーソナルケア製

品などの「コア事業」に集中したが、これもうまくいかず、2001 年には 170 億ドルを超え

ていた売上高は、2010 年には 110億ドルを下回り、従業員の 75％近くが解雇された（Guillen, 

2012, p.22)。サラ・リー社の業績不振を受け、ビンボ社はそのパン事業を買収し、事業の

建て直しを図ることとなった。この買収で再び、米国市場全体攻略プロセスを活用した。後

述する BBU社の損益結果から分かるように、サラ・リー社のパン事業を見事に立て直した。 

 

（２）買収後の BBU社の事業概要 

 

（a）歴史記述 

 

2011 年度のサラ・リー社パン事業の買収前後において、米国事業の損益は次のとおりで

ある（図表 6-6）。 
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図表 6-6 ＢＢＵ社の損益 

 

 

 

＊ 毎年度末の購買力平均によって、米ドルからメキシコのペソに換算された数値である。

2011年度は、サラ・リー社のパン事業買収が 2011年 11月 6日であるため、年末までの

約 2ヶ月分のみ上乗せされている。 

（出所）Bimbo(2011a～2014a) より筆者作成 

 

ビンボ社の BMV レポート 2011 年度によると、2011 年末時点で 75 の生産工場を保有して

いた（Bimbo, 2012b, p.37）。BBU社は、米国における大手パンメーカーの一つであり、パ

ン業界のあらゆる市場セグメントにおいて有名ブランドを有し、朝食、昼食、夕食、間食の

まで、様々な時間帯と価格帯に対応したポートフォリオを有している（Bimbo, 2012b, p.38）。

BBU社は、イングリッシュマフィンとベーグルのトーマス、スナックケーキのエンテンマン

ズ、スライスパンのサラ・リー、全粒粉パンのオロウィートといった一流のナショナルブラ

ンドと、ベアード、ボーボリなどのリージョナルブランドによって構成される魅力あるブラ

ンド・ポートフォリオを持っている（Bimbo, 2012b, p.38）。 

ビンボ社は、2011年 11月 6日に世界最大級の食品加工・流通会社であるサラ・リー社の

パン事業を買収し、米国で提供する製品を 295 種類増やし、30 のブランドをポートフォリ

オに組み入れた20（Bimbo, 2012b, p.38）。買収によって獲得したパン・ロールパンのカテゴ

リーにおける強力な製品群は、米国における成長戦略をさらに強固なものにしている

（Bimbo, 2012b, p.38）。ビンボ社は買収により米国パン市場の占有率を 17.7%から 28.2%

に高めた（Bimbo, 2012b, p.38）。BBU社は、親会社のメキシコブランド製品を米国で販売

しており、買収先の流通・販売ルートを活用することで、米国市場を大幅に拡大している

（Bimbo, 2012b, p.38）。BBU社が製品販売している主なブランドは、次のとおりである（図

表 6-7）。 

  

 
20 2010年には Bimar Foods 社（1994 年に設立された、ビンボ社とサラ・リー社による合弁会社）を買収した（Bimbo, 

2012b, p.38）。 

単位：百万ペソ

2010 2011 2012 2013

売上高 47,875 53,810 78,927 79,767

営業利益 3,738 3,577 1,118 2,613

EBITDA(償却前営業利益) 5,196 5,186 5,027 5,798
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図表 6-7 ＢＢＵ社の主要ブランド（2011年当時） 

 

 

 

＊ 一部のブランドは、ライセンス契約での製造販売 

（出所）Bimbo（2012b）p.39 

 

米国パン業界にとって原材料のインフレは最大の課題であり、特に小麦のコスト、エネル

ギーコスト、健康によい食材のコストが上昇した（Bimbo, 2012b, p.70）。2007年と 2008

年には、小麦粉の価格が 1 ブッシェルあたり 10 ドル以上（過去の平均は 5 ドル）となり、

業界はハイパーインフレに見舞われた（Bimbo, 2012b, p.70）。小麦粉のコストは、2011年

と 2010年の平均でそれぞれ１ブッシェル当たり 6ドルと 8ドルであった（Bimbo, 2012b, 

p.70）。ビンボ社は、原材料価格の変動によるリスクを軽減するために、リスク管理方針を

定めている（Bimbo, 2012b, p.70）。 

ビンボ社の年次報告書 2011 年度によると、サラ・リー社のパン事業を買収したことで、

米国におけるリーディングカンパニーの一つとなった（Bimbo, 2012a, p.9)。ビンボ社は

（司法省による買収許可の条件として挙げられていた事業分割を実施する前の時点で）75

工場を保有しているが、生産能力を向上させるために一部の工場を閉鎖する予定である

（Bimbo, 2012a, p.9)。米国カンザス州の都市トピカに設置されている最新鋭の工場を、他

の地域にも設置する（Bimbo, 2012a, p.9)。ビンボ社社長のダニエルは、両組織で構成され

るプロジェクトチームの存在を明らかにしている（Bimbo, 2012a, p.13)。 

 

「米国では、サラ・リー社のパン事業の買収を完了し、全米規模の製造・流通プラットフ

ォームと補完性の高い製品ポートフォリオにより、市場での地位を強化した。BBU社のチー

ムは、新しい仲間を加え、より強力になった。当社は両方の組織出身者によって構成される

1 つのリーダーシップチームを持っている。今後 3年で 1億 5,000万米ドルのシナジー効果

を目標としている。今後 5年間で 10億ドルを投資し、工場のアップグレード、新工場建設、

流通ネットワークの強化を行い、新生 BBUを業界最高水準にする。」 

 

ビンボ社は、米国におけるサラ・リー社のパン事業を 9 億 5,900 万米ドル（暫定取得価

額）で獲得することに合意したが、米国司法省規制当局の認可が必要となっていた（Bimbo, 

製品ライン ブランド

食事用パン

Arnold, Brownberry, Oroweat, Thomas', Sara Lee, Bimbo,

Stroehmann, Mrs. Baird’s, Freihofer, Maier's, D'Italiano,

Earthgrains, Colonial, Rainbo, Holsum, Sunbeam, Ball Park, and

Heiner's

菓子パン、ケーキ、ビスケット Entenman’s, Marinela, Bimbo, Mrs. Baird’s

トルティーヤ、ピタ、ピザクラスト Tía Rosa, Boboli, Sahara
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2012a, p.141)。規制当局があげた承認条件を満たすために、いくつかの地域において、一

部のブランド、資産、工場、設備、流通ルートの売却に同意した（Bimbo, 2012a, p.141)。

2011年末に終了した通期における、サラ・リー社のパン事業の売上高約 20億米ドルのうち、

これらの事業分割に起因する売上高は約 1 億 5,500 万米ドルであった（Bimbo, 2012a, 

p.141)。規制当局と合意した事業分割を反映した最終金額は、7億 4,870万米ドルとなった

（Bimbo, 2012a, p.141)。買収契約には、アメリカ、アジア、アフリカ、東欧・中欧のパン

製品に使用されるサラ・リーブランドのライセンス無料と、それぞれのローカル市場で高い

認知度を持つ地域ブランドがリストに含まれている（Bimbo, 2012a, p.141)。 

ビンボ社の BMVレポート 2012年度によると、2012年末時点（規制当局と合意した事業分

割を反映した後）で、71の生産工場を保有していた（Bimbo, 2013b, p.36)。BBU社が製品

販売している主なブランドは、図表 6-8の通りである（Bimbo, 2013b, p.38)。 

 

図表 6-8 ＢＢＵ社の主要ブランド（2012年当時） 

 

 

 

＊ 一部のブランドは、ライセンス契約で製造販売している。前年度（図表 6-7）と比較す

ると、食事用パンに Francisco’s、菓子パンにサラ・リーブランドが追加されている。

前年度は、サラ・リー社買収を完了には反映できていない途中経過のものであったが、

2012年度は完了済みである。 

（出所）Bimbo(2013b)p.38 

 

ビンボ社の年次報告書 2012年度によると、米国カンザス州の都市トピカの新工場建設を

完了した（Bimbo, 2013a, p.9）。 

ビンボ社の BMV レポート 2013 年度によると、2013 年末時点で 62 の生産工場を保有して

いた（Bimbo, 2014b, p.43）。BBU社は、フラワーフーズ社、Pepperidge Farm 社、PBブラ

ンド製品に加えて、地域密着型企業と競合している（Bimbo, 2014b, p.73）。米国パン業界

は、主要メーカーの 3社を除くと、非常に細分化されている（Bimbo, 2014b, p.73）。 

ビンボ社の年次報告書 2013年度によると、米国事業は連結売上高の約 45％を占めた

（Bimbo, 2014a, p.209)。これは、ビンボ社が地理的な広がりや製品ポートフォリオを大

幅に拡大する、質の高い優良な製パン企業を買収・統合してきた力強い実績を反映したも

製品ライン ブランド

食事用パン

Arnold, Brownberry, Oroweat, Thomas', Sara Lee, Bimbo,

Stroehmann, Mrs. Baird’s, Freihofer, Maier's, D'Italiano,

Earthgrains, Colonial, Rainbo, Holsum, Sunbeam, Ball Park, and

Heiner's, Francisco's

菓子パン、ケーキ、ビスケット Entenman’s, Marinela, Bimbo, Mrs. Baird’s and Sara Lee

トルティーヤ、ピタ、ピザクラスト Tía Rosa, Boboli, Sahara
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のである（Bimbo, 2014a, p.209)。製パン業界の大手企業（ホステス社）が破産・清算さ

れ、複数の第三者による資産買収により、競争環境も劇的に変化した（Bimbo, 2014a, 

p.209)。ビンボ社はこの機会に、Beefsteak(ビーフステーキ)、Nissen(ニッセン)、

Columbo(コロンボ)、Cotton’s(コットンズ)のブランドを買収した（Bimbo, 2014a, 

p.209)。2013年度のハイライトとしては、サラ・リーブランド製品を全米メインストリー

ム市場向けのパンブランドとして位置付け流通・販売を拡大したこと、およびテキサス州

ロックウォール群での新工場立ち上げなどにより高性能で競争力のある製造/販売拠点の

構築に向け、記録的な投資を実施した（Bimbo, 2014a, p.209)。 

2014年度の年次報告書において、取締役会長のダニエルは、次のように述べている（Grupo 

Bimbo, 2015a, p.10)。 

 

「私たちは、資産と資本をどのように配置・配分するかという観点から、低コスト生産者

を目指している。バリューチェーンの合理化、製品数と価格設定の最適化、ブランドの活用、

流通の改善と拡大、生産の近代化など、さまざまな機会がまだ残されている。例えば、過去

3 年間に、米国では老朽化した 17 工場を閉鎖し、高効率で柔軟な生産能力を備えた 2 工場

を、お客様により近い場所に設置した。」 

 

ビンボ社の BMVレポート 2015年度によると、ビンボ社はカナダブレッド社を買収し、米

国およびカナダで冷凍パン事業に参入した（Bimbo, 2016b, p.42)。カナダブレッド社は７

つの工場で冷凍パンと冷凍バンズを生産しており、「Wholesome Harvest」、「California Gold 

Sourdough」、「Grace Baking」、「Tenderflake」などのブランド製品を販売していた（Bimbo, 

2016b, p.42)。さらに、戦略的な顧客向けの PBブランド製品も提供していた（Bimbo, 2016b, 

p.42)。そのサプライチェーンは年々拡大しており、スーパーマーケット、インストアベー

カリー21、レストランチェーンなどを通じて販売されている（Bimbo, 2016b, p.42)。この買

収により、ビンボ社は魅力的で大きな成長を期待できる新しいカテゴリーに取り組むこと

ができる（Bimbo, 2016b, p.42)。 

ビンボ社の BMVレポート 2017年度によると、BBU社は米国 50州でブランドを保有してお

り、米国全体の 84.6％の家庭で使用されている（Bimbo, 2018b, p.55）。BBU社は、自社ブ

ランド製品の販売に加えて、PB ブランドの分野でもいくつかのカテゴリーに参入している

（Bimbo, 2018b, p.55）。戦略的な顧客に、PBブランドの袋入りパンを卸している（Bimbo, 

2018b, p.55）。米国では、冷凍パン、冷凍バンズ、冷凍ロールパンの生産、流通、販売も行

っており、米国内に冷凍パン事業用の 3つの生産工場を保有している（Bimbo, 2018b, p.55）。

BBU社の広範な流通ネットワークにより、米国での市場シェアを大幅に拡大することができ

た（Bimbo, 2018b, p.55）。主な販売チャネルは、大規模流通小売店、コンビニエンススト

 
21 スーパーマーケット内に設置されているベーカリー店のことを指す。 
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ア、外食産業である（Bimbo, 2018b, p.55）。ビンボ社は、East Balt社（イーストバルク

社）を買収し、米国およびその他地域におけるクイックサービスレストラン（QSR）の販売

チャネルでのプレゼンスを強化した（Bimbo, 2018b, p.55）。ビンボ社は、この成長力の高

い外食産業向けのチャネルにおいて、主要な事業者になることを目指している（Bimbo, 

2018b, p.55）。 

  ビンボ社の BMVレポート 2020年度によると、BBU社は全米で 58の生産工場を保有し、全

米に流通網を有している（Bimbo, 2021b, p.66）。ビンボ社は、サプライチェーン全体のコ

スト削減を達成するために、調達、生産、流通のプロセスを修正し続けている（Bimbo, 2021b, 

p.64)。各市場の人口動態、ニーズ、トレンドに基づいて、生産工場、流通センター、販売

センターの立地を頻繁に見直している（Bimbo, 2021b, p.64)。ビンボ社全体で 2020年に１

工場を閉鎖、および 45以上の生産ラインを移転し、より効率的な事業運営が可能となった

（Bimbo, 2021b, p.64)。 

 

（b）歴史解釈または分析 

 

 ビンボ社社長ダニエルのコメントから、両組織（BBU社と買収先企業）の出身者によって

構成されるプロジェクトチームが発足されていたことが分かる。このプロジェクトチーム

のメンバーは、メキシコ系エスニック市場開拓に優れた人材と米国メインストリーム市場

開拓に優れた人材から構成されていた。前述したように、ビンボ社は、異文化間の協業を促

進する組織文化（または風土）の形成を目指していたと考える。この組織文化（または風土）

の形成と変容を目指していたことを、最も象徴的に示しているは、このプロジェクトチーム

の発足であった。事業横断型の共同作業チームとその協業の場を作り上げたことが、異文化

間で上手く協力していく組織文化（または風土）を形成する鍵（トリガー）となっていた。 

ビンボ社とサラ・リー社の明暗が分かれた要因を補足する。サラ・リー社の何が悪かった

かに対する答えはシンプルで、会社が実行する意欲を失っていたからであった（Guillen, 

2012, p.22)。何が核心的で何が核心的でないかを考えることに多くのエネルギーを費やし

ても、パンを作り、流通させ、販売するという、日常的なパフォーマンスの問題は解決しな

かった（Guillen, 2012, p.22)。サラ・リー社は、事業を拡大しすぎて方向性や目的を見失

っていたが、ビンボ社は、米国でパン事業だけに集中し、卓越した実行力を発揮することが

重要だと知っていた（Guillen, 2012, p.22)。ビンボ社の経営陣は、パン工場の焼成オーブ

ン出口から辺境にある小さな店舗の棚にいたるまでの流通オペレーションに注力し、改善

することに多くの時間を費やしている（Guillen, 2012, p.22) 

ビンボ社が米国市場 No.1の市場占有率を獲得・維持できるようになったのは、大型買収

後の米国市場全体攻略プロセスを実行し市場拡大を達成するとともに、買収後の統合段階

において、生産・流通ネットワークの最適化（資産の統廃合）を強力に実行できたためであ

った。サラ・リー社のパン事業を買収したことにより、41 の生産工場が追加された。その
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後、規制当局のあげた買収承認条件を満たすために数件の工場を事業分割した。それからわ

ずか 1年の間に約 10 の生産工場を減らしていた。工場数の急激な減少要因は、生産・流通

ネットワークの最適化の観点から、古くなった低性能な工場を閉鎖し、最新鋭で生産能力の

高い工場（新工場を含む）に生産移管するためであった。最新鋭の工場に集約することによ

って、生産および流通オペレーション効率を高めようとしていた。 

ホステス社が破産・清算した 2013年頃に、2023年現在の競合状況が確立した。2023年の

米国パン市場シェアは、3 つの勢力によって大部分が占められており、トップの BBU 社、2

番手の PBブランド製品、3番手のフラワーフーズ社となっている。2013年のホステス社の

破産・清算に伴い、ビンボ社がビーフステーキブランドなどを購入した後は、同社による袋

入りパンの事業に関する買収は実施されていない。ビンボ社の 2014年以降の動きを見ると、

冷凍パン事業に成長機会を見出し、買収および注力している。冷凍パンをスーパーマーケッ

ト内のインストアベーカリーに浸透させるとともに、外食産業向けに普及させること目指

している。 

 

８. 小括 

 

本章の目的は、米国市場シェア No.1を確立するまでの歴史記述とその解釈（または分析）

をすることであった。その上で、米国市場シェア No.1の確立が、大型買収と米国市場全体

攻略プロセスの繰り返しによって実現されたことを明らかにした。前章でベアード社買収

後に米国市場全体攻略プロセスが形成されたことを述べた。本章では、その米国市場全体攻

略プロセスが、WFI社米国西部事業買収、WFI社米国東部事業買収、サラ・リー社パン事業

買収においても活用されていたことが分かった。ビンボ社は、米国市場全体攻略プロセスを

活用する長期的な戦略を立案し、実行していたと言える。その結果、米国市場シェア No.1

を獲得できたのである。 

また、本章のもう一つの目的は、米国市場全体攻略プロセスを上手く推進するために、ど

のような組織変革が起こっていたかを明らかにすることであった。ビンボ社は買収後に、両

組織(買収前の BBU 社の組織と買収先企業の組織)の出身者で構成されるプロジェクトチー

ムを発足させていた。米国内のメキシコ系エスニック市場とメインストリーム市場を両方

とも拡大することを目指したため、プロジェクトチームは自ずと、メキシコ系エスニック市

場の開拓に優れた人材とメインストリーム市場の開拓に優れた人材によって構成された。

ビンボ社はこのプロジェクトチームの発足とそこでの協業によって、異文化間での協業を

促進する組織文化（または風土）を生成しようとした。事業横断型の共同作業チームとその

協業の場を作り上げたことが、そのような組織文化（または風土）を形成するための鍵（ト

リガー）となっていた。 

異文化間での協業を促進する組織文化（または風土）の生成を 3つの視点から論じた。ま

ず、ビンボ社は、買収先のブランド製品を高く評価し、それらを積極的に販売しようとした。
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日系大手パンメーカーの場合は、自社ブランド（日本のパン）の方が優れているという思い

込みから、自社ブランドに固執していた。対照的に、ビンボ社は異文化を尊重し、米国メイ

ンストリーム消費者から美味しいと評価されている、買収先の現地ブランド製品を販売で

きることは、誇らしく名誉なことだと考えていた。このような買収先の事業（ブランド製品）

に最大限の敬意を払ったことは、買収先企業の人々のモチベーションを高め、異文化間での

協業を促進する組織文化（または風土）の形成につながった。 

2点目は、買収先の経営陣を重用することを、人事面で目に見える形で示したことである。

前述したように、買収された側の企業のトップが、統合された企業のトップに据えられた

（他方で、買収前の BBU社社長は、副社長へと肩書き上、降格となった）。ビンボ社は買収

先の経営陣を高く評価し、期待と誠意を示した。人事面での待遇は、買収先の経営陣のモチ

ベーションを高めることに寄与した。 

3点目は、ビンボ社社長が買収先企業を支える人材に対して敬意を抱いていたことである。

ビンボ社社長ダニエルは、買収先企業と買収先のブランド製品を支えている人々に最大級

の賛辞を述べていた。このような経営トップの言葉は、買収先の人材のモチベーションを高

めたであろう。 

以上の 3点により、ビンボ社は、異文化間での協業を促進する組織文化（または風土）の

生成を目指した。ビンボ社の米国パン市場における市場拡大は、1998 年のベアード社買収

で軌道に乗り、2011 年のサラ・リー社買収で米国 No.1 シェアを達成した。わずか 14 年足

らずで巨大な米国パン市場を攻略できたのは、米国市場全体攻略プロセスを推進する両事

業（「米国内メキシコ系エスニック市場の開拓事業」と「米国メインストリーム市場の開拓

事業」）の協業が上手く行かなければ、到底実現できなかったであろう。したがって、ビン

ボ社が、異文化間での協業を促進する組織文化（または風土）を形成し、組織変容（トラン

スフォーミング）を起こしていた可能性が高い。 

また、一般的に、他の事業部との協業を促進する方法として、人事評価面でのインセンテ

ィブ制度があり、ビンボ社でも同様の制度を設けていたであろう。異文化間での協業が促進

されるように、ビンボ社独自のインセンティブ制度の整合化を推進し、組織変容（トランス

フォーミング）を実現していた可能性がある。 
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第７章 エスニック・マーケティングを活用した海外市場参入から市場全体攻略へ1 

― Grupo Bimbo社による買収した経営資源を活用した米国市場攻略― 

 

1．はじめに 

 

一般的にエスニック・マーケティングは、エスニック・マーケット(以下、エスニック市

場)2の攻略だけに焦点を合わせている。しかしながら、逸脱事例として、メキシコ発の世界

最大の製パン企業である Grupo Bimbo社（以下、ビンボ社）の事例がある。ビンボ社は、エ

スニック・マーケティングを活用することで、米国市場参入に留まらず、米国市場全体の攻

略に成功したように見える3。なぜ、このようなことが可能となったのであろうか。かかる

問題意識の下、本章の目的は、ビンボ社の米国市場への参入と市場での地位確立の経緯をエ

スニック・マーケティングの視点から明らかにしていくとともに、参入先の市場での市場の

さらなる拡大には、既存の経営資源と新たに獲得した経営資源をうまく組み合わせる能力

が必要になることを明らかにしていく。 

この課題を明らかにするために、次のような順番で議論していく。第 1 に、本章での分析

の視点である、エスニック・マーケティングの視点を説明する。エスニック・マーケティン

グの観点では、海外市場への参入後、進出先国の狭い地域のエスニック市場にとどまってし

まい、エスニック市場の需要規模が小さい点、及び広域のエスニック市場に流通面でアクセ

スしにくい点が問題となることを明らかにしていく。これらの課題を克服するためには、新

しく獲得した経営資源と既存の経営資源をうまく組み合わせる必要があることを明らかに

していく。第 2に、ビンボ社の米国市場への進出の経緯について説明する。第 3に、ビンボ

社の米国エスニック市場からの市場拡大に焦点を当て、既存の経営資源と新たに獲得した

経営資源を上手く組み合わせ、さらに相乗効果を生み出す能力を明らかにしていく。そして、

第 4に、本章での到達点を示した上で、今後の課題を示して結びとする。 

本章の研究方法は単一事例研究である。上述のように、ビンボ社の米国市場全体の攻略

は、エスニック・マーケティングの視点から考えると逸脱事例に位置づけられる。さら

に、時間的経過とともに変化する状況（動き）を捉えようとしている。したがって、単一

事例研究としての妥当性(Yin,2018)が担保されている。 

  

 
1 初出は、杉村（2023a）の『多国籍企業研究』16 号である。 
2 代表的なエスニック・マーケットは、海外市場における母国系市場。例えば、日系企業の視点からは米国における日

系人市場、メキシコ企業の視点では米国内のメキシコ系住民市場を指す。他方で、米国のメインストリームにあたるア

ングロサクソン系住民は、エスニック市場とは見なさない。 
3 研究の出発点では、エスニック・マーケティングを活用したことが、（市場参入のみならず）市場拡大期においても

最大の論点だと見受けられたが、研究が進むにつれ、買収先の経営資源の活用に論点が移行していく。 
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２．分析視点としてのエスニック・マーケティング及び経営資源の組み合わせ 

 

（１）市場参入戦略としてのエスニック・マーケティング 

 

 第１章で述べたように、エスニック・マーケティングとは、エスニシティ(ethnicity)で

識別された顧客、クライアント、パートナー、コミュニティ、社会全体にとって価値のある

ものを創造し、伝達し、提供し、交換するための活動、一連の制度、およびプロセスのこと

であった（Pires and Stanton, 2014, p.9)。「エスニシティ(ethnicity)で識別された顧客」

をターゲットにしている点、さらに「コミュニティ（またはグループ）」という括りで捉え

る点が、エスニック・マーケティングの独自性であることを前述した。他方で、Pires and 

Stanton (2014, p.44)は、エスニック市場にターゲットを絞ることによって市場規模が小

さくなりすぎ、事業として採算がとれなくなることがある点を課題として挙げている。先行

研究は、エスニック市場の消費者にターゲットを狭めた上での市場攻略の議論に終始し、課

題に対する十分な研究がなされてこなかった。 

また、Pires and Stanton (2018, p245)は、エスニック・マーケティング・ミックスの 8

つの「P」の 1 つにあたる Place(コミュニティが発生している場所)の重要性、及びエスニ

ック消費者が集うコミュニティを活用すべきだと主張している。しかし、広域に分散または

点在するコミュニティにどのようにアクセスすればいいかについての議論は先行研究でな

されてこなかった。 

海外市場への参入において、エスニック・マーケティングを活用していた事例は、少なか

らず存在する。杉村（2021）は、ある日系大手パンメーカーの米国市場参入においてエスニ

ック・マーケティングを活用し、日系エスニック市場で一定の足場を構築することに成功し

たケースを取り上げた。 

パンは一見するとグローバルな食品である。多くの国々にはパン市場がすでに存在して

いる。しかし、パンにはエスニシティが極めて強く埋め込まれている4。パンの異文化間の

の壁は高い。なぜなら、パンのような食品を文化の壁を越えて日常的に食べてもらうために

は他の料理との調和を考え、エスニシティ由来の「食のライフスタイル」と調和する必要が

あるからである。さらに、「食のライフスタイル」を変えるには、実際の行動変化を促す必

要があり、エスニック・クロスオーバー5のハードルは格段に上がる。各国のパンの違いは、

エスニシティ由来の価値観の多様性によるものであり、優劣はない。パンという一見グロー

バルな商品は、実は極めてローカルな商品である。さらに言えば、エスニック・エンベデッ

ドネス6が強い商品である。自ずと、パンメーカーは海外市場の母国系エスニック市場に参

 
4 さらに言えば、パンは、エスニシティのレベルにとどまらず、各家庭レベル（さらには個人レベル）の嗜好性が反映

されやすい。家庭料理としてのパンである。 
5 エスニック・クロスオーバーとは、少数派の民族グループの文化的な経験を反映した製品が、対象となる民族グルー

プ以外の消費者の間で浸透すること（Grier et al., 2006, p.35）。 
6 エスニック・エンベデッドネス(Ethnic embeddedness)とは、製品がそのエスニック・グループに関連している度合
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入する。しかしながら、米国市場に参入した日系パンメーカー数社のいずれもが母国系エス

ニック市場からの市場拡大に失敗し、母国系エスニック市場の需要規模が小さい点ゆえに

採算のとれるビジネスにならず、撤退や事業譲渡に追い込まれた7（杉村, 2021）。 

これらの研究から、エスニック・マーケティングを活用した海外市場参入は一定の成果を

上げられることが分かっているが、その後の市場拡大をどのように行なっていけばよいか

は、依然として課題として残っている。つまり、海外のパン市場において、あるエスニック

市場とメインストリーム市場との間に存在する文化の壁が高い点、エスニック市場の需要

規模が小さい点、広域のエスニック市場へ流通面でアクセスしにくい点が課題として残っ

ていた。本章は、エスニック・マーケティングを活用して海外市場に参入を果たした後、こ

れらの課題を克服し、海外市場全体8を攻略する方法があることを明らかにしていく。 

 

（２）狭い商圏内のエスニック市場から抜け出すための経営資源の組み合わせ 

 

 本節では、分析枠組みを提示する。既存研究の課題は、エスニック・マーケティングによ

り海外市場に迅速に拠点を築けたとしても、狭い地域で、かつ需要規模が小さいエスニック

市場にとどまり続けていては、採算の合うビジネスにはならない点であった。既存の経営資

源である「本国での製品ブランド」をより多くのエスニック消費者に販売する必要がある。

しかし、米国市場の場合、エスニック市場の消費者は広範囲に分散、もしくは広域にわたり

点在するコミュニティにおり、アプローチしづらい。国際市場開発においては、チャネルが

マーケティング・ミックスの他の諸要素より基礎的で先行的な役割を果たす（竹田, 1985, 

p.41）ため、真っ先に解決しなければならない問題となる。パンのような賞味期限の短い生

鮮食料品の日配事業を行なう場合、消費者に新鮮な商品を届けるために、できる限り消費者

に近い場所に流通拠点を構築するなど、充実した流通網が必須である。さらに、海外市場に

おける販路拡大においては、自国市場下とは異なる販売力も必要となる。新しい経営資源と

して、現地流通網と現地販売力が必要となる。これらの経営資源を手に入れることができれ

ば、既存経営資源の「本国での製品ブランド」と組み合わせて、広域のエスニック市場の消

費者にアクセスできるとともに、エスニック市場に深く浸透することができる。また、エス

ニック市場の需要規模が小さい問題を克服するためには、メインストリーム市場を攻略す

ることも重要な選択肢となるため、その市場攻略に向けた新規獲得経営資源と既存経営資

源との組み合わせも必要となる。以上のことから、分析枠組みを次のように提示する（図表

7-1）。 

 

 

いのこと(Williams, 1995)。つまり、製品にエスニシティが埋め込まれている度合いのことである。 
7 アンデルセン・グループは 2020年に米国市場から撤退した。  
https://r.nikkei.com/article/DGKKZO69217570Y1A210C2HE6A00?gift=g2ls5gLwQCqjA0ODE5NjM2NDekNEktLaAeAQ.nMaNUl

bE&s=6（アクセス日、2022 年 12月 18日） 
8 海外におけるエスニック市場とメインストリーム市場を合わせて、海外市場全体と呼ぶ。 
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図表 7-1 狭いエスニック市場から抜け出すための経営資源の組み合わせ 

 

 
 

（出所）筆者作成 

 

３．ビンボ社の米国市場開拓のケース 

 

本章は、探索的ケース・スタディにもとづく質的研究方法を採用している。ビンボ社が公

開している BMVレポートの歴史記述を中心に、同社の年次報告書、創業者の自伝書、創業者

へのインタビューをまとめた著書などを参考に、米国市場参入から市場全体攻略までを史

的にまとめた。その上で、エスニック・マーケティング、及び経営資源の組み合わせの観点

からデータ処理及び分析を行なった。2つの時代区分に分け、第 1に米国市場への参入前か

ら参入後の確立期、第 2に米国市場での拡大期を記述していく。ビンボ社の米国事業の歴史

をまとめた第５、６章と重複するが、米国市場攻略に関係する２つの分析視点から簡潔にま

とめ直してある。 

 

（１）ビンボ社の米国市場での確立期 

 

ビンボ社はメキシコ市場で成功し、成長に向けて米国市場への進出を考えていた(Silvia, 

2008, p.314)。創業メンバーの１人であるロベルト・セルヴィッチェ（以下、ロベルト）は、

ビンボ社の米国市場への参入前に、ビンボ社製品を米国市場で販売して流通業者に次のよ

うな不満を抱いていた(Silvia, 2008, p.314)。 

 

「1969 年にハーバード大学に留学したときから、米国が私たちの自然な市場であることは

明らかでした。1983 年には、第三者がビンボ製品の流通を開始することを試みた。ヒュー

ストンでパンやお菓子を配達させたが、失敗した。彼らはとても不誠実なディストリビュー

ターで、支払い期限を守らず、私たちは損をしました。」 

 

ロベルトは 1969 年には直感的に米国市場を次の市場として意識しており、そのために、

米国市場でビンボ社製品を販売しようとする複数の流通業者に米国市場での販売を認めた。
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しかし、流通業者の不誠実な対応から、自社での米国市場開拓へと切り替えていく。1985年、

ロベルトは自分で流通ルートを開拓することを決意する（Silvia,2008, p.314)。テキサス

でのルート開設には、マリネラ社9の元マネージャーのペドロ・ノヨラ氏を招聘し、ヒュー

ストンで 5 つのルートを持つ流通会社を立ち上げ、パンの流通網の構築に成功した

（Silvia,2008, p.314)。 

その後、ロベルトとペドロ・ノヨラは、カリフォルニアに移り、ロサンゼルスに代理店を

作り、8年間にロサンゼルスからサンフランシスコまでの米国西部に 200 以上のルートを作

りあげた（Silvia,2008, p.314)。最初はメキシコシティで作られた製品だけを売っていた

が、その後モンテレイ、チワワ、メヒカリ、ティファナで製造した製品が、そのロサンゼル

スの代理店を通じて販売されるようになり、市場の拡大のための重要な手段となった

（Silvia,2008, p.314)。Roberto(2009, p.21）は、「テキサス州のヒューストン、カリフォ

ルニア州のロサンゼルスの拠点は、小さな販売会社」と述べているが、ビンボ社にとって、

米国進出の大きな足掛かりとなった。さらに、Roberto(2009, p.21）は、「トルティーヤ、

トウモロコシ、小麦の市場開拓に取り組み、そのことが、テキサス州に 10 工場を持つ 100

年の歴史を持つファミリービジネス、Mrs. Baird’s 社 (以下、ベアード社)の買収につな

がった」と述べている。ベアード社を買収した後、子会社を管理することが複雑になり、管

理運営をより明確に行うための組織が必要となった（Roberto, 2009, p.21）。1999年に、

Bimbo Bakeries U.S.A.（以下、BBU社）が、フォートワースに設立された（Roberto, 2009, 

p.21）。これにより、メキシコの経営陣のもとで、米国事業全体がコントロールされる体制

が整備された（Roberto, 2009, p.21）。 

ベアード社を買収したことで、BBU社はテキサス州で認知度の高いブランドを持ち、アン

グロサクソン系住民向け市場10の主要なプレーヤーとなった(Bimbo, 2001b, p.38)。BBU社

の旧ベアード社は、テキサス州で最も影響力のある地域密着型のメーカーであり、州内シェ

アは 28％を超えていた(Bimbo, 2001b, p.53)。また、BBU社は米国のヒスパニック市場（主

にメキシコ系住民）に向けて、ビンボとマリネラ11のブランドでメキシコから輸出されてい

る 20種類以上の製品を販売した(Bimbo, 2001b, p.38)。（米国において）ビンボとマリネラ

の業績は傑出しており、健全かつ収益性の高い成長を実現した(Bimbo, 2002a, p.12)。米国

のパン市場の特性上、参入に非常に大きな障壁となる主要流通チャネルを利用することで、

ビンボ社の米国における事業を強化することが可能となった（Bimbo, 2001b, p.27）。 

また、ビンボ社は、テキサス州内でベアード社の名前を使って販売を続けることを宣言し、

他地域でベアード製品とビンボ製品を立ち上げるためにベアード社をスプリングボードと

して使う意図があることを表明した(Goldberg et al., 1998, p.7）。Mrs. Baird’s ブラン

ド（以下、ベアードブランド）を活用することによりメインストリーム市場をさらに拡大す

 
9 マリネラ社はビンボ社の主要子会社(Bimbo, 2020b)。 
10 アングロサクソン系住民向け市場は、米国のメインストリーム市場である。 
11 マリネラ(Marinela)は、ビンボ社の菓子ケーキ・クッキーなどのブランド。 
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るとともに、その拡大された商圏に対してビンボ社のメキシコブランドをメキシコ系エス

ニック市場に浸透させた。 

 

（２）ビンボ社の米国市場での拡大期 

 

2002年、ジョージ・ウェストン社の米国西部のパン事業(以下、WFIの米国西部事業)を、

6 億 1千万ドルで買収した(Bimbo, 2003a, p.11)。BBU社は米国第 4位、米国西部でのリー

ダーとなり、2001年比 73.3％増の売上成長を達成した(Bimbo, 2003a, p.11)。袋入りパン

の Oroweat（オロウィート）ブランドとテキサス、コロラド、カリフォルニア、オレゴンの

5 工場、約 1,300ルートに及ぶ効率的な直販網などの資産を獲得した(Bimbo, 2003a, p.35)。

さらに、ビンボ社は Thomas'（トーマス）ブランドなどの米国西部における販売権を取得し

た(Bimbo, 2003a, p.35)。ビンボ社は、2002年の買収後、有名ブランドでの米国の大型ス

ーパーへのアクセスを活用して、ビンボ社のメキシコブランド製品を販売した(Siegel, 

2007, p.6)。 

2009年には、ジョージ・ウェストン社から米国東部のパン事業（以下、WFIの米国東部事

業）を買収した(Bimbo, 2010b, p.37)。ビンボ社はプレスリリース12で次のように述べてい

る。 

 

「主に東海岸を拠点としていた WFI の事業は、地理的にも商業的にもビンボ社の既存事

業を補完し、ビンボ社が 2002年に WFIの米国西部事業を買収したことに続くブランド・ポ

ートフォリオの再構築、全米規模の小売業者とのより強固なパートナーシップを築くため

の全国的なプラットフォームを生み出す。WFI 社の流通モデルを統合することにより、ビン

ボ社の米国事業は、新規市場への拡大、ビンボ社のヒスパニックブランドの浸透の加速、イ

ングリッシュマフィンやベーグルなどのカテゴリーの未普及市場における潜在的成長力の

活用が可能となる。（中略）買収金額は、23億 8,000万ドル、22の製パン工場、4,000以上

の流通ルートを含んでいる。」 

 

WFIの米国東部事業の統合と買収したリージョナルブランド製品の全米配送により、売上

高は前年比ほぼ 3 倍となった(Bimbo, 2010a, p.25)。BBU 社と WFI の米国東部事業の統合

は、主にヒスパニック系住民をターゲットとしている小売業者に向けた包装パンおよび菓

子パンの製造、流通、販売、およびメキシコからの輸入品の流通を主要事業としている

(Bimbo, 2011b, p.36)。BBU社は、米国の袋入りパン市場において市場シェア 21％となり

(Bimbo, 2011b, p.36)、ビンボ社はアメリカ大陸で売上 No.1の製パン会社となった(Bimbo, 

 
12 2008年 12 月 10 日発表のプレスリリースのタイトル名「ビンボ社が WFI 社を買収し、米国パン業界のリーダー企業

の誕生」より。https://grupobimbo-com-custom01-assets.s3.amazonaws.com/s3fs-

public/Grupo_Bimbo_PR_WFI_20081210_eng_0.pdf （アクセス日、2021年 8月 11日） 
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2011a, p.1)。 

2010年 11月 9日、ビンボ社は Sara Lee社（以下、サラ・リー社）のパン事業を 9億 5,900

万ドル（暫定価格）で獲得することに合意したと発表した(Bimbo, 2012a, p.141)。サラ・

リー社は、米国の袋入りパン市場において 11.6％のシェアを持っていた(Bimbo, 2011b, 

p.38)。買収契約には、米国、アジア、アフリカ、東欧・中欧のパン製品に使用されるサラ・

リーブランドのライセンス無料と、それぞれのローカル市場で高い認知度を持つ地域ブラ

ンドがリストに含まれていた(Bimbo, 2012a, p.141)。サラ・リーブランドを全米メインス

トリーム市場向けのブランドとして位置付け、流通を拡大した(Bimbo, 2014a, p.209)。こ

の買収により、ビンボ社の米国での市場シェアは、袋入りパン市場で 19％から 30％に拡大

した(Bimbo, 2014b, p.43)。米国パン市場で売上 No.1の地位を確立し、同時に、世界最大

のパンメーカーになった（Bimbo, 2015b,ｐ.43）。 

大型買収 3件に共通して、次の 2 つがあげられていた。まず、買収によりアングロサクソ

ン系の人々の間でのプレゼンスを拡大することができ、米国におけるビンボ社のプレゼン

スを強化することができた点である(Bimbo, 2003b, p.25; 2010b, p37; 2011b, p.38)。2

つ目は、ヒスパニック系の人口が大幅に増加している米国において、メキシコの一流ブラン

ドと BBU社の事業を統合できた点である(Bimbo, 2003b, p.25; 2010b, p.37; 2011b, p.38)。

BBU社は、ビンボ社のメキシコブランドを米国で販売しており、買収先の販売ルートを活用

することで、米国での市場を大幅に拡大した(Bimbo, 2003a, p.11; 2012b, p.38)。米国で

の最も大きな成長は、ヒスパニック系消費者向けのメキシコ製品の販売から継続して生ま

れており、このセグメントへよりアプローチするために、多数の新ルートを開設した(Bimbo, 

2007a, p.8)。 

ビンボ社は 2013 年度に、EBITDA（償却前営業利益）で 7.3%の利益率（売上高 79,767 百

万ペソ、EBITDA 5,798百万ペソ）をあげた(Bimbo, 2014b, p.85)。 

ビンボ社 CEOのダニエル・セルヴィッチェ13（以下、ダニエル）は、米国のメキシコ系住

民の顧客ロイヤルティの高さを、次のように説明している(Siegel,2007, p.6)。 

 

「私たちが米国で（メキシコ系住民に）売っているものは、基本的にノスタルジアである。

私たちは強い絆で結ばれた彼らの歴史の一部を販売している。私たちは米国におけるメキ

シコブランドの強力なインパクトを見ており、そのインパクトは、メキシコ国内を凌ぐほど

である。」 

 

ダニエルは、ビンボブランドに対する顧客ロイヤルティは、メキシコ国内のメキシコ人よ

りも米国内のメキシコ系住民の方が高いと述べている。ダニエル氏は、その理由として、ノ

スタルジア（望郷の念）という言葉を挙げ、米国のメキシコ系住民がメキシコに住んでいた

 
13 ダニエル・セルヴィッチェは、1997年からビンボ社の CEO を務め、ビンボ社の米国事業拡大を主導した。 
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頃に慣れ親しんで食べていた故郷の味（と記憶）が、顧客ロイヤルティを高めていると言う。

一般的に、海外在住の人々が母国の食品を恋しくなる心境に通じる。上述したように、パン

はエスニック・エンベデッドネスが極めて強い食品であるため、海外のエスニック市場攻略

において多大な恩恵を受けられる。これが、海外市場においてエスニック・マーケティング

を活用する意義の本質である。 

 

４．米国のエスニック市場からの拡大と経営資源の組み合わせ 

 

（１）エスニック市場からの拡大と市場全体の攻略 

 

ビンボ社による米国市場全体の攻略ステップは、図表 7-2のとおりである。 
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図表 7-2 ビンボ社の米国市場全体の攻略ステップ 

 

ステップ 段階 活用した 

買収先企業 

リソース 

（大分類） 

主要リソース 

（小分類） 

① エスニック市場へ参入 - 既存経営資源の活用 本国での製品ブランド 

② (買収により)メインスト

リーム市場へ拡大 
Mrs. Bairds 社 新規経営資源の獲得 ・現地流通網 

・現地プレゼンス力 

③ 広域のエスニック市場へ

浸透 

既存経営資源と 

新規経営資源の活用 

・本国での製品のブランド 

・現地流通網 

・現地プレゼンス力 

④ 新メインストリーム市場

への拡大 

既存経営資源と 

新規経営資源の活用 

・(買収先の)現地製品ブランド 

・高度な流通オペレーション能力 

⑤ 新メインストリーム市場

の商圏でエスニック市場

へ浸透 

既存経営資源と 

新規経営資源の活用 

・本国での製品のブランド 

・拡大された現地流通網 

・拡大された現地プレゼンス力 

②′ ②と同様 Weston社の 

米国西部の 

パン事業 

②と同様 ②と同様 

③′ ③と同様 ③と同様 ③と同様 

④′ ④と同様 ④と同様 ④と同様 

⑤′ ⑤と同様 ⑤と同様 ⑤と同様 

②″ ②と同様 Weston社の 

米国東部の 

パン事業 

②と同様 ②と同様 

③″ ③と同様 ③と同様 ③と同様 

④″ ④と同様 ④と同様 ④と同様 

⑤″ ⑤と同様 ⑤と同様 ⑤と同様 

②‴ ②と同様 Sara Lee 社の 

パン事業 
②と同様 ②と同様 

③‴ ③と同様 ③と同様 ③と同様 

④‴ ④と同様 ④と同様 ④と同様 

⑤‴ ⑤と同様 ⑤と同様 ⑤と同様 

 

（出所）筆者作成 

 

ステップ①は、米国のメキシコ系エスニック市場への参入段階である。ビンボ社のメキシ

コブランド製品を（配合を変えずに）輸出することからはじまった。メキシコ系エスニック
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市場向けのビジネスはメキシコ系住民には支持されたが、ビンボ社のメキシコブランド製

品のみで事業を展開するという戦略は失敗に終わり、ヒスパニック系住民だけに限定する

のではなく、米国市場で知られているブランドを使うために方針の変更が不可欠だった

（Lázaro,2010,p.35）。狭い商圏内のエスニック市場の規模では、採算の取れるビジネスに

成らなかった。そのため、ビンボ社は戦略の方向転換を図り、現地企業の買収へと舵をきっ

た。ステップ②は、現地の優良メーカー、ベアード社の買収によりテキサス州のメインスト

リーム市場をそのまま手に入れるとともに、新しい経営資源として、「現地流通網」と「現

地プレゼンス力」を手に入れた。ステップ③は、新しく獲得した経営資源を活用し、広域の

エスニック市場へ浸透していく段階である。既存の経営資源である「本国での製品ブランド

（ビンボ社のメキシコブランド）」と新規獲得した経営資源の「現地流通網」との組み合わ

せにより、新規流通ルート及び新規販路を構築した。さらに、買収先の優良メーカーが持つ

「現地プレゼンス力」が「本国での製品ブランド」の販路拡大に貢献した。優良メーカーの

コーポレートブランドに由来する「現地プレゼンス力」は、買収先企業の営業部隊や顧客ネ

ットワーク（市場シェア）により効力を発揮した。ステップ④は、「買収先の現地製品ブラ

ンド」を、新しい地域（未開拓地域）のメインストリーム市場（以下、新メインストリーム

市場）へ広めていく段階、または新規販路の開拓に活かす段階である。既存経営資源の「高

度な流通オペレーション能力14」と組み合わされることによって可能となった。この市場拡

大では「拡大された現地流通網」と「拡大された現地プレゼンス力」が生み出された。ステ

ップ⑤は、既存経営資源の「本国での製品ブランド」が、④で生まれた「拡大された現地流

通網」、および「拡大された現地プレゼンス力」と組み合わされることにより、新メインス

トリーム市場の地理的商圏内においてエスニック市場に浸透した。 

なお、ステップ④で挙げた既存経営資源の「高度な流通オペレーション能力」は、ステッ

プ③及び⑤においても重要な役割を果たしている。ビンボ社は創業当時から流通オペレー

ション能力を磨き続けてきた。ビンボ社は創業にあたり、当時のメキシコ市場のニーズ、す

なわち「顧客へのタイムリーで質の高い対応」と「商品の鮮度」を第一に考えた（Bimbo, 

2020b,p.46）。これらのニーズを満たすために、（製造する製品とその包装の特徴を決め、さ

らに）直販システムを導入し、（創業当時、）売れ残った製品を 2日ごとに入れ替えた（Bimbo, 

2020b, p.46）。Casanova and Fraser（2009, p.98）は、「ビンボ社は、1980年代後半にメ

キシコ全土に広範な販路と流通網を持ち、毎日 42万件の配送を行なっていた。（中略）ビン

ボ社はメキシコの流通ネットワークを掌握していた。同社は流通ネットワークの効率性と

最適なオペレーション能力を促進するための長期的な投資にも定評がある。（中略）1990年

代にはコンピューターを導入して流通システムを近代化し、商品をジャストインタイムで

提供した。」と述べている。また、当然ながらビンボ社の資金力は全てのステップで活かさ

 
14 Guillén and García-Canal(2013, p.24)は、「他の大手パンメーカーと一線を画すビンボ社の最大の強みは、何万も

の販売拠点を含む複雑な流通ネットワークを管理するための、長年の経験に裏打ちされた方法論である。」と述べてい

る。 
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れている。 

買収 2、3、4件目は、買収 1件目のステップ②～⑤を繰り返していた。買収 2件目のステ

ップは、②’、③’、④’、⑤’であり、買収 3 件目は②’’、③’’、④’’、⑤’’となり、買収 4 件目は

②’’’、③’’’、④’’’、⑤’’’と示した。 

ビンボ社による買収 1件目の市場拡大イメージ、および買収 1件目と買収 2、3、4件目の

違いを図表 7-3で示した。買収 2、3、4件目では①が無くなる。さらに、買収の回数を重ね

るにつれて、買収先の事業規模（市場シェア）が大きくなっていることを右肩上がりの矢印

で示した。この図表で使用している番号は、図表 7-2と一致させてある。 

 

図表 7-3 ビンボ社による米国市場拡大のイメージ 

 

＜買収１件目（米国市場南部の攻略イメージ）＞ 

 

（出所）筆者作成 
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＜買収 1件目と買収 2、3、4件目の違い（米国市場全体の攻略イメージ）＞ 

 

 

（出所）筆者作成 

 

また、ビンボ社の米国市場全体の攻略を次のようなフロー図で示した（図表 7-4）。この

図表で使っている番号も図表 7-2と一致させてある。 

 

図表 7-4. ビンボ社による米国市場全体攻略のフロー図 

 

 

 

＊ 図形の違いは、四角は各ステップ、ひし形は買収、丸は市場獲得状況を表している。 

（出所）筆者作成 
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このフロー図の色塗り部分（①をはじめ、③、③’、③’’、③’’’の部分、⑤、⑤’、⑤’’、⑤’’’の

部分）において、エスニック・マーケティングが実施され、ビンボ社のメキシコブランドが

市場に浸透していった。つまり、ビンボ社はエスニック・マーケティングを徹底活用してい

た。結果的に、米国パン業界 No.1のシェアと高利益率を達成した。 

 

（２）経営資源の組み合わせと「エスニック・マリアージュ」 

 

 ビンボ社は、ステップ③、④、⑤の一連の流れの中で、既存経営資源と買収で獲得した新

規経営資源をうまく組み合わせ、各ステップにおいて、次なる経営資源としての「新規流通

ルート及び新規販路」を創出していた。ステップごとの経営資源の組み合わせは、次のとお

りである（図表 7-5）。 

 

図表 7-5. 経営資源の組み合わせとエスニック・マリアージュ 

 

 

（出所）筆者作成 

 

ステップ③では、既存経営資源である「本国での製品ブランド（ビンボ社のメキシコブラ

ンド）」が、新規経営資源である「現地流通網・現地プレゼンス力」と組み合わされた。そ

の際には、既存経営資源の「高度な流通オペレーション能力」が活用されていた。続くステ

ップ④では、新規経営資源の「現地の製品ブランド（買収先の製品ブランド）」及び「現地

流通網・現地プレゼンス力」が、既存経営資源の「高度な流通オペレーション能力」と組み

合わされた。この結果、新規経営資源の波及効果による「拡大された流通網・拡大された現

地プレゼンス力」が構築された。ステップ⑤では、それらの新規経営資源の波及効果による

「拡大された流通網・拡大された現地プレゼンス力」が、「本国での製品ブランド」及び「高

度な流通オペレーション能力」と組み合わされた。 
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以上のように、ステップ③、④、⑤における「新規流通ルート及び新規販路」の創出にお

いて、既存経営資源の「高度な流通オペレーション能力」が中核的な役割を果たし、相乗効

果を生み出していた。「高度な流通オペレーション能力」を背景に、新規流通ルート及び新

規販路）を次々に構築することができたのである。 

また、ステップ③から⑤までの一連の流れにおいて、各ステップでの次なる経営資源の創

出にあたり、製品ブランドを本国での製品ブランド（既存経営資源）、現地の製品ブランド

（新規経営資源）、再び本国での製品ブランド（既存経営資源）へと切り替えていた。杉村

（2021）によると、日本のある大手パンメーカーは、米国において自社ブランドで売ること

にこだわり15、現地ブランドを獲得する選択をしなかった。対照的に、ビンボ社は買収先の

現地ブランド製品を積極的に有効活用していた。ビンボ社は買収によって現地ブランドを

手に入れた際に非常に喜び16、それらのブランドによってメインストリーム市場をさらに拡

大することができると考えていた(Goldberg et al., 1998, p.7）。この違いが生まれた要

因は、ビンボ社がエスニック・グループ間に存在するパン（や味覚）の違いに優劣はないこ

とを十分に認識できていた点にある。ビンボ社は、異なるエスニシティ由来の製品ブランド

（既存ブランドと新規獲得ブランド）を両方とも活用し、既存経営資源と新規経営資源を連

続的に上手く組み合わせながら相乗効果を生み出し、次なる経営資源を創出する能力を持

っていたと言える。本論文では、この能力を暫定的に「エスニック・マリアージュ (ethnic 

mariage)」と呼ぶことにする17。 

「エスニック・マリアージュ」とは、複数のエスニシティ（または異文化）を内包する市

場において、エスニシティ間（または異文化間）に大きな相違がある場合に、その相違を尊

重し活かしながら市場拡大を達成するための新しい概念であり、既存経営資源と新規経営

資源が連続して組み合わされる（複数のステップの）中で、各ステップが連動することによ

って相乗効果を生み出しながら、次なる経営資源を創出する能力のことである。異なるエス

ニシティ由来の製品ブランド（既存ブランドと新規獲得ブランド）が、それぞれの対応する

市場（エスニック市場とメインストリーム市場）を拡大していることから分かるように、異

なるエスニシティ由来の既存ブランドと新規獲得ブランドが、それぞれのエスニシティの

アイデンティティを堅持している点に最大の特徴がある。「エスニック・マリアージュ」は、

ダイナミック・ケイパビリティの概念に内包される様々なタイプの 1 つとして位置付けら

れる（図表 7-6）。 

  

 
15 『中日新聞』1983年 10 月 25 日朝刊 
16 https://grupobimbo-com-custom01-assets.s3.amazonaws.com/s3fs-public/GrupoBimbo_II_PR_20020122_eng_0.pdf 

（アクセス日、2021年 8月 11日） 

17 マリアージュとは、フランス語で「結婚」。ワイン用語では料理とワインとの組み合わせ、またその相性。互いに香

りや味を高め合う組み合わせに「すばらしいマリアージュ」などという。 

https://kotobank.jp/word/%E3%83%9E%E3%83%AA%E3%82%A2%E3%83%BC%E3%82%B8%E3%83%A5- 

635982（アクセス日、2022 年 12 月 12 日） 
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図表 7-6. ダイナミック・ケイパビリティに内包される「エスニック・マリアージュ」 

 

     

（出所）筆者作成 

 

Teece(2013)は、ダイナミック・ケイパビリティとは、急速な環境変化に対処するために、

機会を感知・捕捉し、内部・外部ケイパビリティの統合・構築・再配置を半連続的に実行す

るための組織・経営者のケイパビリティ、つまり企業が環境を形づくり、長期的（持続的）

な競争優位を確立するための企業固有の統合的なメタ（高次の）・ケイパビリティであると

論じている。さらに、Teece(2013, p.37, および p.42)は、共特化18、及び再配置（ないし

転換）による資源活用の相乗効果を論じている。つまり、「エスニック・マリアージュ」の

基本は、ダイナミック・ケイパビリティである。本章は、エスニシティ（または、異文化間）

の違いに焦点を当てることによって、ダイナミック・ケイパビリティの新たなタイプを提案

し、既存研究を拡張させた。 

「エスニック・マリアージュ」による海外市場全体の攻略は、製品がエスニック・クロス

オーバーを起こさなくても海外市場全体を攻略できる場合があることを示している。ビン

ボ社は、合計 4件の大型買収を実施し、合計 12 回（買収 4件×3つのステップ）にわたり、

既存経営資源と新規経営資源の組み合わせを行ない、「エスニック・マリアージュ」により

海外市場全体を攻略することができた。 

結果的に、ビンボ社は現地メーカーより大きな市場を手に入れることができた。現地メー

カーは最も大きなメインストリーム市場に経営資源を投入することを重視し、小規模なエ

スニック市場に注力しにくい。小規模な市場では大企業の成長ニーズを解決できないので

 

18 共特化とは、資産の間に双務的依存関係を生み出すことを言い、共同利用によって価値が高まる(Teece, 2013, 

p.16, および p.44)。 
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ある(Christensen, 2013)。ビンボ社は新規参入企業が持つベンチャー精神を発揮し、小さ

な市場から大きくしていくことに抵抗がなかった。メインストリーム市場とメキシコ系エ

スニック市場を両方とも手に入れられた点は、現地企業にはないビンボ社の競争優位性と

なった。米国市場における最終的なゴールを、進出先のメインストリーム市場を含む市場全

体の攻略として設定できる企業こそが、「エスニック・マリアージュ」を活用した市場拡大

の恩恵を受けられる。 

 

５．結論と今後の課題 

 

本章では、ビンボ社の米国市場への参入と市場での地位確立の経緯をエスニック・マー

ケティングの視点から明らかにしたとともに、参入先の市場での市場のさらなる拡大に

は、既存の経営資源と新たに獲得した経営資源をうまく組み合わせる能力が必要になるこ

とを示した。つまり、ビンボ社のケースは、パンという製品において、エスニック・マー

ケティング及び「エスニック・マリアージュ」を活用し、米国市場全体を攻略できること

を示した。 

この考察結果から導き出される理論的及び実務的インプリケーションは、次のとおり 5点

あげられる。まず、既存経営資源と新規経営資源を連続して上手く組み合わせ、相乗効果を

生み出す、「エスニック・マリアージュ」とでも呼べる能力があることを仮説として示した。

これは基本的にダイナミック・ケイパビリティであり、ダイナミック・ケイパビリティの概

念に内包される様々なタイプの一つである。つまり、ダイナミック・ケイパビリティの新た

なタイプを提案し、既存研究を拡張させたことに理論的貢献がある。この「エスニック・マ

リアージュ」の最大の特徴は、エスニシティに焦点を当て、異なるエスニシティ由来の既存

ブランドと新規ブランドが、それぞれのエスニシティのアイデンティティを堅持している

点にある。ビンボ社の事例でいえば、ビンボ社はメキシコ系エスニック市場では本国の製品

ブランドを活用するとともに、メインストリーム市場では買収先の現地製品ブランドを積

極的に活用していた。 

2つ目は、「エスニック・マリアージュ」を活用することによって、エスニック・マーケテ

ィングの先行研究で挙げられていた二点の課題、エスニック市場の需要規模の小ささ、及び

広域のエスニック市場にアクセスしにくい点を克服できることを示した。海外市場におい

て、（パンのような）エスニック・エンベデッドネスが強い商品は、母国系エスニック市場

から抜け出せないことが既存研究の課題となっていたが、「エスニック・マリアージュ」に

よって克服できることを示した。 

3つ目は、海外市場における最終的なゴールを、（エスニック市場だけでなく、）現地企業

買収によって獲得するメインストリーム市場を含んだ市場全体の攻略として設定できる企

業こそが、「エスニック・マリアージュ」を活用した市場拡大の恩恵を受けられる点を示し

た。「エスニック・マリアージュ」を発動するには、現地企業の大型買収が必要とされるた
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め、経営者は巨額投資に伴うハイリスク・ハイリターン型の意思決定を要する。4 つ目は、

「エスニック・マリアージュ」を活用することを前提として、海外市場に小さく入って、そ

こから大きくしていく戦略があることを示した。最後に、日本のパンメーカー数社の失敗に

よると、自国のエスニシティ由来のブランド（自社ブランド）の方が優れているという思い

込みにより、他国のエスニシティ由来のブランド（他社ブランド）を活用する選択に踏み切

れなかった。既存経営資源に固執するのではなく、新しい経営資源を獲得し、次なる経営資

源を創出し続けていくことによって市場を拡大できることを示した。 

本章の限界としては、単一事例研究および探索的事例研究に由来する限界があげられる。

本章で得られたインプリケーションを他の事例を用いた研究、および定量研究などで検証

することが求められる。ビンボ社のケースには様々な特殊要因がある。ビンボ社の国籍（メ

キシコ）、進出先国（米国）、それらの二国間関係、パンというエスニック・エンベデッドネ

スが強い商品、エスニック市場規模の特殊性が挙げられる。一般化できるかどうかは、今後

の課題である。また、暫定的に「エスニック・マリアージュ」という概念を提示したが、そ

の概念についてダイナミック・ケイパビリティの観点から詳細に論じる必要がある。 
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第８章 ビンボ社のダイナミック・ケイパビリティ 

―ダイナミック・ケイパビリティ・フレームワーク（DCF）の分析視点から― 

 

1．はじめに 

 

 Grupo Bimbo社（以下、ビンボ社）は、メキシコ発の多国籍企業として、世界 No.1の売

上規模を誇るパンメーカーである。ビンボ社はメキシコ国内で寡占的地位を獲得した後、

グローバル展開を進め、世界 No.1の地位を獲得することができた。その最大の要因は、

巨大な米国パン市場で圧倒的な市場シェアを獲得し、その地位を揺るぎないものにできた

ためである。2023年末時点のビンボ社は、世界で 100以上のブランド、204の生産工場を

保有し、33か国に進出している（Bimbo, 2023a, p.9）。杉村（2023a）は、ビンボ社が米

国市場を攻略できた要因を研究し、「エスニック・マリアージュ」という新たな概念を導

き出した。「エスニック・マリアージュ」の定義は、次のとおりである（杉村, 2023a, 

p.33）。 

 

「「エスニック・マリアージュ」とは、複数のエスニシティ（または異文化）を内包す

る市場において、エスニシティ間（または異文化間）に大きな相違がある場合に、その相

違を尊重し活かしながら市場拡大を達成するための新しい概念であり、既存経営資源と新

規経営資源が連続して組み合わされる（複数のステップの）中で、各ステップが連動する

ことによって相乗効果を生み出しながら、次なる経営資源を創出する能力のことである。

異なるエスニシティ由来の製品ブランド（既存ブランドと新規獲得ブランド）が、それぞ

れの対応する市場（エスニック市場とメインストリーム市場）を拡大していることから分

かるように、異なるエスニシティ由来の既存ブランドと新規獲得ブランドが、それぞれの

エスニシティのアイデンティティを堅持している点に最大の特徴がある。」 

 

「エスニック・マリアージュ」は、基本的にダイナミック・ケイパビリティであり、ダ

イナミック・ケイパビリティの概念に内包される様々なタイプの一つである（杉村, 

2023a, p.33）。つまり、ダイナミック・ケイパビリティの新たなタイプを提案し、既存研

究を拡張させたことに理論的貢献がある（杉村, 2023a, p.33）。このように、「エスニッ

ク・マリアージュ」は基本的にダイナミック・ケイパビリティだと言及されているが、ダ

イナミック・ケイパビリティであることの具体的記述は不足していた。「エスニック・マ

リアージュ」とダイナミック・ケイパビリティとの紐付けが不十分であった（杉

村,2023a, p.34）。したがって、「エスニック・マリアージュ」という概念について、ダイ

ナミック・ケイパビリティの観点から詳細に論じる必要がある（杉村,2023a, p.34）。こ

の課題に取り組むため、本章の目的は、「エスニック・マリアージュ」という概念を生み

出すもととなったビンボ社の事業活動が、ダイナミック・ケイパビリティを発動させてい
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たことを明らかにすることである。この課題に取り組むために、次のような順番で議論し

ていく。第一に、本章での分析視点である、ダイナミック・ケイパビリティとダイナミッ

ク・ケイパビリティ・フレームワーク（dynamic capabilities framework：以下、ＤＣ

Ｆ）のレビューを行う。第二に、ビンボ社の事例を取り上げ、ＤＣＦの分析視点から米国

市場攻略プロセスと仕組みを説明する。第三に、本章での到達点と課題を示して結びとす

る。 

 

２. ダイナミック・ケイパビリティの先行研究 

 

（１）ダイナミック・ケイパビリティのレビュー 

 

企業の資源ベース論（RBV; リソース・ベースト・ビュー）で強調されるのは、企業は

特異で取引困難な資産・ケイパビリティ1（ないし「資源」）のポートフォリオからなると

いう点である（Teece, 2013, p.4）。この枠組みにおいて、競争優位は、稀少だが適切で

模倣困難な資産、とくにノウハウの所有によって、ある一時点で生じると考えられている

（Teece, 2013, p.4）。しかし、グローバル競争にさらされているだけでなく、イノベー

ション・製造の源泉が地理的・組織的に分散してもいるような急速に変化する事業環境に

おいて、持続的競争優位を確立するには、複製困難な（知識）資産を所有するだけでは不

十分である（Teece, 2013, pp.4-5）。それに加えて、独特で模倣困難なダイナミック・ケ

イパビリティも必要である（Teece, 2013, p.5）。こうしたケイパビリティは、企業の独

特な資産ベースの創造・拡張・アップグレード・保護を継続的に実行し、資源ベースを適

切な形で保持していくために利用できる（Teece, 2013, p.5）。 

原初的な定義によれば、ダイナミック・ケイパビリティとは、急速な環境変化に対処す

るために内部・外部ケイパビリティの統合・構築・再配置を実行する組織・経営者のケイ

パビリティ、ということになろう（Teece, Pisano, and Shuen 1997, p. 516）。 

ダイナミック・ケイパビリティは、組織・経営者のケイパビリティに注目した概念であ

る（Teece, 2013, p.66）。その主な構成要素としては、学習・イノベーションを志向する

組織プロセス、事業の基本的な立案方法、時間の経過のなかで企業の投資選択に影響を及

ぼす意思決定のフレームやヒューリスティクスが挙げられよう（Teece, 2013, p.66）。資

産が市場ではなく経営の領域に取り込まれるようになると、その有効な利用・オーケスト

レーションが不可欠となる（Teece, 2013, p.66）。実際、資産の新結合・共整合化を志向

するオーケストレーションは、ＤＣＦ2の中核をなす（Teece, 2013, p.66）。こうしたオー

 
1 Teece（2013, p. xxxi）は、「ケイパビリティの主要カテゴリーとしては、オペレーショナル・ケイパビリティ、経

営ケイパビリティ、ガバナンス・ケイパビリティ、ダイナミック・ケイパビリティが挙げられよう。最初の３つのカテ

ゴリーは、一般的ケイパビリティとしてまとめられる」と述べている。 
2 DCF は、dynamic capabilities framework（ダイナミック・ケイパビリティ・フレームワーク）の略称。本節の

（2）で詳しく説明している。 
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ケストレーションには、賢明な意思決定と企業家能力が必要になる（Teece, 2013, 

p.66）。経営者は、オーケストレーションの実行において重要な役割を果たすため、ダイ

ナミック・ケイパビリティにとってとくに重要な意味をもつ（Teece, 2013, p.66）。 

ダイナミック・ケイパビリティによって、企業は優れたパフォーマンスを長期的に持続

していくのに有効な、無形資産の創造・活用・保護を実現できる（Teece, 2013, p.4）。

企業レベルの感知、捕捉、再配置といった能力を支えるダイナミック・ケイパビリティの

ミクロ的基礎－特異なスキル、プロセス、手続き、組織構造、意思決定ルール、規律づけ

－を開発し、活用していくのは至難のわざである（Teece, 2013, p.4）。強力なダイナミ

ック・ケイパビリティをもつ企業は、きわめて企業家的である（Teece, 2013, p.4）。そ

して、ビジネス・エコシステムに適応するだけでなく、イノベーションを通じて、また他

企業、団体、機関とのコラボレーション（協働）を通じて、ビジネス・エコシステムを形

づくってもいる（Teece, 2013, p.4）。 

持続的競争優位は、競争優位を支援しうる無形資産の創造・保護が可能な状況でもたら

される可能性が高い（Teece, 2013, pp. xiii- xiv）。顧客ニーズを満たすためのオーケ

ストレーションの対象となる無形資産の構築・購買に成功することこそがその核心である

（Teece, 2013, pp. xiv）。それを実現するためには、経営者は企業家的でなければなら

ず、他者が実行する前に新しい機会を創造するとまではいかなくとも、その機会を感知し

なければならないし、それが許され、必要とされる状況になれば、迅速、巧妙、そして協

働的に実行を企てていかなければならない（Teece, 2013, pp. xiv）。それこそが、ダイ

ナミック・ケイパビリティの本質なのである（Teece, 2013, pp. xiv）。 

Teece(2013)によるダイナミック・ケイパビリティの定義を要約すると、次のとおりで

ある3。ダイナミック・ケイパビリティとは、急速な環境変化に対処するために機会を感

知・捕捉し、内部・外部ケイパビリティの統合・構築・再配置を半連続的に実行するため

の組織・経営者のケイパビリティ、つまり企業が市場を形づくり、長期的な競争優位を確

立するための企業固有の統合的なメタ（高次の）・ケイパビリティである。 

 

（２）分析枠組みとしてのダイナミック・ケイパビリティ・フレームワーク（ＤＣＦ） 

 

ダイナミック・ケイパビリティは、分析のために、①機会と脅威の感知・具体化、②機

会の捕捉、③企業の無形・有形資産の強化・結合・保護に加え、必要な場合に行なわれる

その再配置を通じた競争力の維持、といったことに必要とされる能力へと分解できる

（Teece, 2013, p.5）。Teece（2013, p.51）は、ダイナミック・ケイパビリティ・フレー

ムワーク（dynamic capabilities framework：以下、ＤＣＦ）として、図表 8-1のように

提示している。 

 
3 端的にいえば、ダイナミック・ケイパビリティは、長期的な成功に向けた「変わる力」「変える力」である（谷口, 

2013, p. viii）。 
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図表 8-1 ダイナミック・ケイパビリティ・フレームワーク（ＤＣＦ） 

 

 

 

（出所）Teece (2007) p.1342 (邦訳書（渡部）、p.49)  

 

ＤＣＦにおいては、企業が機会の感知・創造・捕捉・受容を図ると同時に、競争上の脅

威のマネジメントに取り組んで必要とされる転換を実行していく際、どのように資源・特

殊資産の拡張・修正を行いうるかということに焦点が当てられる（Teece, 2013, p. 

xvii）。取引・移転・模倣が困難な無形資産は、とりわけ競争優位の基礎として役立つ

（Teece et al., 1990, 1997; Teece 2000）。このことは、ＤＣＦが発展を遂げていく際

の支柱となっている（Teece, 2013, p. xxxii）。組織は、長期的に成功を収めようとする

のであれば、無形資産を創造・保護・補完・刷新することが基本的な努力目標となるだろ

う（Teece, 2013, p. xxxii）。以下で、ＤＣＦで分解された 3つのケイパビリティを順に

説明する。 
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（a）センシング（機会と脅威の感知・具体化） 

 

新しい機会の感知（および形成）とは、まさにスキャニング、創造、学習、解釈、とい

った活動にほかならない（Teece, 2013, p.10）。研究とその関連活動への投資は、通常そ

うした活動にとって不可欠な補完物とみなされる（Teece, 2013, p.10）。 

「感知」に関連した探索活動は、ビジネス・エコシステムで起きていることについての

情報を含んでいよう（Teece, 2013, p.14）。技術に関して、Ｒ＆Ｄ活動そのものは新しい

製品・プロセスの「探索」の一形態とみなされる（Teece, 2013, p.14）。だがＲ＆Ｄは、

「局所」における探索の証左となっていることが多い（Teece, 2013, p.14）。新製品の大

部分が外部の源泉に依拠する形で導入される高速環境では、探索・探査活動を単に局所的

なものにとどめるべきではない（Teece, 2013, p.14）。企業は、そのビジネス・エコシス

テムの中心部だけでなく、周縁部も探索しなければならない（Teece, 2013, p.14）。 

 

（b）シージング（機会の捕捉） 

 

製品のデザイン・性能についてのスペック（仕様）、ビジネスモデルの採用は、いずれ

も顧客への価値提供、その価値に対する顧客の支払意志の誘引、顧客による支払いの利潤

への変換、といった流れを企業が進めていくうえで有用である（Teece, 2013, p.25）。ビ

ジネスモデルの機能は、価値提案の「明確化」、適切な技術・特性の選択、ターゲットと

すべき市場セグメントの識別、バリューチェーン（価値連鎖）の構造の定義、費用構造と

潜在的利益の測定、を実現する点に求められる（Chesbrough and Rosenbloom 2002, 

pp.533-534）。要するにビジネスモデルは、事業の組織・財務「アーキテクチャ」につい

ての計画にほかならない（Teece, 2013, p.26）。企業がビジネスモデルの創造・調整・改

善を実行し、さらに必要があればその刷新を図る能力は、ダイナミック・ケイパビリティ

の基礎をなす（Teece, 2013, p.26）。 

企業は、バイアス、思い込み、欺瞞、自信過剰を回避するために規律を設けることがで

きよう（Teece, 2013, p.33）。しかし、こうした規律を開発するという課題は、依然とし

て未成熟な段階にとどまっている（Teece, 2013, p.33）。企業という枠組みのなかで意思

決定バイアスを克服するための手続きを実行するには、いまだスキルが広く行き渡ってい

るとはいえず、あと数十年経っても状況は変わらないかもしれない（Teece, 2013, 

p.33）。したがって、意思決定のバイアスやエラーをそれなりに克服するためのテクニッ

クを先見的に導入したアーリー・アダプター（初期採用者）は、競争優位を確立できるだ

ろう（Teece, 2013, p.33）。 
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(c) 脅威/変形のマネジメント（企業の無形・有形資産の強化・結合・再配置） 

 

持続的な収益性に恵まれた成長を実現するためのカギは、企業の成長に合わせ、そして

変化していく運命にある市場、技術の変化に合わせて、資産や組織構造の再結合・再配置

を進めていく能力にある（Teece, 2013, p.37）。 

基本的に企業は、機敏な経営者を採用し、適切なインセンティブ設計を行い、取引が

（ほとんど）行われない資産のコーディネーション・適応を実現する（谷口, 2013, p. 

iv）。しかし、経営者は、とくに環境変化の文脈では、コーディネーション・適応に限ら

ず、企業の資源ベースに補完資産を取り込んでいく資産のオーケストレーションという役

割を果たさなければならない（谷口, 2013, p. iv）。この役割は、変化への適応と、変化

を形づくるのに必要とされる（谷口, 2013, p. iv）。 

Teece（2013, p.51）のＤＣＦの図表 8-1で示されているとおり、ＤＣＦの「脅威/変形

のマネジメント」を構成するミクロ的基礎の 1 つとして、共特化がある。共特化とは、資

産の間に双務的依存関係を生み出すことを言い、共同利用によって価値が高まる（Teece, 

2013, p.16, p.44）。共特化という概念は、「戦略適合性」の継続的な実現に向け、組織の

適応や「適合」というかなり漠然とした概念の 1つの側面を操作化できる(Teece, 2013, 

p.42)。両資産の間に双務的依存関係が生じている資産については、共特化資産という

(Teece, 2013, p.16)。共特化資産は、補完資産という属のなかの特定の１つの種とみな

される(Teece, 2013, p.44)。構築ないし購買によって特化・共特化資産の識別・開発・

共同利用を実現する経営者の能力は、重要なダイナミック・ケイパビリティの１つであ

る。(Teece, 2013, p.44) 

共特化は、ある資産が別の資産に対して、戦略が構造に対して、あるいは戦略がプロセ

スに対して、それぞれもちうる関係性を表す(Teece, 2013, p.42)。そして、捕捉、再配

置の両方にとって重要な意味をもつ(Teece, 2013, p.42)。急速な変化を伴う環境では、

連続的もしくは少なくとも半連続的な再整合化が必要とされるだろう(Teece, 2013, 

p.42)。 

多くの無形資産は特異性をもつため、他の資産とうまくコーディネートされた形で共進

化できるとすれば、その価値はより高まるだろう(Teece, 2013, p.72)。したがって、共

特化資産からなる独特な配置をつくり出す能力によって、価値を増大させることができる

(Teece, 2013, p.72)。要するに、経営者は多くの場合、企業内で特定の資産の配置を生

み出すことによって大きな価値を創造できる(Teece, 2013, p.72)。 

経営者のダイナミック・ケイパビリティには、組織の資源ベースのなかに共特化・補完

資産を頻繁に取り込むような資産のオーケストレーションが含まれる(Teece, 2013, 

p.80)。経営者は、そうした資源の束をつくり出さなければならない(Teece, 2013, 

p.80)。 
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３．ビンボ社のダイナミック・ケイパビリティ 

 

ビンボ社の米国市場攻略に至るまでの過程は、全てが順調だったわけではない。米国市場

への参入当初は事業の採算が合わず、何度も方針を変更している。中でも、メキシコブラン

ド製品だけで市場拡張を目指す方法から戦略変更し、買収先の現地製品ブランドとともに

双方を活用する戦略への転換は見事であった。この戦略変更の意思決定を契機に、ビンボ社

は米国市場攻略の成功プロセスを確立していった。買収した現地パンメーカーから獲得し

た経営資源を上手く活用し、既存の経営資源と組み合わせることによって、次なる経営資源

を創出し、市場拡大のための相乗効果を生み出していた。これらの過程で、ビンボ社はダイ

ナミック・ケイパビリティを発動させていたことを明らかにしていく。そのために、再度、

ビンボ社の米国市場攻略の歴史を取り上げ、ＤＣＦの視点から分析していく。 

 

（１）センシング（機会/脅威の感知）のケイパビリティ 

 

企業が海外進出をする際、一般的に大きなビジネス環境の変化にさらされる。製パンメ

ーカーの経営者が海外パン市場への参入意思決定をする際には、市場の非連続性（異質

性）に十分留意する必要がある（杉村, 2023b, p.49）。国内のパン市場環境が安定してい

るため、海外市場が極めて異質なことは大きなギャップを生み出し、企業はその対応に迫

られる。ビンボ社がこの大きなギャップの中で、機会/脅威を感知するケイパビリティを

持っていたことを論じていく。 

 第４章で述べたように、ビンボ社はメキシコの袋入りパン市場で 90％のシェアを得ても

満足せず、メキシコ市場にとどまっていては成長余地が限られていることに危機感を覚え

ていた。それに加えて、メキシコの NAFTA加盟により、近い将来に外資系企業との競争が激

しくなることを予測し、メキシコ国内で外資系企業を迎え撃つだけでなく、海外市場に打っ

て出て売上拡大をしなければ生き残っていけないと考えていた。同時に、アメリカ大陸にお

ける市場拡大の機会としても感知していた。また、ビンボ社は、不確実性の高いメキシコ市

場で身につけた市場環境変化への適応能力を高いレベルで維持し続けていくためには、海

外の異質な市場の中に身を置き続けることが必要だと考えていた。海外でビジネス環境の

大きな変化に適応する能力を磨き続けることは、高い競争優位性の維持につながり、新規市

場開拓の機会を捕捉することにつながるとビンボ社は考えていた。 

 第５章で述べたように、ビンボ社が米国市場に魅力を感じた点として、米国のパン市場は

細分化され、たくさんのプレーヤーがいたため、プレーヤーを統合することに大きなビジネ

ス機会を感知していた。米国パン市場のプレーヤーが多すぎるという問題点を見抜き、その

解決策を自社戦略に組み込んだ。ビンボ社は独自の視点で、米国パン市場のビジネス機会を

感知していた。 

 また、第４章で述べたように、ビンボ社にとって米国に住むヒスパニック系住民は、自然
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な市場(natural market)として表現される。ビンボ社は米国市場参入において、メキシコ企

業であることを最大限に生かす方法として、米国内のヒスパニック系住民として一括りに

されるエスニック・グループ（ethnic group）を主要ターゲットとして設定していた。ヒス

パニック系住民は、米国のメインストリームとは異なり、ビンボ社のメキシコブランド製品

をほぼそのまま受け入れ、購入する。米国のメキシコ系エスニック市場をターゲットにした

要因について、ビンボ社社長のダニエルは、ビンボブランドに対する顧客ロイヤルティは、

メキシコ国内のメキシコ人よりも米国内のメキシコ系住民の方が高いと述べている

（Siegel, 2007, p.6)。これこそが、ビンボ社がメキシコ系エスニック市場を主要ターゲッ

トにした理由である。ビンボ社は米国パン市場の潜在機会を十分に感知できていたために、

米国内のヒスパニック市場で年率 2桁成長を続ける、機会の捕捉につながっていった。 

 

（２）シージング（機会の捕捉）のケイパビリティ 

 

(a) 意思決定プロトコル 

 

経営者が意思決定バイアスを取り除けるかどうかは、機会を捕捉するケイパビリティの

重要なミクロ的基礎を成している。ビンボ社が意思決定バイアスから抜け出すためのマイ

ンドセット能力（Guillén and García, 2012, p.3)を持っていた点を説明していく。 

ビンボ社が米国のメキシコ系エスニック市場へ参入を開始した際、ビンボ社が所有して

いるメキシコブランド製品を（配合を変えずに）輸出することからはじまった。メキシコ系

エスニック市場向けのビジネスはメキシコ系住民には支持されたが、ビンボ社のメキシコ

ブランド製品のみで事業を展開するという戦略は失敗に終わり、ヒスパニック系住民だけ

に限定するのではなく、米国市場で知られているブランドを使うために方針の変更が不可

欠だった（Lázaro, 2010, p.35）。米国では、ビンボ社の多額の固定費をヒスパニック系住

民からの需要だけで満たすことはできなかった(Siegel, 2007, p.6)。狭い商圏内のヒスパ

ニック系住民の市場規模では、採算の取れるビジネスに成らなかったため、ビンボ社は戦略

の方向転換を図り、現地企業の買収へと舵をきった。 

ビンボ社は米国市場での事業経験により、メインストリームとヒスパニック系住民の間

の消費者嗜好性の違いを十分痛感してきた。メインストリームに対してメキシコブランド

（ビンボブランド）を販売しようとして挫折した経験を持つ。その教訓を生かし、メインス

トリームにメキシコブランド（ビンボブランド）を売ろうとする路線ではなく、メインスト

リームには現地パンメーカーから購入した現地ブランド製品を販売し、買収先企業の流通

網を活用して新たにアクセスできるようになったヒスパニック住民向け市場には、メキシ

コブランドのパンを浸透させていく戦略へと変更した。ビンボ社は、米国のメインストリー

ム市場でメキシコのパンを売ることが難しいならば、売らなくていいという考えに方針転

換したのである。米国内の現地パンメーカーから買収した現地ブランド製品を売れること
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は、喜ばしいことだという考え方があった。そのことによって、その買収した現地プレミア

ムブランドと買収した流通網を「見えざる資産（伊丹, 2012,p.52）」として徹底活用しなが

ら、ビンボブランドを広域のメキシコ系エスニック市場向けに販売する仕組み（米国市場攻

略プロセス）を見つけ出すことにつながった4。 

杉村(2023b）は、ビンボ社の経営者が意思決定バイアスを取り除けたのは、異文化理解に

ついての洞察から来ていると主張する。ビンボ社が「米国のメインストリーム消費者の食べ

る米国文化由来のパン」に対して敬意を抱いていたことが、その後の米国市場攻略へとつな

がっていた。母国系エスニック市場から抜け出す発想転換ができるかどうかは、一言でいえ

ば、現地の異文化由来の商品に対して尊敬の念を持てるかどうかにかかっている。日本の大

手パンメーカーは、自国のパンと自社のブランドの方が優れているという認識（バイアス）

から抜け出すことができず、最終的に撤退に追い込まれた（杉村, 2023a）。その日本の大手

パンメーカーとは対照的に、ビンボ社が現地の経営資源を獲得し、新旧経営資源の組み合わ

せに移行した意思決定にこそ、経営者による企業を変えていくケイパビリティが顕著に表

れている。 

（ビンボ社のような）新興国多国籍企業は、（先進国出身の多国籍企業とは）異なる優位

性を持っており、その優位性とは、絶えず変化する事業環境によって形成されるマインドセ

ット（考え方、物の見方）に起因する（Guillén and García, 2012, p.3)。ビンボ社が米国

市場に参入し、本格的に活動する直前に、メキシコ国内の政治面、経済面での混乱があった

（Kasturi and Garcia, 2009)。ビンボ社は、新興国であるメキシコ国内の不安定な事業環

境を生き抜いてきた。ビンボ社はそのような混乱期にも事業を適切に運営し、新興国多国籍

企業としてのたくましさを身につけ、適応能力を蓄積していった。急激に変化する事業環境

に適応する能力（マインドセット能力）が形成されていたことが、米国市場における機会の

捕捉に活かされていたのである。ビンボ社が意思決定バイアスから抜け出せた一連の流れ

から、何らかの意思決定プロトコルを持っていたと推察される。今後、ダイナミック・ケイ

パビリティの発動条件を見ていく際に、この意思決定プロトコルの中身をより詳しく調査

していく必要がある。 

 

(b) 現地企業買収が合意された成功要因 

 

1998 年、ベアード社のオーナーが会社を売却することを決めた後、招待された入札者だ

けでのオークションが行われ、ビンボ社の入札が受け入れられた（Goldberg, 1998, p.8）。

ビンボ社は、テキサス州内でベアード社の名前を使って販売を続けること宣言し、他地域で

ベアード製品とビンボ製品を立ち上げるためにベアード社をスプリングボードとして使う

意図があることを表明した（Goldberg, 1998, p.8）。現地ブランド（ベアードブランド）を

 
4 詳細は、次節（第 3節）。 
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継続使用するだけでなく、テキサス州周辺の未開拓だったメインストリーム市場に対して、

ベアードブランド製品を販売することを目指した。ベアードブランドの価値を高く評価し

ていたことが見て取れる。 

 また、第５章で述べたように、ビンボ社が WFI社の米国東部事業を買収した際、WFI社

社長のプリンスが、統合後の BBU社の社長に就任し、当時の BBU社社長のレイナルド・レ

イナは、統合後の BBU 社の西部地区担当の副社長になった。この人事からは、WFI社の米

国東部事業に対して、尊敬の念を持っていたことが読み取れる。買収された側の企業のト

ップが統合後のトップになることは異例のことである。これらの買収が合意に至った大き

な要因は、ビンボ社が現地国の買収先企業に対して、最大限の評価と敬意を示したからで

あろう。 

 

(c) 企業境界の選択（買収とその意図） 

 

 ビンボ社は米国市場攻略のために、グリーンフィールドでもアライアンスでも無く、買

収を選択した。まず、グリーンフィールドという選択肢は、ビンボ社によって米国市場へ

の参入当初は採用されていた。しかし、広大な米国において、現地人脈において不利な立

場にあるメキシコ企業が、市場全域を網羅する効率的な流通網を構築することは難しかっ

たであろう。前述したように、米国市場参入当初は事業の採算が合わず赤字続きであった

ことから、グリーンフィールドは選択肢から外されていった。次に、現地企業とのアライ

アンスという選択肢は、買収よりも必要とされる資金量が少なく済む上に、現地の事情に

詳しいメーカーや流通企業のノウハウを活用することが可能である。ビンボ社はなぜ、業

務提携（アライアンス）による流通委託契約や現地ブランドの代理店契約を選択しなかっ

たのであろうか。この疑問点について論じていく。 

ビンボ社は、米国市場攻略のためには、差別化された製品としてのブランド、現地流通網、

低コストという 3要件が必要だと考えていた（Bimbo, 2015b, p.65)。これは、機会の捕捉

のための戦略要件として見なすことができる。 

ビンボ社から毎年発行されるＢＭＶレポートには、すべての年度版において、買収先の

「現地流通網」と「現地プレゼンス力」がビンボブランドの販路拡大、および流通網拡大

に役立ったと述べられていた。「現地プレゼンス力」とは、買収先の企業ブランド、また

は製品ブランドによってもたらされ、高められた企業信用力のことである。ビンボ社は、

なぜ買収先の「現地流通網」と「現地プレゼンス力」を必要としたのかを、ビンボ社の年

次報告書とプレスリリース、さらに先行論文から説明していく。 

ビンボ社は、メキシコブランドのいくつかをベアード社の流通網にのせて販売するため

に、ベアード社のブランド力とテキサス州内の流通網を利用しようとしていた（Goldberg, 

1998, p.8）。メキシコ企業が米国内でメキシコブランドを販売していくために、買収先（ベ

アード社）の企業信用力（現地プレゼンス力）と流通網を利用しようとしていた点が示され
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ていた。 

ビンボ社による WFI 社の米国西部事業の取り込みは順調に進み、カリフォルニア州とテ

キサス州の路線統合を完了させるとともに、米国西部における「ビンボ」「マリネラ」製品

のプレゼンスを大幅に向上させた（Bimbo, 2003a, p.11)。2002年度は、ワシントン州、オ

レゴン州、ネブラスカ州、カンザス州、テネシー州で、「Bimbo」、「Marinela」、「Tia Rosa」

製品の新ルートが開設された（Bimbo, 2003a, p.11)。現地流通網を活かして、メキシコブ

ランド（ビンボブランドとマリネラブランド）の充実した流通網、および販路が構築されて

いたことが分かる。 

2002 年、WFI 社の米国西部事業の買収により、ビンボ社は米国西部地域で、オロウィー

ト、エンテンマンズ、トーマスのような一流ブランドを所有することになり、これらの有名

ブランドでの米国の大型スーパーへのアクセスを活用して、メキシコで開発され・普及した

ヒスパニック向けのパンや焼き菓子製品を売り込みたいと考えていた（Siegel, 2007, p.6)。

この買収でもメキシコブランドを売るために、買収先の現地プレゼンス力（企業信用力）と

流通網を利用しようとしていたことが見て取れる。 

WFI社の米国東部事業の買収は、全米規模の小売業者とのより強固なパートナーシップを

築くための全国的なプラットフォームを生み出した5。買収による企業信用力（現地プレゼ

ンス力）の大幅な向上によって、全米規模の小売業者との強固なパートナーシップを構築す

る意図があった。前述したように、ビンボ社は、このような大手小売業者との関係強化によ

って、「現地プレゼンス力」を活かして、ビンボブランドを広めようとしていた。 

ビンボ社が業務提携（アライアンス）による現地ブランドの代理店契約を採用しなかった

大きな要因は、現地ブランドのプレゼンス力を活かしてメキシコブランドの販路拡大を目

指すには、現地ブランドのライセンス取得だけでは不十分だったからである。十分なプレゼ

ンス力は、現地企業の買収で得られる企業信用力のもと、買収先の現地企業の営業員によっ

て発揮されるものである。 

ビンボ社が業務提携（アライアンス）による流通委託契約を採用しなかった大きな要因

は、買収先の現地流通網を活用して、メキシコ系エスニック市場向けの新規ルートを構築

した後、ビンボ社の強みである「高度な流通オペレーション能力」を活用し、流通網全体

を効率化することができると考えていたからである。自社の強みを発揮するためには、主

導権を握って進めていく必要がある。さらに、後述するように、将来の製造設備や流通関

連資産の結合・再配置をスピーディーに絶え間なく続けていくためには、過半数以上の株

式を取得する買収が不可欠であった。ビンボ社がアライアンスではなく、買収を選択した

理由は、「現地ブランド力」と「現地流通網」からもたらされる恩恵を最大に活用するた

めに、それらの経営資源を自社でコントロールする必要があったためである。 

 
5 2008年 12 月 10 日発表のプレスリリースのタイトル名「ビンボ社が WFI 社を買収し、米国パン業界のリーダー企業

の誕生」より。https://grupobimbo-com-custom01-assets.s3.amazonaws.com/s3fs-

public/Grupo_Bimbo_PR_WFI_20081210_eng_0.pdf （アクセス日、2021年 8月 11日） 



142 

 

 

(d) 買収後のポストＭ＆Ａの成功要因 

 

上述したように、ビンボ社は買収という選択をした。当然のことながら、買収をすれば自

動的に新旧経営資源の結合が起こるわけではない。買収後のポストＭ＆Ａこそが重要であ

り、そこには次のような仕組みがあった。両社（BBU社と買収先企業）の組織出身者によっ

て構成されるプロジェクトチームを持っていた（Bimbo, 2012a, p.13)。 

このプロジェクトチームがポストＭ＆Ａにおいて重要な役割を果たしていたと推察され

る。両組織の出身者によるプロジェクトチームを発足できる前提として、メキシコ系エス

ニック市場攻略のための組織体制が確立されている必要があった。ビンボ社が米国市場に

参入した当初、赤字続きながらもメキシコ系エスニック市場向けの組織体制を構築できて

いた。さらに、メキシコ国内で高度な流通オペレーション能力を身につけ、米国市場で初

期の流通網を構築した経験を持つペドロ・ノヨラのような人材を育成できていたことが、

プロジェクトチーム内での両組織間の協業を可能にした。 

ポストＭ＆Ａが成功した要因としては、両組織の出身者によるプロジェクトチームを発

足させた点、その前段階として 2つの組織体制を確立させていた点、さらに人材育成が優

れていた点が挙げられる。もしメキシコ系エスニック市場向けの組織体制が確立する前

に、一足飛びにメインストリーム市場に参入したならば、両組織の出身者によるプロジェ

クトチームの発足自体が不可能であった。つまり、2段階戦略を採用したことにより、両

組織が生まれ、協業が可能となり、プロジェクトは有効に機能したのである。 

 

（３）脅威/変形のマネジメント（資源の再配置）のケイパビリティ 

 

（a）ビンボ社の米国市場攻略ステップと創出された経営資源 

 

ビンボ社による米国市場の攻略ステップは、図表 8-2のとおりである（杉村, 2023a, 

p.27）。 
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図表 8-2. ビンボ社の米国市場全体の攻略ステップ 

 

ステップ 段階 活用した 

買収先企業 

リソース 

（大分類） 

主要リソース 

（小分類） 

① エスニック市場へ参入 - 既存経営資源の活用 本国での製品ブランド 

② (買収により)メインスト

リーム市場へ拡大 
Mrs. Bairds 社 新規経営資源の獲得 ・現地流通網 

・現地プレゼンス力 

③ 広域のエスニック市場へ

浸透 

既存経営資源と 

新規経営資源の活用 

・本国での製品のブランド 

・現地流通網 

・現地プレゼンス力 

④ 新メインストリーム市場

への拡大 

既存経営資源と 

新規経営資源の活用 

・(買収先の)現地製品ブランド 

・高度な流通オペレーション能力 

⑤ 新メインストリーム市場

の商圏でエスニック市場

へ浸透 

既存経営資源と 

新規経営資源の活用 

・本国での製品のブランド 

・拡大された現地流通網 

・拡大された現地プレゼンス力 

 

（出所）杉村（2023a）p.27, 図表 2 

 

 米国市場攻略プロセスの詳細は、第７章で述べたとおりである（杉村, 2023a, pp.27-

28）。ステップ③、④、⑤のステップ前後の市場変化をイメージ図で示した（図表 8-3）。

さらに、各ステップで創出された経営資源をはっきりと明示した。なお、図形の大きさと

色は、市場の変化が分かるように示されている。ただし、市場規模を正確に表したもので

はない。 
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図表 8-3 ビンボ社の地理的な市場拡大/市場浸透/創出された経営資源 

 

 

 

＊ 図表内の新メイン市場は、新メインストリーム市場の略称である。 

＊ 黄緑色は、メインストリーム市場、または新メインストリーム市場を指す。 

＊ 緑色は、メインストリーム市場とメキシコ系エスニック市場の合計、または新メイン

ストリーム市場とメキシコ系エスニック市場の合計である。 

（出所）筆者作成 

 

買収（Ｍ＆Ａ）によって新規経営資源を獲得するだけでなく、新旧経営資源の組み合わ

せにより、次なる経営資源が創出され、市場拡大が可能となったことが見て取れる。ステ

ップ③では、メキシコ系エスニック市場にビンボブランドを広く、かつ深く浸透していく

ため、買収先企業の流通網内に、広域のメキシコ系エスニック市場向けの流通網が生み出

された。ステップ④では、買収した現地ブランド製品を未開拓地域に拡張するため、新メ

インストリーム市場の流通網が構築された。ステップ⑤では、新メインストリーム市場の

商圏内において、メキシコ系エスニック市場向けの流通網が創出された。 

これらの 3つのステップにより、現地ブランドによるメインストリーム市場の商圏拡大

とビンボブランドによるメキシコ系エスニック市場の商圏拡大を両立させ、市場シェア拡

大を達成することができた。 
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（b）新旧経営資源の結合・再配置による相乗効果 

 

 ビンボ社が新旧経営資源の結合・再配置により相乗効果を生み出していた点を詳しく説

明していく。相乗効果の本質は、お互いが強化し合い、一方が良くなれば他方も良くなる

という直接的な相互作用があることである（伊丹, 2012, p.179）。つまりは、かけ算的効

果があり、かけ算的効果が生まれる（互いに強化し合える）のは、一方が生み出す見えざ

る資産6を他方が利用しているからである（伊丹, 2012, p.179）。また、相乗効果のエッセ

ンスを平たい言葉で言えば、「ただ乗り」であり、一つの製品・市場分野が蓄積した資源

を、他の分野が「ただ乗り」（あるいはそれに近い形）で使う（伊丹, 2012, p.183）。味

の素が調味料を売るために築いたブランドイメージや流通網を、サラダオイルが使い、マ

ヨネーズが使い、スープの素が使えるのが、ただ乗りである（伊丹, 2012, p.183）。ブラ

ンドや流通網という見えざる資産によって、ただ乗りしている（伊丹, 2012, p.183）。要

するに、ブランドや流通網という経営資源は、相乗効果を生み出しやすい経営資源だと言

える。この味の素の例は、次の図表 8-4のように示される。 

 

図表 8-4 味の素株式会社による相乗効果 

 

 

 

（出所）伊丹（2012, p.183）より筆者作成 

 

①調味料事業によって、②見えざる資産（ブランドや流通網）が創出され、③サラダオ

イル事業や④マヨネーズ事業や⑤スープ事業に活かされていた流れである。この流れを表

している矢印の向きも重要である。相乗効果と言うためには、ある事業で生まれた資源が

他事業に使われている点を示せなければならない。図表 8-5は、ビンボ社が新旧経営資源

の組み合わせによって、どのように相乗効果を生み出していたかを示したものである。 

 
6 見えざる資産の本質は情報であり、情報の蓄積と、情報を伝え処理するチャネルの性能が、見えざる資産の内容であ

る（伊丹, 2012, p.52）。なぜ、見えざる資産の本質が情報なのかというと、企業という組織体の事業活動の一つの本

質が、情報のやりとりと処理にあるからである（伊丹, 2012, p.52）。 
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図表 8-5 各ステップにおける資源のインプット・アウトプットと相乗効果 

＜ステップ③の資源のインプットとアウトプット＞ 

 

 

＜ステップ④の資源のインプットとアウトプット＞ 

 

 

＜ステップ⑤の資源のインプットとアウトプット＞ 

 

＊二重線の矢印は、相乗効果を示している。           （出所）筆者作成 
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ステップ③では、既存資源のインプットは、「本国での製品ブランド（ビンボブランド

とその顧客ロイヤルティの高さ）」と「高度な流通オペレーション能力」である。新規獲

得資源のインプットは、「（買収先から獲得した）現地流通網」と「現地プレゼンス力（企

業信用力）」である。事業活動を通じた資源のアウトプットは、買収先（ベアード社）の

流通網内のメキシコ系エスニック市場向け流通網である。 

ステップ④では、既存資源のインプットは、「資金」と「高度な流通オペレーション能

力」である。新規獲得資源のインプットは、「（買収先から獲得した）現地流通網」と「現

地プレゼンス力（企業信用力）」と「現地国の製品ブランド」である。事業活動を通じた

資源のアウトプットは、買収先の流通網を拡張した、新メインストリーム市場の流通網で

ある。 

ステップ⑤では、既存資源のインプットは、「本国での製品ブランド（ビンボブランド

とその顧客ロイヤルティの高さ）」と「高度な流通オペレーション能力」である。さら

に、③でアウトプットされた資源の「買収先流通網内のエスニック市場向け流通網」と④

でアウトプットされた資源の「拡張された現地流通網」と「拡張された現地プレゼンス

力」がインプットされた。事業活動を通じた資源のアウトプットは、「新メインストリー

ム市場商圏内のメキシコ系エスニック市場向け流通網」である。ステップ④で創出された

資源が、ステップ⑤で活用されていることは相乗効果である。図表 8-5において二重線で

示した。 

ビンボ社は、現地プレゼンス力（企業信用力）、製品ブランド力、流通網という見えざ

る資産（情報的経営資源）を最大限活用して、経営資源を創出していたことが見て取れ

る。「高度な流通オペレーション能力」はステップ③、④、⑤のすべてにおいて活用され

ていた。「高度な流通オペレーション能力」は、新規流通網が構築された後の維持のため

に不可欠な能力だからである。経営資源として組み合わされているインプットと組み合わ

せ結果としてのアウトプットともに、（資金力以外は）すべて見えざる資産（情報的経営

資源）であったことは、特徴的であった。 

ビンボ社のメインストリーム市場への参入は、事業の多角化の一種である。この多角化

は、ある市場Ａ（メキシコ系エスニック市場）から別の市場Ｂ（メインストリーム市場）

への多角化である。これは文化的な距離の遠い多角化であった。文化的な距離による（製

品に対する）消費者嗜好性の隔たりの大きさは、多角化の距離を遠いものにしている。他

方で、メキシコ系エスニック市場向けもメインストリーム市場向けも同じパン事業であ

る。同じ主要原料を使い、配送も日配品で同じであり、距離の近い多角化とも言える。同

じパン市場という土俵の中では、見えざる資産である「現地プレゼンス力」と「現地流通

網」を活用でき、相乗効果を生みだせたことにより、両市場を攻略できた。文化的距離の

遠い多角化は、一般的に成功確率が低くなると言われるが、ビンボ社は、「現地プレゼン

ス力」と「現地流通網」という見えざる資産を活用することによって、相乗効果を生み出

し、多角化による２つの事業の距離を縮めることができた。買収を繰り返す中で、一連の
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ステップも繰り返し、結果的に米国市場全体への拡大戦略は成功を収めた。 

 

（c）共特化について 

 

ビンボ社の場合、流通関連資産と製造設備の価値を高めた共特化資産として、「ITシステ

ム・プラットフォーム」が挙げられる。「ビンボ XXI」と名付けられたプロジェクトで構築

された「ITシステム・プラットフォーム」は、ビンボ社が 2005年に向けたビジョンとして

掲げた「変化し、利益ある成長を実現し、国際的なリーダーシップを獲得すること」への戦

略的適合を実現すべく、グローバルな飛躍を可能とするために導入された（Bimbo, 2001a, 

p.7）。この「ITシステム・プラットフォーム」は、メキシコ、米国、中南米における生産、

販売、流通オペレーションを包含し、標準化するシステム・プラットフォームであり、最高

水準の効率性と生産性を有する情報的経営資源や市場と顧客に関する詳細で質の高い情報

的経営資源を提供した(Bimbo, 2003a, p.6, p.9, p.17)。そのことにより、生産・販売・流

通オペレーション効率の向上、顧客へのより良い価値提供、流通網の拡大につながった 

(Bimbo, 2003a, p.17 ; 2004a, p.10, p.17)。製造用資産/流通関連資産と「ITシステム・

プラットフォーム」との共特化により、効果的及び連続的な再配置が実施され、相乗効果が

生み出された。ビンボ社が構築した「ITシステム・プラットフォーム」を図表で示すと、次

のとおりである（図表 8-6）。 
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図表 8-6 ビンボ社独自のＩＴシステム・プラットフォームの構築 

 

 

 

＊ DSS は Decision Support System（意思決定支援システム）の略である。DSSは、大量

のデータを分析してビジネス上の意思決定を支援するためのインタラクティブな情報

システムである。企業のマネジメント、オペレーション、プランニングを支え、意思

決定を強化できるよう、不確定要素の重大性の評価や、決定のトレードオフの評価な

どを行う。 https://project.nikkeibp.co.jp/idg/atcl/19/00103/061200001/ 

（アクセス日、2022 年 10月 18日） 

＊＊ SICOMシステムは、SICOM社（サイコム社）によって提供されている。

https://www.sicom.mx/software.html（アクセス日、2023年 11月 12日） 

 

（出所）筆者作成 

 

ビンボ社は独自の「ＩＴシステム・プラットフォーム」を構築していた。オラクルから

導入された ERPシステムは、外部システムの CRMシステム、DSSシステム、SICOMシステ

ム、モバイルコンピューティング機器（以下、ハンドヘルド）、ノートパソコン等からの

情報を集約し、分析、統合することによってビンボ社独自の「ＩＴシステム・プラットフ

ォーム」を形成し、新たな情報的経営資源を生み出した。外部インターフェースを通じ

て、さまざまな補完システムと連携している点が、ビンボ社の「ＩＴシステム・プラット

フォーム」の独自性と価値を高めている。 

ハンドヘルドは、2003年度にはほぼ全営業員に配布され、営業情報、市場動向、市場情

報、店頭情報、売れ行き情報、在庫情報の把握が可能になった。このハンドヘルドは、日

本の大手パンメーカーが配布したような、単に受注情報などを入力する簡易的なものでは

無く、多機能（高性能）な機器であった点に先進性がある。 
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ビンボ社は米国のパン市場に、最先端の情報システムで挑み、営業部隊にノートパソコ

ンを持たせ、現場から中央のデータベースに情報を転送し、いつでもビジネスの全過程を

観察できるようにした（Silvia, 2008, p.314）。 

ビンボ社は成長の初期段階から、流通システムがスイス時計のように（時間に正確に）

機能しなければならないことを理解していた（Guillen, 2012, p.22)。ジャストインタイ

ムで納品すれば、売れ残ったパンが小売店からパンメーカーに返品されることが少なくな

るので、ビンボ社は小売店にコンピューターを与えた（Guillen, 2012, p.22)。サラ・リ

ー社はそんなことは考えもしなかった（Guillen, 2012, p.22)。小売店に配布したコンピ

ューターは、「ITシステム・プラットフォーム」という共特化資産を補完する共特化資産

として見なせる。ミクロレベルの共特化資産である。 

小売店と営業員へのコンピューターの配布により、商品の売れ行きや在庫数量を的確に

把握でき、米国のパン業界全体で問題となっていた売れ残り商品の返品率の高さを解消す

ることにつながった。さらに、小売店に配布したコンピューターによってもたらされた小

売店の情報は「ＩＴシステム・プラットフォーム」に吸い上げられ、不採算製品や不採算

ルートを把握できるようになり、生産・流通オペレーションを高めることにもつながっ

た。 

図表 8-6を説明すると、まず、オラクル社から購入した ERPが基幹システムとなってい

る。このシステムは、企業内部の製造/販売/管理の実績情報を蓄積するとともに、あらゆ

る経営情報を一元的に管理できる。標準化されたシステムのため、外部システムとの連携

が可能となっている。前述した外部システムから情報的経営資源が集約され、分析および

統合が実施される。その結果、新たな情報的経営資源が創出され、生産/販売/流通オペレ

ーションの効率化への活用、ベストプラクティスの実施への活用、顧客へのより良い価値

提供への活用、流通網の拡大への活用につながった（Bimbo, 2003a, p.17 ; 2004a, 

p.10, および p.17）。 

ある日本の大手パンメーカーは、2015年頃にようやく同様の「ＩＴシステム・プラット

フォーム」を導入できた。ビンボ社から遅れること 10年以上もかかっていた。ビンボ社

は「ＩＴシステム・プラットフォーム」の導入が早く、ITシステムという外生的な科学・

技術の発展を競合企業に先駆けて導入できていたのである。 

ビンボ社はこれらの情報的経営資源によって、工場間やライン間で製造原価を比較でき

るようになり、工場やラインの統廃合や新設に伴う製造効率の向上につなげたと推察され

る。さらに、工場間、およびライン間の製造設備の統廃合に付随して、流通関連資産と流

通オペレーションが再構築され、流通効率の向上にもつなげたであろう。 

歴史的事実として、ビンボ社は市場拡大及びオペレーション効率を高めることを目的

に、製造設備と流通関連資産をダイナミックに結合・再配置していた。それを実現する前

段階として、IT基盤が整備され、情報的経営資源が生み出されている必要があった。つま

り、共特化資産としての「ITシステム・プラットフォーム」はダイナミック・ケイパビリ
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ティを発動させる前段階として、必要不可欠だったのである。 

ビンボ社は、資産結合・再配置のケイパビリティを適用し、米国市場拡大と製造・販

売・管理のオペレーション効率を高めたと主張してきたが、そのことは、ビンボ社が公表

している損益指標から裏付けられるので、次節で詳しく見ていく。 

 

（d）資産の結合・再配置による成果7 

 

 ビンボ社の米国事業の利益（率）は、図表 8-7のとおりである。利益（率）として、

EBITDA（償却前営業利益）と EBITDAの売上構成比率を使用した。 

 

図表 8-7 ビンボ社の米国事業の EBITDA（率） 

 

 

 

（出所）Bimbo（1999a～2014a）より筆者作成 

 

ビンボ社の利益率は変動があるものの、近似直線で表されているとおり、右肩上がりであ

ったことが分かる。 

ビンボ社の米国事業における資産結合・再配置の成果として、流通オペレーション効率

と製造オペレーション効率が良くなったかどうかを見る必要がある。しかし、ビンボ社の

公表データには、米国事業単体の流通コストと製造コスト（または、売上原価）は記載さ

れていない。そのため、ビンボ社が米国事業に関して公表している 3項目（売上、営業利

 
7 本節で使用した指標を別表 1 として章末に掲載。 
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益、EBITDA）をもとに、大体の傾向を推察する。まず、売上から EBITDA（償却前営業利

益）を引くことによって、コスト全体を算出した。このコスト全体の売上構成比率は、図

表 8-8のように表すことができる。 

 

図表 8-8 ビンボ社のコスト全体の売上構成比率 

 

 

 

（出所）Bimbo（1999a～2014a）より筆者作成 

 

コスト全体は、確認すべき指標である、製造・販売・管理のオペレーションコストを含ん

でいるが、その他のコストも含まれている。その他のコストとしては、まず、原材料費が挙

げられ、原材料価格の変動は、コスト全体に大きな影響を与える。しかし、米国の原材料価

格が長期的なインフレを経験していたことから、原材料コストを大幅に押し上げていたこ

とはあっても、下がっていることはありえない。特に、パンの主要原料の小麦価格は、2000

年から 2014年までの期間に、倍の価格に上昇していた8。原材料費の価格上昇を販売価格に

転嫁できれば、原材料費の売上構成比を下げることができるが、米国パン市場における大手

チェーンとそのバイヤーとの力関係から見ると、販売価格に十分転嫁できなかったであろ

う。他のコスト要因としては、新製品や製品リニューアルに伴う原価設計にも影響される。

しかし、パンはローテク商品であり、原材料費率が製品原価のうちの大部分を占めるという

特徴があるため、原価設計による大きな変動は生じないことから、この影響は限定的と見て

 
8 シカゴ小麦先物によると、2022年の小麦価格は 2000 年に比べて、倍以上に値上がりしている。

https://www.oanda.jp/lab-education/agricultural_basic/wheat4/wheat_price_factors/ （アクセス日）2023年 11

月 14日 
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問題ない。 

グラフの点線（近似直線）から見て取れるように、ビンボ社の米国事業は、少なくとも製

造・販売・管理のオペレーション費用を約 5％低減させている。ビンボ社のオペレーション

効率は、主要原材料の小麦、油脂、砂糖の大幅な価格上昇という逆風を考慮すれば、大幅に

高まっていたと推察される。 

さらに、資産の結合・再配置が劇的なスピードで実施されたことを示す資料として、BBU

社の工場数の推移グラフを提示する（図表 8-9）。 

 

図表 8-9 BBU社の工場数推移 

 

 

 

（出所）Bimbo（2001b～2021b）より筆者作成 

 

前述したように、ビンボ社は資産と資本をどのように配置・配分するかという観点から、

低コスト生産者を目指し、バリューチェーンの合理化、製品数と価格設定の最適化、ブラン

ドの活用、流通の改善と拡大、生産の近代化など、さまざまな機会に取り組んだ（Bimbo, 

2015a, p.10)。例えば、過去 3年間に、米国では老朽化した 17工場を閉鎖し、高効率で柔

軟な生産能力を備えた 2工場を、顧客により近い場所に設置した（Bimbo, 2015a, p.10)。

図表 8-9 から見て取れるように、ビンボ社は大型買収によって買収先の工場を取得したた

め、買収時点で工場数は増加している。しかし、その後、生産コストや流通コストの低減の

ために工場の統廃合を実施し、買収後は工場数を減らしている傾向が見られた。多くの旧式
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の工場を閉鎖し、最新鋭の大規模工場を新設した。 

ビンボ社は、旧式で非効率な工場の閉鎖、最先端の大規模工場の新設を実施するととも

に、生産拠点の最適化に取り組んでいた。最新工場への集約化を中心に、ラインの移設を

積極的に進めた。2020年度の 1年間に、45以上の生産ラインを移転したことによって、

効率的なオペレーションができるようになった（Bimbo, 2021b, p. 64）。それに伴い、流

通網の再構築にも取り組んだ結果、競争優位性を築くことができた。ビンボ社は資産の再

配置を続けることによって、図表 8-7で見られるように、米国事業の利益率を（近似曲線

で見て、）右肩上がりに高めていくことを実現できたのである。 

また、本章の前半において、ビンボ社は、資源の結合・再配置によるケイパビリティを

発揮し、相乗効果を生み出し、市場拡大を達成したことを論じてきた。2022 年度の米国パ

ン業界におけるメーカー別シェア（売上高ベース）は、図表 8-10のとおりである（ただ

し、図表内の「Private Label」は、パン業界における PBブランド全体の売上シェアを表

している）。 

 

図表 8-10 2022 年度の米国パン業界のメーカー別シェア（売上高ベース） 

 

 

 

（出所）https://investors.flowersfoods.com/~/media/Files/F/Flowers-Foods-V3/documents/investor-fact-

sheet-november-2023.pdf （アクセス日：2023 年 11月 14日） 
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ビンボ社は 2012年にサラ・リー社のパン事業を買収し、BBU社は米国パン市場でトップ

シェアを占めるようになった9。それから 10年経った後も、BBU社は 2位のフラワーフー

ズ社に大差（市場シェア 14％差）をつけてトップに君臨している。BBU社は長期的・持続

的な競争優位を確立している。 

 

４. 結論と今後の課題 

 

本章は、ビンボ社の歴史事例を取り上げ、ＤＣＦの観点から分析した。ビンボ社は、ＤＣ

Ｆで分解された 3つのケイパビリティ（感知、捕捉、再配置）を保有し、発揮させることに

よって、長期的な競争優位を構築していた。また、第 6章で述べたように、ビンボ社は、異

文化間での協業を促進する組織文化（または風土）を形成し、変容（トランスフォーミング）

させるケイパビリティを発揮していた可能性が高い。結論として、「エスニック・マリアー

ジュ」という概念を生み出す元となったビンボ社が、ダイナミック・ケイパビリティを発揮

していた。 

ただし、本論文の限界としては、ビンボ社の 1事例しか扱っていないため、「エスニック・

マリアージュ」が基本的にダイナミック・ケイパビリティであると結論づけることは出来な

い。おそらく「エスニック・マリアージュ」という能力は、ダイナミック・ケイパビリティ

であると推察できるところまでが本論文の到達点である。したがって、今後、複数のケース・

スタディに取り組むことによって検証する課題が残っている。 

また、本章の最初に述べたように、「エスニック・マリアージュ」は、基本的にダイナミ

ック・ケイパビリティであり、ダイナミック・ケイパビリティの概念に内包される様々なタ

イプの一つである（杉村, 2023a, p.33）。ダイナミック・ケイパビリティの新たなタイプを

提案し、既存研究を拡張させたことに理論的貢献がある（杉村, 2023a, p.33）。このことを

図表 8-11のように表すことができる。 

  

 
9 米国パン市場で売上 No.1 の地位を確立し、同時に、世界最大のパンメーカーになった（Bimbo, 2015b, p.43）。 
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図表 8-11 「エスニック・マリアージュ」を内包するダイナミック・ケイパビリティ 

 

 

 

（出所）杉村（2023a）p.32 

 

この図表 8-11に対して、より丁寧な説明が必要であろう。「エスニック・マリアージュ」

が、ダイナミック・ケイパビリティの概念を拡張した点を補足する。ティースが提唱した初

期のダイナミック・ケイパビリティは、経営者の能力のことであった（Teece, 1990）。その

後、アイゼンハート＝マーチンは、組織プロセス（組織ルーチン）であると主張し

（Eisenhardt and Martin, 2000)、ダイナミック・ケイパビリティの概念拡張が成された。

ティース自身がこの概念拡張を受け入れている（Teece, 2013）。ビンボ社の事例から導き出

した「エスニック・マリアージュ」というタイプのダイナミック・ケイパビリティは、異文

化間で発揮され、異文化間で相乗効果を生み出す、新しいタイプのダイナミック・ケイパビ

リティであるため、これもまた、ダイナミック・ケイパビリティの概念拡張を成すものであ

る。ダイナミック・ケイパビリティ研究の変化と広がりを図表 8-12のように示すことがで

きる。 
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図表 8-12 ダイナミック・ケイパビリティ研究の変化と広がり 

 

 

 

（出所）筆者作成 

 

「エスニック・マリアージュ」は、ダイナミック・ケイパビリティの「経営者の能力」

や「組織プロセス」の一部分として説明できるかもしれないが、文化食品の一種（グロー

カル食品）で、一国内に複数の異文化を内包する市場全体を攻略する場合には、「エスニ

ック・マリアージュ」という食品業界に特有かつ特別なタイプのダイナミック・ケイパビ

リティが必要である。したがって、図表 8-12のように、ダイナミック・ケイパビリティ

研究という大枠の中に、「エスニック・マリアージュ」の丸枠を単独で位置づけ、「経営者

の能力」や「組織プロセス」の丸枠と区別した。以上のことから、「エスニック・マリア

ージュ」は、ダイナミック・ケイパビリティの概念に内包される様々なタイプの一つであ

る。ダイナミック・ケイパビリティの新たなタイプを提案し、既存研究を拡張させたこと

に理論的貢献がある。 

ただし、「エスニック・マリアージュ」は文化食品の一種（グローカル食品）でしか発

動できない。さらに、一国内に複数の異文化市場を内包する場合にしか発動できない。

「エスニック・マリアージュ」を発動できる状況は限られている。一般性（汎用性）の観

点からすると理論的貢献は限定されるが、「エスニック・マリアージュ」が上手く発揮で

きれば、強力に作用し、海外市場全体を攻略できる観点からすれば、実践的貢献は大きい

と考える。 

 



158 

 

 



159 

 

終章 「エスニック・マリアージュ」の概念と仮説提示 

 

１．本論文のまとめ 

 

本論文の原点は、第１章のとおり、敷島製パンが米国市場を攻略できなかったにもかかわ

らず、なぜビンボ社は米国市場を攻略できたのかという疑問からであった。敷島製パンは米

国市場参入において、日系エスニック市場をターゲットにすることで、米国市場に足場を築

く事ができた。しかし、その後の市場拡張は上手く行かず、米国市場から撤退した。敷島製

パンとは対照的に、ビンボ社は米国内のメキシコ系エスニック市場に足場を築き、その後、

米国市場全体でトップシェアを獲得・維持するところまで成長した。対照的な二社を比較す

ることによって、なぜビンボ社は米国市場全体を攻略できたのか、どのようにして文化の相

違から生じる問題を克服することができたのかという研究課題を設定した。 

第２章は本研究の方法論として、ビンボ社を扱った単一事例研究の妥当性を論じた。 

第３章では、ビンボ社が取り扱う食品である、パンという商品は、異文化間で消費者嗜好

性に大きな相違がある食品（つまり、グローカル食品）であることを論じた。 

第４章は、ビンボ社創業からメキシコ国内市場で独占的地位を構築し、海外市場への参入

動機が生まれるまでの歴史記述と解釈（分析）をすることによって、ビンボ社がメキシコで

培ったどのような経営資源を米国市場で活かそうとしたかを明らかにした。 

第５章は、ビンボ社の 1984年の米国市場参入から米国市場全体攻略プロセスを形成する

2002年頃までの歴史記述とその解釈（または分析）をした。その上で、なぜ、（自前主義か

ら脱却し、）現地大手パンメーカーの買収に踏み切ったのかを明らかにしたとともに、その

買収先の現地パンメーカーをどのように活用して米国市場全体攻略プロセスを形成したの

かを明らかにした。さらに、ビンボ社の経営者は、海外市場の中でも米国を最重要市場と位

置付け、強力に推進していた。なぜ米国を最重要市場と見ていたのかを明らかにした。 

第６章は、米国市場全体攻略プロセスを形成した 2002 年頃から米国市場シェア No.1 を

確立するまでの歴史記述とその解釈（または分析）をした。その上で、米国市場シェア No.1

の確立が、大型買収と米国市場全体攻略プロセスの繰り返しによって実現されたことを明

らかにした。さらに、米国市場全体攻略プロセスを上手く推進するために、どのような組織

変革が起こっていたかを明らかにした。 

第７章は、ビンボ社の米国市場攻略を分析し、成功要因として 2つの論点を提示した。1

つ目は、エスニック・マーケティングを取り上げ、ビンボ社が米国市場に参入し、メキシコ

系エスニック市場をターゲットにして、市場で一定の足掛かりを築くことが出来たことを

述べた。しかし、そのメキシコ系エスニック市場（の小さい需要規模、および狭い商圏）か

ら抜け出せなくなることを論じた。その限界を克服する方法として事例から見出された点

が、もう一つの論点である、ダイナミック・ケイパビリティであった。ビンボ社は、本国（メ

キシコ）で培った経営資源と現地国（米国）で獲得した経営資源を連続して上手く組み合わ
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せ、次なる経営資源を創出し、相乗効果を生み出していた。この 2つの論点によってビンボ

社の成功要因を上手く表現したものが、「エスニック・マリアージュ」という新しい概念で

あった。「エスニック・マリアージュ」は基本的にダイナミック・ケイパビリティであり、

ダイナミック・ケイパビリティの概念に内包される様々なタイプの一つであることを論じ

た。 

第８章では、「エスニック・マリアージュ」という概念を生み出す元となった、ビンボ社

の取り組みが、確かにダイナミック・ケイパビリティを発揮していたことを明らかにした。

その上で、「エスニック・マリアージュ」がダイナミック・ケイパビリティの一種であるこ

とを詳しく論じた。 

 

２．「エスニック・マリアージュ」の概念 

 

「エスニック・マリアージュ」の定義は、次のとおりである（杉村,2023a, pp.31-32）。 

 

「「エスニック・マリアージュ」とは、複数のエスニシティ（または異文化）を内包する

市場において、エスニシティ間（または異文化間）に大きな相違がある場合に、その相違を

尊重し活かしながら市場拡大を達成するための新しい概念であり、既存経営資源と新規経

営資源が連続して組み合わされる（複数のステップの）中で、各ステップが連動することに

よって相乗効果を生み出しながら、次なる経営資源を創出する能力のことである。 

異なるエスニシティ由来の製品ブランド（既存ブランドと新規獲得ブランド）が、それぞ

れの対応する市場（エスニック市場とメインストリーム市場）を拡大していることから分か

るように、異なるエスニシティ由来の既存ブランドと新規獲得ブランドが、それぞれのエス

ニシティのアイデンティティを堅持している点に最大の特徴がある。」 

 

 この定義を 5つの図表で分かりやすく解説していく。まずは、ビンボ社の米国市場攻略の

ステップとして、①から⑤までの５ステップが見て取れた（図表 9-1）。 
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図表 9-1 ビンボ社の米国市場全体の攻略ステップ 

 

ステップ 段階 活用した 

買収先企業 

リソース 

（大分類） 

主要リソース 

（小分類） 

① エスニック市場へ参入 - 既存経営資源の活用 本国での製品ブランド 

② (買収により)メインスト

リーム市場へ拡大 
Mrs. Bairds 社 新規経営資源の獲得 ・現地流通網 

・現地プレゼンス力 

③ 広域のエスニック市場へ

浸透 

既存経営資源と 

新規経営資源の活用 

・本国での製品のブランド 

・現地流通網 

・現地プレゼンス力 

④ 新メインストリーム市場

への拡大 

既存経営資源と 

新規経営資源の活用 

・(買収先の)現地製品ブランド 

・高度な流通オペレーション能力 

⑤ 新メインストリーム市場

の商圏でエスニック市場

へ浸透 

既存経営資源と 

新規経営資源の活用 

・本国での製品のブランド 

・拡大された現地流通網 

・拡大された現地プレゼンス力 

 

（出所）杉村（2023a）p.27, 図表 2 

 

 本論文のまとめを分かりやすく説明していくために、ビンボ社の米国市場攻略プロセス

の詳細を再掲する（杉村, 2023a, pp.27-28）。 

ステップ①は、米国のメキシコ系エスニック市場への参入段階である。ビンボ社のメキシ

コブランド製品を（配合を変えずに）輸出することからはじまった。メキシコ系エスニック

市場向けのビジネスはメキシコ系住民には支持されたが、ビンボ社のメキシコブランド製

品のみで事業を展開するという戦略は失敗に終わり、ヒスパニック系住民だけに限定する

のではなく、米国市場で知られているブランドを使うために方針の変更が不可欠だった

（Lázaro, 2010, p.35）。狭い商圏内のエスニック市場の規模では、採算の取れるビジネス

に成らなかった。そのため、ビンボ社は戦略の方向転換を図り、現地企業の買収へと舵をき

った。ステップ②は、現地の優良メーカー、ベアード社の買収によりテキサス州のメインス

トリーム市場をそのまま手に入れるとともに、新しい経営資源として、「現地流通網」と「現

地プレゼンス力」を手に入れた。ステップ③は、新しく獲得した経営資源を活用し、広域の

エスニック市場へ浸透していく段階である。既存の経営資源である「本国での製品ブランド

（ビンボ社のメキシコブランド）」と新規獲得した経営資源の「現地流通網」との組み合わ

せにより、新規流通ルート及び新規販路を構築した。さらに、買収先の優良メーカーが持つ

「現地プレゼンス力」が「本国での製品ブランド」の販路拡大に貢献した。優良メーカーの

コーポレートブランドに由来する「現地プレゼンス力」は、買収先企業の営業部隊や顧客ネ

ットワーク（市場シェア）により効力を発揮した。ステップ④は、「買収先の現地製品ブラ

ンド」を、新しい地域（未開拓地域）のメインストリーム市場（以下、新メインストリーム

市場）へ広めていく段階、または新規販路の開拓に活かす段階である。既存経営資源の「高
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度な流通オペレーション能力10」と組み合わされることによって可能となった。この市場拡

大では「拡大された現地流通網」と「拡大された現地プレゼンス力」が生み出された。ステ

ップ⑤は、既存経営資源の「本国での製品ブランド」が、④で生まれた「拡大された現地流

通網」、および「拡大された現地プレゼンス力」と組み合わされることにより、新メインス

トリーム市場の地理的商圏内においてエスニック市場に浸透した（以上、再掲部分）。 

 続く、図表 9-2で示されるとおり、ステップ③から⑤のプロセスで、既存経営資源と買収

によって獲得した新規経営資源が組み合わされていた。新旧経営資源の組み合わせによっ

て、次なる経営資源を創出し、相乗効果が生み出されていることが見て取れる。 

  

 
10 Guillén and García-Canal（2013, p.24）は、「他の大手パンメーカーと一線を画すビンボ社の最大の強みは、何万

もの販売拠点を含む複雑な流通ネットワークを管理するための、長年の経験に裏打ちされた方法論である」と述べてい

る。 
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図表 9-2 各ステップにおける資源のインプット・アウトプットと相乗効果 

＜ステップ③の資源のインプットとアウトプット＞ 

 

 

＜ステップ④の資源のインプットとアウトプット＞ 

 

 

＜ステップ⑤の資源のインプットとアウトプット＞ 

 

＊二重線の矢印は、相乗効果を示している。   （出所）筆者作成 
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ステップ③では、既存資源のインプットは、「本国での製品ブランド（ビンボブラン

ド）」と「高度な流通オペレーション能力」である。新規獲得資源のインプットは、「（買

収先から獲得した）現地流通網」と「現地プレゼンス力（企業信用力）」である。事業活

動を通じた資源のアウトプットは、買収先（ベアード社）の流通網内のメキシコ系エスニ

ック市場向け流通網である。 

ステップ④では、既存資源のインプットは、「資金力」と「高度な流通オペレーション

能力」である。新規獲得資源のインプットは、「（買収先から獲得した）現地流通網」と

「現地プレゼンス力（企業信用力）」と「現地国の製品ブランド」である。事業活動を通

じた資源のアウトプットは、（買収先の流通網を拡張した）新メインストリーム市場の流

通網である。 

ステップ⑤では、既存資源のインプットは、「本国での製品ブランド（ビンボブラン

ド）」と「高度な流通オペレーション能力」である。さらに、③でアウトプットされた資

源の「買収先流通網内のエスニック市場向け流通網」と④でアウトプットされた資源の

「拡張された現地流通網」と「拡張された現地プレゼンス力」がインプットされた。事業

活動を通じた資源のアウトプットは、「新メインストリーム市場商圏内のメキシコ系エス

ニック市場向け流通網」である。 

ステップ③、④、⑤のステップ前後の市場の変化をイメージ図で示した（図表 9-3）。さ

らに、各ステップで創出された経営資源もはっきりと明示した。なお、図形の大きさと色

は、市場の変化が分かるように示されている。ただし、市場規模を正確に表したものでは

ない。 

図表 9-3で示されるとおり、ステップ③から⑤のそれぞれで創出された経営資源は、ス

テップ③では、（買収先の流通網内の）広域のメキシコ系エスニック市場向けの流通網、

ステップ④では、（買収先の流通網を拡張した）新メインストリーム市場の流通網、ステ

ップ⑤では、（新メインストリーム市場商圏内の）メキシコ系エスニック市場向けの流通

網、であった。 
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図表 9-3 ビンボ社の地理的な市場拡大/市場浸透/創出された経営資源 

 

 

 

＊ 図表内の新メイン市場は、新メインストリーム市場の略称である。 

＊ 黄緑色は、メインストリーム市場、または新メインストリーム市場を指す。 

＊ 緑色は、メインストリーム市場とメキシコ系エスニック市場の合計、または新メイン

ストリーム市場とメキシコ系エスニック市場の合計である。 

（出所）筆者作成 

 

さらに、図表 9-4では、ステップ③から⑤のプロセスにおいて、実線で示されているよう

に、異なるエスニシティ由来の製品ブランド（既存ブランドと新規獲得ブランド）が、それ

ぞれの対応する市場（エスニック市場とメインストリーム市場）を拡大していることを示し

た。それに加え、点線で示されているように、新規獲得ブランドによる企業信用力（現地プ

レゼンス力）がエスニック市場拡大に貢献していたことを表した。メインストリーム市場で

培ってきたブランド力が、メキシコ系エスニック市場攻略に役立っていたことから、ここに

相乗効果を活用していたことを見て取ることができる。 
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図表 9-4 異文化間にまたがるブランド・ポートフォリオの活用 

 

 

 

＊ 実線矢印は、消費者への価値訴求効果（ブランドはパッケージに表示される） 

＊ 点線矢印は、現地取引先（バイヤー）に向けた企業信用力 

（ブランドはパッケージにブランド表示されない） 

（出所）筆者作成 

 

このビンボ社のブランド・ポートフォリオは、ステップ③、④、⑤のすべてにおいて活

用されており、ビンボ社が「エスニック・マリアージュ」を発動するための重要な鍵とな

っていた。 

また、補足すると、３つのステップのうちの２つ（ステップ③と⑤）では、双方のブラ

ンド力を階層的に活用しており、次の図表 9-5 のように示すことができる。 
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図表 9-5 ビンボ社のブランド・ポートフォリオの活用方法と仕組み 

 

 

 

＊ 実線矢印は、商流を表している。 

＊ 点線矢印は、ブランドの分類と活用先を表している。 

（出所）筆者作成 

 

この図表の二本の点線矢印で示されているように、ビンボ社のブランド・ポートフォリ

オが、エスニック市場を拡大するための相乗効果を生み出していた。この相乗効果は、異

なるエスニシティ由来のブランド（本国由来のブランドと現地国由来のブランド）を両方

とも所持していたからこそ生み出せたのであり、片方のブランドだけでは不可能である。 

製品ブランドの観点からすると、一国内において、エスニック市場とメインストリーム市

場が明確にセグメンテーションされた上で、エスニック市場では本国の製品ブランド、メイ

ンストリーム市場では現地国の製品ブランドを（消費者の目に映る）製品パッケージに採用

しながらも、水面下では本国の製品ブランドでエスニック市場を拡大するために、買収先の

現地プレゼンス力（企業信用力）を使っていた。つまり、双方のブランド力を使うことを最

大の特徴としていた。これが、「エスニック・マリアージュ」の定義で、最大の特徴と述べ

た部分の具体的内容である。 

杉村（2023a, p.33）は、「「エスニック・マリアージュ」は基本的にダイナミック・ケイ

パビリティであり、ダイナミック・ケイパビリティの概念に内包される様々なタイプの一つ
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である。つまり、ダイナミック・ケイパビリティの新たなタイプを提案し、既存研究を拡張

させたことに理論的貢献がある。」と述べている。 

ビンボ社の事例から分かるように、「エスニック・マリアージュ」を発揮することは容

易ではない。一般的に、企業がダイナミック・ケイパビリティを発動させるのは至難の業

であるが、さらに、異文化間でダイナミック・ケイパビリティを発揮していかなければな

らないのが「エスニック・マリアージュ」である。つまり、（端的に言おうとすると誤解

を生むかも知れないが、）「エスニック・マリアージュ」とは、異文化間（Cross-

culture）で発揮されるダイナミック・ケイパビリティである。簡略化しすぎた部分を補

うならば、「エスニック・マリアージュ」とは、異文化間で消費者嗜好性に大きな相違が

ある食品（グローカル食品）の海外市場拡大を達成するために、異文化間（Cross-

culture）で発揮されるダイナミック・ケイパビリティである。 

さらに補足を加えるために、「異文化シナジー(cross-cultural synergy）」という概念

を用いる。馬越(2010,p.12）は、「アドラー（Adler, 1997）は、異文化経営においては文

化的多様性（cultural diversity）が避けられないものであるとして、この特徴を理解し

たうえで、これを管理して効果的に活用することが重要であると説き、異文化が接触する

ことによって生み出される相乗効果を「異文化シナジー」と呼んでいる。」と述べてい

る。それに加えて、馬越(2010,p.14）は、「文化的多様性に基づいた「異文化シナジー」

は、類似点をもとに相違点を融合させることで、より効果的な企業活動と管理システムを

生み出すという概念である（Adler, 1997）。」と言及している。江夏・桑名監訳(1992, 

p.297）は、Adler(1991）著作の日本語版の監訳者あとがきで、「「異文化マネジメント」

では、組織における文化の多様性をどのように管理するかが研究テーマとなっている。」

と述べている。安室（1992, pp.204-205）は、「組織内部に文化的多様性をもつことは、

問題解決能力を高める有力な手段である。固有のマクロ文化は絶えず「相違」を再生する

ので、それをうまく組織に取り込むことができれば、組織の創造エネルギーは枯渇するこ

となく続くだろう。つまり、自然の位置エネルギーを運動に転化して、電力などのエネル

ギーとして活用するように、文化の相違による個人や集団の認知の違いをたくみに利用し

て、創造エネルギーを引き出す仕組みを作ることは可能であろう。この創造性の仕組みが

最も活用される分野が、企業の研究開発である。」と述べている。先行研究においては、

人的資源管理面で異文化シナジーを起こすことに焦点があてられていた。それに対して、

本論文で導き出された「エスニック・マリアージュ」は、海外市場拡大（または、国際マ

ーケティング戦略11）のために、（図表 9-2で示したように、）異文化間で新旧経営資源

（既存経営資源と買収によって獲得した新規経営資源）を連続して上手く組み合わせるこ

とによって相乗効果を生み出せると論じている。異文化間（Cross-culture）で経営資源

 
11 国際マーケティング戦略は、国を越える場合に適用されるが、異文化間の相違を乗り越えるためにも使われる。し

たがって、1 国内に複数のエスニシティを内包している市場（典型的な例が多民族国家）において異文化間の相違を克

服する場合、つまり国内市場での活動も適用対象となる。 
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を上手く組み合わせることができなければ、（パンのような）グローカル食品を扱う企業

が海外市場で成功することはない。そのことを「エスニック・マリアージュ」と名付け

た。つまり、従来の異文化シナジーは人的資源管理面での活用に焦点があてられてきた

が、「エスニック・マリアージュ」は広く経営資源を活用することによって異文化シナジ

ーを生み出せると論じ、異文化シナジーの概念を拡張している。要するに、「エスニッ

ク・マリアージュ」とは、異文化間で消費者嗜好性に大きな相違がある食品（グローカル

食品）の海外市場拡大を達成するために、新旧経営資源（既存経営資源と買収によって獲

得した新規経営資源）の間で異文化シナジー(cross-cultural synergy）を生み出す能力

である。 

本論文で適用した方法論は、1事例を詳細に見ていくことによって仮説を抽出することで

あった。次節では仮説を提示していく。 

 

３．本論文から導き出された仮説の提示 

 

（１）仮説の位置付け 

 

まず、仮説の位置づけを明確にするため、文化食品（文化製品12のうちの食品）の定義を

拡張しておく13。一言でいえば、文化食品とは、伝統食品のことであった。世の中がますま

すグローバル化していく中、伝統食品のみに限定する定義では、食品企業の多様なグローバ

ル事業展開を説明することはできない。そのため、（文化製品の一部としての）文化食品の

定義に、グローカル食品を含めて考えていくことが必要である。グローカル食品（glocal 

food）は、特定の地域に特有のローカル基盤の食品だが、原産地以外でより広く受容される

ために改善されてきた食品を言う（Wilhelmina et al., 2010, p.358）。このグローカル食

品は、「グローバルに普及しているが、ローカルの特徴が色濃く反映されている食品」や「異

文化間で消費者の嗜好性に大きな相違がある食品」や「２つの文化間で文化的特性を共有し

ない食品」などに言い換えられる（図表 9-6）。 

  

 
12 文化製品とは、日本酒のような、特定の国や地域の文化に深く根ざした製品のことを指す。日本経営学会の第 94 回

全国大会（2020 年 9月 5 日開催）における岸本太一・岸保行（共同研究）による発表タイトル「文化製品の国際普及

における形式知化の貢献」より引用。 

https://keiei-gakkai.jp/wp-content/uploads/2020/08/20200905_004.pdf （アクセス日、2023 年 12 月 2日） 
13 文化製品は、「文化的製品」や「文化商品」と読み替えても問題ない。 
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図表 9-6 本論文におけるグローカル食品の定義 

 

グローカル食品 ＝グローバルに普及しているがローカルの特徴が色濃く反映されている食品 

＝異文化間で消費者の嗜好性に大きな相違がある食品 

＝２つの文化間で文化的特性を共有しない食品 

 

（出所）筆者作成 

 

グローカル食品を文化食品の一部として位置づけた上で、グローカル食品が海外市場（発

祥国に逆上陸、または第三国）へ広まるケースを研究していく。文化食品の海外展開には、

2 つのパターンがあり、その内のグローカル食品の位置づけを明確するために、図表 9-7で

示した。 

図表 9-7の【パターン 1】は、自国文化に由来する食品（伝統食品）を海外市場に広めて

いくパターンである。【パターン 2】は、外国文化に由来する食品に自文化のエスニシティ

が埋め込まれた食品（グローカル食品）を海外市場（発祥国に逆上陸、または第三国）に広

めていくパターンである。本論文は、この【パターン 2】のグローカル食品に関する研究で

ある。グローカル食品は文化食品の一種であるが、伝統食品ではないことを明確に示した。 

 

図表 9-7 文化食品の定義拡張とグローカル食品の位置付け 

 

 

＊ 紺色部分が、文化食品の定義に新しく加えられた、グローカル食品である。 

（出所）筆者作成 
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2つのパターンを詳しく説明していく。まず【パターン 1】は、日本酒やうどん等の海外

移転パターンである。パンという商品の例で示すと、米国（Ａ国）発祥のパンをＢ国（日本

やメキシコ）に広めていくケースである。米国発祥の中種法（および、それにより可能とな

った大量生産方式）が日本（または、メキシコ）に伝わり、その後、時間をかけて現地文化

に適応しながら日本のパン（または、メキシコのパン）が生み出されていった（図表 9-8）。

このように発祥国からの海外展開は、進出先に市場が存在しておらず新しいカテゴリー市

場の創造となる。 

なお、パン自体は米国発祥ではないので、厳密には米国の伝統食品には当たらないが、米

国発祥の中種製法によるパンはヨーロッパ風のパンなどとは別物とも言えるため、米国の

パンを伝統食品と同様に扱った。 

 

図表 9-8 伝統食品の海外市場展開【パターン 1】 

 

 

 

（出所）筆者作成 

 

【パターン 2】は、米国（Ａ国）発祥のパンがＢ国の日本（または、メキシコ）に伝わり、

現地文化に適応したパン（日本のパン、またはメキシコのパン）が生み出され、そのＢ国の

パンが海外市場に行くパターンである（図表 9-9）。日本のパンが東南アジア諸国に広まっ

ていくケースやメキシコのパンがラテンアメリカ諸国に広まっていくケースである。日本

のパン（または、メキシコのパン）が米国に逆上陸する場合もこのパターンに含まれる。グ

ローカル食品の海外市場展開は、企業のグローバル化の進展とともに、ますます増えていく

パターンである。 
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図表 9-9 グローカル食品を海外市場へ【パターン 2】 

 

 

（出所）筆者作成 

 

本論文は、米国発祥の中種法（および、それにより可能となった大量生産方式）が日本（ま

たは、メキシコ）に伝わり、異文化適応を果たし定着した後（半世紀が経過した後）、米国

市場に逆上陸したケースに焦点を当てた。メキシコ国籍のビンボ社の事例分析をすること

によって、どうすればグローカル食品の海外市場攻略を成功させることができるかを仮説

として提示することを目指してきた。続いて、グローカル食品という括りで仮説を提示して

いく。 

 

（２）仮説の提示 

 

ビンボ社のケースから何らかの仮説を発見することを目指してきた。グローカル食品を

海外市場に広めていくための仮説を次のように導き出すことができる。 

グローカル食品を扱う企業（グローカル食品企業）が複数のエスニシティを内包する国

（例：米国など）に進出する際、最も親和性の高いエスニック市場（例：母国系エスニック

市場など）で一定の足場を構築した上で、メインストリーム市場で一定のシェアとブランド

を持つ現地企業14の経営資源を獲得し、その新規経営資源と既存経営資源を連続して上手く

組み合わせ、次なる経営資源を創出し、相乗効果を生み出すことによって、海外市場全体15

を攻略することができると推察される。さらに、異文化組織間での協業を促進する組織変容

（トランスフォーミング）も必要とされる。このことを上手く表現したものが、「エスニッ

ク・マリアージュ」である。「エスニック・マリアージュ」（というタイプのダイナミック・

ケイパビリティ）があれば、海外市場全体を攻略することができる。逆の言い方をするなら

 
14 現地企業が全国展開しておらず、ある地域に限定して活動している場合は、その限定された地域内で高いシェアと

高評価なブランドを持っている企業を指す。 
15 市場全体とは、あるエスニック市場とメインストリーム市場を合わせた市場を指す。 



173 

 

ば、「エスニック・マリアージュ」が無ければ海外市場全体を攻略することはできない。以

上を簡潔に表すと、「「エスニック・マリアージュ」を発揮することができれば、グローカル

食品を扱う企業は、海外市場を拡大していくことができる。」という仮説となる。この仮説

の因果関係は、次の図表 9-10のとおりである。 

 

図表 9-10 仮説の因果関係 

 

 

 

（出所）筆者作成 

 

「エスニック・マリアージュ」を発揮できるためには、次のような前提条件、外部環境条

件、内部環境条件が必要であると推察される。 

 

（３）「エスニック・マリアージュ」を発揮するための前提条件と外部環境条件 

 

 「エスニック・マリアージュ」を発揮するための前提条件と外部環境条件は、次の 9点

をあげることができる。 

 

① グローカル食品の海外市場展開であること。 

② 進出先国が複数のエスニシティ（民族など）を内包した市場であること。 

③ 進出先国内のターゲットとするエスニック市場が、ある程度の市場規模を持つこと。 

④ 二国間関係の特殊性の把握 

（二国間の自由貿易協定、地理的近接性、歴史、その他）。 

⑤ 買収候補先がいくつかあり、現地国で必要とする経営資源を手に入れられること。 

⑥ 現地市場が細分化されており、買収による統合機会があること。 

⑦ 業界の特殊性の把握 

（パン業界に属するメーカーは、国内の安定したビジネス環境から海外市場を目指す

際に、急速な環境変化に見舞われる。この大きなギャップの認識が必要である）。 

⑧ 現地国の市場において、「現地プレゼンス力（企業信用力）」と「現地流通網」を手に

入れられることが、「エスニック・マリアージュ」の鍵である。 

⑨ 現地企業の製品ブランドが、現地国のメインストリーム市場を拡大していくブランド

力をもっている必要がある。 
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以上のように、「エスニック・マリアージュ」を発揮するための前提条件と外部環境条

件を推察することができた。これらの条件は、他企業のケースでもほぼ同様に見られるで

あろう。 

 

（４）「エスニック・マリアージュ」を発揮するための内部環境条件 

 

「エスニック・マリアージュ」を発揮するための内部環境条件は、次の 16点をあげる

ことができる。 

 

① 買収先した現地国の製品ブランドを尊重し活かすことができること。 

② 既存経営資源に固執するのではなく、自国のエスニシティ由来のブランド（自社ブラ

ンド）の方が優れているという思い込みを捨てられること。そのことにより、他国の

エスニシティ由来のブランド（他社ブランド）を活用する選択に踏み切ることができ

る。 

③ グローカル食品に対する異文化間の消費者嗜好性のギャップの大きさを市場調査など

で、正確に認識できることが必要である。特に、食のライフスタイルの観点から、異

文化間の消費者嗜好性の違いを正しく捉えておくことが必要である。 

④ エスニック・マーケティングのセグメンテーションの観点からすれば、エスニック市

場とメインストリーム市場の消費者嗜好性の間に大きな文化的差異があるため、それ

らの市場を明確に区別する必要がある。 

⑤ 海外市場における最終的なゴールを、（エスニック市場だけでなく、）メインストリー

ム市場を含む市場全体の攻略として設定できること。そのような企業こそが、「エス

ニック・マリアージュ」を活用した市場拡大の恩恵を受けられる。 

⑥ ブランド・ポートフォリオ戦略16の観点からすれば、異文化間にまたがるブランド・

ポートフォリオを構築し、エスニック市場には本国の製品ブランド、メインストリー

ム市場には現地国の製品ブランドを製品パッケージに適用するという具合に、明確に

使い分ける必要がある。 

⑦ 「エスニック・マリアージュ」を発揮するには、買収した現地企業のブランド力から

派生する企業信用力（現地プレゼンス力）を間接的に適用し、本国の製品ブランドに

よるエスニック市場攻略に活用する必要がある。エスニック市場攻略のために、表面

では本国製品ブランドを活用しながら、水面下では現地企業ブランドから派生する企

業信用力（現地プレゼンス力）を、双方とも同時に活用できる必要がある。 

⑧ 現地の製品ブランドをメインストリーム市場に販売する際に、企業グループ全体の企

 
16 ブランド・ポートフォリオ戦略（brand portfolio strategy）とは、ポートフォリオの構造とそのブランドの範

囲・役割・相互関係を明確にするものであり、その目標は、ポートフォリオにシナジー、レバレッジ効果、明確さを持

たせ、関連性があり差別化され、活力のあるブランドを創造することである(Aakar, 2005, p.14） 
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業規模拡大が進むにつれて、本国企業（親会社）のグローバル企業としての企業信用

力を活かせることがある。 

⑨ 流通戦略の観点からすれば、買収先の現地流通網（または販路）を有効活用し、本国

の製品ブランドをエスニック市場に浸透させる流通網を構築できる必要がある。 

⑩ ダイナミック・ケイパビリティを持っている必要がある。ダイナミック・ケイパビリ

ティを構成する３つのケイパビリティ（感知、捕捉、資産の結合/再配置）のうち、

資産の結合/再配置のケイパビリティは特に重要であり、高いレベルである必要があ

る。 

⑪ 「エスニック・マリアージュ」の概念のうち、経営資源の組み合わせの部分にのみ焦

点を当てると、グローカル食品を海外市場で普及させるためには、自国で培った経営

資源だけでは不十分である。海外の現地国にある経営資源を獲得し、既存経営資源と

上手く組み合わせ続け、現地国で通用する何らかの経営資源を自分達で創り出し、相

乗効果を生み出す能力が必要である。これを「経営資源のマリアージュ17」と呼ぶ。

つまり、グローカル食品の海外市場拡大において、経営資源の組み合わせの部分にの

み焦点を当てると、「経営資源のマリアージュ」が必要だと言える。 

⑫ 本国で製品ブランドを確立しており、現地国のエスニック市場で、高い顧客ロイヤル

ティを獲得できる必要がある。 

⑬ 「エスニック・マリアージュ」を発動させるためには、まずエスニック市場参入で足

場となる拠点を築き、その後にメインストリーム市場へと拡大していく二段階戦略が

必要である。エスニック市場向けの組織体制を確立した上で、メインストリーム市場

向けの組織を獲得し、両組織からの出身者で構成されるプロジェクトチームの発足と

協業が必要である。 

⑭ 異文化間での協業を促進する組織文化（または風土）を形成する組織変容（トランス

フォーミング）を起こす必要がある。ダイナミック・ケイパビリティを構成するケイ

パビリティの一つである変容（トランスフォーミング）を発揮し、組織変革を実現す

る必要がある。 

⑮ 「エスニック・マリアージュ」を活用することを前提として、海外市場に小さく入っ

て、そこから大きくしていく戦略を志向する必要がある。 

⑯ 海外市場全体を攻略する上で、親和性の高いエスニック市場で高い優位性を獲得でき

る必要がある。外国企業は、現地国の慣れないビジネス環境で活動することを余儀な

くされ、競合する現地国メーカーと比べ、ハンディキャップを背負うことになる。そ

の不利を補うためには、得意とするエスニック市場で圧倒的な競争優位性を発揮でき

ることが最低限必要である。その際には、エスニック・マーケティング戦略の活用が

 
17 再掲示。マリアージュとは、フランス語で「結婚」。ワイン用語では料理とワインとの組み合わせ、またその相性。

互いに香りや味を高め合う組み合わせに「すばらしいマリアージュ」などという。 

https://kotobank.jp/word/%E3%83%9E%E3%83%AA%E3%82%A2%E3%83%BC%E3%82%B8%E3%83%A5- 

635982、（アクセス日、2022 年 12月 12日） 
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有効であるため、エスニック・マーケティングに関する知見が必要とされる。 

 

以上のように、「エスニック・マリアージュ」を発揮するための内部環境条件を推察する

ことができた。これらの条件は、他企業のケースでもほぼ同様に見られるであろう。 

 

４．結論 

 

本研究の原点は、敷島製パンが米国市場を攻略できなかったにもかかわらず、なぜビンボ

社は米国市場を攻略できたのかという疑問からであった。敷島製パンは米国市場参入にお

いて、日系エスニック市場をターゲットにすることで、米国市場に足場を築く事ができた。

しかし、その後の市場拡張は上手く行かず、米国市場から撤退した。敷島製パンとは対照的

に、ビンボ社は米国内のメキシコ系エスニック市場に足場を築き、その後、米国市場全体で

トップシェアを獲得・維持するところまで成長した。なぜビンボ社は米国市場全体を攻略で

きたのか、どのようにして文化の相違から生じる問題を克服することができたのかという

リサーチクエスチョンを設定した。 

 ビンボ社の単一事例研究および探索的研究によって、ビンボ社の米国市場への参入と市

場での地位確立の経緯をエスニック・マーケティングの視点から明らかにしたとともに、参

入先の市場での市場のさらなる拡大には、既存の経営資源と新たに獲得した経営資源をう

まく組み合わせる能力が必要になることを示した。つまり、ビンボ社のケースは、パンとい

う製品において、エスニック・マーケティング及び「エスニック・マリアージュ」を活用し、

米国市場全体を攻略できることを示した。 

パンは世界中で食べられ、人類にとって普遍性をもつ食べ物であるがゆえに、世界中どこ

であっても、パンに対する評価基準はさほど変わらないと思われてきた。日本人が美味しい

と思っているパンは、米国のメインストリームにとっても美味しいはずだと思い込んでい

た。しかし、パンの評価基準は世界共通ではなく、国やエスニシティ（民族性）ごとの消費

者嗜好性の大きな違いによる影響を受ける。そのため、日本のパンメーカーが米国市場に参

入しても、米国のメインストリームにとっての美味しい製品を作ることができない（もしく

は極めて難しい）。実際、ビンボ社もメキシコのパンを米国のメインストリーム市場向けに

製品適応させてみたが、大失敗に終わった。 

では、ビンボ社が米国市場攻略のために、何をしたのかと言うと、メキシコ系エスニック

市場にメキシコのパンを売りながら、米国の現地パンメーカーを買収し、現地製品ブランド

をメインストリーム市場に販売する方法を採用していたことが見て取れた。パンというエ

スニックな要素が埋め込まれた商品を、海外のメインストリーム市場向けに製品適応させ

ようとすると失敗する。異文化間の消費者嗜好性の大きな相違に対して、製品の異文化適応

でのぞんではいけないのである。かつては、日本のパンメーカー数社の失敗から見て取れる

ように、本国のパンを海外に広めるためには、製品適応すれば、現地国のメインストリーム
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に受け入れられるはずだという通説が存在していた。標準化製品などと同様、顧客ニーズに

対する若干の製品適応をすることによって、海外市場を拡大していくことができると考え

られていたが、パンのようなグローカル食品には当てはまらないことが分かった。ビンボ社

が成功できたのは、異文化間の消費者嗜好性の大きな違いという文化の相違を乗り越えら

れたからではない。そのような文化の相違を乗り越えようとせず、尊重し、別の方法に回避

した。ビンボ社は、現地大手パンメーカーを買収し、買収によって獲得した経営資源と既存

経営資源をマリアージュする方法に切り換え、米国市場全体を攻略できた。そのことを「エ

スニック・マリアージュ」と名付けた。異文化間で新旧経営資源をマリアージュすることが

できなければ、パンのようなグローカル食品を扱う企業が海外市場で成功することはない。

結論として、ビンボ社は異文化間の消費者嗜好性の大きな違いという文化の相違を尊重（回

避）し、「エスニック・マリアージュ」を発揮することによって、そのような文化の相違か

ら生じる問題を克服したのである。 

本論文の研究の原点は、「なぜ敷島製パンは米国市場から撤退を余儀なくされ、ビンボ社

は大成功を収めたのか。」であった。敷島製パンは、米国市場参入において日系エスニック

市場をターゲットにすることで、米国市場で足場を築く事ができた。しかし、その後、日系

エスニック市場から抜け出せず、メインストリーム市場を攻略できないまま、米国市場から

撤退した。ビンボ社も途中までは、敷島製パンと同様の経緯を辿っていた。米国内のメキシ

コ系エスニック市場に足場を築き、その後、メキシコのパンをメインストリーム市場に拡張

しようとして失敗している。しかし、その挫折から学習し、最終的には、米国市場全体でト

ップシェアを獲得・維持するところまで成長した。対照的な二社、ビンボ社と敷島製パンを

比較してみると、二社の成功と失敗を分けた原因は、「エスニック・マリアージュ」を発揮

できたビンボ社は大成功を収め、「エスニック・マリアージュ」を発揮させることができな

かった（または、持っていなかった）敷島製パンは撤退に追い込まれたのだと言える。これ

が、研究の原点にあった疑問に対する結論である。以上の点を踏まえ、本論文から導き出さ

れるインプリケーションとして、（パンに代表される）グローカル食品を扱う企業が、海外

市場を拡大するための仮説は、「「エスニック・マリアージュ」を発揮することができれば、

グローカル食品を扱う企業は、海外市場を拡大していくことができる。」と提示できる。さ

らに、「エスニック・マリアージュ」が発揮されるための前提条件、外部環境条件、内部環

境条件を本章で示すことができた。 

パン業界では、本国で高いシェアを獲得し、多くの消費者から支持されたからといって、

海外市場で成功できるわけではない。例えば、日本で圧倒的なシェアを持つ山崎製パン(株)

が、米国市場に自社の経営資源だけで挑戦しても上手く行かない。異文化間の消費者嗜好性

の大きな相違を前に失敗することになる。山崎製パン(株)ほどの企業規模があっても、海外

市場で成功するためには、自社が培ってきた経営資源と海外の現地パンメーカーから獲得

した経営資源がマリアージュされなければ上手く行かないことを、仮説は暗示している。 
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５．本研究の限界と今後の課題 

 

本研究の限界としては、単一事例研究および探索的事例研究に由来する限界があげられ

る。本論文は、単一事例研究から仮説を導き出したところまでが到達点である。単一事例か

ら言えるのは、あくまで仮説であり、この仮説が正しいかどうかは確認されていない。 

今後の研究課題としては、４点を挙げることができる。最初の課題は、本論文で抽出した

仮説を検証していくことである。検証のためには、理論サンプリングによって選択された複

数のケースで追試していく必要がある。さらに、ケース・スタディの対象を、徐々に広げて

いくことによって、仮説の検証範囲を広げていく。 

 まず、ビンボ社のラテンアメリカ諸国への市場参入と市場拡大のケースを扱う。本論文で

は取り扱うことができなかったが、ビンボ社の歴史を振り返ると、ラテンアメリカ諸国への

進出においても、「エスニック・マリアージュ」を発揮していたと推察される。ラテンアメ

リカ諸国のケースで検証していくことによって、グローカル食品による海外市場拡大は、

（発祥国への逆上陸パターンに限らず、）第三国への進出においても適用可能であることが

検証されるであろう。 

続いて、ビンボ社と同じ業界に属している他社パンメーカーを扱う。世界で活躍するパン

メーカーの上位 10社ほどのケース・スタディをしていくことによって、仮説が正しかった

かどうかを検証できる。世界的なパンメーカーの数は 10社もなく、おそらく数社に満たな

いケース・スタディで検証できるであろう。少なくとも大体の傾向は分かる。まずは、山崎

製パンがＡＳＥＡＮ諸国のいずれかの国で、市場攻略したケースなどを取り上げたい。 

さらに、「エスニック・マリアージュ」が、パン以外のグローカル食品にも適用可能であ

るかどうかを検証していく。味の素冷凍食品（株）が米国市場で中華食品の市場拡大に成功

しつつあるケースなどを調査していく。その後、グローカル食品以外の製品にも適用できる

かどうかの可能性を探っていきたい。 

２つ目の課題は、仮説の精度を高めていくことである。それは「エスニック・マリアージ

ュ」という概念の精緻化に他ならない。さらに、「エスニック・マリアージュ」を発揮する

ための条件（前提条件、外部環境条件、内部環境条件）を精査し、質の高いものに仕上げて

いくところまで到達できなければ、本研究が終了したことにはならない。「エスニック・マ

リアージュ」が発揮されるためには、ダイナミック・ケイパビリティを持っていなければな

らないと推察できる。おそらく持っていなければならないが、本研究が 1 事例によるケー

ス・スタディである以上、断言はできない。今後、いくつかのケース・スタディを実施し、

仮説の検証や修正をしていく必要がある。また、本章で述べたように、「エスニック・マリ

アージュ」は異文化シナジーの概念を拡張させたが、「エスニック・マリアージュ」の概念

と異文化シナジーとの関連性をより詳細に論じる必要がある。 

３つ目の課題は、本論文においては、エスニシティを狭義の意味で「民族性」と解釈して

論じてきた。しかし、第１章で述べたように、広義の定義では、「エスニシティは、1 つ以
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上の特徴に基づいた人々のグループの共通アイデンティティまたは類似性のことである

（Pires and Stanton. 2014, p.10)。」と言える。したがって、例えば、同じ宗教を信仰す

る人々をエスニック市場と捉えることができる。ハラール食品を必要とするイスラム教徒

という括りでエスニック市場をセグメンテーションしていくことが可能である。例えば、イ

ンドで人口の約 14％を占める18、イスラム教徒（および、そのハラール食品市場）をエスニ

ック市場と見なし、そこで足場を築き、その後、「エスニック・マリアージュ」を発揮して、

メインストリーム市場を含む市場全体を攻略できるかもしれない。エスニシティを民族性

だけにとらわれない視点で、研究することができるであろう。このような視点で「エスニッ

ク・マリアージュ」の適用範囲を広げていけるかどうかを検討していく必要がある。 

４つ目の課題は、外資系企業が「エスニック・マリアージュ」を発揮することに対する、

現地企業側の防衛策を検討しておくことが必要であろう。国際交流の進展とともに、国境を

越えていく人が、ますます多くなると予想される。例えば、日本においては、長期的な過去

の推移を見ると、外国人の人口は増加傾向にある。それに伴い、外国人向けの商品に対する

ニーズは高まり、そのような商品を専門に扱う小売店も増えるであろう。外資系企業がその

ような外国人向けのエスニック市場で足場を築き、「エスニック・マリアージュ」を活用し

て、日本市場全体を攻略できる可能性がある。日本企業の立場からすれば、海外市場攻略に

のみ目を向けるのではなく、外資系企業の日本市場参入に備えておくことが必要であろう。

「エスニック・マリアージュ」は外資系企業によって強力に発揮され、日本企業は自国市場

の防衛策を上手く実行することができないであろう。なぜなら、現地メーカーは最も大きな

メインストリーム市場に経営資源を投入することを重視し、小規模なエスニック市場に注

力しにくい。日本企業の場合、自国内のエスニック市場（例えば、ブラジル系エスニック市

場など）に注力しにくいと言える。小規模な市場では大企業の成長ニーズを解決できないの

である(Christensen, 2013)。「エスニック・マリアージュ」を海外市場に適用する視点だけ

でなく、自国市場を守るための防衛策を検討する視点が求められる。今後の課題として取り

組んでいきたい。 

本論文で主張したように、「エスニック・マリアージュ」を発揮することは容易ではない。

海外市場を目指し、「エスニック・マリアージュ」を発揮することを目指す、グローカル食

品企業の経営者に対して、実務的に役立つ知見を提供するためには、更なる学術的な進歩が

求められる。本研究で先鞭をつけ、導き出した仮説を検証、および進化していくために、以

上の４つの課題に取り組んでいく必要がある。 

  

 
18 外務省 HPより、2011年度国勢調査のデータを引用。 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/india/data.html （アクセス日、2023年 12月 19 日） 
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